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1. はじめに 

耐震設計においては，通常運転時，運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞ

れの荷重と地震力を組み合わせた荷重条件に対して，機能を保持することとしている。本資

料では，技術基準規則第５条（設置許可基準規則第４条を読み込み）に基づく地震荷重とＤ

Ｂ条件におけるその他の荷重との組合せについて説明する。 

本書に関連する工認添付書類を以下に示す。 

・Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」 
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2. 基準類における要求 

2.1 新規制基準における要求 

新規制基準のうち「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に

関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）の解釈」の別記２のうち，該当部を下

記に示す。 

 

設置許可基準規則の解釈（別記２）  

第４条（地震による損傷の防止） 

３ 第４条第１項に規定する「地震力に十分に耐えること」を満たすために、耐震重要度

分類の各クラスに属する設計基準対象施設の耐震設計に当たっては、以下の方針によ

ること。 

 

一 Ｓクラス（津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を除く。） 

（省略） 

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じ

るそれぞれの荷重と、弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力を組み合わせた

荷重条件に対して、応答が全体的におおむね弾性状態にとどまること。 

 

６ 第４条第３項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないものでなければなら

ない」ことを満たすために、基準地震動に対する設計基準対象施設の設計に当たって

は、以下の方針によること。 

 

一 耐震重要施設のうち、二以外のもの 

（省略） 

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じ

るそれぞれの荷重と基準地震動による地震力を組み合わせた荷重条件に対して、その

施設に要求される機能を保持すること。なお、上記により求められる荷重により塑性

ひずみが生じる場合であっても、その量が小さなレベルにとどまって破断延性限界に

十分な余裕を有し、その施設に要求される機能に影響を及ぼさないこと。また、動的

機器等については、基準地震動による応答に対して、その設備に要求される機能を保

持すること。例えば、実証試験等により確認されている機能維持加速度等を許容限界

とすること。 

 

なお、上記の「運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重」につい

ては、地震によって引き起こされるおそれのある事象によって作用する荷重及び地震に

よって引き起こされるおそれのない事象であっても、いったん事故が発生した場合、長

時間継続する事象による荷重は、その事故事象の発生確率、継続時間及び地震動の超過

確率の関係を踏まえ、適切な地震力と組み合わせて考慮すること。 
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2.2 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984における要求 

前項において，新規制基準における要求として設置許可基準規則を示したが，具体的な

考え方は原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１・補-1984（以下「ＪＥＡＧ４

６０１・補-1984」という。）に記載されている。 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984では，運転状態Ⅰ～Ⅳと基準地震動Ｓ１及びＳ２との組合せ

に対して，許容応力状態ⅢＡＳ及びⅣＡＳの許容限界を適用した評価が求められている。 

ここで，運転状態Ⅳ（Ｌ）とＳ１との組合せにおいて，①原子炉冷却材バウンダリ（ＥＣ

ＣＳ系以外）（図 2.2－1①に対応，以下同様）については許容応力状態ⅣＡＳの許容限界

を適用し，②原子炉冷却材バウンダリ（ＥＣＣＳ系）及び③原子炉格納容器については許容

応力状態ⅢＡＳの許容限界を適用する。ＥＣＣＳ機器に対して，許容応力状態ⅢＡＳの許

容限界を適用するのは，これらの設備については，本来運転状態Ⅳ（Ｌ）を設計条件とし

ており，この状態が運転状態Ⅰに相当するとし，運転状態Ⅰと基準地震動Ｓ１との組合せ

に対して適用される許容応力状態ⅢＡＳの許容限界を適用した評価が求められているた

めである。また，④原子炉格納容器については，ＬＯＣＡ後の最終障壁となることから，

構造全体としての安全裕度を確認する意味で，ＬＯＣＡ後最大内圧と基準地震動Ｓ１との

組合せにおいて，許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を適用することが求められている。 

 

上記の運転状態と地震の組合せについて，地震の従属事象は，地震時の状態と，事象に

よって引き起こされるおそれのあるプラントの状態とは組合せが必要であり，地震の独立

事象は，事象の発生確率，継続時間及び地震動の発生確率の関係を踏まえ，組合せを検討

するとの考え方が示されている（図 2.2－2参照）。この考え方を，検討整理した結果，運

転状態Ⅰ～Ⅳの各事象における圧力，温度，機械的荷重と基準地震動Ｓ１，Ｓ２との組合せ

について，考慮すべき組合せの考え方が示されている（図 2.2－1参照）。この中で，発生

頻度が低い独立事象であるＬＯＣＡ（運転状態Ⅳ）については，基準地震動Ｓ２との組合

せを要しないが，ＬＯＣＡ後長時間継続する荷重（運転状態Ⅳ（Ｌ））は，基準地震動Ｓ

１との組合せが必要となると規定されている。 

  



 

 

 

4 

 

 

図 2.2－1 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984の許容応力状態と荷重の組合せの考え方 

  

① ③ 

③ 

② 

④ 
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図 2.2－2 運転状態と荷重の組合せの考え方 

 

今回の評価 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984にて想定している基準地震動Ｓ１及びＳ２の発生確率は，島根原

子力発電所第２号機における弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓの年超過確率と少な

くとも同等であること（ＪＥＡＧ４６０１・補-1984については地震の発生確率で示されてい

るのに対し，島根原子力発電所第２号機については地震動の年超過確率を示しているため直接

的な比較はできないが，年超過確率は 1 年間に 1 回以上その地震動を超える確率を示してい

るものであることから，Ｓｄ及びＳｓの発生確率相当として扱っている。），また弾性設計用地

震動Ｓｄについては，基準地震動Ｓ１を下回らないように設定していることから，弾性設計用

地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓの発生確率は，Ｓ１及びＳ２の発生確率よりも同等以下と言え

る。 

以上を踏まえ，今回の評価については，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 の基準地震動Ｓ１及び

Ｓ２を弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓに置き換えて評価を実施しているものであ

る（参考１，参考２参照）。 

  

基準地震動Ｓ１の発生確率： 

10-2/年～5×10-4/年 

基準地震動Ｓ２の発生確率： 

5×10-4/年～10-5/年 

○ 耐震上想定すべき運転状態と地震動の組

合せは，事象の発生頻度及びその状態の

継続時間との関連により決定 

○ 独立事象と組み合わせた発生確率10-7/年

以上を目安に組合せを考慮 

○ ＪＥＡＧ４６０１・補-1984においては，

基準地震動Ｓ１の発生確率は10-2/年～5×

10-4/年，基準地震動Ｓ２の発生確率は5×

10-4/年～10-5/年とし，組合せを考慮 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984の考え方 
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（参考１）島根原子力発電所第２号機における弾性設計用地震動Ｓｄの年超過確率 

 

島根原子力発電所第２号機における弾性設計用地震動Ｓｄの年超過確率は，以下のとおりＪ

ＥＡＧ４６０１・補-1984に想定している基準地震動Ｓ１の発生確率（10-2/年～5×10-4/年）よ

り小さい。 

 

(1)水平方向 

図 2.2－3より，周期 0.02秒～約 0.1秒及び約 0.6秒～5秒では弾性設計用地震動Ｓｄ－

Ｄが大きく，年超過確率は 10-3～10-5程度，周期約 0.1秒～約 0.6秒では弾性設計用地震動

Ｓｄ－Ｎ１及びＳｄ－１が大きく，それらの応答スペクトルを包括的に見ると年超過確率は

10-3～10-5程度である。 

 

(2)鉛直方向 

 図 2.2－3より，周期 0.02秒～約 0.5秒では弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄ，Ｓｄ－Ｎ２及び

Ｓｄ－１が大きく，それらの応答スペクトルを包括的に見ると年超過確率は 10-3～10-5程度，

周期約 0.5 秒～5 秒は弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄが大きく，年超過確率は 10-4～10-5程度で

ある。 
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（参考２）島根原子力発電所第２号機における基準地震動Ｓｓの年超過確率 

 

島根原子力発電所第２号機における基準地震動Ｓｓの年超過確率は，以下のとおりＪＥＡＧ

４６０１・補-1984に想定している基準地震動Ｓ２の発生確率（5×10-4/年～10-5/年）より小さ

い。 

 

(1)水平方向 

図 2.2－4より，周期 0.02秒～約 0.2秒及び約 0.6秒～5秒では基準地震動Ｓｓ－Ｄが大

きく，年超過確率は 10-5～10-6程度，周期約 0.2秒～約 0.6秒では基準地震動Ｓｓ－Ｄ及び

Ｓｓ－Ｎ１が大きく，それらの応答スペクトルを包括的に見ると年超過確率は 10-5～10-6程

度である。 

 

(2)鉛直方向 

 図 2.2－4 より，周期 0.02 秒～約 0.07秒では基準地震動Ｓｓ－Ｄ及びＳｓ－Ｎ２が大き

く，それらの応答スペクトルを包括的に見ると年超過確率は 10-5～10-6程度，周期約 0.07秒

～5秒は基準地震動Ｓｓ－Ｄが大きく，年超過確率は 10-5～10-6程度である。 
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3. 既工認及び今回の評価内容 

既工認では，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 等の考え方に基づき，各運転状態の事象とＳ１

及びＳ２地震動とを組み合わせた評価を実施している。 

今回の評価では，既工認と同様にＪＥＡＧ４６０１・補-1984の考え方に基づき，各運転

状態Ⅰ～Ⅳの各事象と弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓとを組み合わせた評価を

実施している。 

なお，弾性設計用地震動Ｓｄは基準地震動Ｓｓの係数倍にて定義することを基本としてい

ることから，設備の基準地震動Ｓｓによる発生値が，弾性設計用地震動Ｓｄの評価時に用い

る評価基準値（許容応力状態ⅢＡＳ）以下であれば，弾性設計用地震動Ｓｄによる発生値に

ついても，評価基準値（許容応力状態ⅢＡＳ）以下となる。そのため，今回の評価における

弾性設計用地震動Ｓｄによる評価については，基準地震動Ｓｓにおける地震力を用いて評価

（Ｓｓによる発生値と評価基準値（許容応力状態ⅢＡＳ）による比較）し，評価基準値を満

足することを確認した部位については，弾性設計用地震動Ｓｄにおける地震力の評価を省略

することを可能としている。 

 

3.1 荷重の組合せ及び対応する許容応力状態 

3.1.1 記号の説明 

Ｄ  ： 死荷重 

Ｐ  ： 地震と組み合わすべきプラントの運転状態（地震との組合せが独立な運転状態

Ⅳ，Ⅴは除く）における圧力荷重 

ＰＤ ： 地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ及び地震従属

事象として運転状態Ⅳに包絡する状態がある場合にはこれを含む），又は当該設

備に設計上定められた最高使用圧力による荷重 

ＰＬ ： 地震との組合せが独立な運転状態Ⅳの事故直後を除き，その後に生じている圧

力荷重 

ＰＬ* ： 冷却材喪失事故後最大内圧（クラスＭＣ） 

ＰＬ**：異物付着による差圧を考慮（残留熱除去系ストレーナ，低圧炉心スプレイ系スト

レーナ，高圧炉心スプレイ系ストレーナ） 

Ｍ  ： 地震及び死荷重以外で地震と組み合わすべきプラントの運転状態で（地震との

組合せが独立な運転状態Ⅳ，Ⅴは除く）設備に作用している機械的荷重 

ＭＤ ： 地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ及び地震従属

事象として運転状態Ⅳに包絡する状態がある場合にはこれを含む），又は当該設

備に設計上定められた荷重 

ＭＬ ： 地震との組合せが独立な運転状態Ⅳの事故直後を除き，その後に生じている死

荷重及び地震荷重以外の機械的荷重 

ＭＬ*： 異物付着による異物荷重を考慮 

Ｓ１*： 基準地震動Ｓ１により定まる地震力又は静的地震力 

Ｓ２ ： 基準地震動Ｓ２により定まる地震力 
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Ｓｄ*： 弾性設計用地震力Ｓｄにより定まる地震力又はＳクラス設備に適用される静的

地震力のいずれか大きい方の地震力 

Ｓｓ ： 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

ⅢＡＳ：発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））Ｊ

ＳＭＥ Ｓ ＮＣ１ ―2005/2007）（日本機械学会 2007年 9月）（以下「設計・建

設規格」という。）の供用状態Ｃ相当の許容応力を基準として，それに地震によ

り生じる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態 

ⅣＡＳ：設計・建設規格の供用状態Ｄ相当の許容応力を基準として，それに地震により生

じる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態 
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3.1.2 クラス１（第一種）の評価 

クラス１（第一種） 

評価 

ケース 

（１）ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 （２）既工認 （３）今回の評価 

荷重の組合せ 許容応力状態 荷重の組合せ 許容応力状態 荷重の組合せ 許容応力状態 

① Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓ１ ⅢＡＳ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓ１* ⅢＡＳ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

② Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓ１ ⅣＡＳ＊ Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓ１* ⅣＡＳ＊ Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ* ⅣＡＳ＊ 

③ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓ２ ⅣＡＳ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓ２ ⅣＡＳ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：ＥＣＣＳ及びそれに関連し，事故時に運転を必要とするものにあってはⅢＡＳとする。 

 

(1) ＪＥＡＧ４６０１・補-1984における要求 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984においては，ケース①～③の 3ケースについての考慮が求められている。 

(2) 既工認での評価 

既工認において，ケース①～③の 3ケースについて評価を実施している。なお，ケース②の許容応力状態についてはＥＣＣＳ系にお

いてはⅢＡＳ，ＥＣＣＳ系以外についてはⅣＡＳを考慮する必要があるが，Ｐ≧ＰＬ，Ｍ≧ＭＬであることから，ＥＣＣＳ系（ⅢＡＳ）に

ついてはケース①に包絡される。また，ケース②のうちＥＣＣＳ系以外（ⅣＡＳ）については，ケース③に包絡される。 

(3) 今回の評価 

今回の評価においては，ケース①～③の 3ケースについて評価を実施している。なお，ケース②の許容応力状態についてはＥＣＣＳ

系においてはⅢＡＳ，ＥＣＣＳ系以外についてはⅣＡＳを考慮する必要があるが，Ｐ≧ＰＬ，Ｍ≧ＭＬであることから，ＥＣＣＳ系（Ⅲ

ＡＳ）についてはケース①に包絡される。また，ケース②のうちＥＣＣＳ系以外（ⅣＡＳ）については，ケース③に包絡される。 
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3.1.3 クラスＭＣ（第二種）の評価 

クラスＭＣ（第二種） 

評価 

ケース 

(1) ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 (2)既工認 (3)今回の評価 

荷重の組合せ 
許容応力 

状態 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 
荷重の組合せ 許容応力状態 

① Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓ１ ⅢＡＳ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓ１* ⅢＡＳ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

② Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓ１
＊1 ⅢＡＳ Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓ１* ＊1 ⅢＡＳ Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ* ＊1 ⅢＡＳ 

③ Ｄ＋ＰＬ*＋ＭＬ＋Ｓ１ ⅣＡＳ＊2 Ｄ＋ＰＬ*＋ＭＬ＋Ｓ１* ⅣＡＳ＊2 Ｄ＋ＰＬ*＋ＭＬ＋Ｓｄ* ⅣＡＳ＊2 

④ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓ２ ⅣＡＳ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓ２ ⅣＡＳ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊1：ＰＬは，ＬＯＣＡ後 10-1年後の原子炉格納容器内圧を用いる。 

＊2：ＬＯＣＡ後最大内圧（ＰＬ*）との組合せについてはⅣＡＳで評価を行う。 

 

(1) ＪＥＡＧ４６０１・補-1984における要求 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984においては，ケース①～④の 4ケースについての考慮が求められている。 

(2) 既工認での評価 

既工認においては，ケース①，③及び④の 3ケースについて評価を実施している。②については，ＰＬ≒0（大気圧相当），ＭＬ＝0で

あることから，ケース①に包絡される。 

(3) 今回の評価 

今回の評価においては，ケース①，③及び④の 3ケースについて評価を実施している。②については，ＰＬ≒0（大気圧相当），ＭＬ＝

0であることから，ケース①に包絡される。 
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図 3.1－1 原子炉格納容器の圧力変化（再循環配管破断） 

 

昭和 59 年 9 月 17 日付け 59 資庁第 8283 号にて認可された工事計画の添付書類 

Ⅳ-1-4「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」を引用（一部加筆） 

ＰＬ：ＬＯＣＡ後 10-1年後 

   （約 3×106秒後）の圧力 

ＰＬ*：ＬＯＣＡ後最大内圧（最高使用圧力以下） 
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3.1.4 クラス２，３，４（第三種，第四種，第五種）（ＥＣＣＳ機器）の評価 

クラス２，３，４（第三種，第四種，第五種）（ＥＣＣＳ機器） 

評価 

ケース 

（１）ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 （２）既工認 （３）今回の評価 

荷重の組合せ 許容応力状態 荷重の組合せ 許容応力状態 荷重の組合せ 許容応力状態 

① Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ１ ⅢＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ１* ⅢＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

② Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ２ ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ２ ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

 

(1) ＪＥＡＧ４６０１・補-1984における要求 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984において，クラス２，３及び４（第三種，第四種及び第五種）設備のうちＥＣＣＳ機器は，Ａクラスの

「（i）原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故後，炉心から崩壊熱を除去するために必要な設備」として分類されており，ケース①の 1

ケースについての考慮が求められる。なお，ケース②の組合せについては，Ａｓクラスとしての機能を兼ねる場合に考慮する。 

〇事故（運転状態Ⅳ（Ｌ））との荷重の組合せの考え方 

ＥＣＣＳ機器は，運転状態Ⅳにおいて機能を要求される設備であり，運転状態Ⅳが設計条件となることから，運転状態Ⅳにより定め

られる最高圧力（ＰＤ）及び設計機械的荷重（ＭＤ）を用いた評価を実施している。 

(2) 既工認での評価 

既工認においては，ケース①及び②の 2ケースについて評価を実施している。なお，ケース②については既工認において，Ａｓクラ

スとして分類されている機器について評価を実施している。 

(3) 今回の評価 

今回の評価においては，耐震指針の改定により，従来のＡｓ，ＡクラスはＳクラスに一本化されたことから，ＥＣＣＳ機器について

はケース①及び②の 2ケースについて評価を実施している。 
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3.1.5 クラス２，３，４（第三種，第四種，第五種）（ＥＣＣＳ機器以外）の評価 

クラス２，３，４（第三種，第四種，第五種）（ＥＣＣＳ機器以外） 

評価 

ケース 

（１）ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 （２）既工認 （３）今回の評価 

荷重の組合せ 許容応力状態 荷重の組合せ 許容応力状態 荷重の組合せ 許容応力状態 

① Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ１ ⅢＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ１* ⅢＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

② Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ２ ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ２ ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

 

(1) ＪＥＡＧ４６０１・補-1984における要求 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984において，クラス２，３及び４（第三種，第四種及び第五種）設備は，ケース①及び②の 2ケースにつ

いての考慮が求められており，クラス 4（第五種）設備については，ケース①の評価が求められている。なお，ケース②の組合せにつ

いてはＡｓクラスの場合に考慮する。 

(2) 既工認での評価 

既工認については，ケース①及び②の 2ケースの評価を実施している。なお，ケース②については既工認の評価において，Ａｓクラ

スとして分類されている機器について評価を実施している。 

(3) 今回の評価 

今回の評価においては，耐震指針の改定により，従来のＡｓ，Ａクラスは，Ｓクラスに一本化されたことから，ケース①及び②の 2

ケースについて評価を実施している。 
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3.1.6 残留熱除去系ストレーナ，低圧炉心スプレイ系ストレーナ，高圧炉心スプレイ系ストレーナの評価 

クラス２（第三種） 

評価 

ケース 

（１）ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 （２）既工認（改造工事） （３）今回の評価 

荷重の組合せ 許容応力状態 荷重の組合せ 許容応力状態 荷重の組合せ 許容応力状態 

① Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ１ ⅢＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ１* ⅢＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

② ― ― Ｄ＋ＰＬ**＋ＭＬ*＋Ｓ１* ⅢＡＳ Ｄ＋ＰＬ**＋ＭＬ*＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

③ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ２ ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ２ ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

 

(1) ＪＥＡＧ４６０１・補-1984における要求 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 において，クラス２（第三種）設備は，ケース①及び③の 2 ケースについての考慮が求められている。

なお，ケース③の組合せについてはＡｓクラスの場合に考慮する。 

(2) 既工認での評価 

既工認においては，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 に加えて，「沸騰水型原子力発電設備における非常用炉心冷却設備及び格納容器熱

除去設備に係るろ過装置の性能評価及び構造強度評価について（内規）」（平成 17・10・13 原院第 4 号）に基づき，ケース①～③の 3

ケースについて評価を実施している。 

(3) 今回の評価 

今回の評価においては，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 に加えて，「非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備に係るろ過装置の性

能評価等について（内規）」（平成 20・02・12原院第 5号）に基づき，ケース①～③の 3ケースについて評価を実施している。 
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3.2 今回評価で用いた圧力荷重及び機械的荷重 

荷重の組合せ評価に用いる圧力荷重（Ｐ等）及び機械的荷重（Ｍ等）については，Ｊ

ＥＡＧ４６０１・補-1984において，設備種別ごとに整備されている（下記ＪＥＡＧ４

６０１・補-1984抜粋参照）。 

整理表にクラス１（第一種）及びクラスＭＣ（第二種）については，圧力荷重（Ｐ，

ＰＬ）及び機械的荷重（Ｍ，ＭＬ）を考慮し，クラス２，３，４（第三種，第四種，第五

種）については最高使用圧力（ＰＤ）及び設計機械荷重（ＭＤ）を考慮した評価を実施す

ることが記載されており，それに基づき適切に評価を実施している。次項以降に，クラ

ス１（第一種）及びクラスＭＣ（第二種）の評価に用いた設備種別ごとの具体的な荷重

一覧表を示す。なお，クラス２，３，４（第三種，第四種，第五種）については，運転

状態によらず最高使用圧力及び設計機械荷重を用いていることから，ここでの記載は省

略する。 
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ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 抜粋 

 

注：ＪＥＡＧ４６０１・補-1984では，クラスＭＣ（第二種容器）の評価において，上表に

記載されていない冷却材喪失事故後最大内圧（ＰＬ*）を考慮することが，別に求められ

ている。 
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●クラスＭＣ 

今回評価で用いた数値 

・Ｐ＝-14kPa，Ｍ＝0kN （運転状態Ⅰ） 

・Ｐ＝-14kPa，Ｍ＝0kN （運転状態Ⅱ） 

運転 

状態 
事象 

荷重 
地震と事象の組合せを独立事象と

した場合＊1 
地震の従属

事象として

の適用の有

無＊2 

備考 
Ｐ(kPa) 

(Ⅰ及びⅡ) 

ＰＬ

(kPa) 

(Ⅳ) 

Ｍ(kN) 

(Ⅰ及びⅡ) 

ＭＬ

(kN) 

(Ⅳ) 

適用の有無 説明 

Ⅰ 

起動 -14＊3 － 0 － 
Ｓｄ：△ 

Ｓｓ：△ 

事象の継続時間は時

間のオーダー。 
× 

運転状態Ⅰの出力運転で

代表される。 

停止 -14＊3 － 0 － 
Ｓｄ：△ 

Ｓｓ：△ 
同上 × 同上 

出力運転 -14＊3 － 0 － 
Ｓｄ：○ 

Ｓｓ：○ 
 ×  

高温待機 -14＊3 － 0 － 
Ｓｄ：△ 

Ｓｓ：△ 
 × 

運転状態Ⅰの出力運転で

代表される。 

燃料交換 0 － 0 － 
Ｓｄ：△ 

Ｓｓ：△ 
 × 

運転状態Ⅰの出力運転に

おける設計条件で代表さ

れる。 

Ⅱ 

外部電源喪失 -14＊3 － 0＊4 － 
Ｓｄ：△ 

Ｓｓ：× 
 △ 

運転状態Ⅱの主蒸気隔離

弁の閉鎖で代表される。 

負荷の喪失 -14＊3 － 0＊4 － 
Ｓｄ：△ 

Ｓｓ：× 
 △ 同上 

主蒸気隔離弁の閉鎖 -14＊3 － 0＊4 － 
Ｓｄ：○ 

Ｓｓ：× 

事象後 30 分程度にわ

たる逃がし安全弁作

動。 

○  

給水制御系の故障 -14＊3 － 0＊4 － 
Ｓｄ：△ 

Ｓｓ：× 
 △ 

運転状態Ⅱの主蒸気隔離

弁の閉鎖で代表される。 

圧力制御装置の故障 -14＊3 － 0＊4 － 
Ｓｄ：△ 

Ｓｓ：× 
 △ 同上 

全給水流量喪失 -14＊3 － 0＊4 － 
Ｓｄ：△ 

Ｓｓ：× 
 △ 同上 

タービントリップ -14＊3 － 0＊4 － 
Ｓｄ：△ 

Ｓｓ：× 
 △ 同上 

逃がし安全弁誤作動 -14＊3 － 0＊4 － 
Ｓｄ：△ 

Ｓｓ：× 
 × 同上 

Ⅲ 
原子炉圧力容器の過

大圧力 
－ － － － 

Ｓｄ：× 

Ｓｓ：× 

この事象の継続時間

は 1 分以内。 
×  

Ⅳ 冷却材喪失事故 － ＊5 － 0 
Ｓｄ：○ 

Ｓｓ：× 

長時間＊継続するも

の。 

（＊：10-1年以上） 

× 

長時間＊作用する圧力，温

度は弾性設計用地震動Ｓ

ｄと組み合わせるものと

する。また冷却材喪失事故

時に短時間働く圧力，温度

以外にプール水揺動によ

る衝撃力があるがこれは

設計・建設規格(PVE-3113)

のジェット荷重と同等に

扱う。 

（＊：10-1年以上） 

注記＊1：地震と事象の組合せを独立事象とした場合の適用の有無は，次に分類される。 

○印：独立事象として地震と重なる可能性があり，地震と組み合わせた評価が必要なもの。 

△印：独立事象として地震と重なる可能性はあるが，発生する荷重が，他の独立事象又は従属事象で代表され，地震と組み合わせた評価が不要なもの。 

×印：独立事象として地震と重なる可能性がないもの。 

＊2：地震と事象の組合せを従属事象とした場合の適用の有無は，次に分類される。 

○印：地震の従属事象であり，地震と組み合わせた評価が必要なもの。 

△印：地震の従属事象であるが○印の事象で代表され地震と組み合わせた評価が不要なもの。 

×印：地震の従属事象でないもの。 

＊3：設計条件として考慮するドライウェル内外差圧のうち，最大差圧（真空破壊装置及び真空破壊弁の作動差圧を考慮した際の外圧の最大値 14kPa）を示

す。 

＊4：表中はドライウェルでのＭの値を示す。サプレッションチェンバは＋85kPa，－78kPa となる。 

＊5：大気圧相当を考慮する。 
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●クラス１ 

今回評価に用いた数値 

・Ｐ＝8.28MPa（領域Ａ，Ｂ），8.45MPa（領域 C） Ｄ＋Ｍ＝11430ｋN＊（運転状態Ⅱ：スクラム（原子炉給水ポンプ停止）） 

注記＊：クラス１のうち原子炉圧力容器の下鏡の評価に使用する荷重 

運転 
状態 

事象 

設計過渡条件 荷重 
地震と事象の組合せを独立事象

とした場合＊1 
地震の従
属事象と
しての適
用の有無 

＊2 

備考 初期 
圧力 

（MPa） 

ピーク時 
変動圧力 
（MPa） 

Ｐ 
(Ⅰ～Ⅲ) 
(MPa) 

ＰＬ 
（Ⅳ） 
(MPa) 

Ｄ+Ｍ 
(Ⅰ～Ⅲ) 
（kN） 

Ｄ+ＭＬ 
（Ⅳ） 
（kN） 

適用の 
有無 

(Ｓｄ，Ｓｓ) 
説明 

Ⅰ 
及 
び 
Ⅱ 

ボルト締付け 0.0 +0.0 ＊3 － 6620 － －  －  

耐圧試験 
（最高使用圧力以下） 

0.0 
A：+7.63 
B：+7.83 
C：+7.97 

A：7.63 
B：7.83 
C：7.97 

－ 6620 － －  －  

起動（昇温） 0.0 
A：+7.24 
B：+7.24 
C：+7.41 

A：7.24 
B：7.24 
C：7.41 

－ 6620 － 
Ｓｄ：△ 
Ｓｓ：△ 

事象の継続時間
は数時間程度。 

× 
運転状態Ⅰの出力
運転で代表される。 

起動（タービン起動） 
A：+7.24 
B：+7.24 
C：+7.41 

+0.0 
A：7.24 
B：7.24 
C：7.41 

－ 6620 － 
Ｓｄ：△ 
Ｓｓ：△ 

同上 × 同上 

夜間低出力運転 
（出力 75%） 

A：+7.24 
B：+7.24 
C：+7.41 

+0.0 
A：7.24 
B：7.24 
C：7.41 

－ 6620 － 
Ｓｄ：△ 
Ｓｓ：△ 

 ×  

週末低出力運転 
（出力 50%） 

A：+7.24 
B：+7.24 
C：+7.41 

+0.0 
A：7.24 
B：7.24 
C：7.41 

－ 6620 － 
Ｓｄ：○ 
Ｓｓ：○ 

 ×  

制御棒パターン変更 
A：+7.24 
B：+7.24 
C：+7.41 

+0.0 
A：7.24 
B：7.24 
C：7.41 

－ 6620 － 
Ｓｄ：○ 
Ｓｓ：○ 

 ×  

給水加熱器機能喪失 
（発電機トリップ） 

A：+7.24 
B：+7.24 
C：+7.41 

+0.0 
A：7.24 
B：7.24 
C：7.41 

－ 6620 － 
Ｓｄ：× 
Ｓｓ：× 

事象の継続時間
は数分程度。 

△ 

運転状態Ⅱのター
ビントリップ又は
原子炉給水ポンプ
停止で代表される。 

給水加熱器機能喪失 
（給水加熱器部分バイ
パス） 

A：+7.24 
B：+7.24 
C：+7.41 

+0.0 
A：7.24 
B：7.24 
C：7.41 

－ 6620 － 
Ｓｄ：× 
Ｓｓ：× 

同上 △ 同上 

スクラム 
（タービントリップ） 

A：+7.24 
B：+7.24 
C：+7.41 

+0.52 
A：7.76 
B：7.76 
C：7.93 

－ 11430 － 
Ｓｄ：△ 
Ｓｓ：× 

最大圧力は 1 分
以内。その後の
状態は他の事象
で考慮される。 

○  

スクラム 
（その他のスクラム） 

A：+7.24 
B：+7.24 
C：+7.41 

+0.0 
A：7.24 
B：7.24 
C：7.41 

－ 11430 － 
Ｓｄ：× 
Ｓｓ：× 

事象の継続時間
は 1 分以内。 

△  

定格出力運転 
A：+7.24 
B：+7.24 
C：+7.41 

+0.0 
A：7.24 
B：7.24 
C：7.41 

－ 6620 － 
Ｓｄ：○ 
Ｓｓ：○ 

 ×  

停止（タービン停止） 
A：+7.24 
B：+7.24 
C：+7.41 

+0.0 
A：7.24 
B：7.24 
C：7.41 

－ 6620 － 
Ｓｄ：△ 
Ｓｓ：△ 

事象の継続時間
は数時間程度。 

×  

停止（高温待機） 
A：+7.24 
B：+7.24 
C：+7.41 

+0.0 
A：7.24 
B：7.24 
C：7.41 

－ 6620 － 
Ｓｄ：△ 
Ｓｓ：△ 

同上 ×  

停止（冷却） 
A：+7.24 
B：+7.24 
C：+7.41 

+0.0 
A：7.24 
B：7.24 
C：7.41 

－ 6620 － 
Ｓｄ：△ 
Ｓｓ：△ 

同上 ×  

停止（容器満水） 
A：+7.24 
B：+7.24 
C：+7.41 

+0.0 
A：7.24 
B：7.24 
C：7.41 

－ 6620 － 
Ｓｄ：△ 
Ｓｓ：△ 

 ×  

停止（満水後冷却） 
A：+7.24 
B：+7.24 
C：+7.41 

+0.0 
A：7.24 
B：7.24 
C：7.41 

－ 6620 － 
Ｓｄ：○ 
Ｓｓ：○ 

事象の継続時間
は数時間程度。 

×  

ボルト取外し 0.0 +0.0 ＊3 － 6620 － －  －  

燃料交換 0.0 +0.0 ＊3 － 9760 － 
Ｓｄ：△ 
Ｓｓ：△ 

 ×  

スクラム（原子炉給水ポ
ンプ停止） 

A：+7.24 
B：+7.24 
C：+7.41 

+1.04 
A：8.28 
B：8.28 
C：8.45 

－ 11430 － 
Ｓｄ：△ 
Ｓｓ：× 

最大圧力は 1 分
以内。その後の
状態は他の事象
で考慮される。 

○  

スクラム（逃がし安全弁
誤作動） 

A：+7.24 
B：+7.24 
C：+7.41 

+0.0 
A：7.24 
B：7.24 
C：7.41 

－ 11430 － 
Ｓｄ：× 
Ｓｓ：× 

圧力は低下す
る。 

×  

Ⅲ スクラム（過大圧力） 
A：+7.24 
B：+7.24 
C：+7.41 

+2.07 
A：9.31 
B：9.31 
C：9.48 

－ 11430 － 
Ｓｄ：× 
Ｓｓ：× 

事象の継続時間
は 1 分以内。 

×  

Ⅳ 冷却材喪失事故 
A：+7.24 
B：+7.24 
C：+7.41 

+0.0 － 
A：+7.24＊4 
B：+7.24 
C：+7.41 

－ 6620＊4 
Ｓｄ：△ 
Ｓｓ：× 

長時間＊継続す
るもの。 
（＊ 10-1 年以
上） 

×  

注記＊1：地震と事象の組合せを独立事象とした場合の適用有無は，次に分類される。 

○印：独立事象として地震と重なる可能性があり，地震と組み合わせた評価が必要なもの。 

△印：独立事象として地震と重なる可能性はあるが，発生する荷重が，他の独立事象又は従属事象で代表され，地震と組み合わせた評価が不要なもの。 

×印：独立事象として地震と重なる可能性がないもの。 

＊2：地震と事象の組合せを従属事象とした場合の適用有無は，次に分類される。 

○印：地震の従属事象であり，地震と組み合わせた評価が必要なもの。 

△印：地震の従属事象であるが○印の事象で代表され地震と組み合わせた評価が不要なもの。 

×印：地震の従属事象でないもの。 

＊3：大気圧相当を考慮する。 

＊4：10-1年以上継続する事象に対する値ではなく，冷却材喪失事故直前の値を記載する。 
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1. はじめに 

重大事故等＊1(以下「ＳＡ」という。)の状態で必要となる常設の重大事故等対処施設＊2(以

下「ＳＡ施設」という。)については，待機状態において地震により必要な機能が損なわれ

ず，更にＳＡが長期にわたり継続することを念頭に，ＳＡにおける運転状態と地震との組合

せに対して必要な機能が損なわれない設計とする必要がある。以下にＳＡ施設の耐震設計に

対する考え方を示す。 

本書に関連する工認添付書類を以下に示す。 

・Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」 

 

注記＊1：「重大事故に至るおそれがある事故(運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故

を除く)又は重大事故」を総称して重大事故等という。 

＊2：常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備については，代替

する設備の耐震クラスに適用される地震力を適用する。 
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2. 基準の規定内容 

ＳＡ施設，設計基準対象施設（以下「ＤＢ施設」という。）の耐震性の要求は，それぞれ

実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規則」という。）

第 50 条，第 5 条に規定されている。そこで，ＳＡ施設及びＤＢ施設について，耐震設計に

関する基準の規定内容を以下のとおり整理した。 

 

2.1 技術基準規則第 50条(ＳＡ施設)の規定内容 

技術基準規則第 50 条において，基準地震動による地震力に対してＳＡに対処するため

に必要な機能が損なわれるおそれがないことが求められる。 

同解釈によれば，その適用に当たってはＤＢ施設の耐震性を規定する技術基準規則第 5

条の解釈に準じるとされている。 

技術基準規則第 5 条各項の解釈では，それぞれ実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）第 4 条各

項の要求に従うこととされている。設置許可基準規則第 4 条の解釈によれば通常運転時，

運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重と適切な地震力を組み合

わせた荷重条件に対して，その施設に要求される機能を保持することが求められている。 

なお，上記の荷重については，地震の従属事象の荷重及び地震と独立した事象であって

も長時間継続する事象による荷重は適切な地震力と組み合わせて考慮することが求めら

れている。 

 

2.2 ＪＥＡＧ４６０１の規定内容 

「耐震設計に係る工認審査ガイド（平成 25 年 6 月 19 日原子力規制委員会決定）」の

「4.2 荷重及び荷重の組合せ」において，「規制基準の要求事項に留意して，ＪＥＡＧ４

６０１の規定を参考に」組み合わせることとされていることから，ＪＥＡＧ４６０１にお

ける記載内容を以下のとおり整理した。 

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 では，運転状態Ⅰ～ⅢとＳ１及びＳ２との組合せに対して

評価基準値ⅢＡＳ及びⅣＡＳを適用した評価が求められている。ここで，運転状態Ⅳ（Ｌ）

とＳ１との組合せにおいて，原子炉冷却材圧力バウンダリ（ＥＣＣＳ系）及び原子炉格納

容器についてはⅢＡＳを適用する。また，原子炉冷却材圧力バウンダリ（ＥＣＣＳ系以外）

についてはⅣＡＳを適用し，原子炉格納容器（ＬＯＣＡ後最大内圧との組合せ）の評価に

ついてはⅣＡＳを適用することが求められている。さらに，ＥＣＣＳ機器については，運

転状態Ⅰ（当該設備においては，本来運転状態Ⅳ（Ｌ）を設計条件としており，この状態

が運転状態Ⅰに相当）とＳ１との組合せに対して評価基準値ⅢＡＳを適用した評価が求め

られている。（図 2.2－1，2参照） 
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ＪＥＡＧ４６０１・補－1984より抜粋 

図 2.2－1 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984の許容応力状態の考え方  
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ＪＥＡＧ４６０１・補－1984より抜粋 

図 2.2－2 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984の許容応力状態と荷重の組合せの考え方 
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(1) 荷重の組合せ 

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984における，荷重の組合せに関する記載は，以下のとおり。 

・「その発生確率が 10-7回/炉・年を下回ると判断される事象は，運転状態Ⅰ～Ⅳに含

めない。」とされている。 

・地震の従属事象については，「地震時の状態と，それによって引き起こされるおそれ

のあるプラントの状態とは，組合せなければならない。」とされている。 

・地震の独立事象については，「地震と，地震の独立事象の組合せは，これを確率的に

考慮することが妥当であろう。地震の発生確率が低く，継続時間が短いことを考え

れば，これと組合せるべき状態は，その原因となる事象の発生頻度及びその状態の

継続時間との関連で決まることになる。」とされている。 

以上の記載内容に基づき，ＪＥＡＧ４６０１において組み合わせるべき荷重を整理し

たものを表 2.3－1に示す。表 2.3－1 では，事象の発生確率，継続時間，地震動の発生

確率を踏まえ，その確率が 10-7/炉年以下となるものは組合せが不要となっている。 
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表 2.3－1 運転状態と地震動との組合せの確率的評価 

（ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 抜粋） 
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(2) 運転状態と許容応力状態 

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984における運転状態と許容応力状態に関する記載は以下の

とおりであり，プラントの運転状態Ⅰ～Ⅳに対応する許容応力状態ⅠＡ～ⅣＡ及び，地震

により生じる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態ⅢＡＳ，ⅣＡＳを定義

している。 

【運転状態】 

運転状態Ⅰ     ：告示の運転状態Ⅰの状態 

運転状態Ⅱ     ：告示の運転状態Ⅱの状態 

運転状態Ⅲ     ：告示の運転状態Ⅲの状態 

運転状態(長期)Ⅳ(Ｌ)：告示の運転状態Ⅳの状態のうち，長期間のものが作用し

ている状態 

運転状態(短期)Ⅳ(Ｓ)：告示の運転状態Ⅳの状態のうち，短期間のもの(例:ＪＥ

Ｔ，ＪＥＴ反力，冷水注入による過渡現象等)が作用し

ている状態 

【許容応力状態】 

許容応力状態ⅠＡ   ：通商産業省告示第５０１号の運転状態Ⅰ相当の応力評

価を行う許容応力状態 

許容応力状態ⅠＡ
＊   ：ＥＣＣＳ等のように運転状態Ⅳ(Ｌ)が設計条件となっ

ているものに対する許容応力状態で許容応力状態ⅠＡ

に準じる。 

許容応力状態ⅡＡ   ：通商産業省告示第５０１号の運転状態Ⅱ相当の応力評

価を行う許容応力状態 

許容応力状態ⅢＡ   ：通商産業省告示第５０１号の運転状態Ⅲ相当の応力評

価を行う許容応力状態 

許容応力状態ⅣＡ   ：通商産業省告示第５０１号の運転状態Ⅳ相当の応力評

価を行う許容応力状態 

許容応力状態ⅢＡＳ  ：許容応力状態ⅢＡを基本として，それに地震により生

じる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力

状態 

許容応力状態ⅣＡＳ  ：許容応力状態ⅣＡを基本として，それに地震により生

じる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力

状態 
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3. ＳＡ施設の荷重の組合せと許容応力状態の設定に関する基本方針 

(1) 対象施設 

技術基準規則第50条において，基準地震動による地震力に対しての機能維持が求めら

れている「常設耐震重要重大事故防止設備」及び「常設重大事故緩和設備」を対象とす

る。 

 

(2) ＳＡ施設の運転状態 

ＳＡ施設は，ＤＢＡを超え，ＳＡが発生した場合に必要な措置を講じるための施設で

あることから，運転状態として従来のⅠ～Ⅳに加え，ＳＡの発生している状態として運

転状態Ⅴを新たに定義する。 

さらに運転状態Ⅴについては，ＳＡの状態がＤＢＡを超える更に厳しい状態であるこ

とを踏まえ，事象発生直後の短期的に荷重が作用している状態を運転状態Ⅴ(Ｓ)とし，

一連の過渡状態を除き，ある程度落ち着いた状態を長期的に荷重が作用している状態と

して運転状態Ⅴ(Ｌ)，Ⅴ(Ｌ)より更に長期的に荷重が作用している状態を運転状態Ⅴ(Ｌ

Ｌ)とする。 

 

【運転状態の説明】 

Ⅰ～Ⅳ：ＪＥＡＧ４６０１で設定している運転状態 

Ⅴ(Ｓ)：ＳＡの状態のうち事象発生直後の短期的に荷重が作用している状態 

Ⅴ(Ｌ)：ＳＡの状態のうち長期的（過渡状態を除く一連の期間）に荷重が作用して

いる状態 

Ⅴ(ＬＬ)：ＳＡの状態のうちⅤ(Ｌ)より更に長期的に荷重が作用している状態 

 

(3) 組合せの基本方針 

ＳＡ施設における荷重の組合せの基本方針は以下のとおり。 

・Ｓｓ，Ｓｄによる地震力と運転状態の組合せを考慮する。 

・運転状態Ⅰ～Ⅳを想定するとともに，それを超えるＳＡの状態として，運転状態Ⅴを

想定する。 

・地震の従属事象については，地震力との組合せを実施する。 

・地震の独立事象については，事象の発生確率，継続時間及びＳｓ若しくはＳｄの年超

過確率の積等も考慮し，工学的，総合的に組み合わせるか否かを判断する。組み合わ

せるか否かの判断は，国内外の基準等でスクリーニング基準として参照されている値，

炉心損傷頻度及び格納容器機能喪失頻度の性能目標値に保守性を持たせた値を目安

とする。島根２号機では，ＤＢ施設の設計の際のスクリーニング基準である 10-7/炉

年に保守性を見込んだ 10-8/炉年とし，事象の発生確率，継続時間及びＳｓ若しくは

Ｓｄの年超過確率の積との比較等により判断する。 

・ＳＡが地震によって引き起こされるおそれがある事象であるかについては，ＤＢ施設

の耐震設計の考え方に基づくとともに，確率論的な考察も考慮したうえで判断する。 

・原子炉格納容器について，ＤＢ施設ではＬＯＣＡ後の最終障壁として，ＳＡに至らな
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いよう強度的な余裕を更に高めるべく，ＬＯＣＡ後の最大内圧とＳｄによる地震力と

の組合せを考慮することとしているが，ＳＡ施設においては，強度的に更なる余裕を

確保するのではなく，以下の設計配慮を行うことにより，余裕を付加し信頼性を高め

ることとする。 

ＳＡ施設としての原子炉格納容器については，ＤＢ施設のＳｓに対する機能維持の

考え方に準じた耐震設計を行う。さらに，最終障壁としての構造体全体の安全裕度の

確認として，ＳＡ時の格納容器の最高温度，最高内圧を大きく超える 200℃，２Ｐｄ

（最高使用圧力の２倍の圧力）の条件で，原子炉格納容器の放射性物質閉じ込め機能

が損なわれることがないことの確認を行う。 

 

(4) 許容限界の基本方針 

ＳＡ施設の耐震設計として，技術基準規則では，「基準地震動による地震力に対して重

大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない

こと。」とされており，許容限界の設定に際しては，ＤＢ施設の機能維持設計の解釈であ

る設置許可基準規則第４条第３項に係る別記２の規定に準じる。具体的な許容限界の設

定は，ＪＥＡＧ４６０１のＤＢ施設に対する記載内容を踏まえ，ＳＡ施設における荷重

の組合せと許容限界の設定方針を，以下のとおり定めた。 

 

・ＳＡ施設の耐震設計は，ＤＢ施設に準拠することとしていることから，運転状態Ⅰ～

Ⅳと地震力の組合せに対しては，ＤＢ施設と同様の許容応力状態を適用する。 

・ＤＢ施設の設計条件を超える運転状態Ⅴの許容応力状態としてⅤＡを定義し，さらに

地震との組合せにおいては，許容応力状態ⅤＡＳを定義する。 

設置許可基準規則別記２によれば，機能維持設計の要求として，「荷重により塑性

ひずみが生じる場合であっても、その量が小さなレベルにとどまって破断延性限界に

十分な余裕を有し、その施設に要求される機能に影響を及ぼさないこと。」とされて

おり，ＤＢ施設では，許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を適用している。新たに定義す

る許容応力状態ⅤＡＳは，ＳＡに対処するために必要な機能が損なわれない許容限界

であり，機能維持設計の許容限界として適用実績のある許容応力状態ⅣＡＳと同じ許

容限界を適用する。 

 

【許容応力状態の説明】 

ⅠＡ～ⅣＡ  ：ＪＥＡＧ４６０１で設定している許容応力状態 

ⅢＡＳ～ⅣＡＳ：ＪＥＡＧ４６０１で設定している許容応力状態 

ⅤＡ     ：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力状態 

(ＳＡ時に要求される機能が満足できる許容応力状態) 

ⅤＡＳ    ：許容応力状態ⅤＡを基本として，それに地震により生じる応力に

対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態 

(ＳＡ時に要求される機能が満足できる許容応力状態) 
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4. 荷重の組合せの検討手順 

(1) 地震の従属事象・独立事象の判断 

3.項の組合せの基本方針に示すとおり，地震従属事象はＳｓと組み合わせ，独立事象

はその事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の関係を踏まえ，Ｓｓ，Ｓｄ

いずれか適切な地震力と組み合わせることとしていることから，まず，荷重の組合せの

検討に当たって，運転状態Ⅴが，地震の従属事象，独立事象のいずれに該当するか判断

する。従属事象と判断された場合は，Ｓｓと組み合わせ，独立事象と判断された場合

は，以下の(2)，(3)項の手順に従う。 

なお，地震の従属事象，独立事象の判断は「5.1 地震の従属事象・独立事象の判断」

に記載する。 

 

(2) 施設分類 

対象施設を「全般施設」，「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」(以下「ＰＣＶ

バウンダリ」という。)及び「原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する設備」(以下「Ｒ

ＰＶバウンダリ」という。)に分類し，荷重の組合せ方針を整理する。また，ＰＣＶバウ

ンダリの圧力・温度等の条件を用いて評価を行う施設については，ＰＣＶバウンダリの

荷重の組合せに従い，支持構造物については，支持される施設の荷重の組合せに従うも

のとする。 

なお，建物・構築物のＤＢ施設としての設計の考え方は，機器・配管系と同じであ

り，ＳＡ施設としての設計については，建物・構築物，機器・配管系ともにＤＢ施設と

しての設計の考え方を踏まえることを基本方針としていることから，建物・構築物は機

器・配管系と同様の考え方で組合せを考慮することとする。 

 

(3) 独立事象による荷重に対する荷重の組合せの選定手順 

独立事象による荷重に対して，ＳＡ施設に適用する荷重の組合せの選定手順を示す。

考え方としては，ＳＡの発生確率，継続時間，地震動の年超過確率の積等を考慮し，工

学的，総合的に判断することとする。選定手順を以下に，組合せのイメージを図4－1

に，選定フローを図4－2に示す。 

 

【選定手順】 

① ＳＡの発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値である10-4/炉年を適用

する。 

② 地震ハザード解析から得られる年超過確率を参照し，ＪＥＡＧ４６０１・補

－1984で記載されているＳ２，Ｓ１の発生確率をＳｓ，Ｓｄの年超過確率に読

み替えて適用する。(添付資料-１参照) 

③ 荷重の組合せの判断は，①と②及びＳＡの継続時間との積で行い，そのスク

リーニングの判断基準を設定する。具体的には，国内外の基準等でスクリー

ニング基準として参照されている値，炉心損傷頻度及び格納容器機能喪失頻

度の性能目標値に保守性を持たせた値として，ＤＢ施設の設計の際のスクリ
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ーニング基準である10-7/炉年に保守性を見込んだ10-8/炉年とする。 

④ ①②の積と③を踏まえてＳｄ又は，Ｓｓと組み合わせるべきＳＡの継続時間

を表4－1に設定する。事象発生時を基点として，10-2年までの期間を地震荷

重との組合せが不要な短期（運転状態Ⅴ(Ｓ)），Ｓｄとの組合せが必要な10-2

～2×10-1年を長期（Ｌ）（運転状態Ⅴ(Ｌ)），Ｓｓとの組合せが必要な2×10-1

年以降を長期（ＬＬ）（運転状態Ⅴ(ＬＬ)）とする。 

⑤ ④を踏まえて，施設分類ごとに荷重の組合せを検討する。 

 

 

図 4－1 荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

  

荷
重 

組合せ不要 Ｓｓとの組合せ Ｓｄとの組合せ 

運転状態Ⅴ(Ｌ) 
（長期(Ｌ)） 

2×10-1年 

運転状態Ⅴ(ＬＬ) 
（長期(ＬＬ)） 

運転状態Ⅴ(Ｓ) 
（短期） 

時間 

ＳＡ発生 10-2年 

評価点①（Ｓｄとの組合せ） 

評価点②（Ｓｓとの組合せ） 
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図 4－2 独立事象に対する荷重の組合せの選定手順 

 

 

表 4－1 組合せの目安となる継続時間 

荷重の組合せを考

慮する判断目安 
ＳＡの発生確率 地震動の発生確率 

組合せの目安 

となる継続時間 

10-8/炉年以上 10-4/炉年＊1 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
10-2/年以下＊2 10-2年以上 

基準地震動

Ｓｓ 
5×10-4/年以下＊2 2×10-1年以上 

注記＊1：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標について」に記載されてい

る炉心損傷頻度の性能目標値を踏まえ，ＳＡの発生確率として 10-4/炉年とした。 

＊2：ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 に記載されている地震動Ｓ２，Ｓ１の発生確率をＳｓ，

Ｓｄの年超過確率に読み替えた。 

 

 

 

 

② Ｓｓ，Ｓｄの年超過確率を設定する。 

① ＳＡの発生確率を設定する。 

③ 荷重の組合せの判断は，①と②とＳＡの継続時間との積で行い， 

スクリーニングの判断基準を設定する。 

④ ①②の積と③を踏まえて，弾性設計用地震動Ｓｄ，基準地震動 

Ｓｓと組み合わせるべきＳＡの継続時間を設定する。 

⑤ ④を踏まえて，施設分類ごとに荷重の組合せを検討する。 



13 

5. 荷重の組合せの検討結果 

4.項の検討手順に基づき，まず，5.1項ではＳＡが地震の従属事象か独立事象であるかを

判断し，5.2項では，全般施設，ＰＣＶバウンダリ，ＲＰＶバウンダリに分けて，ＳＡ荷重

と地震力の組合せ条件を検討する。なお，ＳＡ施設の支持構造物については，支持する施設

の荷重の組合せに従うものとする。 

 

5.1 地震の従属事象・独立事象の判断 

運転状態Ⅴが地震によって引き起こされるおそれがある事象であるかについては，ＤＢ

施設の耐震設計の考え方に基づく。なお，確率論的な考察も考慮する。ここで，ＤＢ施設

に対して従前より適用してきた考え方に基づき，地震の従属事象とは，ある地震力を想定

して，その地震力未満で設計された設備が，その地震力を上回る地震が発生した際に確定

論的に設備が損傷すると仮定した場合に発生する事象，すなわち「地震によって引き起こ

される事象」と定義し，地震の独立事象とは，確定論的に考慮して「地震によって引き起

こされるおそれのない事象」と定義する。 

Ｓクラス施設はＳｓによる地震力に対して，その安全機能が損なわれるおそれのないよ

う設計されている。この安全機能に係る設計は，Ｓクラス施設自体が，Ｓｓによる地震力

に対して，損傷しないよう設計するだけでなく，下位クラスに属するものの波及的影響等

に対しても，その安全機能が損なわれないよう設計することも含まれる。Ｓクラス施設が

健全であれば，炉心損傷防止に係る重大事故等対策の有効性評価において想定したすべて

の事故シーケンスに対し，Ｓｓ相当の地震により，起因事象が発生したとしても緩和設備

が機能し，ＤＢ設計の範囲で事象を収束させることができることを確認した。 

したがって，ＳＡ施設に対する耐震設計における荷重の組合せの検討としては，Ｓｓ相

当の地震に対して，運転状態Ⅴは地震によって引き起こされるおそれのない「地震の独立

事象」として扱い，運転状態Ⅴの運転状態と地震力とを適切に組み合わせる。なお，地震

ＰＲＡの結果を参照し，確率論的な考察を実施した。ＳＡ施設に期待した場合の地震ＰＲ

Ａにおいて，Ｓｓ相当までの地震力により炉心損傷に至る事故シーケンスについて，緩和

設備のランダム故障を除いた炉心損傷頻度（以下「ＣＤＦ」という。）であって，ＳＡ施

設による対策の有効性の評価がＤＢ条件を超えるものの累積値は，1.0×10-7/炉年である。

性能目標のＣＤＦ（10-4/炉年）に対する相対割合として１％を下回る頻度の事象は，目標

に対して影響がないといえるくらい小さい値と見なすことができ，1.0×10-7/炉年は，こ

れを大きく下回ることから，Ｓｓ相当までの地震力によりＤＢ条件を超える運転状態Ⅴの

発生確率は極めて低いと考えられる。したがって，ＳＡ施設に対する耐震設計における荷

重の組合せの検討において，運転状態Ⅴが地震によって引き起こされるおそれがないとし

て扱うことは妥当と考える。（添付資料-２参照） 

  



14 

5.2 荷重の組合せの検討結果 

5.1項で運転状態Ⅴは地震の独立事象と判断したことから，以下では施設分類ごとに 4.

項(3)の手順に従って，荷重の組合せを検討する。 

 

5.2.1 全般施設 

(1) ＳＡの発生確率 

ＳＡの発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値である 10-4/炉年を適用する。

なお，全般施設については事故シーケンスグループを特定せずすべてのＳＡを考慮する。

（表 5.2.1－1） 

 

表 5.2.1－1 全般施設において考慮する事故シーケンスグループ等（1/2） 

事故シーケンスグループ等 
考慮する 

ＳＡシーケンス 

「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に係る事故シーケ

ンスグループ 

高圧・低圧注水機能喪失 ○ 

高圧注水・減圧機能喪失 ○ 

全交流動力電源喪失  

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＨＰＣＳ

失敗 
○ 

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋高圧炉心

冷却失敗 
○ 

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋直流電源

喪失 
○ 

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＳＲＶ再

閉失敗＋ＨＰＣＳ失敗 
○ 

崩壊熱除去機能喪失  

取水機能が喪失した場合 ○ 

残留熱除去系が故障した場合 ○ 

原子炉停止機能喪失 ○ 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 ○ 

格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） ○ 

「運転中の原子炉における重大事故」に係る格納容器破損モード 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）  

残留熱代替除去系を使用する場合 ○ 

残留熱代替除去系を使用しない場合 ○ 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 ○ 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 ○ 

水素燃焼 ○ 

溶融炉心・コンクリート相互作用 ○ 
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表 5.2.1－1 全般施設において考慮する事故シーケンスグループ等（2/2） 

事故シーケンスグループ等 
考慮する 

ＳＡシーケンス 

「運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に係る事故シ

ーケンスグループ 

崩壊熱除去機能喪失 ○ 

全交流動力電源喪失 ○ 

原子炉冷却材の流出 ○ 

反応度の誤投入 ○ 

 

(2) 地震動の年超過確率 

地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984 で記載されているＳ２，Ｓ１の発生確率をＳｓ，Ｓｄの年超過確率に読み替えて適

用する。（添付資料-１参照） 

 

(3) 荷重の組合せの継続時間の決定 

保守性を見込んだ 10-8/炉年と，(1)，(2)で得られた値の積との比較により，工学的，

総合的に組合せの目安となる継続時間を判断する。事象発生時を基点として，10-2年ま

での期間を地震荷重との組合せが不要な短期（運転状態Ⅴ（Ｓ）），弾性設計用地震動

Ｓｄとの組合せが必要な 10-2～2×10-1年を長期（Ｌ）（運転状態Ⅴ（Ｌ）），基準地震

動Ｓｓとの組合せが必要な 2×10-1年以降を長期（ＬＬ）（運転状態Ⅴ（ＬＬ））とす

る。（表 5.2.1－2，図 5.2.1－1） 

 

表 5.2.1－2 組合せの目安となる継続時間 

事故 

シー 

ケンス 

ＳＡの発生

確率 
地震動の発生確率 

荷重の組合せ 

を考慮する 

判断目安 

組合せの 

目安となる 

継続時間 

すべての 

ＳＡ 
10-4/炉年＊1 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
10-2/年以下＊2 

10-8/炉年以上 

10-2年以上 

基準地震動

Ｓｓ 
5×10-4/年以下＊2 2×10-1年以上 

注記＊1：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標について」に記載されてい

る炉心損傷頻度の性能目標値を踏まえ，ＳＡの発生確率として 10-4/炉年とした。 

＊2：ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 に記載されている地震動Ｓ２，Ｓ１の発生確率をＳｓ，

Ｓｄの年超過確率に読み替えた。 
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図 5.2.1－1 荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

(4) 荷重組合せの検討 

(1)～(3)から，ＳＡの発生確率，地震動の年超過確率と掛け合わせた発生確率は表

5.2.1－3，組合せのイメージは図 5.2.1－1 のとおりとなる。この検討に際し，ＳＡ施

設としての重要性を鑑み安全裕度を確保するために，頻度が保守的に算出されるように

各パラメータの設定に当たり，以下の事項を考慮している。 

 

【全般施設のＳＡの発生確率，継続時間，地震動の年超過確率に関する考慮】 

・ＳＡの発生確率は，個別プラントの炉心損傷頻度を用いず，炉心損傷頻度の性能目標

値である 10-4/炉年を適用している。 

・地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，地震動の年超過確率はＪＥ

ＡＧ４６０１・補－1984に記載の発生確率を用いている。 

 

表 5.2.1－3 のＳＡの発生確率，地震動の年超過確率，組合せの目安となるＳＡの継

続時間との積を考慮すると，ＳＡ発生後 10-2年以上 2×10-1年未満の期間のうち最大と

なる荷重とＳｄを組み合わせる必要がある。また，ＳＡ発生後 2×10-1年以上の期間に

おける最大値とＳｓによる地震力を組み合わせる必要がある。 

ここで，全般施設については必ずしもＳＡによる荷重の時間履歴を詳細に評価しない

ことから，上記の考え方を包絡するようにＳＡ発生後の最大荷重とＳｓによる地震力を

組み合わせる。 

  

荷
重 

組合せ不要 Ｓｓとの組合せ Ｓｄとの組合せ 

運転状態Ⅴ(Ｌ) 
（長期(Ｌ)） 

2×10-1年 

運転状態Ⅴ(ＬＬ) 
（長期(ＬＬ)） 

運転状態Ⅴ(Ｓ) 
（短期） 

時間 

ＳＡ発生 10-2年 

評価点①（Ｓｄとの組合せ） 

評価点②（Ｓｓとの組合せ） 
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表 5.2.1－3 ＳＡの発生確率・継続時間，地震の発生確率を踏まえた事象発生確率 

事故 

シーケンス 

運転 

状態 

①  

ＳＡの 

発生確率 

②  

地震の 

発生確率 

③  

ＳＡの 

継続時間 

①×②×③ 

合計 

すべての 

ＳＡ 

Ｖ(Ｓ) 

10-4/炉年 

Ｓｄ:10-2/年以下 

10-2年未満 

10-8/炉年 

未満 

Ｓｓ:5×10-4/年以下 
5 × 10-10/ 炉

年未満 

Ｖ(Ｌ) 

Ｓｄ:10-2/年以下 10-2 年 以

上，2×10-1

年未満 

2×10-7/炉年

未満 

Ｓｓ:5×10-4/年以下 
10-8/炉年 

未満 

Ｖ(ＬＬ) 

Ｓｄ:10-2/年以下 
2× 10-1 年

以上 

2×10-7/炉年

以上 

Ｓｓ:5×10-4/年以下 
10-8/炉年 

以上 

 

(5) まとめ 

以上より，全般施設としては，ＳＡ後長期（Ｌ）に生じる荷重とＳｄによる地震力，Ｓ

Ａ後長期（ＬＬ）に生じる荷重とＳｓによる地震力を組み合わせる必要がある。ここで，

全般施設については必ずしもＳＡによる荷重の時間履歴を詳細に評価しないことから，

図 5.2.1－2に示すとおりＳＡ発生後の最大荷重とＳｓによる地震力を組み合わせること

とする。耐震評価に用いる圧力・温度条件は対象設備ごとに設定する。 
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図 5.2.1－2 全般施設の荷重の組合せの検討結果（イメージ） 

 

5.2.2 原子炉格納容器バウンダリを構成する設備 

(1) ＳＡの発生確率 

ＳＡの発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値である 10-4/炉年を適用する。 

 

(2) 地震動の年超過確率 

地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984 で記載されているＳ２，Ｓ１の発生確率をＳｓ，Ｓｄの年超過確率に読み替えて適

用する。（添付資料-１参照） 

 

(3) 荷重の組合せの継続時間の決定 

保守性を見込んだ 10-8/炉年と，(1)，(2)で得られた値の積との比較により，工学的，

総合的に組合せの目安となる継続時間を判断する。事象発生時を基点として，10-2年ま

での期間を地震荷重との組合せが不要な短期（運転状態Ⅴ（Ｓ）），弾性設計用地震動

Ｓｄとの組合せが必要な 10-2～2×10-1年を長期（Ｌ）（運転状態Ⅴ（Ｌ）），基準地震

動Ｓｓとの組合せが必要な 2×10-1年以降を長期（ＬＬ）（運転状態Ⅴ（ＬＬ））とす

る。組合せの目安となる継続時間を表 5.2.2－1，組合せのイメージを図 5.2.2－1に示

す。 

  

荷
重 

組合せ不要 Ｓｓとの組合せ Ｓｄとの組合せ 

運転状態Ⅴ(Ｌ) 
（長期(Ｌ)） 

2×10-1年 

運転状態Ⅴ(ＬＬ) 
（長期(ＬＬ)） 

運転状態Ⅴ(Ｓ) 
（短期） 

時間 

ＳＡ発生 10-2年 

ＳＡ発生後の最大荷重（Ｓｓとの組合せ） 
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表 5.2.2－1 組合せの目安となる継続時間 

事故 

シー 

ケンス 

ＳＡの発生

確率 
地震動の発生確率 

荷重の組合せ

を考慮する判

断目安 

組合せの目安

となる継続時

間 

すべての 

ＳＡ 
10-4/炉年＊1 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
10-2/年以下＊2 

10-8/炉年以上 

10-2年以上 

基準地震動

Ｓｓ 
5×10-4/年以下＊2 2×10-1年以上 

注記＊1：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標について」に記載され

ている炉心損傷頻度の性能目標値を踏まえ，ＳＡの発生確率として 10-4/炉年と

した。 

＊2：ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 に記載されている地震動Ｓ２，Ｓ１の発生確率を

Ｓｓ，Ｓｄの年超過確率に読み替えた。 

 

 

図 5.2.2－1 荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

(4) 荷重の組合せの検討 

a. ＳＡの選定 

本発電用原子炉施設を対象としたＰＲＡの結果を踏まえた，重大事故等対策の有効

性を評価する事故シーケンスグループのうち，圧力・温度条件が最も厳しい事故シー

ケンスグループを選定する。参考として原子炉格納容器のＤＢ条件（最高使用圧力・

温度）を超える事故シーケンスグループ等を選定した結果を表 5.2.2－2に示す。 

  

荷
重 

組合せ不要 Ｓｓとの組合せ Ｓｄとの組合せ 

運転状態Ⅴ(Ｌ) 
（長期(Ｌ)） 

2×10-1年 

運転状態Ⅴ(ＬＬ) 
（長期(ＬＬ)） 

運転状態Ⅴ(Ｓ) 
（短期） 

時間 

ＳＡ発生 10-2年 

評価点①（Ｓｄとの組合せ） 

評価点②（Ｓｓとの組合せ） 
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表 5.2.2－2 原子炉格納容器のＤＢ条件を超える事故シーケンスグループ等 

事故シーケンスグループ等 
ＤＢ条件を 

超えるもの 

「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に係る事故シーケンスグル

ープ 

高圧・低圧注水機能喪失 〇 

高圧注水・減圧機能喪失 × 

全交流動力電源喪失 

 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＨＰＣＳ失敗 ○ 

 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋高圧炉心冷却失敗 ○ 

 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋直流電源喪失 ○ 

 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＳＲＶ再閉失敗＋Ｈ

ＰＣＳ失敗 

○ 

崩壊熱除去機能喪失 

 取水機能が喪失した場合 〇 

 残留熱除去系が故障した場合 〇 

原子炉停止機能喪失 〇 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 〇 

格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） ×＊1 

「運転中の原子炉における重大事故」に係る格納容器破損モード 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

 残留熱代替除去系を使用する場合 ○ 

 残留熱代替除去系を使用しない場合 ○ 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 〇 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 〇 

水素燃焼 ×＊2 

溶融炉心・コンクリート相互作用 〇 

「運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に係る事故シーケンス

グループ 

崩壊熱除去機能喪失 ×＊3 

全交流動力電源喪失 ×＊3 

原子炉冷却材の流出 ×＊3 

反応度の誤投入 ×＊3 
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注記＊1：有効性評価では，インターフェイスシステムＬＯＣＡにより格納容器外へ原子炉

冷却材が流出する事象を評価しており，原子炉格納容器圧力・温度の評価を実施

していないが，破断を想定した系（ＬＰＣＩ）以外の非常用炉心冷却を使用でき

ることから，原子炉格納容器圧力・温度が最高使用圧力・温度を超えることはな

い。 

＊2：雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去

系を使用する場合）の事故シーケンスにて水素燃焼に対する有効性評価を行って

いるため対象外とする。 

＊3：運転停止中は，炉心の冠水維持までを評価の対象としており原子炉格納容器に対

する静的な過圧・過温に対する評価は実施していない。しかしながら，静的な過

圧・過温の熱源となる炉心崩壊熱は，運転中と比較して十分に小さく，事象の進

展も運転中に比べて遅くなることから，運転中に包絡されるものとして参照すべ

き事故シーケンスの対象とはしない。 

 

これらの事故シーケンスグループ等のうち，原子炉格納容器の圧力・温度条件が最

も厳しくなるという点で，最高使用圧力・温度を超え，更に継続時間の長い事故シー

ケンスグループ等を抽出することを目的に，事象発生後 10-2年（約 3.5 日後）未満及

び事象発生後 10-2年（約 3.5 日後）以降の圧力・温度が最も高い事故シーケンスグル

ープ等を抽出した結果，以下の事故シーケンスが挙げられる。 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去

系を使用する場合） 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去

系を使用しない場合） 

なお，有効性評価においては，いずれの事故シーケンスグループ等においても，事

象発生後 10-2年（約 3.5日後）前までに格納容器フィルタベント系又は原子炉補機代

替冷却系を用いた残留熱代替除去系による除熱機能が確保され，格納容器の圧力・温

度条件は最高使用圧力・温度以下に維持される。10-2 年（約 3.5 日後）以降の格納容

器圧力については，格納容器内の水素燃焼を防止する観点から原子炉格納容器内への

窒素注入を実施する運用としていることから，一時的に格納容器圧力が最高使用圧力

以下の範囲で圧力上昇する期間が生じるが，上記の除熱機能により，最高使用圧力以

下に抑えられる。 

したがって，最高使用圧力及び 10-2年（約 3.5 日後）以内の温度に基づき，事故シ

ーケンスグループ等を選定することは妥当である。 

なお，「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」，「原子炉圧力容器外の溶融

燃料－冷却材相互作用」及び「溶融炉心・コンクリート相互作用」は同じ事故シーケ

ンスにより各格納容器破損モードの評価を行っている。これら格納容器破損モードを

評価する際には，原子炉圧力容器破損に至るまで炉心損傷を進展させ，その後に生じ

うる格納容器破損モードに対する有効性を確認する必要があるため，解析の前提とし

て，重大事故等対処設備として整備した原子炉への注水機能は使用しないとの前提で
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評価することで，各々の格納容器破損モードに対して厳しい条件となるよう保守的な

条件設定を行っており，他の事故シーケンス等と比較して前提条件が異なる（本来は，

高圧原子炉代替注水系等により炉心損傷回避が可能な事故シーケンスである）。一方，

原子炉格納容器に対する静的な過圧・過温に対する長期の頑健性を確認するうえでは，

原子炉格納容器圧力及び温度は原子炉停止後の崩壊熱と除熱能力の関係が支配的な要

素であることから，「運転中の原子炉における重大事故」に係る格納容器破損モード

として参照する事故シナリオとして，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）を代表シナリオとすることは，原子炉圧力容器破損後のシナリオも考

慮していることと等しくなる。 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（残留熱代替除去系を使用する場合）」及び「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用しない場合）」は，大破断ＬＯＣ

Ａが発生し，流出した原子炉冷却材及び溶融炉心の崩壊熱等の熱によって発生した水

蒸気，炉心損傷に伴うジルコニウム－水反応によって発生した非凝縮性ガスなどの蓄

積により，原子炉格納容器の雰囲気圧力・温度が上昇することになる。 

上記の２つの事故シーケンスグループ等について，事故発生後の原子炉格納容器の

最高圧力及び最高温度，10-2年（約 3.5 日後）の圧力及び温度を表 5.2.2－3 に示す。 

なお，その他の「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に係

る事故シーケンスグループについては，格納容器冷却及び除熱に係る手順として，原

子炉格納容器圧力を最高使用圧力以下に抑える手順としているため抽出されない。 

 

表 5.2.2－3 原子炉格納容器のＳＡ時の圧力・温度（有効性評価結果） 

 格納容器過圧・過温破損 

（残留熱代替除去系を使用

する場合） 

格納容器過圧・過温破損 

（残留熱代替除去系を使用

しない場合） 

最高圧力 約 427kPa 約 659kPa 

最高温度 約 181℃＊ 約 181℃＊ 

圧力（10-2年後） 約 317kPa 約 109kPa 

温度（10-2年後） 約 131℃ 約 144℃ 

注記＊：原子炉格納容器バウンダリにかかる温度（壁面温度） 

 

表 5.2.2－3 に示す各事故シーケンスグループ等の有効性評価における解析条件設

定は，解析条件及び解析コードの不確かさを考慮して，現実的な条件を基本としつつ，

原則，評価項目となるパラメータに対して余裕が小さくなるような設定とすることと

している。また，不確かさの影響評価を行っており，その結果として，解析コード及

び解析条件の不確かさについて操作への影響を含めて確認した結果，評価項目となる

パラメータに与える影響は小さいことを確認している。したがって，耐震評価に用い

る原子炉格納容器の圧力・温度条件として，有効性評価結果の圧力・温度を用いるこ

とは妥当と判断した。  
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b. ＳＡで考慮する荷重と継続時間 

【短期荷重の継続時間】 

上記の２つの事故シーケンスグループ等について，格納容器圧力・温度の解析結

果を図 5.2.2－2～図 5.2.2－5に示す。 

図 5.2.2－2～図 5.2.2－5 より，ＳＡ発生後 10-2年（約 3.5 日後）前までに，残

留熱代替除去系又は格納容器フィルタベント系による格納容器除熱機能が確保され，

格納容器の圧力・温度条件は最高使用圧力・温度以下に維持される。残留熱代替除

去系を使用する場合における 10-2年（約 3.5日後）以降の格納容器圧力については，

原子炉格納容器内の水素燃焼の防止のため原子炉格納容器内への窒素封入を実施す

る運用としていることから，一時的に上昇する期間があるが，上記の除熱機能によ

り最高使用圧力以下に抑えられる。 

よって，ＳＡ発生後 10-2年前をⅤ（Ｓ）（ＳＡの状態のうち事象発生直後の短期

的に荷重が作用している状態）として設定することは適切である。 

 

図 5.2.2－2 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場合） 

における格納容器圧力の推移 

 

図 5.2.2－3 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系使用する場合） 

における格納容器温度（気相部）の推移  
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図 5.2.2－4 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用しない場合） 

における格納容器圧力の推移 

 

 

 

図 5.2.2－5 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用しない場合） 

における格納容器温度（気相部）の推移 
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【長期（Ｌ）及び長期（ＬＬ）における荷重の継続時間】 

ＳＡ発生後の原子炉格納容器の圧力・温度の推移は，除熱機能として残留熱代替

除去系を使用する場合と残留熱代替除去系を使用しない場合では大幅に挙動が異な

る。ＳＡ発生後 10-2年（約 3.5日後）という断面においては，表 5.2.2－3に示した

とおり，圧力は格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場合）の方

が高く，温度は格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用しない場合）の

方が高い。除熱機能の確保はＳＡ設備である残留熱代替除去系の確保を優先に行う

ことから，荷重条件の設定では，格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使

用する場合）を基本とする。 

長期間解析における格納容器圧力・温度の推移を図 5.2.2－6～図 5.2.2－7 に示

す。 

 

 
図 5.2.2－6 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場合） 

における格納容器圧力の推移（長期間解析） 
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図 5.2.2－7 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場合）における

格納容器温度（気相部）の推移（長期間解析） 

 

ここで，2×10-1年（約 70 日後）の格納容器圧力及び温度を表 5.2.2－4 に示す。

格納容器圧力・温度は低下傾向を維持し，最高使用圧力及び最高使用温度以下に低

下するものの，通常運転条件の格納容器圧力・温度は上回ることとなる。 

 

表 5.2.2－4 原子炉格納容器のＳＡ時の圧力・温度 

 格納容器過圧・過温破損 

（残留熱代替除去系を使用する場合） 

格納容器圧力 約 372kPa[gage] 

格納容器温度 約 62℃＊ 

注記＊：サプレッションチェンバの温度 

 

(1)～(3)から，ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率（添付資料-１参照）

を踏まえた事象発生確率は表 5.2.2－5のとおりとなる。この検討に際し，ＳＡ施設

としての重要性に鑑み安全裕度を確保するために，頻度が保守的に算出されるよう

に各パラメータの設定に当たり，以下の事項を考慮している。 
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【ＰＣＶバウンダリにおけるＳＡの発生確率，継続時間，地震動の年超過確率に関

する考慮】 

・ＳＡの発生確率は，個別プラントの炉心損傷頻度を用いず，炉心損傷頻度の性

能目標値である 10-4/炉年を適用している。 

・地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，地震動の年超過確率

はＪＥＡＧ４６０１・補－1984に記載の発生確率を用いている。 

 

以上より，表 5.2.2－3及び表 5.2.2－4を考慮し，格納容器過圧・過温破損（残

留熱代替除去系を使用しない場合）において，格納容器圧力の上昇の速度が遅く格

納容器スプレイ流量が抑制できるなど，格納容器フィルタベント系の使用タイミン

グが遅くなる可能性があることから，ＳＡ発生後 10-2 年以上 2×10-1 年未満の期間

として組み合わせる荷重は，事象発生後以降の最大となる荷重（有効性評価結果の

最高圧力・最高温度）をＳｄと組み合わせる。また，ＳＡ発生後 2×10-1年以上の期

間において最大となる荷重とＳｓによる地震力を組み合わせることとする。 

 

表 5.2.2－5 ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率を踏まえた事象発生確率 

事故 

シーケンス 

運転 

状態 

① 

ＳＡの 

発生確率 

② 

地震の 

発生確率 

③ 

ＳＡの 

継 続 時

間 

①×②×③ 

合計 

雰囲気圧力・ 

温度による 

静的負荷 

（格納容器過

圧・過温破

損） 

Ｖ(Ｓ) 

10-4/炉年 

Ｓｄ:10-2/年以下 
10-2 年

未満 

10-8/炉年 

未満 

Ｓｓ:5×10-4/年以下 
5×10-10/炉年

未満 

Ｖ(Ｌ) 

Ｓｄ:10-2/年以下 
10-2 年

以上，2

× 10-1

年未満 

2×10-7/炉年

未満 

Ｓｓ:5×10-4/年以下 
10-8/炉年 

未満 

Ｖ(ＬＬ) 

Ｓｄ:10-2/年以下 
2× 10-1

年以上 

2×10-7/炉年

以上 

Ｓｓ:5×10-4/年以下 
10-8/炉年 

以上 

 

(5) まとめ 

ＰＣＶバウンダリとしては，図 5.2.2－8 に示すとおりＳＡ後長期（ＬＬ）に生じる

荷重とＳｓによる地震力，ＳＡ発生後の最大となる荷重とＳｄによる地震力を組み合わ

せることとする。以上を踏まえ，重大事故等時の耐震評価で考慮する圧力・温度条件は

表 5.2.2－6のとおりとする。 
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図 5.2.2－8 ＰＣＶバウンダリの荷重の組合せの検討（イメージ） 

 

表 5.2.2－6 重大事故等時の耐震評価で考慮する圧力・温度条件 

地震動 弾性設計用地震動Ｓｄ 基準地震動Ｓｓ 

圧力 660kPa[gage] 380kPa[gage] 

温度 200℃ 70℃ 

 

5.2.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する設備 

(1) ＳＡの発生確率 

ＳＡの発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値である 10-4/炉年を適用する。 

 

(2) 地震動の年超過確率 

地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984 で記載されているＳ２，Ｓ１の発生確率をＳｓ，Ｓｄの年超過確率に読み替えて適

用する。（添付資料-１参照） 

 

(3) 荷重の組合せの継続時間の決定 

保守性を見込んだ 10-8/炉年と，(1)，(2)で得られた値の積との比較により，工学的，

総合的に組合せの目安となる継続時間を判断する。事象発生時を基点として，10-2年ま

での期間を地震荷重との組合せが不要な短期（運転状態Ⅴ(Ｓ)），弾性設計用地震動Ｓ

ｄとの組合せが必要な 10-2～2×10-1年を長期(Ｌ)（運転状態Ⅴ(Ｌ)），基準地震動Ｓｓ

との組合せが必要な 2×10-1年以降を長期(ＬＬ)（運転状態Ⅴ(ＬＬ)）とする。組合せ

の目安となる継続時間を表 5.2.3－1，組合せのイメージを図 5.2.3－1に示す。  

荷
重 

組合せ不要 Ｓｓとの組合せ Ｓｄとの組合せ 

運転状態Ⅴ(Ｌ) 
（長期(Ｌ)） 

2×10-1年 

運転状態Ⅴ(ＬＬ) 
（長期(ＬＬ)） 

運転状態Ⅴ(Ｓ) 
（短期） 

時間 

ＳＡ発生 10-2年 

評価点①ＳＡ発生後の最大荷重（Ｓｄとの組合せ） 

評価点②（Ｓｓとの組合せ） 
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表 5.2.3－1 組合せの目安となる継続時間 

事故 

シー 

ケンス 

ＳＡの発生

確率 
地震動の発生確率 

荷重の組合せ

を考慮する 

判断目安 

組合せの 

目安となる 

継続時間 

すべて

のＳＡ 
10-4/炉年＊1 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
10-2/年以下＊2 

10-8/炉年以上 

10-2年以上 

基準地震動 

Ｓｓ 
5×10-4/年以下＊2 2×10-1年以上 

注記＊1：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標について」に記載され

ている炉心損傷頻度の性能目標値を踏まえ，ＳＡの発生確率として 10-4/炉年と

した。 

＊2：ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 に記載されている地震動Ｓ２，Ｓ１の発生確率を

Ｓｓ，Ｓｄの年超過確率に読み替えた。 

 

 

図 5.2.3－1 荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

(4) 荷重の組合せの検討 

a. ＳＡの選定 

原子炉圧力容器の圧力及び温度上昇の観点で厳しい事故シーケンスグループ等は以

下の理由から，「原子炉停止機能喪失」である。「原子炉停止機能喪失」は，過渡事

象として主蒸気隔離弁の誤閉止の発生を仮定するとともに，原子炉自動停止機能が喪

失する事象であり，緩和措置がとられない場合には，原子炉出力が維持されるため，

原子炉圧力容器が高温・高圧状態となる。 

  

荷
重 

組合せ不要 Ｓｓとの組合せ Ｓｄとの組合せ 

運転状態Ⅴ(Ｌ) 
（長期(Ｌ)） 

2×10-1年 

運転状態Ⅴ(ＬＬ) 
（長期(ＬＬ)） 

運転状態Ⅴ(Ｓ) 
（短期） 

時間 

ＳＡ発生 10-2年 

評価点①（Ｓｄとの組合せ） 

評価点②（Ｓｓとの組合せ） 
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表 5.2.3－2 原子炉圧力容器のＤＢ条件を超える事故シーケンスグループ等 

事故シーケンスグループ等 
ＤＢ条件を超え

るもの＊1 

「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に係る事故シーケンスグループ 

高圧・低圧注水機能喪失 × 

高圧注水・減圧機能喪失 × 

全交流動力電源喪失 

 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＨＰＣＳ失敗 × 

 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋高圧炉心冷却失敗 × 

 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋直流電源喪失 × 

 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＳＲＶ再閉失敗＋Ｈ

ＰＣＳ失敗 
× 

崩壊熱除去機能喪失 

 取水機能が喪失した場合 × 

 残留熱除去系が故障した場合 × 

原子炉停止機能喪失 〇 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 × 

格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） × 

「運転中の原子炉における重大事故」に係る格納容器破損モード 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

 残留熱代替除去系を使用する場合 －＊2 

 残留熱代替除去系を使用しない場合 －＊2 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 －＊2 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 －＊2 

水素燃焼 －＊2 

溶融炉心・コンクリート相互作用 －＊2 

「運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に係る事故シーケンスグ

ループ 

崩壊熱除去機能喪失 －＊3 

全交流動力電源喪失 －＊3 

原子炉冷却材の流出 －＊3 

反応度の誤投入 －＊3 

注記＊1：有効性評価における原子炉圧力とＤＢ条件における原子炉圧力との比較 

＊2：非常用炉心冷却系が喪失し，炉心が損傷に至るシナリオである。よって，原子炉

冷却材圧力バウンダリの頑健性を評価することを目的とした事故シーケンスとし

ては参照しない。なお，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温

破損）及び水素燃焼は大破断ＬＯＣＡを起因とし，事故後，急速に減圧するシナ

リオであり，また，他のシナリオは，原子炉が高圧の状態で維持（その間逃がし
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安全弁による原子炉圧力制御）するが，原子炉水位がＢＡＦ＋20％の位置で減圧

するシナリオであるため，原子炉圧力という点では，「運転中の原子炉における

重大事故に至るおそれがある事故」に係る事故シーケンスグループに包絡され

る。 

＊3：運転停止中は，炉心の冠水維持までを評価の対象としており原子炉圧力・温度に

対する評価は実施していない。しかしながら，運転停止中であり，初期圧力は十

分に低く，また，過圧・過温として影響の大きい条件である炉心崩壊熱は，運転

中と比較して十分に小さく，事象の進展も遅くなることから，「運転中の原子炉

における重大事故に至るおそれがある事故」に係る事故シーケンスグループに包

絡されるものとして参照すべき事故シーケンスの対象とはしない。 

 

これ以外の事故シーケンスグループ等では，原子炉圧力容器は健全であり，また，

スクラム後，急速減圧による低圧注水系による冠水維持開始までの間，逃がし安全弁

の作動により，原子炉圧力は制御されることから，ＤＢの荷重条件を超えることはな

い。 

また，「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＳＲＶ再閉失敗＋ＨＰ

ＣＳ失敗」，「ＬＯＣＡ時注水機能喪失」及び「格納容器バイパス（インターフェイ

スシステムＬＯＣＡ）」は，ＬＯＣＡ又は逃がし安全弁の再閉失敗が発生しているこ

とを前提にしており，ＤＢ条件を超えることはない。 

「原子炉停止機能喪失」の炉心損傷防止対策は，主として当該事故の発生防止のた

めに代替制御棒挿入機能（ＡＲＩ）を備えており，プラント過渡事象が発生し，通常

のスクラム機能が，電気的な故障により喪失した場合に，後備の手段としてＡＲＩを

作動させることにより原子炉停止機能を確保することとなる。有効性評価では，この

ＡＲＩの機能に期待せず，最も厳しい過渡事象として主蒸気隔離弁の閉止を条件とし，

これによる原子炉圧力上昇による反応度投入，また，主蒸気隔離弁の閉止に伴う給水

加熱喪失による反応度投入を評価している。これに対し，原子炉出力を抑制するため

の代替原子炉再循環ポンプトリップ機能，運転員による原子炉水位維持操作（自動減

圧系の自動起動阻止含む）及びほう酸水注入系による原子炉未臨界操作により原子炉

を未臨界へ移行させることとなる。 

以上のとおり，スクラムを前提とした他の事故シーケンスグループ等と比較し，最

も早く原子炉冷却材圧力が上昇する事象である。 

したがって，以下のＳＡとして考慮すべき事故シーケンスは以下の事故シナリオを

選定した。 

 

・原子炉停止機能喪失 

 

この事故シーケンスにおけるＳＡ発生後の原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧

力の最高値，原子炉冷却材温度の最高値を表 5.2.3－3に示す。 
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表 5.2.3－3 原子炉冷却材圧力バウンダリのＳＡ時の圧力・温度（有効性評価結果） 

 原子炉停止機能喪失 

最高圧力 約 8.98MPa[gage]＊ 

最高温度 約 304℃ 

注記＊：原子炉圧力と原子炉圧力容器底部圧力との差を考慮した値 

 

表 5.2.3－3に示す原子炉停止機能喪失の有効性評価における解析条件設定は，解析

条件及び解析コードの不確かさを考慮して，現実的な条件を基本としつつ，原則，評

価項目となるパラメータに対して余裕が小さくなるような設定とすることとしている。

また，不確かさの影響評価を行っており，その場合の圧力・温度は，表 5.2.3－3に示

す評価結果より高くなる。しかしながら，後述する短期荷重の継続時間として考慮す

る時間設定においては，事象発生後に低温停止状態に至る時間を包絡するものとして

いるため，結果として不確かさの重畳の影響はない。 

 

b. ＳＡで考慮する荷重と継続時間 

a．項で選定した事故シーケンスの過渡応答図を図 5.2.3－2～図 5.2.3－3 に示す。

原子炉圧力は主蒸気隔離弁の閉止に伴う圧力上昇以降，速やかに耐震設計上の設計圧

力である 8.28MPa[gage]を下回る。また，事象開始から 50分以内にほう酸水注水系に

よる未臨界が確立され，事象は収束する。 
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図 5.2.3－2 原子炉停止機能喪失における中性子束の時間変化 

（事象発生から 50分後まで） 

 

 

図 5.2.3－3 原子炉停止機能喪失における原子炉圧力，原子炉水位 

（シュラウド外水位）の時間変化（事象発生から 50分後まで） 

 

 

 主蒸気隔離弁閉止による圧力上昇

の後，逃がし安全弁（逃がし弁機能）

開と出力低下による発生蒸気減少

により圧力降下 

最高圧力：約 8.68MPa[gage] 

逃がし安全弁（逃がし弁機能）による圧力制御 

高圧炉心スプレイ系に

よる水位制御 

ほう酸水注入による出力低下及び発生蒸気量

と高圧炉心スプレイ系等による注水流量のバ

ランスによる水位上昇 

原子炉隔離時冷却系停止（約 24.4分後）による

注水量減少により，水位上昇率が一時的に低下 

１．原子炉圧力変化          （×0.01MPa） 

２．原子炉水位（シュラウド外水位）変化（×5cm） 

高圧炉心スプレイ系の水位制御に

よる圧力の増減 
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(1)～(3)から，ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率を踏まえた事象発生確

率は表 5.2.3－4のとおりとなる。この検討に際し，ＳＡ施設としての重要性を鑑み安

全裕度を確保するために，頻度が保守的に算出されるように各パラメータの設定に当

たり，以下の事項を考慮している。 

【ＲＰＶバウンダリのＳＡの発生確率，継続時間，地震動の年超過確率に関する考

慮】 

・ＳＡの発生確率は，個別プラントの炉心損傷頻度を用いず，炉心損傷頻度の性

能目標値である 10-4/炉年を適用している。

・地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，地震動の年超過確率

はＪＥＡＧ４６０１・補－1984に記載の発生確率を用いている。

表 5.2.3－4より，ＳＡの発生確率，継続時間，地震動の年超過確率の積等も考慮

し，工学的，総合的な判断としてＳｄによる地震力とＳＡ後長期(Ｌ)荷重，Ｓｓに

よる地震力とＳＡ後長期(ＬＬ)荷重を組み合わせる。 

表 5.2.3－4 ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率を踏まえた事象発生確率 

事故 

シーケンス

運転 

状態 

① 

ＳＡの 

発生確率 

② 

地震の 

発生確率 

③ 

ＳＡの 

継続時間 

①×②×③

合計

原子炉停止 

機能喪失 

Ｖ(Ｓ) 

10-4/炉年

Ｓｄ: 10-2/年以下 

10-2年未満

10-8/炉年

未満 

Ｓｓ:5×10-4/年以下 
5×10-10/炉年

未満 

Ｖ(Ｌ) 

Ｓｄ: 10-2/年以下 10-2 年 以

上，2×10-1

年未満

2×10-7/炉年

未満 

Ｓｓ:5×10-4/年以下
10-8/炉年

未満 

Ｖ(ＬＬ) 

Ｓｄ: 10-2/年以下 
2× 10-1 年

以上 

2×10-7/炉年

以上 

Ｓｓ:5×10-4/年以下
10-8/炉年

以上 

(5) まとめ

以上より，ＲＰＶバウンダリとしては，図 5.2.3－4に示すとおりＳＡ後長期（ＬＬ）

に生じる荷重とＳｓによる地震力，ＳＡ後長期（Ｌ）に生じる荷重とＳｄによる地震力

を組み合わせることとする。ただし，ＳＡ後長期（Ｌ）及びＳＡ後長期（ＬＬ）の温度・

圧力はＤＢ条件（ MPa[gage]， ℃）に包絡されるため，個別の重大事故等時の

耐震評価は省略する。 
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図 5.2.3－4 ＲＰＶバウンダリの荷重の組合せの検討結果（イメージ） 

 

5.2.4 ＳＡ施設の支持構造物 

ＳＡ施設の支持構造物については，ＳＡ後長期の雰囲気温度と 5.2.1～5.2.3項それ

ぞれの地震を組み合わせる。ただし，ＳＡ施設本体からの熱伝導等を考慮するものと

する。具体的な組合せ内容は，5.2.1～5.2.3項による。 

荷
重 

組合せ不要 Ｓｓとの組合せ Ｓｄとの組合せ 

運転状態Ⅴ(Ｌ) 
（長期(Ｌ)） 

2×10-1年 

運転状態Ⅴ(ＬＬ) 
（長期(ＬＬ)） 

運転状態Ⅴ(Ｓ) 
（短期） 

時間 

ＳＡ発生 10-2年 

評価点①（Ｓｄとの組合せ） 

評価点②（Ｓｓとの組合せ） 
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6. 許容応力状態の検討結果 

5.項の組合せ方針に基づき，各施設のＳＡと地震の組合せに対する許容応力状態の考え方

を以下に示す。許容応力状態の考え方は，全般施設，ＰＣＶバウンダリ，ＲＰＶバウンダリ

及びＳＡ施設の支持構造物に分けて検討することとした。 

 

【運転状態の説明】 

Ⅰ～Ⅳ：ＪＥＡＧ４６０１で設定している運転状態と同じ 

Ⅴ(Ｓ)：ＳＡの状態のうち事象発生直後の短期的に荷重が作用している状態 

Ⅴ(Ｌ)：ＳＡの状態のうち長期的（過渡状態を除く一連の期間）に荷重が作用してい

る状態 

Ⅴ(ＬＬ)：ＳＡの状態のうちＶ(Ｌ)より更に長期的に荷重が作用している状態 

 

【許容応力状態】 

ⅠＡ～ⅣＡ  ：ＪＥＡＧ４６０１で設定している許容応力状態と同じ 

ⅢＡＳ～ⅣＡＳ：ＪＥＡＧ４６０１で設定している許容応力状態と同じ 

ⅤＡ     ：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力状態 

(ＳＡ時に要求される機能が満足できる許容応力状態) 

ⅤＡＳ    ：許容応力状態ⅤＡを基本として，それに地震により生じる応力に対す

る特別な応力の制限を加えた許容応力状態 

(ＳＡ時に要求される機能が満足できる許容応力状態) 
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6.1 全般施設 

5.2.1 項の荷重の組合せ方針から，各組合せ条件に対する許容応力状態を表 6.1－1 に

示す。 

 

表 6.1－1 全般施設の荷重の組合せと許容応力状態 

運転 

状態 

許容応力 

状態 

ＤＢ施設 ＳＡ施設 
備考 

Ｓｄ Ｓｓ Ｓｄ Ｓｓ 

Ⅰ ⅠＡ ⅢＡＳ ⅣＡＳ － ⅣＡＳ ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅱ ⅡＡ ⅢＡＳ ⅣＡＳ － ⅣＡＳ ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅲ ⅢＡ ⅢＡＳ ⅣＡＳ － ⅣＡＳ ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅳ(Ｌ) 

ⅣＡ 

ＥＣＣＳ

等:ⅠＡ
＊ 

ⅢＡＳ＊1 － ⅢＡＳ＊1 － ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅳ(Ｓ) ⅣＡ － － － － － 

Ⅴ(ＬＬ) 

ⅤＡ   － ⅤＡＳ＊2 
ⅤＡＳの許容限界は，島根２号機で

はⅣＡＳと同じものを適用する。 
Ⅴ(Ｌ) 

Ⅴ(Ｓ) 

注記＊1：ＥＣＣＳに係るもののみ 

＊2：ＳＡ後短期的なものと，長期的なものを区別せず，それらを包絡する条件を

ＳＡ条件として設定する。(原子炉格納容器雰囲気温度の影響を受ける全般

施設については，6.2項の検討結果も考慮する) 
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6.2 原子炉格納容器バウンダリを構成する設備 

5.2.2 項の荷重の組合せ方針から，各組合せ条件に対する許容応力状態を表 6.2－1 に

示す。ＤＢ条件における評価では，ＳｄとＤＢＡ後長期荷重の組合せではⅢＡＳを許容応

力状態としているが，これは，ＥＣＣＳ等と同様，原子炉格納容器がＤＢＡを緩和・収束

させるために必要な施設に挙げられていることによるものである。また，ＤＢ施設として

原子炉格納容器については，ＬＯＣＡ後(ＤＢＡ)の最終障壁としての安全裕度を確認する

意味で，ＬＯＣＡ後の最大内圧とＳｄの組合せを実施している。ＳＡ施設としての原子炉

格納容器については，最終障壁としての安全裕度の確認として，重大事故時の原子炉格納

容器の最高温度，最高内圧を大きく超える 200℃，２Ｐｄの条件で，原子炉格納容器の放

射性物質閉じ込め機能が損なわれることがないことの確認を行う。 

 

表 6.2－1 ＰＣＶバウンダリの荷重の組合せと許容応力状態 

運転 

状態 

許容応力 

状態 

ＤＢ施設 ＳＡ施設 
備考 

Ｓｄ Ｓｓ Ｓｄ Ｓｓ 

Ⅰ ⅠＡ ⅢＡＳ ⅣＡＳ － ⅣＡＳ ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅱ ⅡＡ ⅢＡＳ ⅣＡＳ － ⅣＡＳ ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅲ ⅢＡ ⅢＡＳ ⅣＡＳ － ⅣＡＳ ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅳ(Ｌ) ⅠＡ
* ⅢＡＳ － ⅢＡＳ － ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅳ(Ｓ) ⅣＡ ⅣＡＳ＊1 － － － － 

Ⅴ(ＬＬ) ⅤＡ   － ⅤＡＳ＊2 ⅤＡＳの許容限界は，島根２号機

では，ⅣＡＳと同じものを適用す

る。 
Ⅴ(Ｌ) ⅤＡ   ⅤＡＳ＊2，3 － 

Ⅴ(Ｓ) ⅤＡ   － － － 

注記＊1：構造体全体としての安全裕度を確認する意味でＬＯＣＡ後の最大内圧とＳｄに

よる地震力との組合せを考慮する。 

＊2：原子炉格納容器雰囲気温度の影響を受ける全般施設については，6.1 項の検討

結果も考慮する。 

＊3：ＳＡ後の最高圧力，最高温度との組合せを考慮する。 
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6.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する設備 

5.2.3 項の荷重の組合せ方針から，各組合せ条件に対する許容応力状態を表 6.3－1 に

示す。ＤＢ条件における評価では，ＳｄとＤＢＡ後長期荷重の組合せでは，ＥＣＣＳ等は

ⅢＡＳを許容応力状態としているが，これは，ＥＣＣＳ等がＤＢＡ時に運転を必要とする

施設に挙げられていることによるものである。 

 

表 6.3－1 ＲＰＶバウンダリの荷重の組合せと許容応力状態 

運転 

状態 

許容応力 

状態 

ＤＢ施設 ＳＡ施設 
備考 

Ｓｄ Ｓｓ Ｓｄ Ｓｓ 

Ⅰ ⅠＡ ⅢＡＳ ⅣＡＳ － ⅣＡＳ ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅱ ⅡＡ ⅢＡＳ ⅣＡＳ － ⅣＡＳ ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅲ ⅢＡ ⅢＡＳ ⅣＡＳ － ⅣＡＳ ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅳ(Ｌ) 

ⅣＡ 

ＥＣＣＳ

等:ⅠＡ
* 

ⅣＡＳ＊ － ⅣＡＳ＊ － ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅳ(Ｓ) ⅣＡ － － － － － 

Ⅴ(ＬＬ) ⅤＡ   － ⅤＡＳ ⅤＡＳの許容限界は，島根２号機では，

ⅣＡＳと同じものを適用する。 Ⅴ(Ｌ) ⅤＡ   ⅤＡＳ － 

Ⅴ(Ｓ) ⅤＡ   － － － 

注記＊：ＥＣＣＳに係るものはⅢＡＳ 

 

6.4 ＳＡ施設の支持構造物 

ＳＡ施設の支持構造物についての具体的な許容応力状態は，6.1～6.3項による。 
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7. まとめ 

ＳＡ施設の耐震設計に当たっては，ＳＡは地震の独立事象として位置づけたうえで，ＳＡ

の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の関係や様々な対策，事故シーケンスを踏ま

え，ＳＡ荷重とＳｓ又はＳｄいずれか適切な地震力を組み合わせて評価することとし，その

組合せ検討結果としては，表 7－1のとおりとなる。 

 

表 7－1 重大事故と地震の荷重組合せの検討結果 

【凡例】 
○：組合せ要 
－：組合せ不要 

【全般施設】 

 

①  

ＳＡの 

発生確率 

②  

地震の 

発生確率 

③  

ＳＡの 

継続時間 

①×②×③ 
組合せ 

要否 

考慮する 

組合せ 

すべて

のＳＡ＊ 
10-4/炉年 

Ｓｄ: 10-2/年 

以下 ＳＡ発生後

全期間 

10-8/炉年以上 ○ 
 

ＳＡ荷重 

＋Ｓｓ Ｓｓ:5×10-4 

/年以下 
10-8/炉年以上 ○ 

注記＊：短期荷重，長期(Ｌ)荷重，長期(ＬＬ)荷重を区別せず，それらを包絡する条件とＳｓ

を組み合わせる。 

 

【ＰＣＶバウンダリ】 

 

① 

ＳＡの 

発生確率 

② 

地震の 

発生確率 

③ 

ＳＡの 

継続時間 

①×②×③ 
組合せ 

要否 

考慮する

組合せ 

ＳＡ 

荷重 

Ｖ(Ｓ) 

10-4/炉年 

Ｓｄ: 10-2/年

以下 10-2年 

未満 

10-8/炉年 

未満 
－ 

ＳＡ発生

後の最大

荷重 

＋Ｓｄ＊2 

 

ＳＡ荷重

Ｖ(ＬＬ) 

＋Ｓｓ 

Ｓｓ:5×10-4 

/年以下 

5 × 10-10/ 炉

年未満 
－ 

ＳＡ 

荷重 

Ｖ(Ｌ) 

Ｓｄ: 10-2/年

以下 
10-2 年 以

上，2×10-1

年未満 

2×10-7/炉年

未満 
○ 

Ｓｓ:5×10-4 

/年以下 

10-8/炉年 

未満 
－ 

ＳＡ 

荷重 

Ｖ(ＬＬ) 

Ｓｄ: 10-2/年

以下 2×10-1 

年以上 

2×10-7/炉年

以上 
－＊1 

Ｓｓ:5×10-4 

/年以下 

10-8/炉年 

以上 
○ 

注記＊1：Ｓｓによる評価に包含されるため「－」としている。  

    ＊2：格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用しない場合）において，格納容

器圧力の上昇の速度が遅く格納容器スプレイ流量が抑制できるなど，格納容器フィ
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ルタベント系の使用タイミングが遅くなる可能性があることから，ＳＡ発生後 10-2

年以上 2×10-1 年未満の期間として組み合わせる荷重は，事象発生後以降の最大と

なる荷重（有効性評価結果の最高圧力・最高温度）をＳｄと組み合わせる。 

 

【ＲＰＶバウンダリ】 

 

①  

ＳＡの 

発生確率 

②  

地震の 

発生確率 

③  

ＳＡの 

継続時間 

①×②×③ 
組合せ 

要否 

考慮する

組合せ 

ＳＡ 

荷重 

Ｖ(Ｓ) 

10-4/炉年 

Ｓｄ: 10-2 

/年以下 10-2年 

未満 

10-8/炉年 

未満 
－ 

ＳＡ荷重

Ｖ(Ｌ) 

＋Ｓｄ 

 

ＳＡ荷重

Ｖ(ＬＬ) 

＋Ｓｓ 

Ｓｓ:5×10-4 

/年以下 

5 × 10-10/ 炉

年未満 
－ 

ＳＡ 

荷重 

Ｖ(Ｌ) 

Ｓｄ: 10-2/年

以下 

10-2年 

以上， 

2×10-1年 

未満 

2×10-7/炉年

未満 
○ 

Ｓｓ:5×10-4 

/年以下 

10-8/炉年 

未満 
－ 

ＳＡ 

荷重 

Ｖ(ＬＬ) 

Ｓｄ: 10-2/年

以下 2×10-1年 

以上 

2×10-7/炉年

以上 
－＊ 

Ｓｓ:5×10-4 

/年以下 

10-8/炉年 

以上 
○ 

注記＊：Ｓｓによる評価に包含されるため「－」としている。 
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添付資料-１ 地震動の年超過確率 

 

 

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984より抜粋 

  

Ｓ２の発生確率 

5×10-4～10-5/年 

Ｓ１の発生確率 

10-2～5×10-4/年 



44 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
の
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
及
び
解
放
基
盤
表
面
に
お
け
る
地
震
動
の
一
様
ハ
ザ
ー
ド
ス
ペ
ク
ト
ル
の
比
較

 

10
00

0変
位

周
期

速 度

加
速

度

10
00

10
0

10

1 0.
1 0.

01
0.
00

1

(h
=

0
.0

5
)

(c
m

/s
)

(c
m

/s
 )

(c
m

)

(s
)

2

10
00

00

20
00

50
0

20
0

10
0 50

10

0.
1

1

 S
s-
DH

 S
s-
F1
H（

NS
成
分
）

 S
s-
F1
H（

EW
成
分
）

 S
s-
F2
H（

NS
成
分
）

 S
s-
F2
H（

EW
成
分
）

 S
s-
N1
H

 S
s-
N2
H（

NS
成
分
）

 S
s-
N2
H（

EW
成
分
）

0
.0

1
0
.1

1
1
0

0
.0

2
0
.0

5
0
.2

0
.5

2
5

0
.111
0

1
0
0

1
0
0
0

5
0
0

5
0 5

0
.5

2
0
0

2
0 2

0
.2

10
00

0変
位

周
期

速 度

加
速

度

10
00

10
0

10

1 0.
1 0.

01
0.
00

1

(h
=

0
.0

5
)

(c
m

/s
)

(c
m

/s
 )

(c
m

)

(s
)

2

10
00

00

20
00

50
0

20
0

10
0 50

10

0.
1

1

 S
s-
DH

 S
s-
F1
H（

NS
成
分
）

 S
s-
F1
H（

EW
成
分
）

 S
s-
F2
H（

NS
成
分
）

 S
s-
F2
H（

EW
成
分
）

 S
s-
N1
H

 S
s-
N2
H（

NS
成
分
）

 S
s-
N2
H（

EW
成
分
）

0
.0

1
0
.1

1
1
0

0
.0

2
0
.0

5
0
.2

0
.5

2
5

0
.111
0

1
0
0

1
0
0
0

5
0
0

5
0 5

0
.5

2
0
0

2
0 2

0
.2

10
-3
 

10
-6
 

10
-5
 

10
-4
 

10
00

0変
位

周
期

速 度

加
速

度

10
00

10
0

10

1 0.
1 0.

01
0.
00

1

(h
=

0
.0

5
)

(c
m

/s
)

(c
m

/s
 )

(c
m

)

(s
)

2

10
00

00

20
00

50
0

20
0

10
0 50

10

0.
1

1

 S
s-
DV

 S
s-
F1
V

 S
s-
F2
V

 S
s-
N1
V

 S
s-
N2
V

0
.0

1
0
.1

1
1
0

0
.0

2
0
.0

5
0
.2

0
.5

2
5

0
.111
0

1
0
0

1
0
0
0

5
0
0

5
0 5

0
.5

2
0
0

2
0 2

0
.2

10
00

0変
位

周
期

速 度

加
速

度

10
00

10
0

10

1 0.
1 0.

01
0.
00

1

(h
=

0
.0

5
)

(c
m

/s
)

(c
m

/s
 )

(c
m

)

(s
)

2

10
00

00

20
00

50
0

20
0

10
0 50

10

0.
1

1

 S
s-
DV

 S
s-
F1
V

 S
s-
F2
V

 S
s-
N1
V

 S
s-
N2
V

0
.0

1
0
.1

1
1
0

0
.0

2
0
.0

5
0
.2

0
.5

2
5

0
.111
0

1
0
0

1
0
0
0

5
0
0

5
0 5

0
.5

2
0
0

2
0 2

0
.2

10
-3
 

10
-6
 

1
0-5

 

1
0-4

 

（
水
平
方
向
）

 
（
鉛
直
方
向
）

 



45 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
の
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
及
び
解
放
基
盤
表
面
に
お
け
る
地
震
動
の
一
様
ハ
ザ
ー
ド
ス
ペ
ク
ト
ル
の
比
較

 

（
水
平
方
向
）

 
（
鉛
直
方
向
）

 

10
00

0
変
位

周
期

速 度

加
速

度

100
0

10
0

10

1 0.
1 0.

01
0.

001

(h
=

0
.0

5
)

(c
m

/s
)

(c
m

/s
 )

(c
m

)

(s
)

2

10
000

0

2000

500 200 100 50 10 0.
1

1

 Ｓ
ｄ
－
Ｄ
Ｈ

 Ｓ
ｄ
－
Ｆ
１
Ｈ
（
NS
成
分
）

 Ｓ
ｄ
－
Ｆ
１
Ｈ
（
EW
成
分
）

 Ｓ
ｄ
－
Ｆ
２
Ｈ
（
NS
成
分
）

 Ｓ
ｄ
－
Ｆ
２
Ｈ
（
EW
成
分
）

 Ｓ
ｄ
－
Ｎ
１
Ｈ

 Ｓ
ｄ
－
Ｎ
２
Ｈ
（
NS
成
分
）

 Ｓ
ｄ
－
Ｎ
２
Ｈ
（
EW
成
分
）

 Ｓ
ｄ
－
１
Ｈ

0
.0

1
0

.1
1

1
0

0
.0

2
0

.0
5

0
.2

0
.5

2
5

0
.111
0

1
0

0

1
0

0
0

5
0

0

5
0 5

0
.5

2
0

0

2
0 2

0
.2

10
-
3  

10
-
6  

10
-
5  

10
-
4  

100
00

変
位

周
期

速 度

100
0

10
0

10

1 0.
1 0.

01
0.

00
1

(h
=

0
.0

5
)

(c
m

/s
)

(c
m

)

(s
)

10
0000

2000

500 200
10

0 50 10 0.
1

1

 Ｓ
ｄ
－
Ｄ
Ｈ

 Ｓ
ｄ
－
Ｆ
１
Ｈ
（
NS
成
分
）

 Ｓ
ｄ
－
Ｆ
１
Ｈ
（
EW
成
分
）

 Ｓ
ｄ
－
Ｆ
２
Ｈ
（
NS
成
分
）

 Ｓ
ｄ
－
Ｆ
２
Ｈ
（
EW
成
分
）

 Ｓ
ｄ
－
Ｎ
１
Ｈ

 Ｓ
ｄ
－
Ｎ
２
Ｈ
（
NS
成
分
）

 Ｓ
ｄ
－
Ｎ
２
Ｈ
（
EW
成
分
）

 Ｓ
ｄ
－
１
Ｈ

0
.0

1
0

.1
1

1
0

0
.0

2
0

.0
5

0
.2

0
.5

2
5

0
.111
0

1
0

0

1
0

0
0

5
0

0

5
0 5

0
.5

2
0

0

2
0 2

0
.2

10
00

0
変
位

周
期

速 度

加
速

度

10
00

10
0

10

1 0.
1 0.

01
0.

00
1

(h
=

0
.0

5
)

(c
m

/s
)

(c
m

/s
 )

(c
m

)

(s
)

2

10
00

00

20
00

50
0

20
0

10
0 50 10 0.11

 Ｓ
ｄ
－
Ｄ
Ｖ

 Ｓ
ｄ
－
Ｆ
１
Ｖ

 Ｓ
ｄ
－
Ｆ
２
Ｖ

 Ｓ
ｄ
－
Ｎ
１
Ｖ

 Ｓ
ｄ
－
Ｎ
２
Ｖ

 Ｓ
ｄ
－
１
Ｖ

0
.0

1
0

.1
1

1
0

0
.0

2
0

.0
5

0
.2

0
.5

2
5

0
.111
0

1
0

0

1
0

0
0

5
0

0

5
0 5

0
.5

2
0

0

2
0 2

0
.2

10
-
3  

10
-
6  

1
0-

5  

1
0-

4  

10
00

0
変
位

周
期

速 度

加
速

度

10
00

10
0

10

1 0.
1 0.

01
0.

001

(h
=

0
.0

5
)

(c
m

/s
)

(c
m

)

(s
)

10
00

00

20
00

50
0

20
0

10
0 50 10 0.11

 Ｓ
ｄ
－
Ｄ
Ｖ

 Ｓ
ｄ
－
Ｆ
１
Ｖ

 Ｓ
ｄ
－
Ｆ
２
Ｖ

 Ｓ
ｄ
－
Ｎ
１
Ｖ

 Ｓ
ｄ
－
Ｎ
２
Ｖ

 Ｓ
ｄ
－
１
Ｖ

0
.0

1
0

.1
1

1
0

0
.0

2
0

.0
5

0
.2

0
.5

2
5

0
.111
0

1
0

0

1
0

0
0

5
0

0

5
0 5

0
.5

2
0

0

2
0 2

0
.2



46 

添付資料-２ 「地震の従属事象」と「地震の独立事象」について 

 

運転状態Ⅴが地震によって引き起こされるおそれがある事象であるかについては，ＤＢ施設の耐震設

計の考え方に基づく。なお，確率論的な考察も考慮する。 

 

1. 「地震の従属事象」と「地震の独立事象」についての定義 

判断に当たり，ＳＡ施設の評価における「地震の従属事象」，「地震の独立事象」について定義を示

す。この定義はＤＢ施設に対して従前より適用してきた考え方に基づくものであり，ＪＥＡＧ４６０

１の規定とも整合したものとなっている。 

(1) 地震の従属事象 

設置許可基準規則の解釈別記２における「地震によって引き起こされる事象(地震の従属事象)」

を以下のとおり定義する。 

・ある地震力を想定して，その地震力未満で設計された設備が，その地震力を上回る地震が発生

した際に確定論的に設備が損傷すると仮定した場合に発生する事象 

(2) 地震の独立事象 

設置許可基準規則の解釈別記２における「地震によって引き起こされるおそれのない事象(地震

の独立事象)」を以下のとおり定義する。 

・上記(1)のような確定論的な評価では引き起こされるおそれのない事象 

 

なお，ＪＥＡＧ４６０１においては，地震の従属事象は地震との組合せを実施し，地震の独立事象

については，事象の発生頻度，継続時間，地震の発生確率を踏まえ，10-7回/炉年を超える事象は地震

との組合せを実施することを規定している。 

 

2. ＤＢ施設の耐震設計の考え方等に基づく判断 

Ｓクラス施設はＳｓによる地震力に対して，その安全機能が損なわれるおそれのないよう設計され

ている。この安全機能に係る設計は，Ｓクラス施設自体が，Ｓｓによる地震力に対して，損傷しない

よう設計するだけでなく，下位クラスに属するものの波及的影響等に対しても，その安全機能を損な

わないよう設計することも含まれる。(表 2－1) 

Ｓクラス施設が健全であれば，炉心損傷防止に係る重大事故等対策の有効性評価において想定した

すべての事故シーケンスに対し，Ｓｓ相当の地震により，起因事象が発生したとしても緩和設備が機

能し，ＤＢ設計の範囲で事象を収束させることができることを確認した。(表 2－2) 

したがって，ＳＡ施設に対する耐震設計における荷重の組合せの検討としては，Ｓｓ相当の地震に

対して，運転状態Ⅴは地震によって引き起こされるおそれのない「地震の独立事象」として扱い，運

転状態Ⅴの運転状態と地震力とを適切に組み合わせる。 
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表 2－1 Ｓクラスの設計 

地震の影響が考えられる事象 耐震性の担保 

耐震重要施設自体の損傷 

基準地震動による地震力に対して安全機能が損なわ

れるおそれがないよう設計する。(設置許可基準規則

第４条) 

下位クラスの損傷の影響による 

耐震重要施設の損傷 

耐震重要施設が，下位クラスに属するものの波及的

影響によって，その安全機能を損なわないように設

計する。(設置許可基準規則第４条) 

地震随伴 

事象 

溢水による 

耐震重要施設の損傷 

安全施設は，発電用原子炉施設内における溢水が発

生した場合においても安全機能を損なわないよう設

計する。(設置許可基準規則第９条) 

津波による 

耐震重要施設の損傷 

設計基準対象施設は，基準津波に対して安全機能が

損なわれるおそれがないように設計する。(設置許可

基準規則第５条) 

火災による 

耐震重要施設の損傷 

設計基準対象施設は，火災により発電用原子炉施設

の安全性が損なわれないよう設計する。(設置許可基

準規則第８条) 



48 

表 2－2 地震の従属事象としての適用性について（1/16） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

1 高圧・低圧 

注水機能喪失 

過渡事象 

＋高圧炉心冷

却失敗 

＋低圧炉心冷

却失敗 

外部電源 

喪失＊ 
セラミックインシュレータ × △ 

運転状態 

Ⅱ 

高圧炉心 

冷却失敗 

高圧炉心スプレイポンプ室冷却機 ○ 

×  

高圧炉心スプレイ系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ系電動弁（ゲート） ○ 

高圧炉心スプレイ系配管 ○ 

サプレッションチェンバ ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備非常用 

ディーゼル室送風機 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

空気だめ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル燃料デイタンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料貯蔵タンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系配管 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系逆止弁 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送ポンプ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線メタクラ ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線変圧器 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用コントロールセンタ ○ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ 

取水槽 ○ 

タービン建物 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系電動弁（バタフラ

イ） 
○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系サージタンク ○ 

高圧炉心スプレイ系直流母線盤 ○ 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 ○ 

高圧炉心スプレイ系充電器盤 ○ 
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表 2－2 地震の従属事象としての適用性について（2/16） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

1 高圧・低圧 

注水機能喪失 

過渡事象 

＋高圧炉心冷

却失敗 

＋低圧炉心冷

却失敗 

高圧炉心

冷却失敗 

原子炉隔離時冷却系逆止弁 ○ 

× 

 

原子炉隔離時冷却系電動弁（ゲート） ○ 

原子炉隔離時冷却系電動弁（グローブ） ○ 

原子炉隔離時冷却系配管 ○ 

原子炉隔離時冷却ポンプ ○ 

原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービン ○ 

230V直流母線盤 ○ 

230V蓄電池 ○ 

230V充電器盤 ○ 

原子炉隔離時冷却系直流コントロールセンタ ○ 

低圧炉心

冷却失敗 

残留熱除去ポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

残留熱除去系逆止弁 ○ 

残留熱除去系熱交換器 ○ 

残留熱除去系ポンプ ○ 

残留熱除去系電動弁（ゲート） ○ 

残留熱除去系配管 ○ 

サプレッションチェンバ ○ 

過渡事象 

＋圧力バウン

ダリ健全性（Ｓ

ＲＶ再閉）失敗 

＋高圧炉心冷

却（ＨＰＣＳ)

失敗 

＋低圧炉心冷

却失敗 

外部電源 

喪失＊ 

セラミックインシュレータ 
× △ 

運転状態

Ⅱ 

ＳＲＶ 

再閉失敗 

逃がし安全弁 
○ × 

 

高圧炉心

冷却（ＨＰ

ＣＳ）失敗 

高圧炉心スプレイポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

高圧炉心スプレイ系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ系電動弁（ゲート） ○ 

高圧炉心スプレイ系配管 ○ 

サプレッションチェンバ ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備非常用 

ディーゼル室送風機 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

空気だめ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル燃料デイタンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料貯蔵タンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系配管 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系逆止弁 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送ポンプ 
○ 
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表 2－2 地震の従属事象としての適用性について（3/16） 

 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

1 高圧・低圧 

注水機能喪失 

過渡事象 

＋圧力バウン

ダリ健全性（Ｓ

ＲＶ再閉）失敗 

＋高圧炉心冷

却（ＨＰＣＳ)

失敗 

＋低圧炉心冷

却失敗 

高圧炉心

冷却（ＨＰ

ＣＳ）失敗 

高圧炉心スプレイ系非常用母線メタクラ ○ 

× 

 

高圧炉心スプレイ系非常用母線変圧器 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用コントロールセンタ ○ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ 

取水槽 ○ 

タービン建物 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系電動弁（バタフラ

イ） 
○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系サージタンク ○ 

高圧炉心スプレイ系直流母線盤 ○ 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 ○ 

高圧炉心スプレイ系充電器盤 ○ 

低圧炉心 

冷却失敗 

残留熱除去ポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

残留熱除去系逆止弁 ○ 

残留熱除去系熱交換器 ○ 

残留熱除去系ポンプ ○ 

残留熱除去系電動弁（ゲート） ○ 

残留熱除去系配管 ○ 

サプレッションチェンバ ○ 
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表 2－2 地震の従属事象としての適用性について（4/16） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

2 

 

高圧注水・ 

減圧機能喪失 

過渡事象 

＋高圧炉心冷

却失敗 

＋原子炉減圧

失敗 

外部電源 

喪失＊ 

セラミックインシュレータ 
× △ 

運転状態

Ⅱ 

高圧炉心 

冷却失敗 

高圧炉心スプレイポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

高圧炉心スプレイ系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ系電動弁（ゲート） ○ 

高圧炉心スプレイ系配管 ○ 

サプレッションチェンバ ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備非常用 

ディーゼル室送風機 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

空気だめ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル燃料デイタンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料貯蔵タンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系配管 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系逆止弁 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送ポンプ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線メタクラ ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線変圧器 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用コントロールセンタ ○ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ 

取水槽 ○ 

タービン建物 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系電動弁（バタフラ

イ） 
○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系サージタンク ○ 

高圧炉心スプレイ系直流母線盤 ○ 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 ○ 

高圧炉心スプレイ系充電器盤 ○ 
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表 2－2 地震の従属事象としての適用性について（5/16） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

2 高圧注水・ 

減圧機能喪失 

過渡事象 

＋高圧炉心冷

却失敗 

＋原子炉減圧

失敗 

高圧炉心 

冷却失敗 

原子炉隔離時冷却系逆止弁 ○ 

× 

 

原子炉隔離時冷却系電動弁（ゲート） ○ 

原子炉隔離時冷却系電動弁（グローブ） ○ 

原子炉隔離時冷却系配管 ○ 

原子炉隔離時冷却ポンプ ○ 

原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービン ○ 

230V直流母線盤 ○ 

230V蓄電池 ○ 

230V充電器盤 ○ 

原子炉隔離時冷却系直流コントロールセンタ ○ 

原子炉 

減圧失敗 

逃がし安全弁 ○ 

×  

逃がし安全弁窒素ガス供給系空気作動弁 

（グローブ） 
○ 

逃がし安全弁窒素ガス供給系配管 ○ 

逃がし安全弁アキュムレータ ○ 
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表 2－2 地震の従属事象としての適用性について（6/16） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

3 全交流動力 

電源喪失 

外部電源喪失

＋交流電源（Ｄ

Ｇ－Ａ，Ｂ）失

敗 

＋高圧炉心冷

却（ＨＰＣＳ)

失敗 

外部電源 

喪失 

セラミックインシュレータ 
× △ 

運転状態

Ⅱ 

交流電源

（ＤＧ－

Ａ，Ｂ）失

敗 

燃料移送系逆止弁 ○ 

× 

 

非常用ディーゼル発電設備非常用ディーゼル室 

送風機 
○ 

非常用ディーゼル発電設備 ○ 

非常用母線メタクラ ○ 

非常用コントロールセンタ ○ 

燃料移送系配管 ○ 

非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ ○ 

非常用ロードセンタ ○ 

非常用ディーゼル発電設備空気だめ ○ 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル燃料 

デイタンク 
○ 

非常用ディーゼル発電燃料貯蔵タンク ○ 

非常用母線変圧器 ○ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ 

取水槽 ○ 

タービン建物 ○ 

原子炉補機冷却系逆止弁 ○ 

原子炉補機海水系逆止弁 ○ 

原子炉補機冷却系熱交換器 ○ 

原子炉補機冷却水ポンプ ○ 

原子炉補機海水ポンプ ○ 

原子炉補機冷却系電動弁（ゲート） ○ 

原子炉補機冷却系電動弁（グローブ） ○ 

原子炉補機冷却系空気作動弁（バタフライ） ○ 

原子炉補機海水系電動弁（バタフライ） ○ 

原子炉補機冷却系配管 ○ 

原子炉補機海水系配管 ○ 

原子炉補機海水ストレーナ ○ 

原子炉補機冷却系サージタンク ○ 

原子炉補機冷却水ポンプ熱交換器室冷却機 ○ 
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表 2－2 地震の従属事象としての適用性について（7/16） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

3 全交流動力 

電源喪失 

外部電源喪失

＋交流電源（Ｄ

Ｇ－Ａ，Ｂ）失

敗 

＋高圧炉心冷

却（ＨＰＣＳ)

失敗 

高圧炉心

冷却（ＨＰ

ＣＳ)失敗 

高圧炉心スプレイポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

高圧炉心スプレイ系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ系電動弁（ゲート） ○ 

高圧炉心スプレイ系配管 ○ 

サプレッションチェンバ ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備非常用 

ディーゼル室送風機 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

空気だめ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル燃料デイタンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料貯蔵タンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系配管 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系逆止弁 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送ポンプ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線メタクラ ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線変圧器 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用コントロールセンタ ○ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ 

取水槽 ○ 

タービン建物 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系電動弁（バタフラ

イ） 
○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系サージタンク ○ 

高圧炉心スプレイ系直流母線盤 ○ 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 ○ 

高圧炉心スプレイ系充電器盤 ○ 
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表 2－2 地震の従属事象としての適用性について（8/16） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

3 全交流動力 

電源喪失 

外部電源喪失

＋交流電源（Ｄ

Ｇ－Ａ，Ｂ）失

敗 

＋高圧炉心冷

却失敗 

外部電源

喪失 

セラミックインシュレータ 
× △ 

運転状態

Ⅱ 

交流電源

（ＤＧ－

Ａ，Ｂ）失

敗 

燃料移送系逆止弁 ○ 

× 

 

非常用ディーゼル発電設備非常用ディーゼル室 

送風機 
○ 

非常用ディーゼル発電設備 ○ 

非常用母線メタクラ ○ 

非常用コントロールセンタ ○ 

燃料移送系配管 ○ 

非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ ○ 

非常用ロードセンタ ○ 

非常用ディーゼル発電設備空気だめ ○ 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル燃料 

デイタンク 
○ 

非常用ディーゼル発電燃料貯蔵タンク ○ 

非常用母線変圧器 ○ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ 

取水槽 ○ 

タービン建物 ○ 

原子炉補機冷却系逆止弁 ○ 

原子炉補機海水系逆止弁 ○ 

原子炉補機冷却系熱交換器 ○ 

原子炉補機冷却水ポンプ ○ 

原子炉補機海水ポンプ ○ 

原子炉補機冷却系電動弁（ゲート） ○ 

原子炉補機冷却系電動弁（グローブ） ○ 

原子炉補機冷却系空気作動弁（バタフライ） ○ 

原子炉補機海水系電動弁（バタフライ） ○ 

原子炉補機冷却系配管 ○ 

原子炉補機海水系配管 ○ 

原子炉補機海水ストレーナ ○ 

原子炉補機冷却系サージタンク ○ 

原子炉補機冷却水ポンプ熱交換器室冷却機 ○ 

高圧炉心 

冷却失敗 

高圧炉心スプレイポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

高圧炉心スプレイ系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ系電動弁（ゲート） ○ 

高圧炉心スプレイ系配管 ○ 

サプレッションチェンバ ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備非常用 

ディーゼル室送風機 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

空気だめ 
○ 
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表 2－2 地震の従属事象としての適用性について（9/16） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

3 全交流動力 

電源喪失 

外部電源喪失

＋交流電源（Ｄ

Ｇ－Ａ，Ｂ）失

敗 

＋高圧炉心冷

却失敗 

高圧炉心 

冷却失敗 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル燃料デイタンク 
○ 

× 

 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料貯蔵タンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系配管 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系逆止弁 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送ポンプ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線メタクラ ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線変圧器 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用コントロールセンタ ○ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ 

取水槽 ○ 

タービン建物 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系電動弁（バタフラ

イ） 
○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系サージタンク ○ 

高圧炉心スプレイ系直流母線盤 ○ 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 ○ 

高圧炉心スプレイ系充電器盤 ○ 

原子炉隔離時冷却系逆止弁 ○ 

原子炉隔離時冷却系電動弁（ゲート） ○ 

原子炉隔離時冷却系電動弁（グローブ） ○ 

原子炉隔離時冷却系配管 ○ 

原子炉隔離時冷却ポンプ ○ 

原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービン ○ 

230V直流母線盤 ○ 

230V蓄電池 ○ 

230V充電器盤 ○ 

原子炉隔離時冷却系直流コントロールセンタ ○ 
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表 2－2 地震の従属事象としての適用性について（10/16） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

3 全交流動力 

電源喪失 

外部電源喪失 

＋ 直 流 電 源 

（区分１，２）

失敗 

＋高圧炉心冷

却（ＨＰＣＳ)

失敗 

外部電源 

喪失 

セラミックインシュレータ 
× △ 

運転状態

Ⅱ 

直流電源 

（区分

１，２）

失敗 

直流母線盤 ○ 

× 

 

蓄電池 ○ 

充電器盤 
○ 

高圧炉心

冷却（ＨＰ

ＣＳ)失敗 

高圧炉心スプレイポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

高圧炉心スプレイ系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ系電動弁（ゲート） ○ 

高圧炉心スプレイ系配管 ○ 

サプレッションチェンバ ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備非常用 

ディーゼル室送風機 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

空気だめ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル燃料デイタンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料貯蔵タンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系配管 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系逆止弁 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送ポンプ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線メタクラ ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線変圧器 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用コントロールセンタ ○ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ 

取水槽 ○ 

タービン建物 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系電動弁（バタフライ） ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系サージタンク ○ 

高圧炉心スプレイ系直流母線盤 ○ 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 ○ 

高圧炉心スプレイ系充電器盤 ○ 
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表 2－2 地震の従属事象としての適用性について（11/16） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

3 全交流動力 

電源喪失 

外部電源喪失

＋交流電源（Ｄ

Ｇ－Ａ，Ｂ）失

敗 

＋圧力バウン

ダリ健全性（Ｓ

ＲＶ再閉）失敗 

＋高圧炉心冷

却（ＨＰＣＳ)

失敗 

外部電源 

喪失 

セラミックインシュレータ 
× △ 

運転状態

Ⅱ 

交流電源

（ＤＧ－

Ａ，Ｂ）失

敗 

燃料移送系逆止弁 ○ 

× 

 

非常用ディーゼル発電設備非常用ディーゼル室 

送風機 
○ 

非常用ディーゼル発電設備 ○ 

非常用母線メタクラ ○ 

非常用コントロールセンタ ○ 

燃料移送系配管 ○ 

非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ ○ 

非常用ロードセンタ ○ 

非常用ディーゼル発電設備空気だめ ○ 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル燃料 

デイタンク 
○ 

非常用ディーゼル発電燃料貯蔵タンク ○ 

非常用母線変圧器 ○ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ 

取水槽 ○ 

タービン建物 ○ 

原子炉補機冷却系逆止弁 ○ 

原子炉補機海水系逆止弁 ○ 

原子炉補機冷却系熱交換器 ○ 

原子炉補機冷却水ポンプ ○ 

原子炉補機海水ポンプ ○ 

原子炉補機冷却系電動弁（ゲート） ○ 

原子炉補機冷却系電動弁（グローブ） ○ 

原子炉補機冷却系空気作動弁（バタフライ） ○ 

原子炉補機海水系電動弁（バタフライ） ○ 

原子炉補機冷却系配管 ○ 

原子炉補機海水系配管 ○ 

原子炉補機海水ストレーナ ○ 

原子炉補機冷却系サージタンク ○ 

原子炉補機冷却水ポンプ熱交換器室冷却機 ○ 

ＳＲＶ 

再閉失敗 

逃がし安全弁 
○ × 

 



59 

表 2－2 地震の従属事象としての適用性について（12/16） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

3 全交流動力 

電源喪失 

外部電源喪失

＋交流電源（Ｄ

Ｇ－Ａ，Ｂ）失

敗 

＋圧力バウン

ダリ健全性（Ｓ

ＲＶ再閉）失敗 

＋高圧炉心冷

却（ＨＰＣＳ)

失敗 

高圧炉心

冷却（ＨＰ

ＣＳ)失敗 

高圧炉心スプレイポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

高圧炉心スプレイ系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ系電動弁（ゲート） ○ 

高圧炉心スプレイ系配管 ○ 

サプレッションチェンバ ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備非常用 

ディーゼル室送風機 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

空気だめ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル燃料デイタンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料貯蔵タンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系配管 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系逆止弁 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送ポンプ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線メタクラ ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線変圧器 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用コントロールセンタ ○ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ 

取水槽 ○ 

タービン建物 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系電動弁（バタフラ

イ） 
○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系サージタンク ○ 

高圧炉心スプレイ系直流母線盤 ○ 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 ○ 

高圧炉心スプレイ系充電器盤 ○ 
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表 2－2 地震の従属事象としての適用性について（13/16） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

4 崩壊熱除去 

機能喪失 

過渡事象 

＋崩壊熱除去

失敗 

外部電源 

喪失＊ 

セラミックインシュレータ 
× △ 

運転状態

Ⅱ 

崩壊熱 

除去失敗 

残留熱除去系ポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

残留熱除去系逆止弁 ○ 

残留熱除去系熱交換器 ○ 

残留熱除去ポンプ ○ 

残留熱除去系電動弁（ゲート） ○ 

残留熱除去系配管 ○ 

残留熱除去系電動弁（グローブ） ○ 

サプレッションチェンバ ○ 

過渡事象 

＋高圧炉心冷

却失敗 

＋崩壊熱除去

失敗 

外部電源 

喪失＊ 

セラミックインシュレータ 
× △ 

運転状態

Ⅱ 

高圧炉心 

冷却失敗 

高圧炉心スプレイポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

高圧炉心スプレイ系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ系電動弁（ゲート） ○ 

高圧炉心スプレイ系配管 ○ 

サプレッションチェンバ ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備非常用 

ディーゼル室送風機 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

空気だめ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル燃料デイタンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料貯蔵タンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系配管 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系逆止弁 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送ポンプ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線メタクラ ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線変圧器 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用コントロールセンタ ○ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ 

取水槽 ○ 

タービン建物 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系電動弁（バタフライ） ○ 
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表 2－2 地震の従属事象としての適用性について（14/16） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

4 崩壊熱除去 

機能喪失 

過渡事象 

＋高圧炉心冷

却失敗 

＋崩壊熱除去

失敗 

高圧炉心 

冷却失敗 

高圧炉心スプレイ補機冷却系配管 ○ 

× 

 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系サージタンク ○ 

高圧炉心スプレイ系直流母線盤 ○ 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 ○ 

高圧炉心スプレイ系充電器盤 ○ 

原子炉隔離時冷却系逆止弁 ○ 

原子炉隔離時冷却系電動弁（ゲート） ○ 

原子炉隔離時冷却系電動弁（グローブ） ○ 

原子炉隔離時冷却系配管 ○ 

原子炉隔離時冷却ポンプ ○ 

原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービン ○ 

230V直流母線盤 ○ 

230V蓄電池 ○ 

230V充電器盤 ○ 

原子炉隔離時冷却系直流コントロールセンタ ○ 

崩壊熱 

除去失敗 

残留熱除去系ポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

残留熱除去系逆止弁 ○ 

残留熱除去系熱交換器 ○ 

残留熱除去系ポンプ ○ 

残留熱除去系電動弁（ゲート） ○ 

残留熱除去系配管 ○ 

残留熱除去系電動弁（グローブ） ○ 

サプレッションチェンバ ○ 

過渡事象 

＋圧力バウン

ダリ健全性（Ｓ

ＲＶ再閉）失敗 

＋崩壊熱除去

失敗 

外部電源 

喪失＊ 

セラミックインシュレータ 
× △ 

運転状態

Ⅱ 

ＳＲＶ 

再閉失敗 

逃がし安全弁 
○ × 

 

崩壊熱 

除去失敗 

残留熱除去系ポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

残留熱除去系逆止弁 ○ 

残留熱除去系熱交換器 ○ 

残留熱除去系ポンプ ○ 

残留熱除去系電動弁（ゲート） ○ 

残留熱除去系配管 ○ 

残留熱除去系電動弁（グローブ） ○ 

サプレッションチェンバ ○ 
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表 2－2 地震の従属事象としての適用性について（15/16） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

4 崩壊熱除去 

機能喪失 

過渡事象 

＋圧力バウン

ダリ健全性（Ｓ

ＲＶ再閉）失敗 

＋高圧炉心冷

却（ＨＰＣＳ）

失敗 

＋崩壊熱除去

失敗 

外部電源 

喪失＊ 

セラミックインシュレータ 
× △ 

運転状態

Ⅱ 

ＳＲＶ 

再開失敗 

逃がし安全弁 
○ × 

 

高圧炉心

冷却（ＨＰ

ＣＳ）失敗 

高圧炉心スプレイポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

高圧炉心スプレイ系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ系電動弁（ゲート） ○ 

高圧炉心スプレイ系配管 ○ 

サプレッションチェンバ ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備非常用 

ディーゼル室送風機 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

空気だめ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル燃料デイタンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料貯蔵タンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系配管 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系逆止弁 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送ポンプ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線メタクラ ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線変圧器 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用コントロールセンタ ○ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ 

取水槽 ○ 

タービン建物 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系電動弁（バタフラ

イ） 
○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系サージタンク ○ 

高圧炉心スプレイ系直流母線盤 ○ 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 ○ 

高圧炉心スプレイ系充電器盤 ○ 
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表 2－2 地震の従属事象としての適用性について（16/16） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

4 崩壊熱除去 

機能喪失 

過渡事象 

＋圧力バウン

ダリ健全性（Ｓ

ＲＶ再閉）失敗 

＋高圧炉心冷

却（ＨＰＣＳ）

失敗 

＋崩壊熱除去

失敗 

崩壊熱 

除去失敗 

残留熱除去系ポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

残留熱除去系逆止弁 ○ 

残留熱除去系熱交換器 ○ 

残留熱除去系ポンプ ○ 

残留熱除去系電動弁（ゲート） ○ 

残留熱除去系配管 ○ 

残留熱除去系電動弁（グローブ） ○ 

サプレッションチェンバ ○ 

5 原子炉停止 

機能喪失 

過渡事象 

＋原子炉停止

失敗 

外部電源 

喪失＊ 

セラミックインシュレータ 
× △ 

運転状態

Ⅱ 

原子炉 

停止失敗 

炉心支持板 ○ 

× 

 

燃料集合体 ○ 

制御棒案内管 ○ 

水圧制御ユニット ○ 

制御棒駆動機構ハウジング ○ 

制御棒駆動系配管 ○ 

炉心シュラウド ○ 

シュラウドサポート ○ 

上部格子板 ○ 

制御棒駆動機構ハウジングレストレントビーム ○ 

6 ＬＯＣＡ時 

注水機能喪失 
－ － － － － 

 

7 格納容器バイ

パス（インタ

ーフェイスシ

ステムＬＯＣ

Ａ） 

－ － － － － 

 

注記＊：過渡事象を代表する起因事象として外部電源喪失を設定。 

 

【凡例】 

 ＤＢ上のＳｓ耐震性 

   ○：有 ×：無 

 地震の従属事象としての適用の有無 

   ○：地震の従属事象であり，地震と組合せ評価が必要なもの。 

   △：地震の従属事象であるが，他の事象で代表され地震と組合せ評価が不要なもの。 

   ×：地震の従属事象でないもの。 



64 

3. 確率論的な考察 

2.項のとおり，ＳＡ施設の耐震設計の荷重の組合せにおいて，確定論の観点から運転状態

Ｖは地震の独立事象として取り扱うこととしている。 

このことについて参考のため，確率論的な観点から考察すると，Ｓｓ相当（820gal）まで

の地震力により炉心損傷に至る事故シーケンスについて，緩和設備のランダム故障を除いた

＊１炉心損傷頻度（ＣＤＦ）であって，ＳＡ施設による対策の有効性の評価がＤＢ条件を超え

るもの＊２の累積値は，一部のＳＡ施設を考慮した場合のＰＲＡ評価＊３を実施した結果，約

1.0×10-7/炉年となった。 

 

注記＊１：地震損傷とランダム故障の組合せによる炉心損傷シナリオについては，保守的に除

かないものとした。 

＊２：有効性評価において，原子炉格納容器の温度又は圧力がＤＢの範囲を超えるシナリ

オのことであり，表 5.2.2－2「ＤＢ条件を超えるもの」に該当するシナリオ。 

＊３：地震ハザード及びＤＢ施設の機器フラジリティの評価条件は，島根原子力発電所発

電用原子炉設置変更許可申請書（２号発電用原子炉施設の変更）（令和３年９月 15日

許可）添付書類十 追補 2.Ⅰ 別添 1.2.1 地震ＰＲＡと同様。また，評価上考慮し

ているＳＡ施設は，常設代替交流電源設備，低圧原子炉代替注水系，格納容器フィル

タベント系等である。 

 

表 3－1 ＤＢ条件を超える事故シーケンスに対するＣＤＦ 

事故シーケンス 

グループ 
ＤＢ条件を超える事故シーケンス 

ＣＤＦ 

(/炉年) 

合計 

(/炉年) 

高圧・低圧注水 
機能喪失 

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 3.3E-09 

1.0E-07 

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗 
＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋低圧炉心冷却失敗 

3.1E-11 

全交流動力 
電源喪失 

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗 
＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗 

3.1E-08 

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗 
＋高圧炉心冷却失敗 

2.3E-09 

外部電源喪失＋直流電源（区分１，２）失敗＋高圧炉心冷
却（ＨＰＣＳ）失敗 

2.8E-11 

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗 
＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗 
＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗 

1.5E-10 

崩壊熱除去 
機能喪失 

過渡事象＋崩壊熱除去機能失敗 6.2E-08 

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 8.5E-10 

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗 
＋崩壊熱除去失敗 

1.6E-10 

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗 
＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋崩壊熱除去失敗 

2.6E-11 

原子炉停止 
機能喪失 

過渡事象＋原子炉停止失敗 1.3E-10 

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋交流電源・補機冷却
系喪失）＋原子炉停止失敗 

1.2E-11 
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原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標について」に記載されている性能

目標のＣＤＦ（10-4/炉年）に対して１％を下回る頻度の事象は，目標に対して影響がないと

いえるくらい小さい値と見なすことができ，1.0×10-7/炉年はこれを大きく下回り，Ｓｓ相

当までの地震力によりＤＢ条件を超える運転状態Ｖの発生確率は極めて低いと考えられる。

したがって，ＳＡ施設に対する耐震設計における荷重の組合せの検討において，運転状態Ｖ

が地震によって引き起こされるおそれがないとして扱うことは妥当と考える。 
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（参考）余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出 

 

1. 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出方法 

1.1 本震前に前震を考慮した場合の影響評価 

地震ＰＲＡにおいては，前震，本震全体を考慮した評価方法はないことから，１回の地震による

評価を２回使用することで前震，本震を考慮することとする。評価方法の概念図を図 1.1－1 に示

す。 

なお，本評価は，「3. 確率論的な考察」に示した本震のみを考慮した評価に比べ，より保守的に

前震，本震として２回の地震を考慮し，緩和設備のランダム故障についても考慮する。この条件に

おいてもＳｓ相当までの地震力によりＤＢ条件を超える運転状態Ｖの発生確率は極めて低いこと

を定量的に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1－1 本震前に前震を考慮した場合の評価方法  

＜１回目の地震による評価＞ 
「①地震発生頻度」「②地震により発生する起因事象」「③ランダム故障または④緩和設備の地震による機器損傷確率」を考慮して全炉心
損傷頻度を評価。炉心損傷しない場合は，「⑤炉心冷却成功」となる。 

前震 起因事象発生 緩和設備のランダム故障  

緩和設備の地震による損傷  

緩和設備の継続運転成功 
 

年
超
過
確
率
（
／
炉
年
）
 

 

820gal 
最大加速度（gal） 

① 

●前震は本震より小さいが，ここでは保守的に 
0～820gal のすべてを考慮 

② 

 

＜２回目の地震による評価＞ 

緩和設備の継続運転中   本震 起因事象発生 緩和設備の地震による損傷   

緩和設備の継続運転成功  

⑥ ⑦ ⑧ 

⑨ 

（⇒炉心冷却成功） 

0～820gal の地震による累積：Ｂ／炉年 

新たな起因事象は想定しない。 

●緩和設備が継続運転し炉心冷却に成功しているケースであ
り，ＤＢＡで想定される運転状態に他ならない。なお，フラ
ジリティの策定に当たっては，ＤＢＡで想定される最も厳し
い運転荷重を考慮していることから，本震においても前震を
同じフラジリティが適用可能。 

●緩和設備の損傷の組合せが前震と本震で同じであること，前
震と本震で同じフラジリティ評価が適用可能と想定。 

●本震として 0～820gal を考慮するため，炉心損傷に至る頻度
は１回目の地震（前震）と同じ。 

以上より結果として前震，本震による炉心損傷頻度は，以下の式で表すことができる。 

Ａ/炉年＋ Ｂ/炉年 ＋Ｂ/炉年 

③ 

④ 

⑤ 

0～820gal の地震による累積：Ａ／炉年 

0～820gal の地震による累積：Ｂ／炉年 

（⇒炉心冷却成功） 
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次に考慮すべきケースの網羅性についての検討結果を示す。 

緩和設備は冗長性を有するが，地震ＰＲＡでは冗長設備は同時に損傷するとして評価しているた

め，１つの系統が機器損傷し，残りの系統が健全となるケースは考慮せず，１つの設備が損傷する

確率で全台の当該設備が損傷に至るものとして保守的に評価している。 

そのため，緩和設備の状態について考えられるすべての組合せを抽出し，現行の地震ＰＲＡでど

のように整理されるかを考慮した。なお，以下は２つの系統で冗長化されている系統の場合につい

て代表して記載する（３つの系統で冗長化されている場合も同様の整理となる）。 

 

 

前震及び前震後の本震による緩和設備の状態の組合せを次に示す。 

 

 

  

前震 起因事象発生 
緩和設備の 
ランダム故障 

緩和設備の 
前震による損傷  

※１ 

・前震により必ず起因事象が発生するとして評価するため，緩

和設備の起動失敗は前震でのみ考慮。 

・緩和設備の使命時間における継続運転失敗は前震側で考慮。 

炉心損傷 

（緩和設備の継続運転成功） 

両系とも運転 

（両方の系統とも健全）  
本震 

Ａ系本震による損傷，Ｂ系本震による損傷  

Ａ系本震による損傷，Ｂ系健全  

炉心損傷 

炉心冷却成功 

Ｂ系のみ運転 

（Ａ系ランダム故障）  
本震 

Ｂ系本震による損傷（Ａ系は既に損傷） 

Ｂ系健全（Ａ系は既に故障）  

炉心損傷 

炉心冷却成功 

Ａ系のみ運転 

（Ｂ系ランダム故障）  
本震 

Ａ系本震による損傷（Ｂ系は既に損傷） 

Ａ系健全（Ｂ系は既に故障）  

炉心損傷 

炉心冷却成功 

Ａ系健全，Ｂ系本震による損傷 

Ａ系，Ｂ系ともに健全 

炉心損傷 

炉心損傷 

⑧ 

⑧ 

⑧ 

⑧ 

⑧ 

※２ 

※２ 

炉心損傷 

③ 

④ 

※1 

Ａ系 Ｂ系

ランダム故障（前震） ランダム故障（前震） ⇒③で整理 Ａ系 Ｂ系

ランダム故障（前震） 前震による機器損傷 ランダム故障（前震） ○（健全） ⇒炉心冷却成功

前震による機器損傷 ランダム故障（前震） ランダム故障（前震） 前震による機器損傷

前震による機器損傷 前震による機器損傷 ⇒④で整理 本震による機器損傷 ランダム故障（前震）

前震による機器損傷 ○（健全） ○（健全） ランダム故障（前震） ⇒炉心冷却成功

○（健全） 前震による機器損傷 本震による機器損傷 本震による機器損傷 ⇒本震による機器損傷として整理

ランダム故障（前震） ○（健全） 本震による機器損傷 ○（健全）

○（健全） ランダム故障（前震） ○（健全） 本震による機器損傷

○（健全） ○（健全） ○（健全） ○（健全） ⇒炉心冷却成功

前
震
に
よ
る
影
響

　④で整理

　④で整理※２

　緩和設備の
　継続運転に成功

　本震による機器損傷として整理

　本震による機器損傷として整理※２

本
震
に
よ
る
影
響

b. 前震後の本震による緩和設備の状態の組合せ 
a. 前震による緩和設備の状態の組合せ 

※２ 

緩和設備の状態は，理論上，上記の組合せが考えられるが，地震ＰＲＡでは冗長設備は

同時に損傷するとして評価するため，片方の系統が機器損傷しもう一方の系統が健全と

なるケースは考慮せず，１つの機器が損傷することで炉心損傷に至るものとして保守的

に評価している。 

本震により炉心損傷に至る

組合せは，前震による組合

せのうち④と整理したもの

と同じとなった。 
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○前震による緩和設備の状態の組合せは，緩和設備の状態（ランダム故障，地震による機器損傷，健

全）の９通りのすべての組合せを考慮。 

○冗長設備は同時に損傷するとして評価するため，「ランダム故障と地震による機器損傷」「片方の

系統のみ地震により機器損傷」のケースについては，「両方の系統とも地震により損傷」として整

理。 

○緩和設備が「両方の系統ともランダム故障」のケースはランダム故障として整理。 

○前震後の本震による緩和設備の状態の組合せは，前震後に健全な系統の緩和設備が本震により損

傷するか否かの組合せであり，８通りすべての組合せを想定。 

○ランダム故障は前震側で考慮しているため，前震と前震後の本震による緩和設備の状態の組合せ

については，「両方の系統ともランダム故障」となる組合せを除き，前震とその後の本震で同じ組

合せとなった。 

○そのため，地震規模を同程度とすると，地震により機器が損傷する確率は前震と本震で同程度と

なる。 

 

1.2 本震後の余震を考慮した場合の影響について 

地震ＰＲＡにおいては，本震，余震全体を考慮した計算方法はないことから，「本震前に前震を考

慮した場合」と同様に１回の地震による評価を２回用いることで本震，余震を考慮することとし，

影響の検討を行う。 

また，想定する地震規模として，本震及び余震の地震加速度を 0galから 820galのすべての地震

による影響を考慮して組み合わせる場合，「1.1 本震前に前震を考慮した場合の影響評価」におい

ても前震及び本震の地震加速度を 0galから 820galのすべての地震による影響を考慮して組み合わ

せていることを踏まえると，前震を本震に，本震を余震に読み替えることで同じ影響を評価するこ

ととなる。 

以上より，本震，余震による炉心損傷頻度は， 

Ａ/炉年＋ Ｂ/炉年＋ Ｂ/炉年 

で算出される。 

 

2. 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出結果 

2.1 Ｓｓ相当までの本震による全炉心損傷頻度の累積の算出結果 

地震ＰＲＡにおいては，本震による影響のみを評価しているが，算出したＳｓ相当（820gal）ま

での本震による全炉心損傷頻度は 0galからＳｓ相当である 820galまでの地震による影響を累積し

た評価であり，緩和設備のランダム故障が重畳することで炉心損傷に至るケースが含まれている。 

Ｓｓ相当までの本震による全炉心損傷頻度の累積は約 3.3×10-7/炉年であり，そのうち緩和設備

のランダム故障によるものが約 5.5×10-9/炉年，緩和設備の地震による損傷によるものが約 3.3×

10-7/炉年である。なお，この結果はすべての事故シーケンスを考慮している。 
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2.2 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出結果 

2.1項の算出結果を用い，1.1項及び 1.2項の算出式で評価を行った。 

Ａ/炉年＋ Ｂ/炉年＋ Ｂ/炉年 

＝約 5.5×10-9/炉年 ＋ 約 3.3×10-7/炉年 ＋ 約 3.3×10-7/炉年 

＝約 6.6×10-7/炉年 

 

以上の算出結果から，余震，前震を考慮した炉心損傷頻度は約 6.6×10-7/炉年と非常に低い値と

なる。この結果は，「3. 確率論的な考察」に示した本震のみを考慮した炉心損傷頻度（1×10-7/炉

年）に比べると大きくなっているものの，性能目標のＣＤＦ（10-4/炉年）に比べると非常に小さい

値となっている。したがって，余震，前震を考慮した場合においても，Ｓｓ相当までの地震力によ

りＤＢ条件を超える運転状態Ｖの発生確率は極めて低い。

  

本震 起因事象発生 緩和設備のランダム故障  

緩和設備の地震による損傷  

緩和設備の継続運転成功 

０～８２０ｇａｌの地震による累積：Ａ／炉年 

０～８２０ｇａｌの地震による累積：Ｂ／炉年 

（⇒炉心冷却成功） 

最大加速度０～８２０ｇａｌのすべての地震による影響を考慮 

年
超
過
確
率
（
／
炉
年
）
 

 

８２０ｇａｌ 
最大加速度（ｇａｌ） 
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添付資料-３ 建物・構築物のＳＡ施設としての設計の考え方 

 

本文 4.項(2)では建物・構築物（原子炉格納容器バウンダリを構成する施設（ＰＣＶバウンダリ）を

除く）を全般施設に分類しており，全般施設はＳＡ条件を考慮した設計荷重とＳｓによる地震力を組み

合わせることとしている。これは，建物・構築物のＤＢ施設としての設計の考え方が，機器・配管系の

それと同じであり，ＳＡ施設としての設計については，建物・構築物，機器・配管系ともにＤＢ施設と

しての設計の考え方を踏まえることを基本方針としているからである。 

以下では，建物・構築物のＳＡ施設としての設計の考え方について，ＤＢ施設としての設計の考え方

も踏まえ，本文の各項ごとに説明する。 

 

(1) 対象施設とその施設分類(本文 3.項(1)に対する考え方) 

ＳＡ施設の建物・構築物を表 1 に示す。これら 15 施設は，Ｓｓによる地震力に対して機能維持

が求められている「常設耐震重要重大事故防止設備」，「常設重大事故緩和設備」のいずれかに該当

するため，荷重の組合せ検討の対象施設である。 

 

表 1 ＳＡ施設（建物・構築物）の施設分類 

ＳＡ施設 

（建物・構築物） 

常設耐震重要 

重大事故防止設備 

常設耐震重要 

重大事故防止設備 

以外の常設重大 

事故防止設備 

常設重大事故 

緩和設備 

燃料プール ○ － ○ 

低圧原子炉代替注水槽 ○ － ○ 

第１ベントフィルタ格納

槽遮蔽 
○ － ○ 

配管遮蔽 ○ － ○ 

中央制御室遮蔽（１，２

号機共用） 
○ － ○ 

緊急時対策所遮蔽 － － ○ 

取水槽 － ○ ○ 

取水管 － ○ ○ 

取水口 － ○ ○ 

原子炉建物原子炉棟（二

次格納施設） 
－ － ○ 

排気筒（非常用ガス処理

系用） 
－ － ○ 

緊急時対策所用燃料地下

タンク 
○ － ○ 

原子炉二次遮蔽 － ○ ○ 

補助遮蔽（原子炉建物） － ○ ○ 

補助遮蔽（制御室建物） － ○ ○ 
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(2) ＤＢ施設としての設計の考え方 

(a) 新規制基準における要求事項 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」の第４条(地

震による損傷の防止)には，建物・構築物，機器・配管系の区分なく，次の事項が規定されている。 

・設計基準対象施設は，地震力に十分に耐えることができるものでなければならない。 

・耐震重要施設は，その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれのある地震に

よる加速度によって作用する地震力(以下「基準地震動による地震力」という。)に対して安

全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。 

 

(b) ＪＥＡＧ４６０１の規定内容(本文 2.2項に対する考え方) 

上記の規制要求を踏まえ，ＪＥＡＧ４６０１－1987 において，建物・構築物に関する荷重の組

合せと許容限界については，以下のように規定されている。 

 

【荷重の組合せ】 

・地震力と常時作用している荷重及び運転時(通常運転時，運転時の異常な過渡変化時)に施設に

作用する荷重とを組み合わせる。 

・常時作用している荷重，及び事故時の状態で施設に作用する荷重のうち長時間その作用が続く

荷重と基準地震動Ｓ１による荷重とを組み合わせる。 

 

【許容限界】 

・基準地震動Ｓ１による地震力との組合せに対する許容限界 

安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界とする。ただし，事故時の

荷重と組み合わせる場合には，次項による許容限界を適用する。 

・基準地震動Ｓ２による地震力との組合せに対する許容限界 

建物・構築物が構造物全体として十分変形能力(ねばり)の余裕を有し，終局耐力に対して安全

余裕を持たせることとする。 

 

ここで，ＪＥＡＧ４６０１－1987 における建物・構築物の荷重の組合せは，本文 2.2 項に示す

機器・配管系の荷重の組合せと同じ考え方に基づいて設定された結果として規定されているもの

である。 

なお，ＪＥＡＧ４６０１－1987 において，機器・配管系では運転状態が定義されているが，建

物・構築物については，細かな運転状態を設定する必要がないため，運転状態は定義されていな

い。 
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(3) ＳＡ施設の荷重の組合せと許容限界の設定方針（本文 3.(3)，(4)項に対する考え方） 

ＳＡ施設の建物・構築物における荷重の組合せと許容限界の設定方針は，機器・配管系と同様，

ＪＥＡＧ４６０１－1987 のＤＢ施設に対する規定内容を踏まえ，以下のとおりとする(建物・構築

物では，運転状態及びそれに対応した許容応力状態が定義されていないことから，機器・配管系と

は下線部が異なる)。 

 

【ＳＡ施設(建物・構築物)における設定方針】 

・Ｓｓ，Ｓｄと運転状態の組合せを考慮する。 

・地震の従属事象については，地震との組合せを実施する。ここで，Ｓクラス施設はＳｓによる

地震力に対して，その安全機能が保持できるよう設計されていることから，地震の従属事象と

してのＳＡは発生しないこととなる。したがってＳＡは地震の独立事象として取り扱う。 

・地震の独立事象については，事象の発生確率，継続時間及びＳｓ若しくはＳｄの年超過確率

の積等も考慮し，工学的，総合的に組み合わせるかを判断する。組み合わせるか否かの判断は，

国内外の基準等でスクリーニング基準として参照されている値，炉心損傷頻度及び格納容器

機能喪失頻度の性能目標値に保守性を持たせた値を目安とし，事象の発生確率，継続時間及び

Ｓｓ若しくはＳｄの年超過確率の積との比較等により判断する。 

・また，上記により組合せ不要と判断された場合においても，事故後長期間継続する荷重とＳｄ

による地震力とを組み合わせる。 

・許容限界として，ＤＢ施設のＳｓに対する許容限界に加えて，ＳＡ荷重と地震力との組合せに

対する許容限界(機器・配管系の許容応力状態ⅤＡＳに相当するもの)を設定する。ここで，島根

２号機では，ＳＡ荷重と地震力との組合せに対する許容限界は，ＤＢ施設のＳｓに対する許容

限界(建物・構築物が構造物全体として十分変形能力(ねばり)の余裕を有し，終局耐力に対して

安全余裕を持たせることとする)と同じとする。 

 

(4) 荷重の組合せと許容限界の検討結果（本文 5.2.1項に対する考え方） 

本文 5.2.1項の全般施設の検討は，建物・構築物に対しても同様に適用される。すなわち，各項

目に対する考え方は以下のとおりとなる。 

ＳＡの発生確率・・・・・・炉心損傷頻度の性能目標値(10-4/炉年)を設定 

継続時間・・・・・・・・・事故発生時を基点として，10-2年までの期間を地震荷重との組合せ

が不要な短期（運転状態Ⅴ(Ｓ)），Ｓｄとの組合せが必要な 10-2～

２×10-1 年を長期(Ｌ)（運転状態Ⅴ(Ｌ)），Ｓｓとの組合せが必要

な２×10-1年以降を長期(ＬＬ)（運転状態Ⅴ(ＬＬ)）とする。 

（建物・構築物について，ＳＡ時の荷重条件を踏まえ荷重状態

の分類を設備ごとに検討した結果を補足資料-１に示す。) 

地震動の年超過確率・・・・ＪＥＡＧ４６０１の地震動の発生確率(Ｓｓ:5×10-4/年以下，

Ｓｄ:10-2/年以下)を設定 

以上から，機器・配管系と同様，ＳＡの発生確率，継続時間，地震動の年超過確率の積等を考慮

した工学的，総合的な判断として，建物・構築物についても，ＳＡ荷重とＳｓによる地震力を組み

合わせることとする。 
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(5) ＳＡと地震の組合せに対する許容限界の考え方（本文 6.1項に対する考え方） 

(3)の荷重の組合せ方針から，ＳＡ施設(建物・構築物)の各組合せ条件に対する許容応力状態を

ＤＢ施設(建物・構築物)と比較して表 2に示す。なお，表 2に示す荷重の組合せケースのうち，他

の組合せケースと同一となる場合，又は他の組合せケースに包絡される場合は評価を省略すること

になる。 

 

表 2 荷重の組合せと許容限界 

運転状態 
ＤＢ施設 ＳＡ施設 

備考 
Ｓｄ Ｓｓ Ｓｄ Ｓｓ 

運転時 
許容 

応力度＊1 
終局＊2 － 終局＊2 ＤＢと同じ許容限界とする。 

ＤＢＡ時 

(長期) 
終局＊2 － 終局＊2 － ＤＢと同じ許容限界とする。 

ＳＡ時 － － － 終局＊2 

ＳＡ荷重と地震力との組合せに

対する許容限界として，終局＊2

とする。 

注記＊1：許容応力度：安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度 

＊2：終局:構造物全体として十分変形能力(ねばり)の余裕を有し，終局耐力に対して安全余裕

を持たせていること 

 

補足資料-２に，地震力と組み合わせる荷重を施設ごとに示す。 

いずれの施設も，ＤＢＡ時（長期）の荷重は，結果的に運転時と同じとなり，表 2における

「ＤＢＡ時（長期）＋Ｓｄ」は地震力が大きい「運転時＋Ｓｓ」に包絡されることになる。 

以上より，建物・構築物は，ＰＣＶ，ＲＰＶ以外の機器・配管系と同様に扱うことが可能であり，

全般施設に分類することができる。 
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補足資料-１ 

 

ＳＡ施設（建物・構築物）のＳＡ時の条件を踏まえた分類 

ＳＡ施設 

（建物・構築物） 

荷重状態 

の分類＊ 
分類の根拠 

燃料プール a(b) 

ＤＢ設計では，常時作用している荷重（固定荷

重，積載荷重，水圧）に加えて，運転時におい

ては通常時荷重（温度荷重）を，ＤＢＡ時にお

いては異常時荷重（温度荷重）を考慮してい

る。ＳＡ時には，ＤＢ条件とは異なる異常時荷

重（温度荷重）が作用する。 

低圧原子炉代替注水槽 c 
低圧原子炉代替注水槽については，ＤＢ施設で

はない。 

第１ベントフィルタ格

納槽遮蔽 
c 

第１ベントフィルタ格納槽遮蔽については，ＤＢ

施設ではない。 

配管遮蔽 c 配管遮蔽については，ＤＢ施設ではない。 

原子炉建物原子炉棟（二

次格納施設） 

中央制御室遮蔽（１，２

号機共用） 

原子炉二次遮蔽 

補助遮蔽（原子炉建物） 

補助遮蔽（制御室建物） 

b 

ＤＢ設計では，常時作用している荷重（固定荷

重，積載荷重）を考慮している。ＳＡ時におい

ても，荷重条件は変わらないため，ＤＢ条件を

上回る荷重はない。 

緊急時対策所遮蔽 c 
緊急時対策所遮蔽については，ＤＢ施設ではな

い。 

取水槽 

取水管 

取水口 

b 

ＤＢ設計では，地盤内に埋設されている構造物と

して，常時作用している荷重（固定荷重，積載荷

重，土圧，水圧）を考慮している。ＳＡ時におい

ても，地盤内でＤＢ条件を上回るような事象は発

生しないため，ＤＢ条件を上回る荷重はない。 

排気筒（非常用ガス処理

系用） 
b 

ＤＢ設計では，常時作用している荷重（固定荷

重）を考慮している。ＳＡ時においても，荷重

条件は変わらないため，ＤＢ条件を上回る荷重

はない。 

緊急時対策所用燃料地

下タンク 
c 

緊急時対策所用燃料地下タンクについては，ＤＢ

施設ではない。 

注記＊：荷重状態の分類 

a：ＳＡ条件がＤＢ条件を超える既設施設 

(a) 新設のＳＡ施設の運転によって，ＤＢ条件を超える既設施設 

(b) ＳＡによる荷重・温度の影響によってＤＢ条件を超える既設施設 

b：ＳＡ条件がＤＢ条件に包絡される既設施設 

c：ＤＢ施設を兼ねないＳＡ施設 
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補足資料-２ 

 

建物・構築物において地震力と組み合わせる荷重は表 3のとおりとなる。 

 

表 3 ＳＡ施設(建物・構築物)において地震力と組み合わせる荷重 

 
運転時 

ＤＢＡ時 

(長期) 
ＳＡ時 

組み合わせる地震力 Ｓｓ Ｓｄ Ｓｓ 

許容限界 終局 終局 終局 

Ｓ
Ａ
施
設
（
建
物
・
構
築
物
） 

燃料プール 

固定荷重 

積載荷重 

水圧 

通常時温度荷重 

固定荷重 

積載荷重 

水圧 

ＤＢ長期温度荷重 

固定荷重 

積載荷重 

水圧 

ＳＡ時温度荷重 

低圧原子炉代替注水槽 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

第１ベントフィルタ格

納槽遮蔽 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

配管遮蔽 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

原子炉建物原子炉棟（二

次格納施設） 

中央制御室遮蔽（１，２

号機共用） 

原子炉二次遮蔽 

補助遮蔽（原子炉建物） 

補助遮蔽（制御室建物） 

固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 

緊急時対策所遮蔽 
固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 

取水槽 

取水管 

取水口 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

排気筒（非常用ガス処理

系用） 
固定荷重 固定荷重 固定荷重 

緊急時対策所用燃料地

下タンク 

固定荷重 

積載荷重 

土圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧 

 

ＪＥＡＧ４６０１－1987では，鉄筋コンクリート構造物における熱応力の扱いとして，終局状態では

「熱応力は考慮しない」と記載されており，原子炉格納容器底部でない基礎マットや燃料プールの解析

例においても，地震時荷重と温度荷重は組み合わされていない。これを踏まえ，表 3から温度荷重を消

去するとすべての荷重組合せケースにおいて，地震力と組み合わせる荷重は常時作用している荷重(固

定荷重，積載荷重，土圧，水圧)のみとなるため，ＤＢＡ時(Ｓｄとの組合せ)は運転時(Ｓｓとの組合せ)

に包絡され，ＳＡ時は運転時と同一となる。 
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添付資料-４ 工認対象施設（ＳＡ施設）における荷重組合せの取扱い 

 

今回の工認申請書においては，以下の検討により整理した荷重の組合せ方針に基づき，個々の施

設の耐震計算を行っている。荷重の組合せの検討における施設分類と，今回工認のⅥ-2-1-9「機能

維持の方針」における工認申請対象設備の区分との対応を示す。 

 

１） 全般施設に対応するもの 

 重大事故等クラス２容器（クラス２，３容器） 

 重大事故等クラス２管（クラス２，３管） 

 重大事故等クラス２管（クラス４管） 

 重大事故等クラス２ポンプ（クラス２，３，その他のポンプ） 

 重大事故等クラス２弁（クラス２弁（弁箱）） 

 炉内構造物 

 重大事故等クラス２支持構造物（クラス２，３，その他支持構造物） 

 その他の支持構造物 

 重大事故等クラス２耐圧部テンションボルト（クラス２，３耐圧部テンションボルト） 

２） 原子炉格納容器バウンダリを構成する設備に対応するもの 

 重大事故等クラス２容器（クラスＭＣ容器） 

 重大事故等クラス２管（クラス２，３管） 

 重大事故等クラス２支持構造物（クラスＭＣ支持構造物） 

３） 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する設備に対応するもの 

 重大事故等クラス２容器（クラス１容器） 

 重大事故等クラス２管（クラス１管） 

 重大事故等クラス２ポンプ（クラス１ポンプ） 

 重大事故等クラス２弁（クラス１弁（弁箱）） 

 炉心支持構造物 

 重大事故等クラス２支持構造物（クラス１支持構造物） 

 重大事故等クラス２耐圧部テンションボルト（容器以外）（クラス１耐圧部テンションボル

ト（容器以外）） 
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補足資料-１ 

 

重大事故等対処施設の耐震設計における重大事故と地震との組合せの施設分類のうち 

炉心支持構造物と炉内構造物の施設分類について 

 

1. 重大事故と地震の荷重組合せにおける施設分類の考え方について 

ＳＡと地震の荷重組合せではＲＰＶバウンダリ，ＰＣＶバウンダリ及び全般施設の 3つの施設分

類に分けている。 

・ＲＰＶバウンダリ及びＰＣＶバウンダリは，「重大事故等対策の有効性評価」によりＳＡ時の圧

力・温度の推移が得られているため，ＳＡと地震の荷重の組合せの検討を行っている。 

・ＰＣＶバウンダリ及びＲＰＶバウンダリ以外のＳＡ施設は，全般施設として分類し，ＳＡによ

る荷重の時間履歴を詳細に評価せず事象発生後の最大荷重とＳｓとを組み合わせている。 

 

2. 炉心支持構造物と炉内構造物の施設分類について 

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984での地震荷重と他の荷重との組合せ及び対応する許容応力状態を下

図に示す。許容応力状態ⅣＡＳにおいて， 

・炉心支持構造物は，原子炉圧力容器と同じ組合せ（「Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓ１」及び「Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋

Ｓ２」）となっている。 

・炉内構造物は，他の耐震Ａｓクラス機器＊1と同じ組合せ（「Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓ２」）となってい

る。 

 

 

注記＊1：第３種機器・支持構造物，第４種容器・管，その他ポンプ・弁，その他支持構造物 

＊2：今回工認のＳクラスの第５種管はⅣＡＳの組合せを行う。 

 

  

：ＲＰＶバウンダリに分類 

：ＰＣＶバウンダリに分類 

：全般施設に分類 

＊2 
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今回工認の重大事故と地震の組合せの施設分類は，このＪＥＡＧ４６０１の地震荷重と他の荷重

との組合せを踏まえ，以下としている。 

・炉心支持構造物は，ＲＰＶバウンダリ（ＪＥＡＧ４６０１では第１種機器）と同様の組合せが

考慮されていることから，ＲＰＶバウンダリに分類している。 

・炉内構造物は，他の耐震Ａｓクラス機器と同様の組合せが考慮されていることから，全般施設

に分類している。 
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1. 概要 

1.1 隣接建物の概要 

 島根原子力発電所第２号機は，耐震安全上重要な建物・構築物（原子炉建物，制御室建 

物，タービン建物及び廃棄物処理建物）及び屋外重要土木構造物が隣接して配置される構

成となっている。 

島根原子力発電所第２号機の配置図を図 1－1に示す。各建物は隣接しているため，「補

足-023-13 地震応答に影響を及ぼす不確かさ要因の整理」に基づき，隣接建物が耐震性

評価に及ぼす影響について，以下の検討・考察により確認する。また，その応答による機

器・配管系への影響を確認する。 

・既往の知見による検討結果の確認 

・隣接建物を考慮した応答検討 

なお，各建物の平面規模，重量等の構造特性については，「別紙 1 建物構造特性の整

理」において整理している。 

建物・構築物の主要構造部は，原則として耐震壁を主たる耐震要素とする鉄筋コンクリ

ート造である。また，建物・構築物に隣接する屋外重要土木構造物については，すべて地

中に埋設された鉄筋コンクリート構造物である。各建物・構築物及び屋外重要土木構造物

は，硬質な岩盤に直接支持されている。 

 

 

 

図 1－1 島根原子力発電所第２号機の配置図 

  

タービン建物 

原子炉建物 

制御室建物 

廃棄物処理建物 

 PN
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1.2 検討概要 

建物・構築物の地震応答解析は，構造的に一体となっている建物ごとに独立して構築し

た質点系モデルを用いて実施しており，耐震評価においては，隣接建物をモデル化に反映

していない。 

本資料では，既往の知見に基づく検討結果から一般論として隣接建物の影響を考察した

うえで，今回工認モデルを用いた地震応答解析結果に含まれる隣接建物の影響を確認す

る。 

なお，建物・構築物に隣接する屋外重要土木構造物については，すべて地中に埋設され

た鉄筋コンクリート構造物であるため，建物・構築物の応答に与える影響は小さいと考え

られる。 

本資料は，以下の添付資料の補足説明をするものである。 

 

・Ⅵ-2-2-3「原子炉建物の耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-2-6「制御室建物の耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-2-8「タービン建物の耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-2-10「廃棄物処理建物の耐震性についての計算書」 
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2. 既往の知見に基づく検討 

本章では，既往の知見に基づく検討として，「2.1 既往の文献に基づく検討」及び「2.2 

3次元ＦＥＭモデルを用いた検討」を実施し，隣接建物の影響について考察する。 

 

2.1 既往の文献に基づく検討 

（財）原子力発電技術機構において，建屋の隣接効果を明らかにすることを目的とし

た「原子炉建屋の隣接効果試験（参考文献(1)参照）」（以下「ＮＵＰＥＣ試験」という。）

の一環として，原子炉施設の実際の建屋配置状況に則して実地盤上に建設された鉄筋コ

ンクリート製試験体を用いた検討が実施されている（参考文献(2)参照）。この試験では，

地盤及び試験体に設置された加速度計により地震観測を実施し，建屋が隣接状態にある

場合の振動性状について検討が実施されている。ここでは，地震観測に基づく検討結果

から隣接効果が建屋応答に及ぼす影響について検討する。 

 

2.1.1 試験概要 

「ＮＵＰＥＣ試験」の中では，原子炉建屋に対して，原子炉建屋あるいは制御建

屋等の振動特性が同種の建屋が隣接する場合について，検討を実施している。ここ

では，その検討結果を示す。 

試験においては，単独で設置された建屋試験体及び同種 2 棟の建屋を隣接させた

試験体（以下「試験体（単独）」及び「試験体（同種 2棟隣接）」という。）を用いて，

地震観測が実施されている。 

試験体（単独）（AA 建屋）及び試験体（同種 2 棟隣接）（BAS 建屋及び BAN 建屋）

の各建屋は，8m×8mのほぼ正方形の平面を成し，基礎下端から建屋頂部までの高さ

は 10.5mである。埋込みの有無が隣接効果に及ぼす影響を把握するため，埋込みの

ない状態で試験が開始されており，後に試験体下部 5m を埋め込んだ状態で地震観

測が実施されている。地盤及び建屋各部には加速度計が配置されており，自由地盤

及び建屋の応答加速度が計測されている。 

試験体の概要を図 2－1 に，試験体の配置図を図 2－2 に，試験体建屋諸元を図 2

－3 に，試験体内の加速度計配置図を図 2－4 に，検討ケースを表 2－1 にそれぞれ

示す。 
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  （単独） （同種 2棟隣接） 

図 2－1 試験体の概要 

 

 

図 2－2 試験体の配置図 
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図 2－3 試験体建屋諸元 

 

 

注：AA試験体内の加速度計も，上記試験体の配置に準じる。 

 

図 2－4 試験体内の加速度計配置図（BAS，BAN試験体） 
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表 2－1 検討ケース 

試験体 埋込み無し 埋込み有り 

単独 

  

同種 2棟隣接 

  

 

  

S N S N

S N S N
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2.1.2 地盤物性 

試験体設置地盤の概要を表 2－2 及び図 2－5 に示す。表 2－2 中の①～⑦層は埋込

み無しと，埋込み有りの試験体に共通で，⑧～⑫層は埋戻土のため，埋込み有りの試

験にのみ適用される。 

 

表 2－2 地盤物性値 
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図 2－5 地盤層番号図  
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2.1.3 地震観測記録 

本検討に使用した地震観測記録（観測番号：No.157，No.164）の概要を表 2－3に示

す。観測記録 No.157 は，試験体の建屋下部を埋め込んでいない状態のときの観測記録

であり，観測記録 No.164は，埋め込んだ状態のときの観測記録である。 

また，図 2－6に自由地盤（GL. －3.0m）の加速度時刻歴波形及びフーリエスペクト

ルを示す。両地震ともに震央位置及び震源深さが近接し，観測波形の形状は類似して

いる。鈴木ら（参考文献(2)参照）は，表層ではスペクトルに見られる明瞭なピークか

ら，水平の 1次卓越振動数は 6Hz前後としており，これは表層地盤の卓越振動数に対

応するものと考察している。 

 

表 2－3 地震観測記録 

観測 

番号 
観測日 Ｍ 震央 

震央距離 

（km） 

震源距離 

（km） 

No.157 H10.1.31 5.1 青森県東方沖 66 89 

No.164 H10.11.7 4.6 浦賀沖 71 95 

 

 

図 2－6 地震観測記録の自由地盤での加速度時刻歴波形及びフーリエスペクトル 
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2.1.4 建屋応答の比較 

鈴木ら（参考文献(2)参照）は，表 2－3 の観測記録による試験体（単独）及び試験

体（同種 2 棟隣接）の水平方向の最大加速度は，試験体の建屋下部を埋め込まない状

態で計測した観測記録 No.157 の場合，両試験体の観測結果に明瞭な差が認められな

いと考察している。 

一方，試験体の建屋下部を埋め込んだ状態で計測した観測記録 No.164の場合，ＮＳ

方向，ＥＷ方向ともに隣接配置された試験体（同種 2 棟隣接）の最大加速度が単独に

比べ小さくなり，建屋が隣接する方向（ＮＳ方向）では単独に比べ，80％～90％程度，

建屋隣接方向に直交する方向（ＥＷ方向)では，70％前後の低下率になると考察してい

る。 

また，両地震による建屋頂部での加速度記録のフーリエスペクトルを図 2－7 のと

おり整理し，単独と同種 2 棟隣接の比較において，埋込み無しの状態では水平，上下

ともに類似のスペクトル形状であるのに対し，埋込み有りの状態では同種 2 棟隣接の

方が水平方向のピーク振幅が明らかに低下する傾向が見られると考察している。 

 

 

（a）埋込み無し（No.157） （b）埋込み有り（No.164） 

図 2－7 建屋観測結果の比較（単独と同種 2棟隣接） 
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2.1.5 検討結果 

「ＮＵＰＥＣ試験」の一環として実地盤上に建設された鉄筋コンクリート製試験体

における地震観測による検討について，単独で設置された建屋試験体と同種 2 棟の建

屋を隣接させた試験体の建屋応答の比較をまとめたものを表 2－4に示す。 

建屋が隣接する場合の地震応答は，単独の場合と比較してほぼ同等又は低減される

傾向となることが確認されている。 

また，本検討では，平成 6年度から平成 13年度までの 8年間にわたる「ＮＵＰＥＣ

試験」結果の一例を示したが，一連の試験の中では，ほかに試験体（単独）と試験体

（異種 2 棟隣接）の地震観測，起振試験及び室内試験，並びにそれらの確認シミュレ

ーションを通して，様々な条件下における隣接効果について検討が実施されている。

これらの検討により，隣接効果は，隣接する建屋が，建屋と地盤との相互作用である

「地盤ばね」及び「基礎入力動」に与える影響によるものであることが確認されてい

る。 

さらに，隣接効果による建屋応答の性状変化は，建屋条件により固有のものとなる

ことが明らかにされているが，定性的には，建屋が隣接した状態と単独の状態を比較

した場合,隣接した状態の方が建屋応答が低減される傾向にあることが確認されてい

る。 

 

表 2－4 建屋応答の比較 

 

試験体（単独）と試験体（同種 2棟隣接） 

建屋並び方向 

（ＮＳ方向） 

建屋の並びに直角な方向 

（ＥＷ方向） 

埋込み無し ほぼ同等 ほぼ同等 

埋込み有り 
単独に比べ，同種 2棟隣接は 

80％～90％程度の低下 

単独に比べ，同種 2棟隣接は 

70％前後の低下 
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2.2 3 次元ＦＥＭモデルを用いた検討 

中村ら（参考文献(3)参照）は隣接建屋が建屋応答に与える影響を把握するため，3 次

元ＦＥＭモデルを用いた検討を実施している。 

 

2.2.1 検討概要 

本検討では，図 2－8 に示すような隣接建屋（原子炉補助建屋（A/B）（以下「A/B」

という。））を考慮しないモデルと隣接建屋を考慮したモデルの 2 種類の 3次元ＦＥＭ

モデルを構築し，評価対象である原子炉建屋（R/B）（以下「R/B」という。）の基礎底

面における地盤インピーダンス＊及び基礎入力動の加速度応答スペクトルを比較する

ことで，隣接建屋が地震応答解析に用いる建屋－地盤連成モデル及び入力地震動に与

える影響を確認している。 

なお，本検討はＶｓ＝1650 m/sの硬質な岩盤に直接支持される原子力施設を対象に

実施されている。 

 

注記＊：建物－地盤間の相互作用を考慮した，基礎底面における動的地盤ばね（剛

性と減衰）であり，振動数依存性を有する複素数となる。（図 2－9） 
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（a）隣接建屋非考慮 

 

 

（b）隣接建屋考慮 

図 2－8 3次元ＦＥＭモデル 

 

 

RK（ω）：実数部，IK（ω）：虚数部 

図 2－9 地盤ばねの近似 

  

RK(ω)

IK(ω)

地盤ばね

振動数(ω)
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2.2.2 地盤のモデル化 

本検討で使用する地盤ＦＥＭモデルの形状を図 2－10 に示す。地盤はソリッド要素

でモデル化されている。地盤は硬質で一様な物性の岩盤とし，本検討で想定する地震

動に対して弾性状態と考えられることから，線形材料とされている。地盤物性を表 2

－5に示す。 

地盤の境界条件については，底面及び側面ともに粘性境界とされている。このとき，

粘性境界付近での解析精度の低下が，評価対象である R/B の基礎底面の応答に与える

影響を低減させるために，評価対象である R/B の基礎底面に比べて地盤ＦＥＭモデル

の平面サイズを十分に大きく設定されている（約 5～6倍）。 

 

 

図 2－10 地盤ＦＥＭモデル 

 

表 2－5 地盤物性一覧 

せん断波速度 

Ｖｓ（m/s） 

ポアソン比 

ν 

減衰定数 

ｈ（％） 

単位体積重量 

γ（t/m3） 

1650 0.40 3.0 2.6 
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2.2.3 隣接建屋のモデル化 

本検討で使用されている隣接建屋（原子炉補助建屋（A/B））のモデル形状を図 2－

11に，隣接建屋の各部材のモデル化について表 2－6に示す。なお，A/Bの基礎浮上り

は考慮されていない。 

 

 

図 2－11 隣接建屋（原子炉補助建屋（A/B））のモデル形状図 

 

表 2－6 原子炉補助建屋（A/B）の各部材のモデル化 

名称 部材 構成要素 

原子炉補助建屋 

（A/B） 

壁 積層シェル要素 

スラブ 線形シェル要素 

鉄骨部 
はり要素 

トラス要素 
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2.2.4 検討用地震動及び解析条件 

検討用地震動として，水平最大加速度 750cm/s2の模擬地震動（図 2－12）が用いら

れており，入力にあたっては，地盤ＦＥＭモデル（隣接建屋無し）の R/B 基礎底面位

置の応答が検討用地震動と等価となるような補正波を作成し，地盤ＦＥＭモデル底面

に入力されている。 

 

 

図 2－12 検討用地震動 
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2.2.5 検討結果 

(1) 地盤インピーダンス（動的地盤ばね）の比較 

検討では解析モデル間の地盤インピーダンス（動的地盤ばね）の比較が行われてい

る。解析モデルは図 2－8に示したモデルであり，隣接建屋を考慮しないモデルを Case2，

隣接建屋を考慮するモデルを Case3と呼称されている。検討は，水平（ＥＷ），鉛直（Ｕ

Ｄ）及び回転（ＮＳ方向周り）の 3 成分について行われている。インピーダンス算定

においては，R/B の基礎底面位置の地盤表面を剛とし，インパルス加振が行われてい

る。インパルス加振の時刻歴波と剛板の応答変位時刻歴波をフーリエ変換し，振動数

領域で除算を行うことにより，地盤インピーダンスが算定されている。 

図 2－13 に入力成分ごとの各ケースの地盤インピーダンスの比較を示す。Case2 及

び Case3の地盤インピーダンスは，8 Hz近傍で隣接建屋（原子炉補助建屋（A/B））の

固有振動数の影響と考えられる励起が見られ，8 Hz以上で若干差異が見られるが，全

体としてはよく対応しており，地盤インピーダンス（動的地盤ばね）における隣接建

屋の影響は比較的小さいといえると考察している。 
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   ：比較するケースを示す。 

（Case2：隣接建屋を考慮しない，Case3：隣接建屋を考慮する） 

図 2－13 地盤インピーダンスの比較 
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(2) 基礎入力動の加速度応答スペクトルの比較 

検討では，検討用地震動による基礎入力動の評価が行われている。基礎入力動は，

図 2－8 に示したモデルにおいて R/B の基礎底面に入力される地震動として定義され

ている。 

図 2－8 の 3 次元ＦＥＭモデルの底面から，「2.2.4 検討用地震動及び解析条件」の

補正波を入力し，R/B の基礎底面位置の応答が比較されている。検討において設定さ

れている解析ケースを表 2－7 に示す。水平単独入力と水平鉛直同時入力でケース分

けされている。 

基礎底面位置における最大加速度の比較を表 2－8 に，加速度応答スペクトルの比

較を図 2－14に示す。 

検討では，比較の結果，水平・鉛直ともに Case2 と Case3の差異は小さく，隣接建

屋による基礎入力動への影響は小さいといえると考察している。 

 

 

表 2－7 解析ケース 

ケース名＊1 隣接建屋考慮の有無 入力地震＊2 

Case2-H 無し H 

Case3-H 有り H 

Case2-HV 無し H＋V 

Case3-HV 有り H＋V 

注記＊1 ：隣接建屋の検討に用いているケースを示す。 

    ＊2 ：Hは水平単独入力，H＋Vは水平鉛直同時入力を意味する。 
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表 2－8 基礎底面位置における最大加速度（cm/s2） 

ケース名 水平加速度 鉛直加速度 

Case2-H 609 － 

Case3-H 601 － 

Case2-HV 621 454 

Case3-HV 618 448 

 

 

 

 

図 2－14 基礎底面位置の加速度応答スペクトルの比較（h＝1％） 
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2.3 既往の知見に基づく検討のまとめ 

既往の知見に基づく検討（「2.1 既往の文献に基づく検討」及び「2.2 3 次元ＦＥＭ

モデルを用いた検討」）結果より，一般論として隣接建物が建物応答に与える影響が小さ

いことを確認した。 

「2.1 既往の文献に基づく検討」では，実地盤上に建設された鉄筋コンクリート製試

験体における地震観測による検討において，同種 2 棟の建屋が隣接する場合の地震応答

は，単独の場合と比較してほぼ同等又は低減される傾向となることが確認されている。さ

らに，同試験におけるその他各種試験結果から，隣接効果による建屋応答の性状変化は，

建屋条件により固有のものとなることが明らかにされているが，定性的には，建屋が隣接

した状態と単独の状態を比較した場合，隣接した状態の方が建屋応答が低減される傾向に

あることが確認されている。 

「2.2 3 次元ＦＥＭモデルを用いた検討」では，硬質岩盤においては，隣接建屋が地

震応答解析に用いる建屋－地盤連成モデル及び入力地震動に与える影響が小さいことを

確認することで，隣接建屋が検討対象建屋の建屋応答に与える影響が小さいことを確認し

た。隣接建屋の固有振動数の影響で地盤インピーダンスに励起が見られるものの，全体と

してはよく対応しており，隣接建屋が建屋応答に与える影響は小さいとされている。当該

検討事例は，Ｖｓ＝1650m/s の硬質な岩盤に直接支持される原子力施設という検討条件で

の結果であり，硬岩サイトである島根原子力発電所第２号機においても隣接影響は小さい

と考えられる。 

次章では，島根原子力発電所第２号機の詳細検討を実施することで隣接建物が建物・構

築物の耐震評価に与える影響を詳細に確認する。 
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3. 島根原子力発電所第２号機における隣接建物の影響検討 

3.1 検討概要 

本検討では，島根原子力発電所第２号機の工事計画認可申請対象である建物・構築物の

うち，原子炉建物，制御室建物，タービン建物及び廃棄物処理建物について，実際の建物

配置状況に則して各建物を配置する場合と各建物を単独でモデル化する場合の地震応答

解析を実施し，両者の建物応答を比較することで隣接建物が建物・構築物及び機器・配管

系の耐震評価に与える影響を確認する。 

具体的には，各建物を配置する場合と各建物を単独でモデル化する場合の解析結果につ

いて，加速度，せん断力，曲げモーメント，床応答スペクトルの比率等を比較し，隣接建

物の影響を考察する。 

検討には，解析コード「ＮＡＰＩＳＯＳ」を用いる。モデル化対象建物の配置を図 3－

1に示す。島根原子力発電所第２号機は第１号機と隣接しているため，１号機原子炉建物，

１号機タービン建物及び１号機廃棄物処理建物をモデル化対象建物に含めた。 

 

 

 

 

図 3－1 モデル化対象建物の配置  

タービン建物 

原子炉建物 

制御室建物 

廃棄物処理建物 

１号機タービン建物 

１号機 
廃棄物 
処理建物 

１号機 
原子炉建物 

 PN
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3.2 解析ケース 

本検討における解析ケースの一覧を表 3－1に示す。解析ケース ALL については，原子

炉建物，制御室建物，タービン建物，廃棄物処理建物，１号機原子炉建物，１号機タービ

ン建物，１号機廃棄物処理建物及び建物周辺の地盤をモデル化して解析を実施する。解析

ケース S1～S4 については，原子炉建物，制御室建物，タービン建物及び廃棄物処理建物

をそれぞれ単独でモデル化して解析を実施する。 

図 3－2～図 3－6に各解析モデルの概要を示す。各解析モデルは，ソリッド要素でモデ

ル化した地盤上に，各建物を質点系モデルとしてモデル化する。解析は線形とし，時刻歴

応答解析を実施する。 

検討は，各ケースそれぞれについて水平（ＮＳ方向，ＥＷ方向）2 成分について行う。 

 

表 3－1 解析ケース一覧 

解析 

ケース 
モデル化する建物 

ALL 

原子炉建物 

制御室建物 

タービン建物 

廃棄物処理建物 

１号機原子炉建物 

１号機タービン建物 

１号機廃棄物処理建物 

S1 原子炉建物 

S2 制御室建物 

S3 タービン建物 

S4 廃棄物処理建物 
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注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 

（a）鳥観図：全体図 

 

 

注：ＮＳ方向の解析モデルを示す。 

注記＊1：図 3－12～図 3－15 に示す建物モデルの基礎下端レベルは EL 0.0m であるが，

解析上の要素分割の制限により基礎下端レベルを EL 0.1mにモデル化。 

＊2：図 3－18 及び図 3－19 に示す建物モデルの基礎下端レベルは EL-0.3m である

が，解析上の要素分割の制限により基礎下端レベルを EL 0.1mにモデル化。 

（b）鳥観図：建物部分拡大図 

 

図 3－2 解析モデルの概要：解析ケース ALL 

  

EL -100m＊ 

原子炉建物 

基礎下端:EL-4.7m 

 

廃棄物処理建物 

基礎下端:EL 0.1m＊1 

制御室建物 

基礎下端:EL 0.1m 

 

１号機廃棄物処理建物 

基礎下端:EL 5.0m 

 

１号機原子炉建物 

基礎下端:EL 0.1m 

 

タービン建物 

基礎下端:EL 0.1m＊1 

１号機タービン建物 

基礎下端:EL 0.1m＊2 
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注：ＮＳ方向の解析モデルを示す。 

 

図 3－3 解析モデルの概要：解析ケース S1（原子炉建物単独） 

 

 

 

注：ＮＳ方向の解析モデルを示す。 

 

図 3－4 解析モデルの概要：解析ケース S2（制御室建物単独） 
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注：ＮＳ方向の解析モデルを示す。 

 

図 3－5 解析モデルの概要：解析ケース S3（タービン建物単独） 

 

 

 

注：ＮＳ方向の解析モデルを示す。 

 

図 3－6 解析モデルの概要：解析ケース S4（廃棄物処理建物単独） 
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3.3 建物のモデル化 

建物モデルは，各建物の地震応答計算書（Ⅵ-2-2-2「原子炉建物の地震応答計算書」，

Ⅵ-2-2-5「制御室建物の地震応答計算書」，Ⅵ-2-2-7「タービン建物の地震応答計算書」

及びⅥ-2-2-9「廃棄物処理建物の地震応答計算書」）及び耐震計算書（Ⅵ-2-11-2-1-1「１

号機原子炉建物の耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-11-2-1-2「１号機タービン建物の耐震

性についての計算書」及びⅥ-2-11-2-1-3「１号機廃棄物処理建物の耐震性についての計

算書」）に記載のモデルの諸元に基づいている。ただし，「3.5 検討用地震動」に示すよ

うに，入力地震動は弾性設計用地震動Ｓｄとするため，建物はほぼ弾性状態と考えられる

ことから，部材の非線形特性は考慮しない。 

各モデルは基礎の中央に各建物モデルを配置する。 

各建物の解析モデルの基礎寸法を，全体配置とともに図 3－7に示す。 

図 3－8～図 3－21に各建物の建物モデル図を示す。 

基礎のモデル化については，各建物の基礎下端レベルで剛体要素をモデル化し平面保持

を考慮している。また，図 3－8～図 3－21 の建物モデル図に示す地震応答解析モデルと

同様に，基礎の重量については基礎上下の質点に割り振って設定し，建物の回転慣性重量

については基礎下端もしくは基礎上下端に設定している。 
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図 3－7 各建物の解析モデルの基礎寸法及び全体配置図 （単位：m） 
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図 3－8 原子炉建物の建物モデル（ＮＳ方向） 
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図 3－9 原子炉建物の建物モデル（ＥＷ方向） 
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図 3－10 制御室建物の建物モデル（ＮＳ方向） 
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図 3－11 制御室建物の建物モデル（ＥＷ方向） 
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図 3－14 廃棄物処理建物の建物モデル（ＮＳ方向） 
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図 3－15 廃棄物処理建物の建物モデル（ＥＷ方向） 
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図 3－16 １号機原子炉建物の建物モデル（ＮＳ方向） 
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図 3－17 １号機原子炉建物の建物モデル（ＥＷ方向） 
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図 3－18 １号機タービン建物の建物モデル（ＮＳ方向） 
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図 3－19 １号機タービン建物の建物モデル（ＥＷ方向） 
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図 3－20 １号機廃棄物処理建物の建物モデル（ＮＳ方向） 
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図 3－21 １号機廃棄物処理建物の建物モデル（ＥＷ方向） 
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3.4 地盤のモデル化 

地盤モデルを図 3－22 に示す。地盤はソリッド要素でモデル化する。ＮＳ方向 260m，

ＥＷ方向 500mの領域をモデル化し，地盤モデル底面位置は EL-100.0mとする。 

地盤は各建物の支持地盤が原子炉建物と同等の硬質岩盤であることを踏まえ，原子炉建

物の支持地盤の地盤物性をもとに，一様な物性の岩盤とし，本検討で想定する地震動に対

して弾性状態と考えられることから，線形材料とする。地盤の減衰は剛性比例型とし，

50Hz で 1％となるように設定する。地盤物性を表 3－2に示す。なお，表層地盤及び速度

層の傾斜による影響については，「3.5 検討用地震動」に示す 2次元ＦＥＭ地盤モデルに

より算定された入力地震動に考慮されており，本検討では原子炉建物基礎下端レベルにお

いて，この入力地震動と等価となるような補正波を用いていることから，表層地盤及び速

度層の傾斜による影響は評価されている。 

また，本検討が隣接建物有無による影響を確認することが目的であることを踏まえ，解

析ケース S1～S4 においては，隣接建物位置における地盤はモデル化せず，剛体要素によ

り各隣接建物の基礎下端レベルを平面保持している。剛体要素を考慮することによる影響

については，別紙 2「剛体要素の考慮の有無による影響検討」に示す。 

地盤モデルの境界は，底面粘性境界，側面粘性境界としてモデル化する。このとき，粘

性境界付近での解析精度の低下が評価対象である各建物の基礎底面の応答に与える影響

を低減させるために，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）

日本電気協会）」を参考に，評価対象である各建物群の包絡面積に比べて地盤ＦＥＭモデ

ルの平面サイズを十分に大きく設定している（2 倍以上）。深さ方向は基礎底面が最も深

い原子炉建物の基礎幅の 1 倍以上としている。建物部分の要素分割は原子炉建物に対し

て 40分割程度を目安にする。 

建物の基礎は剛体として考慮し，浮上りは考慮せず完全固着とし，鉛直自由度を拘束し，

基礎底面と支持地盤が同一に挙動するように結合する。質点系モデルでは側面地盤ばねを

考慮していないことから，建物側面と側面地盤間の結合は考慮しない。 
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（a）全体図 

 

 

（b）基礎底面部拡大図 

図 3－22 地盤モデル（ALL） 

 

表 3－2 地盤物性 

Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

1600 24.5 0.377 
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3.5 検討用地震動 

検討用地震動として，Ⅵ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要」

に示す解放基盤表面レベルに想定する設計用地震動のうち，位相特性の偏りがなく，全周

期帯において安定した応答を生じさせる弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄ（最大応答加速度：

410cm/s2，図 3－23）を代表波として影響検討を行う。 

原子炉建物の基礎スラブ底面位置における地盤の応答が，Ⅵ-2-2-2「原子炉建物の地震

応答計算書」に示す入力地震動と等価になるような補正波を作成し，地盤ＦＥＭモデル底

面に入力する。隣接影響評価の地震応答解析の概念図を図 3－24に示す。 

なお，本検討では 2 次元ＦＥＭ地盤モデルにより算定した原子炉建物における入力地

震動を基に作成した補正波を用いて各解析（解析ケース ALL 及び S1～S4）を実施してお

り，地盤ＦＥＭモデル底面から補正波を入力することで各建物の基礎下端レベルの違いは

評価されている。 

 

〇印は最大値発生時刻を示す 

 

 

図 3－23 弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄの時刻歴波形（水平方向） 
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図 3－24 地震応答解析の概念図  

＜補正波の作成＞ 

入力地震動Ｓｄ－Ｄ（Ⅵ-2-2-2「原子炉建

物の地震応答計算書」に示す 2次元ＦＥＭ

地盤モデルにより算定された入力地震動）

を，表 3－2 に示す地盤物性で EL-4.7m～

EL-100.0m をモデル化した地盤ＦＥＭモデ

ルの上面に入力し，地盤ＦＥＭモデル底面

における応答波を地震応答解析で用いる

補正波とする。 

 

＜地震応答解析＞ 

作成した補正波を解析ケース S1～S4 及び解

析ケース ALLの入力地震動として，建物をモ

デル化した地盤ＦＥＭモデル底面に入力し

地震応答解析を実施する。 
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3.6 解析結果 

地震応答解析より得られた各建物の最大応答値について，局部評価が必要となる設備に

対応する応答比率を表 3－3に，全建物を考慮したケース（ALL）と各建物単独でモデル化

したケース（S1～S4）の比較結果を図 3－25～図 3－54に示す。 

各建物の最大応答値について確認した結果，局部評価が必要となる設備に対応する応答

比率（隣接考慮／隣接非考慮）は，原子炉建物では 0.93（ＮＳ方向，曲げモーメント）～

1.02（ＥＷ方向，せん断力），制御室建物では 0.84（ＥＷ方向，曲げモーメント）～0.95

（ＮＳ方向，せん断力），タービン建物では 0.92（ＥＷ方向，せん断力）～0.99（ＮＳ方

向，曲げモーメント），廃棄物処理建物では 0.93（ＮＳ方向，せん断力）～0.96（ＥＷ方

向，せん断力）であり，応答はほぼ同等あるいは減少する傾向にあることを確認した。 

「2.3 既往の知見に基づく検討のまとめ」において，硬質岩盤においては隣接建物が

検討対象建物の応答に与える影響が小さいことが確認されており，硬岩サイトである島根

原子力発電所第２号機においても同様の傾向であることを確認した。 
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表 3－3 局部評価が必要となる設備に対応する応答比率 

建物 部位 評価対象 

評価 

パラメータ 

応答比率＊1 

原子炉建物 

耐震壁 すべての耐震要素 せん断力 

0.95（ＥＷ方向）～

1.02（ＥＷ方向） 

屋根トラス 燃料取替階レベル（EL 42.8m）の質点＊2 加速度 

0.98（ＥＷ方向）～

1.00（ＮＳ方向） 

燃料プール 

燃料プールを含む EL 30.5m～EL 42.8mの 

耐震要素 

せん断力 

0.96（ＥＷ方向）～

1.00（ＮＳ方向） 

曲げ 

モーメント 

0.93（ＮＳ方向）～

0.99（ＥＷ方向） 

基礎スラブ 

（EL 1.3m） 

基礎スラブ上の耐震要素 

せん断力 

0.96（ＮＳ方向）～

1.01（ＥＷ方向） 

曲げ 

モーメント 

0.97（ＮＳ方向）～

1.01（ＥＷ方向） 

制御室建物 

耐震壁 すべての耐震要素 せん断力 

0.84（ＥＷ方向）～

0.95（ＮＳ方向） 

基礎スラブ 

（EL 1.6m） 

基礎スラブ上の耐震要素 

せん断力 

0.84（ＥＷ方向）～

0.95（ＮＳ方向） 

曲げ 

モーメント 

0.84（ＥＷ方向）～

0.92（ＮＳ方向） 

タービン建物 

耐震壁 Ss及び Sd機能維持範囲を含む耐震要素 せん断力 

0.92（ＥＷ方向）～

0.99（ＮＳ方向） 

基礎スラブ 

（EL 2.0m） 

基礎スラブ上の耐震要素 

せん断力 

0.92（ＥＷ方向）～

0.99（ＮＳ方向） 

曲げ 

モーメント 

0.95（ＥＷ方向）～

0.99（ＮＳ方向） 

廃棄物処理建物 耐震壁 Ss機能維持範囲を含む耐震要素 せん断力 

0.93（ＮＳ方向）～

0.96（ＥＷ方向） 

注記＊1：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

  ＊2：屋根トラス解析モデルへの入力は燃料取替階レベルの床応答としている。 

  



 

49 

 

 

 

 

注：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－25 最大応答加速度の比較（原子炉建物，ＮＳ方向）  
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注：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－26 最大応答せん断力の比較（原子炉建物，ＮＳ方向）  
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注：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－27 最大応答曲げモーメントの比較（原子炉建物，ＮＳ方向）  
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注：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－28 最大応答加速度の比較（原子炉建物，ＥＷ方向）  
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注：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－29 最大応答せん断力の比較（原子炉建物，ＥＷ方向）  
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注：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－30 最大応答曲げモーメントの比較（原子炉建物，ＥＷ方向）  
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注：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－31 最大応答加速度の比較（制御室建物，ＮＳ方向）  
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注：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－32 最大応答せん断力の比較（制御室建物，ＮＳ方向）  
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注：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－33 最大応答曲げモーメントの比較（制御室建物，ＮＳ方向）  
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            注：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－34 最大応答加速度の比較（制御室建物，ＥＷ方向）  
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            注：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－35 最大応答せん断力の比較（制御室建物，ＥＷ方向）  

22.05

16.9

12.8

8.8

1.6
0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0

EL(m)

最大せん断力（×104kN）

(単位：×104kN）

質点位置
(m)

隣接
考慮

隣接
非考慮

応答
比率

22.05 0 0

16.9

1.76 2.05 0.86

12.8

2.81 3.31 0.85

8.8

3.53 4.20 0.84

1.6

4.37 5.18 0.84

隣接考慮 

隣接非考慮 



 

60 

 

 

 

            注：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－36 最大応答曲げモーメントの比較（制御室建物，ＥＷ方向）  

22.05

16.9

12.8

8.8

1.6
0 2 4 6 8 10

EL(m)

最大曲げモーメント(×105kN･m)

(単位：×105kN･m）

質点位置
(m)

隣接
考慮

隣接
非考慮

応答
比率

22.05 0 0
0.000914 0.00132 0.69

16.9 0.906 1.06 0.85
0.907 1.06 0.86

12.8 2.06 2.41 0.85
2.06 2.42 0.85

8.8 3.47 4.09 0.85
3.47 4.09 0.85

1.6 6.56 7.82 0.84

隣接考慮 

隣接非考慮 



 

61 

 

 

 

注１：ハッチング部はＳｓ及びＳｄに対する機能維持範囲を示す。 

注２：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－37 最大応答加速度の比較（タービン建物，ＮＳ方向）（1/2）  
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注１：ハッチング部はＳｓ及びＳｄに対する機能維持範囲を示す。 

注２：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－38 最大応答加速度の比較（タービン建物，ＮＳ方向）（2/2）  
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注１：ハッチング部はＳｓ及びＳｄに対する機能維持範囲を示す。 

注２：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－39 最大応答せん断力の比較（タービン建物，ＮＳ方向）（1/2） 
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注１：ハッチング部はＳｓ及びＳｄに対する機能維持範囲を示す。 

注２：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－40 最大応答せん断力の比較（タービン建物，ＮＳ方向）（2/2） 
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注１：ハッチング部はＳｓ及びＳｄに対する機能維持範囲を示す。 

注２：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－41 最大応答曲げモーメントの比較（タービン建物，ＮＳ方向）（1/2）  
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注１：ハッチング部はＳｓ及びＳｄに対する機能維持範囲を示す。 

注２：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－42 最大応答曲げモーメントの比較（タービン建物，ＮＳ方向）（2/2）  
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注１：ハッチング部はＳｓ及びＳｄに対する機能維持範囲を示す。 

注２：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－43 最大応答加速度の比較（タービン建物，ＥＷ方向）(1/2)  
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注１：ハッチング部はＳｓ及びＳｄに対する機能維持範囲を示す。 

注２：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－44 最大応答加速度の比較（タービン建物，ＥＷ方向）(2/2)  
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注１：ハッチング部はＳｓ及びＳｄに対する機能維持範囲を示す。 

注２：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－45 最大応答せん断力の比較（タービン建物，ＥＷ方向）（1/2）  
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注１：ハッチング部はＳｓ及びＳｄに対する機能維持範囲を示す。 

注２：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－46 最大応答せん断力の比較（タービン建物，ＥＷ方向）（2/2）  
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注１：ハッチング部はＳｓ及びＳｄに対する機能維持範囲を示す。 

注２：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－47 最大応答曲げモーメントの比較（タービン建物，ＥＷ方向）（1/2）  
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注１：ハッチング部はＳｓ及びＳｄに対する機能維持範囲を示す。 

注２：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－48 最大応答曲げモーメントの比較（タービン建物，ＥＷ方向）（2/2）  
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注１：ハッチング部はＳｓに対する機能維持範囲を示す。 

注２：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－49 最大応答加速度の比較（廃棄物処理建物，ＮＳ方向）  
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注１：ハッチング部はＳｓに対する機能維持範囲を示す。 

注２：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－50 最大応答せん断力の比較（廃棄物処理建物，ＮＳ方向）  
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注１：ハッチング部はＳｓに対する機能維持範囲を示す。 

注２：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－51 最大応答曲げモーメントの比較（廃棄物処理建物，ＮＳ方向）  
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注１：ハッチング部はＳｓに対する機能維持範囲を示す。 

注２：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－52 最大応答加速度の比較（廃棄物処理建物，ＥＷ方向）  
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注１：ハッチング部はＳｓに対する機能維持範囲を示す。 

注２：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－53 最大応答せん断力の比較（廃棄物処理建物，ＥＷ方向）  
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注１：ハッチング部はＳｓに対する機能維持範囲を示す。 

注２：応答比率＝隣接考慮／隣接非考慮 

図 3－54 最大応答曲げモーメントの比較（廃棄物処理建物，ＥＷ方向）  
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3.7 床応答スペクトル 

島根原子力発電所第２号機の原子炉建物，制御室建物，タービン建物及び廃棄物処理建

物について，隣接考慮モデル（ALL）と隣接非考慮モデル（S1～S4）による床応答スペク

トルの比較を行い，隣接影響について確認した。図 3－55～図 3－78に各建物の隣接考慮

モデルと隣接非考慮モデルによる床応答スペクトルの比較結果（減衰定数 5％）を示す。 

各建物の床応答スペクトルについて確認した結果，図 3－66～図 3－78に示すように制

御室建物，タービン建物及び廃棄物処理建物では一部の質点（例：図 3－66，質点 12CB05，

固有周期 0.25s 付近）において隣接非考慮モデルと比較して隣接考慮モデルが大きくな

る箇所があるが，全体的な応答としてはおおむね同等あるいは小さくなることを確認した。

隣接非考慮モデルと比較して隣接考慮モデルが大きくなる箇所は固有周期 0.20～0.30s

の範囲であり，当該フロアに設置される機器・配管系の固有周期は 0.20s以下であること

から，機器・配管系の耐震性に与える影響はない。 
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図 3－55 床応答スペクトルの比較（原子炉建物，ＮＳ方向，減衰 5.0％）（1/5） 
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図 3－56 床応答スペクトルの比較（原子炉建物，ＮＳ方向，減衰 5.0％）（2/5） 
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図 3－57 床応答スペクトルの比較（原子炉建物，ＮＳ方向，減衰 5.0％）（3/5） 
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図 3－58 床応答スペクトルの比較（原子炉建物，ＮＳ方向，減衰 5.0％）（4/5） 
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図 3－59 床応答スペクトルの比較（原子炉建物，ＮＳ方向，減衰 5.0％）（5/5） 
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図 3－60 床応答スペクトルの比較（原子炉建物，ＥＷ方向，減衰 5.0％）（1/6） 
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図 3－61 床応答スペクトルの比較（原子炉建物，ＥＷ方向，減衰 5.0％）（2/6） 
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図 3－62 床応答スペクトルの比較（原子炉建物，ＥＷ方向，減衰 5.0％）（3/6） 
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図 3－63 床応答スペクトルの比較（原子炉建物，ＥＷ方向，減衰 5.0％）（4/6） 
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図 3－64 床応答スペクトルの比較（原子炉建物，ＥＷ方向，減衰 5.0％）（5/6） 
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図 3－65 床応答スペクトルの比較（原子炉建物，ＥＷ方向，減衰 5.0％）（6/6） 
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図 3－66 床応答スペクトルの比較（制御室建物，ＮＳ方向，減衰 5.0％） 
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図 3－67 床応答スペクトルの比較（制御室建物，ＥＷ方向，減衰 5.0％） 
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図 3－68 床応答スペクトルの比較（タービン建物，ＮＳ方向，減衰 5.0％）（1/4）  
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図 3－69 床応答スペクトルの比較（タービン建物，ＮＳ方向，減衰 5.0％）（2/4）  
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図 3－70 床応答スペクトルの比較（タービン建物，ＮＳ方向，減衰 5.0％）（3/4）  
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図 3－71 床応答スペクトルの比較（タービン建物，ＮＳ方向，減衰 5.0％）（4/4）  
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図 3－72 床応答スペクトルの比較（タービン建物，ＥＷ方向，減衰 5.0％）（1/3）  
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図 3－73 床応答スペクトルの比較（タービン建物，ＥＷ方向，減衰 5.0％）（2/3）  
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図 3－74 床応答スペクトルの比較（タービン建物，ＥＷ方向，減衰 5.0％）（3/3）  
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図 3－75 床応答スペクトルの比較（廃棄物処理建物，ＮＳ方向，減衰 5.0％）（1/2）  
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図 3－76 床応答スペクトルの比較（廃棄物処理建物，ＮＳ方向，減衰 5.0％）（2/2） 

  

隣接考慮

隣接非考慮

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0.01 0.1 1.0 10.0

A
cc
el
er
at
io
n

(m
/s

2 )

Period (s)

2RwB11

建物略称 質点番号 

h=0.05 



 

102 

 

図 3－77 床応答スペクトルの比較（廃棄物処理建物，ＥＷ方向，減衰 5.0％）（1/2）  
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図 3－78 床応答スペクトルの比較（廃棄物処理建物，ＥＷ方向，減衰 5.0％）（2/2） 
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4. まとめ 

4.1 既往の知見に基づく検討結果 

「2.1 既往の文献に基づく検討」及び「2.2 3次元ＦＥＭモデルを用いた検討」によ

り，以下の知見を得た。 

 

(1) 既往の文献に基づく検討 

「ＮＵＰＥＣ試験」では，実地盤上に建設された鉄筋コンクリート製試験体における地

震観測による検討において，同種 2棟の建屋が隣接する場合の地震応答は，単独の場合と

比較してほぼ同等又は低減される傾向となることが確認されている。 

さらに，同試験におけるその他各種試験結果から，隣接効果による建屋応答の性状変化

は，建屋条件により固有のものとなることが明らかにされているが，定性的には，建屋が

隣接した状態と単独の状態を比較した場合，隣接した状態の方が建屋応答が低減される傾

向にあることが確認されている。 

 

(2) 3 次元ＦＥＭモデルを用いた検討 

3次元ＦＥＭモデルを用いた検討により，硬質岩盤においては，隣接建屋が地震応答解

析に用いる建屋－地盤連成モデル及び入力地震動に与える影響が小さいことを確認する

ことで，隣接建屋が検討対象建屋の建屋応答に与える影響が小さいことを確認した。隣接

建屋の固有振動数の影響で地盤インピーダンスに励起が見られるものの，全体としては良

く対応しており，隣接建屋が建屋応答に与える影響は小さいとされている。当該検討事例

は，Ｖｓ＝1650m/sの硬質な岩盤に直接支持される原子力施設という検討条件での結果で

あり，硬岩サイトである島根原子力発電所第２号機においても隣接影響は小さいと考えら

れる。 
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4.2 島根原子力発電所第２号機における隣接建物の影響検討結果 

「3. 島根原子力発電所第２号機における隣接建物の影響検討」により，以下のことを

確認した。 

島根原子力発電所第２号機の工事計画認可申請対象である建物・構築物のうち，原子炉

建物，制御室建物，タービン建物及び廃棄物処理建物について，実際の建物配置状況に則

して各建物を配置する場合と各建物を単独でモデル化する場合の地震応答解析を実施し，

両者の建物応答を比較した。 

各建物の最大応答値について確認した結果，局部評価が必要となる設備に対応する応答

比率（隣接考慮／隣接非考慮）は，原子炉建物では 0.93（ＮＳ方向，曲げモーメント）～

1.02（ＥＷ方向，せん断力），制御室建物では 0.84（ＥＷ方向，曲げモーメント）～0.95

（ＮＳ方向，せん断力），タービン建物では 0.92（ＥＷ方向，せん断力）～0.99（ＮＳ方

向，曲げモーメント），廃棄物処理建物では 0.93（ＮＳ方向，せん断力）～0.96（ＥＷ方

向，せん断力）であり，応答はほぼ同等あるいは減少する傾向にあることを確認した。 

各建物の床応答スペクトルについて確認した結果，制御室建物，タービン建物及び廃棄

物処理建物では一部の質点（例：図 3－66，質点 12CB05，固有周期 0.25s付近）において

隣接非考慮モデルと比較して隣接考慮モデルが大きくなる箇所があるが，全体的な応答と

してはおおむね同等あるいは小さくなることを確認した。 
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別紙 1 建物構造特性の整理 
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1. 概要 

  島根原子力発電所第２号機の工事計画認可申請対象である原子炉建物，制御室建物，ター

ビン建物，廃棄物処理建物，１号機原子炉建物，１号機タービン建物，１号機廃棄物処理建

物の構造特性を整理した結果を表 1－1に示す。 

 

表 1－1 建物構造特性整理表 

 
原子炉 

建物 

制御室 

建物 

タービン 

建物 

廃棄物 

処理建物 

１号機 

原子炉 

建物 

１号機 

タービン 

建物 

１号機 

廃棄物 

処理建物 

基礎スラブ幅 

（m） 

（ＮＳ）×（ＥＷ） 

70.0 

×89.4 

22.0 

×37.0 

72.0 

×138.0 

54.9 

×56.97 

49.01 

×41.96 

64.75 

×104.0 

33.91 

×35.0 

重量 

（kN） 

基礎 

スラブ＊ 
1220870 43430 746680 292540 278540 434880 97370 

建物 2056790 88610 1365040 874630 484260 561500 175431 

基礎 

スラブ 

＋ 

建物 

3277660 132040 2111720 1167170 762800 996380 272801 

1次固有振

動数（Hz） 

ＮＳ 4.55 7.17 4.85 4.88 4.34 8.59 9.31 

ＥＷ 4.94 8.65 6.37 5.25 4.35 8.84 8.60 

質点高さ 

EL 

（m） 

上端 63.5 22.05 41.6 42.0 59.8 33.7 29.0 

下端 -4.7 0.1 0.0 0.0 0.1 -0.3 5.0 

注記＊：地震応答解析モデルにおける基礎スラブ上下端質点重量の合計値を示す。 

  



 

 

 

 

 

 

別紙 2 剛体要素の考慮の有無による影響検討 
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1. 概要 

  隣接建物の影響評価では，評価対象建物を単独でモデル化する場合，隣接建物位置におけ

る地盤はモデル化せず，剛体要素により各隣接建物の基礎下端レベルを平面保持している。 

本資料では，各隣接建物位置に剛体要素を考慮した場合と考慮しない場合の建物応答を比

較し，剛体要素考慮の有無が隣接建物の影響評価に与える影響について検討する。 
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2. 検討方針 

  原子炉建物を代表として，隣接建物の基礎下端レベルで剛体要素を考慮した場合の地震応

答解析（以下「剛体要素考慮」という。）及び剛体要素を非考慮とした場合の地震応答解析

（以下「剛体要素非考慮」という。）を実施し，ＮＳ方向及びＥＷ方向における各最大応答

値の応答比率（剛体要素非考慮／剛体要素考慮）を確認する。なお，解析ケース及び剛体要

素考慮の有無以外の解析条件については，「補足-023-07 隣接建物の影響に関する補足説明

資料」の「3. 島根原子力発電所第２号機における隣接建物の影響評価」と同様とする。 

  剛体要素考慮及び剛体要素非考慮における解析モデルの概要を図 2－1に示す。 
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(a) 剛体要素考慮 

 

 

 

(b) 剛体要素非考慮 

 

注 1：ＮＳ方向の解析モデルを示す。 

注 2：放射状の赤線が基礎剛体要素を示す。 

 

図 2－1 解析モデルの概要 

  

Z(UD)
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3. 検討結果 

  地震応答解析により得られた，ＮＳ方向及びＥＷ方向における各最大応答値（最大応答加

速度，最大応答せん断力及び最大応答曲げモーメント）の応答比率を表 3－1に示す。 

  応答比率の結果から，剛体要素考慮に対する剛体要素非考慮の応答は概ね同等または減少

する傾向であり，剛体要素考慮の有無が隣接建物の影響評価に与える影響は軽微であること

を確認した。 

 

表 3－1 最大応答値の応答比率 

方向 評価パラメータ 
応答比率＊ 

最小値 最大値 

ＮＳ 

加速度 0.97 1.01 

せん断力 0.98 1.01 

曲げモーメント 0.97 1.01 

ＥＷ 

加速度 0.93 1.03 

せん断力 0.92 1.03 

曲げモーメント 0.93 1.08 

       注記＊：応答比率＝剛体要素非考慮／剛体要素考慮 

 

  



 

 

 

 

 

 

別紙 3 先行審査プラントにおける隣接建物の影響評価概要 

の整理 
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1. 概要 

  先行審査プラントにおける隣接建物の影響評価について，解析ケース及び入力地震動の設

定，全体モデル及び地盤モデルの諸元並びに単独解析時の周辺地盤のモデル化に関する概要

を，島根２号機における概要と併せて表 1－1に示す。 

 



美浜３号機 高浜３号機 柏崎刈羽７号機 女川２号機 島根２号機

評価対象 原子炉格納施設，原子炉補助建屋
高浜３号機建屋（原子炉格納施設，補助一般建屋，中間建屋，
ディーゼル建屋，燃料取替用水タンク建屋）

7号機原子炉建屋，コントロール建屋，7号機タービン建屋，廃
棄物処理建屋

原子炉建屋，制御建屋 原子炉建物，制御室建物，タービン建物，廃棄物処理建物

周辺建物 －
高浜４号機建屋（原子炉格納施設，中間建屋，ディーゼル建
屋，燃料取替用水タンク建屋）

6号機原子炉建屋，6号機タービン建屋 タービン建屋，第1号機制御建屋
１号機原子炉建物，１号機タービン建物，１号機廃棄物処理建
物

解析ケース
単独解析：評価対象建屋1棟をモデル化×2ケース
全体解析：評価対象建屋及び周辺建屋をモデル化×1ケース

単独解析：評価対象建屋1棟をモデル化×5ケース
全体解析：評価対象建屋及び周辺建屋をモデル化×1ケース

単独解析：評価対象建屋1棟をモデル化×4ケース
全体解析：評価対象建屋及び周辺建屋をモデル化×1ケース

単独解析：評価対象建屋1棟をモデル化×2ケース
全体解析：評価対象建屋及び周辺建屋をモデル化×2ケース

単独解析：評価対象建屋1棟をモデル化×4ケース
全体解析：評価対象建屋及び周辺建屋をモデル化×1ケース

入力地震動の
設定方法

全ケース：原子炉格納施設の基礎下端で等価となる補正波
全ケース：原子炉格納施設（３号機建屋）の基礎下端で
　　　　　等価となる補正波

全ケース：7号機原子炉建屋の基礎下端で等価となる補正波
原子炉建屋：原子炉建屋の基礎下端で等価となる補正波
制御建屋：制御建屋の基礎下端で等価となる補正波

全ケース：原子炉建物の基礎下端で等価となる補正波

地盤物性 2層地盤 一様物性地盤（原子炉建物直下地盤の物性） 水平成層地盤 水平成層地盤 一様物性地盤（原子炉建物直下地盤の物性）

方針 他建屋部分の掘削あり
他建屋部分の掘削あり（埋込みは考慮せず，平坦な地盤上に各
建屋モデルを設置）

他建屋部分の掘削なし 他建屋部分の掘削なし 他建物部分の掘削あり

単独モデル図

注1：先行審査プラント（美浜３号機，高浜３号機，柏崎刈羽７号機及び女川２号機）の情報に係る記載内容については，公開資料を基に弊社の責任において独自解釈したものです。
注2：ハッチングは島根２号機と条件が同等であるものを示す。

単独解析時
の周辺地盤
のモデル化

全体モデル
及び地盤モ
デルの諸元 全体モデル図

及び地盤物性
の詳細

解析ケース
及び入力地
震動の設定

表1－1　先行審査プラント及び島根２号機における隣接建物の影響評価の概要

対象建物

モデル図

非公開

モデル図

非公開
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補足-023-08　設計基準対象施設のクラス別施設に関する

設置変更許可及び建設時工事計画認可からの変更点 
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添付資料 1 設置変更許可時からの変更点 



 

 

1 

1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-4「耐震重要度分類及び重大事故等対処施設の施設区分の基本方針」の

うち，「表 2－1 設計基準対象施設の耐震重要度分類に対するクラス別施設」について，設

置変更許可段階からの変更点を整理するとともに，建設時工事計画認可からの耐震重要度分

類の変更点を整理したものである。 

 

2. 設置変更許可からの変更点 

「島根原子力発電所発電用原子炉設置変更許可申請（2号発電用原子炉施設の変更）本文

及び添付書類の一部補正について」（令和 3年 9月 15日許可）からの変更点及び変更理由に

ついて，表 1のとおり整理した。（変更箇所の詳細は添付資料 1参照） 
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表 1 設置変更許可審査からの変更点（1/9） 

 変更前 

（令和 3年 9月 15日設置変更許可時） 

変更後 

（今回工認） 
変更理由 

対応 

ページ 

① １号炉 １号機 工事計画認可申請名称への変更 

15,16, 

17,18, 

19,20, 

21,22, 

23,24 

② その他 ２号機南側切取斜面 
記載の拡充 

（波及的影響を考慮すべき施設を具体的に記載） 
15,20 

③ その他 ２号機西側切取斜面 同上 15,20 

④ 原子炉浄化系補助熱交換器 その他＊10 「その他＊10」に集約し記載 

16,17, 

18,19, 

21,24 

⑤ グランド蒸気排ガスフィルタ その他＊10 同上 

16,17, 

18,19, 

21,24 

⑥ ― 復水貯蔵タンク遮蔽壁 

設計進捗に伴う変更 

（上位クラス施設であるＢ－ディーゼル燃料貯

蔵タンク格納槽の設計進捗に伴う追加） 

16,17, 

18,19, 

21,24 

⑦ その他 その他＊10 

記載の拡充 

（今回工事計画認可段階で波及的影響を考慮す

べき施設が明確になったことに伴い「その他＊10」

に具体的に記載） 

16,17, 

18,19, 

21,24 
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表 1 設置変更許可審査からの変更点（2/9） 

 変更前 

（令和 3年 9月 15日設置変更許可時） 

変更後 

（今回工認） 
変更理由 

対応 

ページ 

⑧ サプレッション・チェンバ サプレッションチェンバ 工事計画認可申請名称への変更 
18,19, 

21 

⑨ ― 格納容器空気置換排風機 

記載の適正化 

（上位クラス施設である原子炉棟空調換気系入

口隔離弁は「原子炉格納容器バウンダリに属す

る配管・弁」に該当するためクラス別施設(ⅶ)

から(ⅵ)へ移動） 

20 

⑩ サプレッション・プール サプレッションプール 工事計画認可申請名称への変更 21 

⑪ 非常用ガス処理系（排気管含む） 
非常用ガス処理系（排気筒（非常用ガ

ス処理系用）含む） 
同上 21 

⑫ 格納容器空気置換排風機 ― 

記載の適正化 

（上位クラス施設である原子炉棟空調換気系入

口隔離弁は「原子炉格納容器バウンダリに属す

る配管・弁」に該当するためクラス別施設(ⅶ)

から(ⅵ)へ移動。⑨関連） 

21 

⑬ ― 復水輸送系配管 

記載の拡充 

（波及的影響を考慮すべき施設を具体的に記

載） 

21 

⑭ ― 復水系配管 同上 21 

⑮ ― 高光度航空障害灯管制器 同上 21 

 



 

 

 

4 

表 1 設置変更許可審査からの変更点（3/9） 

 変更前 

（令和 3年 9月 15日設置変更許可時） 

変更後 

（今回工認） 
変更理由 

対応 

ページ 

⑯ タービン補機冷却系熱交換器 その他＊11 「その他＊11」に集約し記載 22 

⑰ ― 循環水系配管 

記載の拡充 

（波及的影響を考慮すべき施設を具体的に記

載） 

22 

⑱ その他 その他＊11 

記載の拡充 

（今回工事計画認可段階で波及的影響を考慮す

べき施設が明確になったことに伴い「その他＊11」

に具体的に記載） 

22 

⑲ ― 防波壁（西端部）周辺斜面 
記載の拡充 

（波及的影響を考慮すべき施設を具体的に記載） 
24 

⑳ Ｂ Ｂ＊13 

記載の適正化 

（直接支持構造物についても逃がし安全弁排気

管と同一の設計方針を適用することを明確化） 

25 

㉑ Ｓｄ ＳＳ 

記載の適正化 

（逃がし安全弁排気管はＳｓ機能維持する方針

であるため，その間接支持構造物についても検討

用地震動を「Ｓｓ」とすることを明確化） 

25 
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表 1 設置変更許可審査からの変更点（4/9） 

 変更前 

（令和 3年 9月 15日設置変更許可時） 

変更後 

（今回工認） 
変更理由 

対応 

ページ 

㉒ ― 復水貯蔵タンク基礎 

記載の拡充 

（復水貯蔵タンクの間接支持構造物として明確

化） 

26 

㉓ ― 補助復水貯蔵タンク基礎 

記載の拡充 

（補助復水貯蔵タンクの間接支持構造物として

明確化） 

26 

㉔ ― 当該設備を支持する構造物 
記載の適正化 

（建物以外の支持構造物の考慮について明確化） 
29 

㉕ 

（注８）非常用電源の燃料油系を支持す

る構造物とは，Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵

タンク基礎，屋外配管ダクト(Ｂ－ディー

ゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物)，屋外

配管ダクト(タービン建物～排気筒)及び

排気筒をいう。 

＊8 ：非常用電源の燃料油系を支持す

る構造物とは，Ｂ－ディーゼル燃料貯

蔵タンク格納槽，屋外配管ダクト（Ｂ－

ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建

物），屋外配管ダクト(タービン建物～

排気筒) ，排気筒の基礎及び屋外配管

ダクト（タービン建物～放水槽）をい

う。 

工事計画認可申請名称への変更及び記載の拡充 

（今回工事計画認可段階で非常用電源の燃料油

系を支持する構造物を具体的に記載） 

30 

㉖ 

（注 9）建物開口部の竜巻防護対策設備

は比較的大型の鋼製構造物であり，建物

の上部に設置されているため，上位クラ

ス施設は特定しないが，波及的影響を考

慮すべき施設とする。 

＊9 ：防護対策設備とは，取水槽海水ポ

ンプエリア防護対策設備，取水槽循環

水ポンプエリア防護対策設備及びディ

ーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策

設備をいう。 

記載の拡充 

（今回工事計画認可段階で波及的影響を考慮す

べき防護対策設備を具体的に記載） 

30 
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表 1 設置変更許可審査からの変更点（5/9） 

 変更前 

（令和 3年 9月 15日設置変更許可時） 

変更後 

（今回工認） 
変更理由 

対応 

ページ 

㉗ ― 

＊10：燃料プール冷却ポンプ室冷却機，

原子炉浄化系補助熱交換器，タービン

補機海水系配管，給水系配管，タービン

ヒータドレン系配管，液体廃棄物処理

系配管，床ドレン系配管，グランド蒸気

排ガスフィルタ，消火系配管，２号機南

側切取斜面，２号機西側切取斜面，ディ

ーゼル燃料貯蔵タンク室及び循環水ポ

ンプ渦防止板が含まれる。 

記載の拡充 

（今回工事計画認可段階で波及的影響を考慮す

べき施設を「その他＊10」に具体的に記載） 

30 

㉘ ― 

＊11：タービン補機海水系配管，給水系

配管，タービンヒータドレン系配管，液

体廃棄物処理系配管，床ドレン系配管，

消火系配管，タービン補機冷却系熱交

換器，タービン補機海水ストレーナ，２

号機南側切取斜面，２号機西側切取斜

面，防波壁（東端部）周辺斜面，防波壁

（西端部）周辺斜面及びディーゼル燃

料貯蔵タンク室が含まれる。 

記載の拡充 

（今回工事計画認可段階で波及的影響を考慮す

べき施設を「その他＊11」に具体的に記載） 

30 
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表 1 設置変更許可審査からの変更点（6/9） 

 変更前 

（令和 3年 9月 15日設置変更許可時） 

変更後 

（今回工認） 
変更理由 

対応 

ページ 

㉙ 

（注 11）地震により逃がし安全弁排気

管が破損したとしても，ドライウェル内

に放出された蒸気はベント管を通してサ

プレッション・チェンバのプール水中に

導かれて凝縮するため，格納容器内圧が

有意に上昇することはないと考えられる

が，基準地震動Ｓｓに対し破損しないこ

とを確認する。 

＊13：地震により逃がし安全弁排気管

が破損したとしても，ドライウェル内

に放出された蒸気はベント管を通して

サプレッションチェンバのプール水中

に導かれて凝縮するため，格納容器内

圧が有意に上昇することはないと考え

られるが，基準地震動Ｓｓに対してド

ライウェル内の逃がし安全弁排気管が

破損しないことを確認する。 

また，逃がし安全弁排気管がサプレッ

ションチェンバ内の気相部で破損した

場合，放出された蒸気は十分に凝縮す

ることができないため，サプレッショ

ンチェンバ内の逃がし安全弁排気管を

Ｓクラスとして設計する。 

記載の適正化 

（逃がし安全弁排気管について，サプレッション

チェンバ内はＳクラスとして設計することを明

確化） 

30 

㉚ 中央制御室天井照明 中央制御室天井設置設備 工事計画認可申請名称への変更 

15,16, 

17,18, 

19,20, 

21,22, 

24 
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表 1 設置変更許可審査からの変更点（7/9） 

 変更前 

（令和 3年 9月 15日設置変更許可時） 

変更後 

（今回工認） 
変更理由 

対応 

ページ 

㉛ ― 仮設耐震構台 

設計進捗に伴う変更 

（今回工事計画認可段階で設計及び配置が確定

したことに伴う追加） 

15,16, 

17,18, 

19,20, 

21,22, 

24 

㉜ ― 建物開口部竜巻防護対策設備 

記載の拡充 

（今回工事計画認可段階で上位クラス施設を明

確にしたため波及的影響を考慮すべき施設の列

に記載） 

15,16, 

17,18, 

19,20, 

21,22, 

24 

㉝ ― 土留め工（親杭） 

設計進捗に伴う変更 

（今回工事計画認可段階で設計及び配置が確定

したことに伴う追加） 

15,16, 

17,18, 

19,20, 

21,22 

24 

㉞ 竜巻防護対策設備（注 9） 防護対策設備＊9 工事計画認可申請名称への変更 

16,17, 

18,19, 

21,22, 

24 

㉟ チャンネル・ボックス チャンネルボックス 同上 17 
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表 1 設置変更許可審査からの変更点（8/9） 

 変更前 

（令和 3年 9月 15日設置変更許可時） 

変更後 

（今回工認） 
変更理由 

対応 

ページ 

㊱ 
当該設備の冷却系（原子炉補機冷却系，

高圧炉心スプレイ補機冷却系） 

当該設備の冷却系（原子炉補機冷却系

（原子炉補機海水系を含む），高圧炉心

スプレイ補機冷却系（高圧炉心スプレ

イ補機海水系を含む）） 

記載の拡充 

（原子炉補機海水系及び高圧炉心スプレイ補機

海水系について明確化） 

18,19 

㊲ 原子炉棟 原子炉建物原子炉棟（二次格納施設） 工事計画認可申請名称への変更 21 

㊳ 当該設備の冷却系（原子炉補機冷却系） 
当該設備の冷却系（原子炉補機冷却系

（原子炉補機海水系を含む）） 

記載の拡充 

（原子炉補機海水系について明確化） 
21 

㊴ ― 
屋外配管ダクト（タービン建物～排気

筒） 

記載の拡充 

（非常用ガス処理系の間接支持構造物について

明確化） 

21 

㊵ ― 排気筒の基礎 同上 21 

㊶ 除じん系（浸水防止機能を有する部分） ― 

設計進捗に伴う変更 

（今回工事計画認可段階で当該施設を移設する

方針としたため削除） 

22 

㊷ 取水槽海水ポンプエリア防水壁 ― 

設計進捗に伴う変更 

（今回工事計画認可段階で当該施設を取水槽海

水ポンプエリア防護対策設備に含まれるとした

ため削除） 

22,24 

㊸ １号炉取水槽ピット部 
１号機取水槽ピット部及び１号機取 

水槽漸拡ダクト部底版 
工事計画認可申請名称への変更 22 
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表 1 設置変更許可審査からの変更点（9/9） 

 変更前 

（令和 3年 9月 15日設置変更許可時） 

変更後 

（今回工認） 
変更理由 

対応 

ページ 

㊹ ― 屋外排水路逆止弁集水桝 

記載の拡充 

（屋外排水路逆止弁の間接支持構造物として明

確化） 

22 

㊺ ― 防波壁 

設計進捗に伴う変更 

（防波壁通路防波扉（１号機北側及び２号機北

側）を防波壁に間接支持させる方針に変更したこ

とに伴う追加） 

22 
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3. 建設時工事計画認可からの耐震重要度分類の変更点 

建設時工事計画認可からの耐震重要度分類が変更となった設備は，大別して以下の 3 ケ

ースのものがある。 

 

① 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の新規追加（Ｓクラス） 

② 非常用ディーゼル発電機等の燃料を貯蔵する設備の格上げ（Ｃ→Ｓクラス） 

③ 発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針の改訂に伴う変更（Ａ→Ｓクラス） 

 

 

それぞれの対象設備を表 2－1 に示す。また，耐震重要度分類の変更ではないが，検討用

地震動が変更になった設備を表 2－2に示す。 

なお，発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針の改訂に伴い，建設時工認において 

Ａｓクラス又はＡクラスとしていた設備は，今回工認においてはＳクラスに整理される。耐

震重要度分類がＡクラスだった設備は，建設時工認においては基準地震動Ｓ１による評価を

実施していたが，今回工認においては，Ｓクラスに分類されることから基準地震動Ｓｓ及び

弾性設計用地震動Ｓｄによる評価を実施する。 
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表 2－1 建設時工事計画認可から耐震重要度分類が変更となった設備（1/3） 

 設備名称 備考 

① 津波防護施設，

浸水防止設備及び

津波監視設備の新

規追加（Ｓクラス） 

・防波壁 

・防波壁通路防波扉 

・１号機流路縮小工 

・屋外排水路逆止弁 

・防水壁 

・水密扉 

・床ドレン逆止弁 

・隔離弁 

・ポンプ 

・配管 

・貫通部止水処置 

・取水槽水位計 

・津波監視カメラ 

・タービン補機海水系隔離システム 

 

② 非常用ディーゼ

ル発電機等の燃料

を貯蔵する設備の

格上げ 

（Ｃ→Ｓクラス） 

・非常用ディーゼル発電設備 A-ディーゼル燃料

移送ポンプ 

・非常用ディーゼル発電設備 B-ディーゼル燃料

移送ポンプ 

・非常用ディーゼル発電設備 A-ディーゼル燃料

貯蔵タンク 

・非常用ディーゼル発電設備 B-ディーゼル燃料

貯蔵タンク 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備 ディ

ーゼル燃料移送ポンプ 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備 ディ

ーゼル燃料貯蔵タンク 

・関連配管・弁 
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表 2－1 建設時工事計画認可から耐震重要度分類が変更となった設備（2/3） 

 設備名称 備考 

③ 発電用原子炉施

設に関する耐震設

計審査指針の改訂

に伴う変更 

（Ａ→Ｓクラス） 

・原子炉圧力容器内部構造物 

・逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータ 

・関連配管・弁（主蒸気系） 

・関連配管・弁（残留熱除去系のうち，低圧炉心

注水モード運転，格納容器冷却モード運転及び

格納容器スプレイモード運転に必要な設備） 

・低圧炉心スプレイポンプ 

・低圧炉心スプレイ系ストレーナ 

・関連配管・弁（低圧炉心スプレイ系） 

・ほう酸水注入ポンプ 

・ほう酸水貯蔵タンク 

・関連配管・弁（ほう酸水注入系） 

・中性子源領域計装 

・中間領域計装 

・出力領域計装 

・中央制御室遮蔽（１号機設備，１，２号機共用） 

・中央制御室送風機 

・中央制御室非常用再循環送風機 

・中央制御室非常用再循環処理装置フィルタ 

・原子炉建物原子炉棟（二次格納施設） 

・真空破壊装置 

・ダウンカマ 

・ベント管 

・ベント管ベローズ 

・ベントヘッダ 

・ドライウェルスプレイ管 

・サプレッションチェンバスプレイ管 

・非常用ガス処理系排風機 

・非常用ガス処理系前置ガス処理装置フィルタ 

・非常用ガス処理系後置ガス処理装置フィルタ 

・排気筒（非常用ガス処理系用） 

・関連配管・弁（非常用ガス処理系） 

・可燃性ガス濃度制御系再結合装置 

・可燃性ガス濃度制御系再結合装置ブロワ 

・可燃性ガス濃度制御系再結合装置加熱器 
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表 2－1 建設時工事計画認可から耐震重要度分類が変更となった設備（3/3） 

 設備名称 備考 

③ 発電用原子炉施

設に関する耐震設

計審査指針の改訂

に伴う変更 

（Ａ→Ｓクラス） 

・可燃性ガス濃度制御系再結合装置再結合器 

・可燃性ガス濃度制御系再結合装置冷却器 

・関連配管・弁（可燃性ガス濃度制御系） 

 

 

 

表 2－2 検討用地震動が変更となった設備 

 設備名称 備考 

波及的影響を考慮すべ

き施設に適用する地震

動の変更（Ｓ１→Ｓｓ） 

・原子炉建物天井クレーン 

耐震重要度分類の

変更ではないが，

検討用地震動が変

更となった設備と

して抽出 



 

 

 

：今回工事計画認可と設置変更許可の変更点 

〇数字は表 1 の左端の番号に対応している 

15
 

設置変更許可時からの変更点 

設置変更許可 今回工事計画認可 

  

添付資料 1 

 

①
 ①

 

①
 ①

 ②
，
③

 

①
 
①

 

①
 ①

 

②
 

③
 

㉚
 ㉚

 

㉛
 

㉜
 
㉝

 



 

 

 

：今回工事計画認可と設置変更許可の変更点 

〇数字は表 1 の左端の番号に対応している 

16
 

設置変更許可 今回工事計画認可 

  

①
 

①
 

①
 

④
 ⑤

 

①
 ⑦

 

①
 

①
 

⑥
 

④
，
⑤
，
⑦

 

㉚
 

㉚
 

㉛
 

㉜
 
㉝

 

㉞
 

㉞
 

①
 ①

 



 

 

 

：今回工事計画認可と設置変更許可の変更点 

〇数字は表 1 の左端の番号に対応している 

17
 

設置変更許可 今回工事計画認可 

  

①
 ①

 

①
 

④
 ⑤

 

①
 ⑦

 

①
 ①

 

①
 ①

 

⑥
 

④
，
⑤
，
⑦

 

㉚
 ㉚

 

㉛
 

㉜
 

㉝
 

㉞
 

㉞
 

㉟
 

㉟
 



 

 

 

：今回工事計画認可と設置変更許可の変更点 

〇数字は表 1 の左端の番号に対応している 

18
 

設置変更許可 今回工事計画認可 

  

①
 
①

 

①
 

④
 ⑤

 

①
 ⑦

 

⑧
 

⑧
 

①
 
①

 

①
 ①

 

⑥
 

④
，
⑤
，
⑦

 

㉚
 

㉚
 

㉛
 

㉜
 

㉝
 

㉞
 

㉞
 

㊱
 

㊱
 



 

 

 

：今回工事計画認可と設置変更許可の変更点 

〇数字は表 1 の左端の番号に対応している 

19
 

設置変更許可 今回工事計画認可 

  

①
 
①

 

①
 

④
 ⑤

 

①
 ⑦

 

⑧
 

⑧
 

①
 ①

 

①
 ①

 

⑥
 

④
，
⑤
，
⑦

 

㉚
 

㉚
 

㉛
 

㉜
 
㉝

 

㉞
 

㉞
 

㊱
 

㊱
 



 

 

 

：今回工事計画認可と設置変更許可の変更点 

〇数字は表 1 の左端の番号に対応している 

20
 

設置変更許可 今回工事計画認可 

  

①
 
①

 

①
 ①

 ②
，
③

 ①
 
①

 

①
 ①

 ⑨
 

②
 

③
 

㉚
 

㉚
 

㉛
 

㉜
 

㉝
 



 

 

 

：今回工事計画認可と設置変更許可の変更点 

〇数字は表 1 の左端の番号に対応している 

21
 

設置変更許可 今回工事計画認可 

  

①
 
①

 

①
 

④
 ⑤

 

①
 ⑦

 

⑫
 

⑩
 

⑪
 

⑧
 

⑩
 

⑪
 

⑧
 

①
 
①

 

①
 ①

 ⑮
 

⑥
 

④
，
⑤
，
⑦

 

⑬
 

⑭
 

㉚
 

㉚
 

㉛
 

㉜
 
㉝

 

㉞
 

㉞
 

㊲
 

㊲
 

㊳
 

㊴
 ㊵

 

㊳
 



 

 

 

：今回工事計画認可と設置変更許可の変更点 

〇数字は表 1 の左端の番号に対応している 

22
 

設置変更許可 今回工事計画認可 

  

①
 

①
 

①
 

⑯
 

①
 ⑱

 

①
 

㊸
 

①
 

①
 

①
 ①

 

⑰
 

㊸
 

⑯
，
⑱

 

①
 

①
 

㉚
 

㉚
 

㉛
 

㉜
 

㉝
 

㉞
 

㉞
 

㊶
 

㊷
 

㊺
 ㊹

 



 

 

 

：今回工事計画認可と設置変更許可の変更点 

〇数字は表 1 の左端の番号に対応している 

23
 

設置変更許可 今回工事計画認可 

 

 

①
 



 

 

 

：今回工事計画認可と設置変更許可の変更点 

〇数字は表 1 の左端の番号に対応している 

24
 

設置変更許可 今回工事計画認可 

  

①
 
①

 

①
 

④
 ⑤

 

①
 ⑦

 

①
 

①
 

①
 ①

 

⑥
 

④
，
⑤
，
⑦

 

⑲
 

㉚
 

㉚
 

㉛
 

㉜
 

㉝
 

㉞
 ㉞

 

㊷
 



 

 

 

：今回工事計画認可と設置変更許可の変更点 

〇数字は表 1 の左端の番号に対応している 

25
 

設置変更許可 今回工事計画認可 

  

⑳
 

㉑
 

⑳
 

㉑
 



 

 

 

：今回工事計画認可と設置変更許可の変更点 

〇数字は表 1 の左端の番号に対応している 

26
 

設置変更許可 今回工事計画認可 

  

㉓
 

㉒
 



 

 

 

：今回工事計画認可と設置変更許可の変更点 

〇数字は表 1 の左端の番号に対応している 

27
 

設置変更許可 今回工事計画認可 

  



 

 

 

：今回工事計画認可と設置変更許可の変更点 

〇数字は表 1 の左端の番号に対応している 

28
 

設置変更許可 今回工事計画認可 

  



 

 

 

：今回工事計画認可と設置変更許可の変更点 

〇数字は表 1 の左端の番号に対応している 

29
 

設置変更許可 今回工事計画認可 

  

㉔
 



 

 

 

：今回工事計画認可と設置変更許可の変更点 

〇数字は表 1 の左端の番号に対応している 

30
 

設置変更許可 今回工事計画認可 

 
  

 

㉕ 

㉖ 

㉙ 

㉕ 

㉖ 

㉙ 

㉗ 

㉘ 



補足-023-09　建物・構築物の地震応答解析における入力地震動の 

評価について 
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1. 概要  

 島根原子力発電所の建設時の工事計画認可申請書（以下「既工認」という。）では，原子

炉建物等の地震応答解析における入力地震動は一次元波動論，2次元ＦＥＭ解析又は直接入

力（以下「一次元波動論又は 2次元ＦＥＭ解析等」という。）により評価を実施している。 

今回の工事計画認可申請（以下「今回工認」という。）では，既工認において採用実績の

ある一次元波動論又は 2 次元ＦＥＭ解析等を採用しており，解放基盤表面で定義される基

準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄを基に，対象建物・構築物の地盤条件を適切に考慮

したうえで，一次元波動論又は 2次元ＦＥＭ解析等により，地震応答解析モデルの入力位置

で評価した入力地震動を設定する。 

本資料は，解析モデルに建設時以降の敷地内の追加地質調査結果の反映等を行っているこ

とも踏まえて，今回工認で評価を行う建物・構築物について，入力地震動の評価方針，解析

モデルの設定方法及びその妥当性を示すものである。 

 また，本資料は，以下の添付書類の補足説明をするもので，使用する計算機プログラム

についても以下の資料に準ずる。 

 

・Ⅵ-2-2-2「原子炉建物の地震応答計算書」 

・Ⅵ-2-2-5「制御室建物の地震応答計算書」 

・Ⅵ-2-2-7「タービン建物の地震応答計算書」 

・Ⅵ-2-2-9「廃棄物処理建物の地震応答計算書」 

・Ⅵ-2-2-11「緊急時対策所の地震応答計算書」 

・Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」 

・Ⅵ-2-2-16「ガスタービン発電機建物の地震応答計算書」 

・Ⅵ-2-2-39「屋外配管ダクト（排気筒）の耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-11-2-1-1「１号機原子炉建物の耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-11-2-1-2「１号機タービン建物の耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-11-2-1-3「１号機廃棄物処理建物の耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-11-2-1-4「サイトバンカ建物の耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-11-2-1-5「サイトバンカ建物（増築部）の耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-11-2-2「１号機排気筒の耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-11-2-15「ディーゼル燃料貯蔵タンク室の耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-別添 7-1「安全対策工事に伴う掘削前の状態における耐震計算の方針」 
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2. 入力地震動の評価方針  

 入力地震動は，「2.1 評価手法の選定」にて，各建物・構築物の評価手法を選定し，「2.2 

地盤モデル及び地盤物性値の設定」にて，設定した地盤モデルを用いた線形解析により評価

する。 

 また，「3. 評価手法及び地盤の物性値」にて，今回工認で入力地震動評価に採用してい

る評価手法及び地盤の物性値を既工認と比較して示す。 

なお，「4. 入力地震動に関する検討」にて，入力地震動に影響を及ぼす可能性のある各

種検討及び今回工認に用いる原子炉建物の地盤モデルの妥当性確認を実施する。 

 入力地震動の評価及び妥当性・保守性の確認に関する検討フローを図 2－1に示す。 
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2.1 評価手法の選定 

建物・構築物の入力地震動の評価手法は，耐震クラス，建物・構築物の埋込み状況及び

周辺地盤への設置状況を踏まえて，以下のとおり使い分けを行う。なお，埋込み及び切欠

きの影響については適切に評価する。 

 

(1) 水平方向 

 「耐震Ｓクラス施設」の建物については，原子炉建物の既工認の考え方と同様に，速

度層の傾斜及び建物周辺の地形等の影響を考慮するため，それらをより詳細にモデル化

した「2次元ＦＥＭ解析」を基本とする。 

 「耐震Ｓクラス施設以外」の建物については，タービン建物等の既工認の考え方と同

様に，「一次元波動論」による評価を基本とする。 

 

(2) 鉛直方向 

 入力地震動に対して建物直下地盤による影響が大きく，速度層の傾斜等の影響は小さ

いことから「一次元波動論」による評価を基本とする。（添付資料－1において，2次元

ＦＥＭ解析との比較により速度層の傾斜等の入力地震動への影響が小さいことを確認

している。） 

 

構内配置図を図 2－2に，建物・構築物の入力地震動の評価手法の選定フローを図 2－3

に，建物・構築物の入力地震動の評価手法の一覧を表 2－1に示す。 
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2.2 地盤モデル及び地盤物性値の設定 

(1) 地盤モデル 

土木構造物を含めた入力地震動の評価手法の概念図を図 2－4に示す。また，各建物・

構築物の入力地震動評価用の地盤モデルは，「1. 概要」に示す各建物・構築物の地震

応答計算書又は耐震性についての計算書に示す。 

 

(2) 地盤物性値 

 地盤物性値設定の基本方針を以下に示す。表層地盤の等価物性値の詳細な設定方法に

ついては，「3.2 地盤の物性値」及び「別紙－1 表層地盤の等価物性値の設定につい

て」に示す。 

 

 1) 表層地盤 

表層地盤の物性値は，原子炉建物を対象に，既工認から追加地質調査結果の反映等

を行った今回工認モデルを用いて，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの全波

に対して等価線形解析を実施し，等価物性値を設定する。原子炉建物で算定した等価

物性値を各建物・構築物に適用する。 

 

 2) 表層地盤を除く岩盤 

 表層地盤を除く岩盤の地盤物性値については，既工認で設定した値を用いる。 
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図 2－2 構内配置図 

  

緊急時対策所

ガスタービン発電機建物

44m盤

50m盤

8.5m盤

15m盤

原子炉建物

廃棄物処理建物 １号機廃棄物処理建物

１号機原子炉建物

タービン建物

１号機タービン建物

制御室建物

排気筒
１号機排気筒 8.5m盤

サイトバンカ建物

サイトバンカ建物（増築部）

：耐震Ｓクラス施設（埋込みあり）

：耐震Ｓクラス施設以外（埋込みあり）

：耐震Ｓクラス施設以外
（高台に設置された埋込みを有しない建物）

：耐震Ｓクラス施設以外
（解放基盤相当の岩盤に設置された埋込みを有しない建物）

(注)破線は波及的影響を及ぼすおそれのある建物・構築物を示す。
 PN
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い
る
建
物
・

構
築
物
は
，

排
気
筒
の
地
震
応
答
解
析
に
よ
っ
て
得
ら
れ
る
基
礎
上
の
応

答
を
入
力
地
震
動
と
し
て
用
い
る
。
た
だ
し
，

屋
外
配
管
ダ

ク
ト
（
排
気
筒
）
及
び
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク
室

は
，

排
気
筒
の
基
礎
と
一
体
構
造
の
地
中
構
造
物
で
あ
る
こ
と
か

ら
，
図
2
－
4
に
示
す
「
一
次
元
波
動
論
＋
地
質
デ
ー
タ
に
基

づ
く
2
次
元
Ｆ
Ｅ
Ｍ
解
析
」
に
よ
る

。

解
放
基
盤

表
面
か
ら

の
地
震

動
の

増
幅
が
あ

る
か

N
O

Y
ES

２
次
元
Ｆ
Ｅ
Ｍ

解
析

（
2E
）

＊
1

注
記

＊
1：

表
3－

1の
＊

８
と

同
じ

•
1
号
機
原
子
炉
建
物

＊
2

（
1
4.
9
m：

EL
0
.1

～
1
5
.0
m）

注
記

＊
2：

原
子

炉
建

物
（

２
号

機
）

と
同

じ

評
価

手
法

を
採

用
•

１
号
機
排
気
筒

（
8
.5
m：

E
L0
.
0～

8.
5
m）

•
１
号
機
タ
ー
ビ
ン
建
物

（
1
5.
3
m：

EL
-
0.
3～

1
5.
0
m）

•
１
号
機
廃
棄
物
処
理
建
物

（
1
0.
0
m：

EL
5
.0

～
1
5
.0
m）

注
１
:
破
線
枠
内
の
建
物
・

構
築
物
は
，
上
位
ク
ラ
ス
施
設
に
対
す
る

波
及
的
影
響
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
の
あ
る
建
物
・
構
築
物
で
あ
り
，

そ
れ
ぞ
れ
の
損
傷
モ
ー
ド
を
踏
ま
え
，
水
平
方
向
の
地
震
応
答

解
析
に
基
づ
き
評
価
す
る
。

た
だ
し
，
１
号

機
排
気
筒
は
立
体
架
構
モ
デ
ル
と
し
て
い
る
こ
と

か
ら
，
水
平
方
向
と
同
様
に
一
次
元
波
動
論
（

E
＋
F
＋
P
）

に
よ
り
，
鉛
直

方
向
の
入
力
地
震
動
を
考
慮
す
る
。

図
2－

3 
建
物
・
構
築
物
の
入
力
地
震
動
の
評
価
手
法
の
選

定
フ
ロ
ー
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耐
震
ク
ラ
ス

建
物
・
構
築
物
の

設
置
状
況

建
物
・
構
築
物

入
力
地
震
動
の
評
価
手
法

選
定
理
由
等

水
平

鉛
直

Ｓ
ク
ラ
ス
施
設

埋
込
み

あ
り

EL
15
m盤

•
原
子
炉
建
物

•
制
御
室
建
物

•
１
号
機
原
子
炉
建
物

＊
１

２
次
元
Ｆ
Ｅ
Ｍ

（
２
Ｅ
）

＊
２

一
次
元
波
動
論

（
Ｅ
＋
Ｆ
＋
Ｐ
）

【
水
平
方
向

】

・
原
子

炉
建
物

：
「
Ｓ
ク
ラ
ス
施
設
」
と
し
て
，
既
工
認
と
同
様

に
2次

元
Ｆ
Ｅ
Ｍ
モ
デ
ル
を
採
用

・
制
御
室
建
物

：
「
Ｓ
ク
ラ
ス
施
設
」
と
し
て
，
原
子

炉
建
物
と
同
様
に
2次

元
Ｆ
Ｅ
Ｍ
モ
デ
ル
を
採
用

・
1号

機
原
子
炉

建
物

：
原
子
炉
建
物
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
，
原
子

炉
建
物
（
2号

機
）
と
同
じ
評
価
手
法
を
採
用

【
鉛
直
方
向

】

建
物
の
設
置
状
況
が
「
埋
込
み
あ
り
」
の
た
め
，
埋

込
み
を
考
慮
し
た
一
次
元
波
動
論

（
Ｅ
＋
Ｆ
＋
Ｐ
）
を
採
用

Ｓ
ク
ラ
ス
施
設
以
外

•
Ｓ
ク
ラ
ス
施
設
の

間
接
支
持
構
造
物

•
重
要
Ｓ
Ａ
施
設

•
重
要
Ｓ
Ａ
施
設
の

間
接
支
持
構
造
物

•
波
及
的
影
響
を
及
ぼ
す

お
そ
れ
の
あ
る
施
設

埋
込
み

あ
り

EL
8.
5m
盤

も
し
く
は

EL
15
m盤

•
タ
ー
ビ
ン
建
物

•
廃
棄
物
処
理
建
物

•
排
気
筒

•
１
号
機
タ
ー
ビ
ン
建
物

＊
１

•
１
号
機
廃
棄
物
処
理
建
物

＊
１

•
１
号
機
排
気
筒

＊
１

一
次
元
波
動
論

（
Ｅ
＋
Ｆ
＋
Ｐ
）

一
次
元
波
動
論

（
Ｅ
＋
Ｆ
＋
Ｐ
）

【
水
平
方
向

】

・
タ
ー
ビ
ン
建
物

：
「
Ｓ
ク
ラ
ス
施
設
以
外
」
，
「
埋
込
み
あ
り
」
と

し
て
，
埋
込
み
を
考
慮
し
た
一
次
元
波
動
論

を
採
用

・
廃
棄
物

処
理
建
物

：
同
上

・
排
気
筒

：
同
上

・
1号

機
タ
ー
ビ
ン
建
物

：
「
Ｓ
ク
ラ
ス
施
設
以
外
」
，
「
埋
込
み
あ
り
」
と

し
て
，
タ
ー
ビ
ン
建
物
（
2号

機
）
と
同
じ
評
価
手
法
を

採
用

・
1号

機
廃
棄
物

処
理
建
物

：
「
Ｓ
ク
ラ
ス
施
設
以
外
」
，
「
埋
込
み
あ
り
」
と

し
て
，
廃
棄
物
処
理
建
物
（
2号

機
）
と
同
じ
評
価
手
法

を
採
用

・
1号

機
排
気

筒
：
「
Ｓ
ク
ラ
ス
施
設
以
外
」
，
「
埋
込
み
あ
り
」
と

し
て
，
排
気
筒
（
2号

機
）
と
同
じ
評
価
手
法
を

採
用

【
鉛
直
方
向

】

建
物
の
設
置
状
況
が

「
埋
込
み
あ
り
」
の
た
め
，
埋
込
み
を
考
慮
し
た
一
次
元
波
動
論

（
Ｅ
＋
Ｆ
＋
Ｐ
）
を
採
用

埋
込
み

な
し

高
台

EL
44
m盤

も
し
く
は

EL
50
m盤

•
緊
急
時
対
策
所

•
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
建
物

一
次
元
波
動
論

（
２
Ｅ
）

一
次
元
波
動
論

（
２
Ｅ
）

【
水
平
，
鉛
直
方
向

】

・
緊
急
時

対
策
所

：
「
Ｓ
ク
ラ
ス
施
設
以
外
」
の
建
物
で

，
「
埋
込
み
を
有
し
な
い
」
，
高
台
の
EL
50
m盤

に
設
置
さ
れ
た
「
解
放
基
盤

表
面
か
ら
の
地
震
動
の
増
幅
が
あ
る
」
建
物
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
一
次
元
波
動
論

（
２
Ｅ
）
を
採
用

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
建
物
：
「
Ｓ
ク
ラ
ス
施
設
以
外
」
の
建
物
で
，
「
埋
込
み
を
有
し
な
い
」
，
高
台
の

EL
44
m盤

に
設
置
さ
れ
た
「
解
放
基
盤

表
面
か
ら
の
地
震
動
の
増
幅
が
あ
る
」
建
物
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
一
次
元
波
動
論
（
２
Ｅ
）
を
採
用

解
放
基
盤

相
当
の
岩
盤

(E
L8
.5
m盤

)

•
サ
イ
ト
バ
ン
カ
建
物

＊
１

•
サ
イ
ト
バ
ン
カ
建
物

（
増
築
部
）

＊
１

直
接
入
力

－

【
水
平
方
向
】

・
サ
イ
ト
バ
ン
カ

建
物

：
「
Ｓ
ク
ラ
ス
施
設
以
外
」
の
建
物
で

，
「
埋
込
み
を
有
し
な
い
」
，
EL
8.
5m
盤
に
設
置
さ
れ
た
「
解
放
基
盤

表
面
か
ら
の
地
震
動
の
増
幅
が
な
い
」

解
放
基
盤
相
当
（
Ｖ
ｓ
=1
60
0m
/s
）
の
岩
盤
に
支
持
さ
れ
た

建
物
で

あ
る
こ
と
か
ら
，
既
工
認
と
同
様
に
直
接
入
力
を
採
用

・
サ
イ
ト
バ
ン
カ
建
物
（

増
築
部
）

：
「
Ｓ
ク
ラ
ス
施
設
以
外
」
の
建
物
で
，
「
埋
込
み
を
有
し
な
い
」
，

EL
8.
5m
盤
に
設
置
さ
れ
た
「
解
放
基
盤

表
面
か
ら
の
地
震
動
の
増
幅
が
な
い
」

解
放
基
盤
相
当
（
Ｖ
ｓ
=1
60
0m
/s
）
の
岩
盤
に
支
持
さ
れ
た

建
物
で

あ
る
こ
と
か
ら
，
サ
イ
ト
バ
ン
カ
建
物
と
同
じ
評
価
手
法
を
採
用

排
気
筒
の

基
礎
上

•
排
気
筒
モ
ニ
タ
室

＊
１

•
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
移
送
ポ
ン
プ

エ
リ
ア
防
護
対
策
設
備

＊
１

排
気
筒
の
基
礎
上
の

地
震
応
答
解
析
結
果

を
用
い
る

－

【
水
平
方
向

】

・
排
気

筒
モ
ニ
タ
室

：
「
排
気
筒
の
基
礎
上
に
配
置
」
さ
れ
て
い
る
た
め
，
排
気
筒
の
地
震
応
答
解
析
に

よ
っ
て

得
ら
れ
る

基
礎
上
の
応
答
を
入
力
地
震
動
と
し
て
採
用

・
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
移
送
ポ
ン
プ
エ
リ
ア
防
護
対
策
設
備
：
同
上

注
記
＊
１
：
上
位
ク
ラ
ス
施
設
に
対
す
る
波
及
的
影
響
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
の
あ
る
建
物
・
構
築
物
に
つ
い
て
は
，
そ
れ
ぞ
れ
の
損
傷
モ
ー
ド
を

踏
ま
え
，
水
平
方
向
の
地
震
応
答
解
析
に
基
づ
き
評
価
す
る

。
た
だ
し
，
１
号
機
排
気
筒
は
立
体
架
構
モ
デ
ル
と
し
て
い
る
こ
と
か
ら
，
水
平
方
向
と
同
様

に
一
次
元
波
動
論

（
E＋

F＋
P）

に
よ
り
，
鉛
直
方
向
の
入
力
地
震
動
を
考
慮
す
る

。

＊
２
：
2次

元
Ｆ
Ｅ
Ｍ
モ
デ
ル
の
切
欠
き
地
盤
の
表
面
応
答
で
あ
る
た
め
「
２
Ｅ
」
と
表
記
し
て
い
る
が
，
建
物
の
埋
込
み
に
よ
る
切
欠
き
地
盤
を
詳
細
に
モ
デ
ル
化
し
て
い
る
た
め
，
埋
込
み
と
切
欠
き
の
影
響
は
入
力
地
震
動
に
考
慮
さ
れ
て
い
る
。

注
：
屋
外
配
管
ダ
ク
ト
（
排
気
筒
）
及
び
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵

タ
ン
ク
室
の
入
力
地
震
動
の
評
価
手
法
は

，
排
気
筒
の
基
礎
と
一
体
構
造
の
地
中
構
造
物
で
あ
る
こ
と
か
ら
，

図
2－

4に
示
す
「
一
次
元
波
動
論
＋
地
質
デ
ー
タ
に

基
づ
く
2次

元
Ｆ
Ｅ
Ｍ
解
析
」
に
よ
る
。

表
2－

1 
建
物
・
構
築
物
の
入
力
地
震
動
の
評
価

手
法
の
一
覧
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図
2－

4 
入
力
地
震
動

の
評
価
手
法
の
概
念
図

 

引
下
げ

直
接
入
力

引
上
げ

一
次
元
波
動
論

2次
元
Ｆ
Ｅ
Ｍ
解
析

一
次
元
波
動
論

＋
地
質
デ
ー
タ
に
基
づ
く
2次

元
Ｆ
Ｅ
Ｍ
解
析

一
次
元
波
動
論

今
回
工
認
で
適
用
す
る

建
物
・
構
築
物

E
L8
.
5m
盤
に
設
置
さ
れ
た

埋
込
み
を
有
し
な
い

建
物
に
適
用

タ
ー
ビ
ン
建
物
等
に
適
用

（
タ
ー
ビ
ン
建
物
等
の
水
平

方
向
及
び
鉛
直
方
向
，
原
子

炉
建
物
及
び
制
御
室
建
物
の

鉛
直
方
向
）

速
度
層
の
傾
斜
や
地
形
の
影
響
を
考
慮
し

よ
り
詳
細
に
入
力
地
震
動
を
評
価
す
る
建
物
に
適
用

（
原
子
炉
建
物
及
び
制
御
室
建
物
の
水
平
方
向
）

取
水
槽
等
に
適
用

［
入

力
地

震
動

］
基

準
地

震
動

を
そ

の
ま

ま
建

物
モ

デ
ル

に
入

力

［
入

力
地

震
動

］
建

物
基

礎
下

端
レ

ベ
ル

の
地

震
動

を
建

物
モ

デ
ル

に
入

力

［
入

力
地

震
動

］
建

物
基

礎
下

端
レ

ベ
ル

の
地

震
動

を
建

物
モ

デ
ル

に
入

力

建
物

位
置

に
お

け
る

２
次

元
Ｆ

Ｅ
Ｍ

モ
デ

ル
に

解
放

地
盤

モ
デ

ル
の

入
射

波
（

E 1
）

を
入

力

建
物

基
礎

下
端

レ
ベ

ル
の

地
震

動
を

算
定

入
射

波
（

Ｅ
1）

反
射

波
（

Ｆ
1）岩

盤
③

岩
盤

④

岩
盤

⑤

岩
盤

⑥

１
次

元
波

動
論

に
よ

る
応

答
計

算

解
放

基
盤

表
面

E
L
-
10
m

E
L
-2
1
5m

基
準

地
震

動

解
放

地
盤

モ
デ

ル
の

EL
-2

15
m
に

お
け

る
入

射
波

を
算

定

建
物

基
礎

下
端

レ
ベ

ル
の

地
震

動
を

算
定

＊
既

工
認

モ
デ

ル
と

同
様

建
物

位
置

に
お

け
る

１
次

元
地

盤
モ

デ
ル

に
解

放
地

盤
モ

デ
ル

の
入
射
波
（
E 1
）
を
入
力

岩
盤

③

岩
盤

④

岩
盤

⑤

岩
盤

⑥

１
次

元
波

動
論

に
よ

る
応

答
計

算

表
層

①
-
1

入
力

地
震

動
（

Ｅ
＋

Ｆ
＋

Ｐ
）

建
物

基
礎

下
端

地
表

面

E
L
-2
1
5m

反
射

波
（

Ｆ
1’

）
入

射
波

（
Ｅ

1）

入
射

波
(E

1)
反

射
波

(F
1’

)

土
木

構
造

物
位

置
に

お
け

る
１

次
元

地
盤

モ
デ

ル
に

解
放

地
盤

モ
デ

ル
の

入
射

波
（

E 1
）

を
入

力

［
入

力
地

震
動

］
地

盤
－

構
造

物
連

成
モ

デ
ル

の
下

端
レ

ベ
ル

に
地

震
動

＊
を

入
力

＊
：

入
射

波
（

E 2
）

を
２

倍

地
盤

－
構

造
物

連
成

モ
デ

ル

地
表

面
▼

岩
盤

，
埋

戻
土

岩
盤

１
次

元
波

動
論

に
よ

る
応

答
計

算

地
表

面

E
L
-2
1
5m

構
造

物

粘
性

境
界

粘 性 境 界

粘 性 境 界

解
析

モ
デ

ル
下

端
レ

ベ
ル

▼

地
盤

－
構

造
物

連
成

モ
デ

ル
の

下
端

レ
ベ

ル

地
盤

－
構

造
物

連
成

モ
デ

ル
の

下
端

レ
ベ

ル
の

地
震

動
を

算
定

入
射
波
(E

2)
反
射
波

(F
2)

［
モ

デ
ル

化
の

考
え

方
］

建
物

中
央

の
速

度
層

に
基

づ
き

モ
デ

ル
化

［
モ

デ
ル

化
の

考
え

方
］

建
物

中
央

の
NS

方
向

及
び

EW
方

向
の

速
度

層
に

基
づ

き
モ

デ
ル

化

［
モ

デ
ル

化
の

考
え

方
］

土
木

構
造

物
周

辺
の

速
度

層
に

基
づ

き
モ

デ
ル

化

［
モ

デ
ル

化
の

考
え

方
］

土
木

構
造

物
の

解
析

断
面

位
置

に
お

け
る

速
度

層
に

基
づ

き
モ

デ
ル

化

［
解
放
地
盤
モ
デ
ル
］

＊
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3. 評価手法及び地盤の物性値 

3.1 評価手法 

建物・構築物及び土木構造物における，既工認と今回工認の入力地震動の評価手法の比

較を表 3－1及び表 3－2に示す。 

建物・構築物の入力地震動は建物基礎底面位置で評価する。なお，今回工認の建物・構

築物の地震応答解析モデルは，既工認と同様に質点系モデルを採用する。 

土木構造物の入力地震動は構造物の基礎底面又はＦＥＭモデルの下端位置で評価する。

なお，今回工認の取水槽及び屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の地震応答解析モ

デルは，既工認から変更し，地盤－構造物連成系の 2次元ＦＥＭモデルを採用する。 

建物・構築物を代表して原子炉建物の既工認と今回工認の入力地震動の評価手法の比較

を表 3－3及び表 3－4 に示す。なお，原子炉建物については，既工認と同様に，側面地盤

が埋戻土であることを踏まえ，地震応答解析モデルにおいて側面地盤ばねは考慮しないこ

ととするが，入力地震動評価においては，建物の埋込みによる切欠き地盤の影響を考慮し

た評価を行っていることから，側面地盤からの地震動の入力に対する影響について検討し，

その結果を「別紙－2 側面地盤からの地震動の入力に対する影響について」に示す。 

入力地震動評価のための解析モデルについては，建設時以降の敷地内の追加地質調査結

果の反映等により，最新のデータを基に，より詳細にモデル化したものである。なお，安

全対策工事に伴う掘削による影響については，「4.7 安全対策工事に伴う掘削による影響

に関する検討」に示す。 

表層地盤の物性値ついては，建物の規模や施設の重要性を踏まえて，原子炉建物を代表

として，等価物性値を設定する。原子炉建物で算定した等価物性値を各建物・構築物に適

用する。なお，島根サイトの敷地は，東西方向の地下構造はほぼ水平成層であり，南北方

向の地下構造は北に緩やかに傾斜しているが，敷地全体では大局的に見てほぼ水平な構造

である。また，「4.1 表層地盤の物性値に関する検討」に示すように，表層地盤の物性値

の変動が入力地震動に及ぼす影響は軽微である。以上のことから，表層地盤の物性値の設

定において，原子炉建物を代表することは妥当であるといえる。 
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表 3－1 入力地震動の評価手法の比較（建物・構築物） 

建物・構築物 

入力地震動の評価手法 建物・構築物の地震応答解析モデル 

既工認 今回工認 変更理由 
入力地震動 

出力位置 

相互作用モデル 
建物・構築物の 

設置レベル＊５ 
水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 水平＊４ 鉛直 

Ｓ
ク
ラ
ス
施
設
の
間
接
支
持
構
造
物 

Ｓ
ク
ラ
ス
施
設
及
び 

原子炉 

建物 

（引下げ） 

一次元波動論 

（引上げ） 

2次元 FEM解析 

2E＊８ 

― 

（引下げ） 

一次元波動論 

（引上げ） 

2次元 FEM解析 

2E＊８ 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

E+F+P 

― ― EL -4.7m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 

地盤ばねモデル 

（底面鉛直ばね 

モデル） 

EL -4.7m 

制御室 

建物 
直接入力 ― 

（引下げ） 

一次元波動論 

（引上げ） 

2次元 FEM解析 

2E＊８ 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

E+F+P 

Sクラス施設を含

む建物・構築物で 

あるため，原子炉 

建物の評価手法と

合わせる 

― EL 0.1m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 

地盤ばねモデル 

（底面鉛直ばね 

モデル） 

EL 0.1m 

タービン 

建物 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

E+F 

― 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

E+F+P 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

E+F+P 

埋込みによる影響

を詳細に評価する

ため，ＪＥＡＧ４

６０１－1991追補

版に基づき，切欠

き力を考慮する 

― EL 0.0m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 

地盤ばねモデル 

（底面鉛直ばね 

モデル） 

EL 0.0m 

廃棄物処理 

建物 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

E+F 

― 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

E+F+P 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

E+F+P 

埋込みによる影響

を詳細に評価する

ため，ＪＥＡＧ４

６０１－1991追補

版に基づき，切欠

き力を考慮する 

― EL 0.0m 
ジョイント要素を用いた 

３次元ＦＥＭモデル 
EL 0.0m 

排気筒 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論＊１ 

E+F+P 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論＊１ 

E+F+P 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

E+F+P 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

E+F+P 

― ― EL 2.0m 
地盤ばねモデル 

（立体架構モデル） 
EL 2.0m 

屋外配管ダクト 

（排気筒） 
― ― 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

2E 

― ― EL -55.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 5.345m 

重
要
Ｓ
Ａ
施
設 

ガスタービン 

発電機建物 
― ― 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

2E＊２ 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

2E＊２ 

― ― EL 44.0m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 

地盤ばねモデル 

（底面鉛直ばね 

モデル） 

EL 44.0m 

緊急時 

対策所 
― ― 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

2E＊３ 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

2E＊３ 

― ― EL 48.25m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 

地盤ばねモデル 

（底面鉛直ばね 

モデル） 

EL 48.25m 

波
及
的
影
響
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
の
あ
る
施
設 

1号機 

原子炉建物 
直接入力 ― 

（引下げ） 

一次元波動論 

（引上げ） 

2次元 FEM解析 

2E＊８ 

― 

２号機原子炉 

建物の評価手法と

合わせる 

― EL 0.1m 

ジョイント要素を

用いた 

３次元ＦＥＭ 

モデル 

― EL 0.1m 

1号機 

タービン建物 
― ― 

(引下げ，引上げ) 

一次元波動論 

E+F+P 

― ― ― EL -0.3m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 
― EL -0.3m 

1号機 

廃棄物 

処理建物 

― ― 

(引下げ，引上げ) 

一次元波動論 

E+F+P 

― ― ― EL 5.0m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 
― EL 5.0m 

1号機 
排気筒 

直接入力 ― 

(引下げ，引上げ) 

一次元波動論 

E+F+P 

(引下げ，引上げ) 

一次元波動論 

E+F+P 

２号機排気筒の 

評価手法と 

合わせる 

― EL 0.0m 
地盤ばねモデル 

（立体架構モデル） EL 0.0m 

サイトバンカ 
建物 

直接入力 ― 直接入力＊６ ― ― ― ― 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 
― EL 7.3m 

サイトバンカ 
建物 

（増築部） 
― ― 直接入力＊６ ― ― ― ― 

地盤ばねモデル 

（SRモデル） 
― EL 7.3m 

排気筒モニタ室 ― ― 

排気筒の基礎上 

の地震応答解析 

結果を用いる＊７ 

― ― ― ― 基礎固定モデル ― 
EL 8.8m 

（排気筒基礎上） 

ディーゼル燃料
移送ポンプエリ
ア防護対策設備 

― ― 

排気筒の基礎上 

の地震応答解析 

結果を用いる＊７ 

― ― ― ― 基礎固定モデル ― 
EL 8.7m 

（排気筒基礎上） 

ディーゼル燃料
貯蔵タンク室 

― ― 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

2E 

― ― EL -55.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 2.75m 

注記 ＊１： 排気筒の既工認は，改造工認（平成 25 年）を示す。 

 ＊２： 高台の EL 44m 盤に設置された埋込みを有しない建物であることから，「２Ｅ」とする。 

 ＊３： 高台の EL 50m 盤に設置された埋込みを有しない建物であることから，「２Ｅ」とする。 

 ＊４： 水平方向の相互作用モデルにおいて，側面地盤ばねは考慮しない。 

 ＊５： 代表的な設置レベルを示す。 

 ＊６： EL 8.5m 盤に設置された埋込みを有しない建物であり，解放基盤相当（Vs=1600m/s）に支持されていることから，既工認
（サイトバンカ建物（増築部）においてはサイトバンカ建物）と同様に直接入力とする。 

 ＊７： 排気筒の基礎上に設置されている建物・構築物であるため，排気筒の地震応答解析によって得られる基礎上の応答を入力地
震動として用いる。 

 ＊８： 2 次元ＦＥＭモデルの切欠き地盤の表面応答であるため「２Ｅ」と表記しているが，建物の埋込みによる切欠き地盤を詳細
にモデル化しているため，埋込みと切欠きの影響は入力地震動に考慮されている。 

 注１： 「Ｅ+Ｆ+Ｐ」は地盤の切欠き力の影響を考慮した建物基礎底面位置の地震動を表す。 

 注２： 「２Ｅ」は地盤表面の地震動を表す。ただし，地震応答解析モデルを地盤－構造物連成系の 2 次元ＦＥＭモデルとする屋外
配管ダクト（排気筒）及びディーゼル燃料貯蔵タンク室においては，地盤－構造物連成モデルに入力する，地盤の入射波
の 2 倍の地震動を示す。  
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表 3－2(1) 入力地震動の評価手法の比較（土木構造物） 

土木構造物 

入力地震動の評価手法 土木構造物の地震応答解析モデル 

既工認 今回工認 
入力地震動 

出力位置＊１ 

相互作用モデル 
土木構造物の 

設置レベル＊２ 
水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 

屋
外
重
要
土
木
構
造
物 

取水槽 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL-65.0m 

EL-120.0m 

地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL-10.75m 

屋外配管ダクト 

（タービン建物 

～排気筒） 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL-50.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 5.2m 

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵 

タンク格納槽 
― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL-35.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 8.85m 

屋外配管ダクト 

（Ｂ－ディーゼル燃料 

貯蔵タンク～原子炉建物） 

― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL-140.0m 

EL-8.0m 

地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 11.011m 

屋外配管ダクト 

（タービン建物～放水槽） 
― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL-30.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 1.60m 

取水管 ― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL-100.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL-17.812m 

取水口 ― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL-100.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL-22.0m 

津
波
防
護
施
設 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁） ― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL-50.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL-19.1m 

防波壁（逆Ｔ擁壁） ― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL-50.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 8.0m 

防波壁（波返重力擁壁） ― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL-50.0m 

EL-25.0m 

地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL-13.0m 

１号機取水槽流路縮小工 

（北側壁含む） 
― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL-85.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 

EL-6.575m 

(北側壁:EL-8.2m) 

防波壁通路防波扉 

（荷揚場南） 
― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL-50.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 8.5m 

防波壁通路防波扉 

（３号機東側） 
― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL-50.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 8.5m 

重
要
Ｓ
Ａ
施
設 

第１ベントフィルタ 

格納槽 
― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL-35.0m 

EL-130.0m 

地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 1.7m 

低圧原子炉代替注水 

ポンプ格納槽 
― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL-35.0m 

EL-130.0m 

地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL-0.3m 

緊急時対策所用 

燃料地下タンク 
― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL 35.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 46.8m 

ガスタービン発電機用 

軽油タンク基礎 
― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E＊３ 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E＊３ 

EL 45.8m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 

地盤ばねモデル 

(底面鉛直ばね 

モデル) 

EL 45.8m 

屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油

タンク～ガスタービン 

発電機） 

― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL 40.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 45.7m 

注記＊１：地震応答解析モデル（2次元ＦＥＭモデル又は地盤ばねモデル）のモデル下端位置を示す。 

＊２：代表的な設置レベルを示す。 

＊３：高台の EL 44m盤に設置された埋込みを有しない土木構造物であることから，「２Ｅ」とする。 

注：「２Ｅ」は，地盤－構造物連成モデルに入力する，地盤の入射波の２倍の地震動を示す。 
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表 3－2(2) 入力地震動の評価手法の比較（土木構造物） 

土木構造物 

入力地震動の評価手法 土木構造物の地震応答解析モデル 

既工認 今回工認 
入力地震動 

出力位置＊１ 

相互作用モデル 
土木構造物の 

設置レベル＊２ 
水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 

波
及
的
影
響
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
の
あ
る
施
設 

免震重要棟遮蔽壁 ― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL 30.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 

EL 43.85m 

（杭下端レベル） 

復水貯蔵タンク遮蔽壁 ― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL-100.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 15.3m 

取水槽循環水ポンプエリア防

護対策設備 
― ― 

取水槽の地震応答 

解析結果を 

用いる＊３ 

取水槽の地震応答 

解析結果を 

用いる＊３ 

― ― 
EL 8.8m 

（取水槽上） 

取水槽海水ポンプエリア防護

対策設備 
― ― 

取水槽の地震応答 

解析結果を 

用いる＊３ 

取水槽の地震応答 

解析結果を 

用いる＊３ 

― ― 
EL 8.8m 

（取水槽上） 

１号機取水槽ピット部及び 1

号機取水槽漸拡ダクト部底版 
― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL-85.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL-0.3m 

仮設耐震構台 ― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL-130.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 

EL-2.02m 

（支持杭下端レベ

ル） 

土留め工（親杭） ― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL-130.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 

EL 0.72m 

（親杭下端レベ

ル） 

注記＊１：地震応答解析モデル（2次元ＦＥＭモデル又は地盤ばねモデル）のモデル下端位置を示す。 

＊２：代表的な設置レベルを示す。 

＊３ ：取水槽に設置される土木構造物であるため，取水槽の地震応答解析による応答値を基に算定した静的震度を用 

 いる。 

注 ：「２Ｅ」は，地盤－構造物連成モデルに入力する，地盤の入射波の２倍の地震動を示す。 
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表 3－3 原子炉建物の地震応答解析に用いる入力地震動の評価手法の比較（主な解析条件） 

 既工認 今回工認 

入力地震動の

評価（概要） 

 
（ＮＳ方向） 

 
（ＮＳ方向） 

※解放基盤表面から EL -215mまでの 

１次元モデルは既工認と同じ。 

評価手法 

解析方法 周波数応答解析 同左 

入力地震動の

算定方法 

[計算機 

コード] 

・引下げ：一次元波動論[SHAKE] 

・引上げ：2次元ＦＥＭ解析 

[VESL-DYN] 

・引下げ：一次元波動論[SHAKE] 

・引上げ：2次元ＦＥＭ解析 

[SuperFLUSH] 

入力地震動の解析モデル 

モデル化範囲 ・引下げ：解放基盤表面(EL -10m)から EL 

-215mまでをモデル化 

・引上げ：幅は約 600mの範囲とし，高さ

は EL -215m以浅をモデル化 

・引下げ：同左 

 

・引上げ：同左 

 

速度層区分 建設時の地質調査結果に基づき設定 建設時の地質調査結果に加えて，建設時以

降の敷地内の追加地質調査結果（ボーリン

グ，ＰＳ検層）に基づき設定 

地盤物性値＊１ ・岩盤については，建設時の地質調査結果

に基づき設定 

・表層地盤については，文献(1)に基づく標

準的な砂質土のひずみ依存性を考慮した

等価物性値を設定 

・同左 

 

・表層地盤については，地震動レベル及び

試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性

を考慮した等価物性値を設定 

境界条件＊２ 

(2次元ＦＥ

Ｍ) 

・底面：粘性境界 

・側面：粘性境界 

・底面：粘性境界 

・側面：エネルギー伝達境界※ 

※側方地盤への波動の逸散をより詳細に評

価する境界条件に変更 

入力地震動 

出力位置 

EL -4.7m 同左 

備考 建設工認 第１回 添付書類Ⅳ-2-4-1 

「原子炉建物の地震応答計算書」による 

今回工認 添付書類Ⅵ-2-2-2 

「原子炉建物の地震応答計算書」による 

地震応答解析モデル 

相互作用 

モデル 

水平：地盤ばねモデル（SRモデル） 

鉛直：― 

水平：地盤ばねモデル（SRモデル） 

鉛直：地盤ばねモデル 

（底面鉛直ばねモデル） 

建物設置 

レベル 

EL -4.7m 同左 

  箇所：主な相違点 

注記＊１：今回工認の入力地震動評価で用いる地盤物性値を表 3－5に示す。 

＊２：2次元ＦＥＭ解析モデル側面の境界条件を参考資料－1に示す。  
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Ｅ
Ｍ
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。
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3.2 地盤の物性値 

今回工認の入力地震動評価で用いる地盤物性値を表 3－5 に，地盤物性の不確かさを考

慮した解析用地盤物性値を表 3－6 に，表層地盤（①-1：埋戻土）のせん断剛性及び減衰

定数のひずみ依存性と等価物性値の設定の考え方を，既工認と比較して表 3－7に示す。 

埋戻土の剛性と減衰のひずみ依存性は，既工認では文献(1)に基づく標準的な砂質土のひ

ずみ依存性としていたが，今回工認では試験結果に基づくひずみ依存性に変更する。表層

地盤を除く岩盤（①-2～⑥）の地盤物性値は，既工認で設定した値を用いる。 

なお，島根原子力発電所の建物・構築物の支持地盤は硬質岩盤であるため，既工認にお

いて，表層地盤のみ地震動レベルに応じた非線形性を考慮することとし，表層地盤の物性

値の変動による入力地震動に対する影響は小さいと判断していたことを踏まえ，剛性及び

減衰定数はそれぞれの地震動レベル（Ｓｓ，Ｓｄ）に対してモデルの要素の大きさを考慮

した等価物性値（一定値）を設定する。 

また，地震応答解析においては，表 3－5 に示す物性値を基本ケースとし，地盤物性の

不確かさを考慮する。地盤物性の不確かさ（岩盤）については，「補足-023-01 地盤の支

持性能について」に示すとおり，地盤調査結果の平均値を基に設定した基本ケースのＳ波

速度及びＰ波速度に対して標準偏差に相当するばらつき（±σ）を考慮して設定する。な

お，表層地盤①-1 の地盤物性値の不確かさについては，ＰＳ検層の結果により設定した

岩盤①-2～⑥の変動係数（岩盤①-2～②：±20％，岩盤③～⑥：±10％）に基づき，±20％

を変動係数として設定する。 
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表 3－5 今回工認の入力地震動評価で用いる地盤物性値 

層番号＊１ 

Ｓ波速度 

Ｖｓ 

(m/s) 

Ｐ波速度 

Ｖｐ 

(m/s) 

単位体積 

重量＊２ 

γ 

(kN/m3) 

ポアソン比 

ν 

せん断 

弾性係数＊２ 

Ｇ 

(×105kN/m2) 

減衰定数 

ｈ 

（％） 

表層①-1 
Ｓｓ 127＊３ 422＊３ 20.7 0.45 0.341＊３ 8＊３ 

Ｓｄ 156＊３ 516＊３ 20.7 0.45 0.512＊３ 7＊３ 

岩盤①-2 250 800 20.6 0.446 1.31 3＊４ 

岩盤② 900 2100 23.0 0.388 19.0 3＊４ 

岩盤③ 1600 3600 24.5 0.377 64.0 3 

岩盤④ 1950 4000 24.5 0.344 95.1 3 

岩盤⑤ 2000 4050 26.0 0.339 105.9 3 

岩盤⑥ 2350 4950 27.9 0.355 157.9 3 

注記＊１：層番号は解析モデル図(表 3－4)を参照 

＊２：単位体積重量及びせん断弾性係数については，今回工認では既工認の値（MKS 単位系）を単位換算（SI 単位系） 

した値を示す。 

＊３：地震動レベル及び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性を考慮した等価物性値 

＊４：既工認では，慣用値として 5％としていたが，今回工認では他の岩盤（③～⑥）と同様に 3％とする。 
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表 3－6 地盤物性の不確かさを考慮した解析用地盤物性値 

(a) Ｓ波速度 

層番号 
地盤のＳ波速度 Ｖｓ（m/s） 

基本ケース ＋σ相当 －σ相当 

表層①-1 
Ｓｓ 127 153 102 

Ｓｄ 156 187 125 

岩盤①-2 250 300 200 

岩盤② 900 1080 720 

岩盤③ 1600 1760 1440 

岩盤④ 1950 2145 1755 

岩盤⑤ 2000 2200 1800 

岩盤⑥ 2350 2585 2115 

 

(b) Ｐ波速度 

層番号 
地盤のＰ波速度 Ｖｐ（m/s） 

基本ケース ＋σ相当 －σ相当 

表層①-1 
Ｓｓ 422 506 338 

Ｓｄ 516 620 413 

岩盤①-2 800 960 640 

岩盤② 2100 2520 1680 

岩盤③ 3600 3960 3240 

岩盤④ 4000 4400 3600 

岩盤⑤ 4050 4455 3645 

岩盤⑥ 4950 5445 4455 
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表 3－7 表層地盤のせん断剛性及び減衰定数のひずみ依存性と等価物性値の設定の考え方 

 既工認 今回工認 

埋戻土の 

せん断剛性 

及び 

減衰定数の 

ひずみ 

依存性 

 

 
 

Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」より引用 

設定根拠 
文献(1)に基づく標準的な 

砂質土のひずみ依存性 

埋戻土における動的変形試験結果により 

設定したひずみ依存性 

評価 

フロー 

  

等価 

物性値 

基準地震動Ｓ１，Ｓ２ 基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ 

せん断剛性（G） 減衰定数（h） せん断剛性（G） 減衰定数（h） 

0.65(t/cm2) 
（剛性低下率 G/G0 0.485） 

5％（慣用値） 
表 3－5参照 

（等価物性値の設定方法については，別紙－1参照） 

 

  

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.0E-06 1.0E-05 1.0E-04 1.0E-03 1.0E-02 1.0E-01

減
衰
定
数

h

せ
ん
断
剛
性
比

G
/
G

0

せん断ひずみγ

G/G0～γ
（○：試験結果）

h～γ
（○：試験結果）

・２号機原子炉建物の一次元 

モデルに基づき設定 

・表層地盤の初期せん断弾性 

係数(G0)，ひずみ依存性(G/G0- 

γ,h-γ)を設定 

等価線形解析による収束計算 

・Ｓ１,Ｓ２による収束値から算

定した平均的な剛性低下率に

基づき，等価なせん断弾性係

数(G)を設定 

・各建物の表層地盤の物性値に

設定 

基準地震動Ｓ１，Ｓ２ 

G(平均)=ΣHG/ΣH 

剛性低下率=G(平均)/G0 

※剛性低下率は S1，S2共通とし， 

 表層地盤の３層の平均値に基づき設定 

G/G0 h 

γ 

EL -10m 
解放基盤表面 

地表面 

下降波 上昇波 上昇波 下降波 

EL 15m 
EL 5m 

EL -4.7m 

EL -110m 

EL -50m 

EL -160m 

EL -215m 

（表土 埋土） 

有効ひずみ γ 剛性 G 減衰 h EL 15m 

0 0.1% 0 1.0 t/cm2 0 10% 20% 

S2 

S1 

S2 

S2 
S1 

S1 

3
8
0 
3
1
0 

3
1
0 

c
m 

表層地盤の有効ひずみ，剛性及び減衰 

等価線形解析の概念図 

層
厚

H 

・2 号機原子炉建物の NS 方向及

び EW 方向の 2 次元 FEM モデル

に基づき設定 

・表層地盤の拘束圧依存性を考

慮した初期せん断弾性係数

(G0)，ひずみ依存性(G/G0-

γ,h-γ)を設定 

等価線形解析による収束計算 

・各要素の収束値を要素面積の重み

付け平均することにより地震動ご

との剛性低下率及び減衰定数を算

定し，Ｓｓ及びＳｄそれぞれで平

均化することにより，地震動レベ

ルに応じた等価物性値を設定 

・2 号機原子炉建物の 2 次元 FEM で

算定した等価物性値を各建物の表

層地盤の物性値にも設定 

基準地震動Ｓｓ， 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

等価線形解析の概念図 
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4. 入力地震動に関する検討 

4.1 表層地盤の物性値に関する検討 

(1) 検討概要 

 入力地震動を算定する際の表層地盤①-1 の物性値については，既工認において表層

地盤の物性値の変動による入力地震動に対する影響は小さいと判断していたことを踏

まえ，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄそれぞれの地震動レベルに応じた一定

値を設定することとしている。 

 本検討では，建物の規模や施設の重要性を踏まえて原子炉建物を代表として，表層地

盤①-1 のひずみ依存特性を考慮した等価線形解析（以下「等価線形解析ケース」とい

う。）より得られた水平方向の入力地震動と表層地盤①-1を等価物性値とした線形解析

（以下「今回工認ケース」という。）より得られた水平方向の入力地震動を比較し，今

回工認ケースにおける表層地盤の物性値に関する設定方法の妥当性を確認する。 

 今回工認ケースと等価線形解析ケースの入力地震動を比較し，地震動レベルに応じた

一定値を設定することによる入力地震動評価への影響があると判断された場合は，等価

線形解析ケースによる入力地震動を用いた地震応答解析により，建物・構築物及び機器・

配管系への影響検討を実施する。 

 なお，本検討は，地震動により収束物性値が異なることから，基準地震動Ｓｓ及び弾

性設計用地震動Ｓｄの全波に対して影響を確認することとする。 
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(2) 検討条件 

a. 表層地盤①-1の物性値の設定 

(a) 今回工認ケース 

 今回工認ケースに用いる等価物性値を以下に示す。等価物性値の設定について

は，「別紙－1 表層地盤の等価物性値の設定について」に示す。 

 

イ. 初期せん断弾性係数Ｇ０ 

 初期せん断弾性係数は，拘束圧依存性を考慮した各要素の初期せん断弾性係

数を要素面積に応じて重み付け平均した値とする。 

 

Ｇ０＝1.707×102（N/mm2） 

 

ロ. 剛性低下率Ｇ/Ｇ０ 

今回工認ケースで設定している剛性低下率Ｇ/Ｇ０を表 4－1に示す。 

 

表 4－1 剛性低下率Ｇ/Ｇ０ 

基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動Ｓｄ 

0.2 0.3 

 

ハ. 減衰定数ｈ 

今回工認ケースで設定している減衰定数ｈを表 4－2に示す。 

 

表 4－2 減衰定数ｈ 

基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動Ｓｄ 

0.08 0.07 
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(b) 等価線形解析ケース 

 等価線形解析ケースに用いる物性値を以下に示す。物性値については，Ⅵ-2-1-

3「地盤の支持性能に係る基本方針」に記載の解析用物性値の算定式を用いること

とする。 

 

イ. 初期せん断弾性係数Ｇ０ 

 初期せん断弾性係数は，拘束圧依存性を考慮して，以下の式により要素ごとに

算定する。 

 

Ｇ０＝749×σｍ’0.66 （N/mm2） 

 

ここで， 

σｍ’＝(1＋2Ｋ)･σｖ’/3：平均拘束圧（N/mm2） 

σｖ’＝γ･Ｈ/106：上載荷重（N/mm2） 

Ｋ ：静止土圧係数（＝0.5：慣用値） 

γ ：単位体積重量（＝20.7×103N/m3） 

Ｈ ：各要素の中心深さ（m） 

ν ：動ポアソン比（＝0.45） 

 

ロ. 剛性低下率Ｇ/Ｇ０ 

 剛性低下率Ｇ/Ｇ０のひずみ依存特性は，以下の式により算定する。 

Ｇ

Ｇ
０

=
１

１ + γ/0.00027
 

ここで，γ：せん断ひずみ 

 

ハ. 減衰定数ｈ 

 減衰定数ｈのひずみ依存特性は，以下の式により算定する。 

ｈ =
0.0958γ

γ + 0.00020
 

ここで，γ：せん断ひずみ 

 

 

図 4－1 Ｇ/Ｇ０－γ関係及びｈ－γ関係  
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b. 解析モデル 

本検討に用いる 2次元ＦＥＭモデルを図 4－2に，地盤物性値を表 4－3 に示す。 

 

 

(a) ＮＳ方向 

 

 

(b) ＥＷ方向 

 

図 4－2 2次元ＦＥＭモデル（原子炉建物） 
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表 4－3 地盤物性値 

(a) 今回工認ケース 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

表層 

①-1 

Ｓｓ 127 ＊ 422 ＊ 20.7 0.45 0.341＊ 8 ＊ 

Ｓｄ 156 ＊ 516 ＊ 20.7 0.45 0.512＊ 7 ＊ 

岩盤①-2 250  800  20.6 0.446 1.31 3  

岩盤② 900  2100  23.0 0.388 19.0 3  

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊：地震動レベル及び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性を考慮した等価物性値 

    （4.1(2)a.(a)参照） 

 

(b) 等価線形解析ケース 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

表層 

①-1 

Ｓｓ ＊ ＊ 20.7 0.45 ＊ ＊ 

Ｓｄ ＊ ＊ 20.7 0.45 ＊ ＊ 

岩盤①-2 250  800  20.6 0.446 1.31 3  

岩盤② 900  2100  23.0 0.388 19.0 3  

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊：ひずみ依存性を要素ごとに考慮した物性値（4.1(2)a.(b)参照） 
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(3) 検討結果 

 図 4－3 及び図 4－4 に入力地震動の加速度応答スペクトルの比較及び主要施設の固

有周期を示す。今回工認ケースの入力地震動は等価線形解析よる入力地震動の加速度応

答スペクトルと比較すると，主要施設の周期帯（図中のグレーハッチング以外の部分）

で概ね一致しており，有意な差がないことから，表層地盤①-1 の地盤物性値の変動が

入力地震動に及ぼす影響は小さいと判断できるため，今回工認ケースにおいて，表層地

盤①-1の物性値を一定値とする設定方法は妥当である。 

 表層地盤①-1 の地盤物性値の変動が入力地震動に及ぼす影響が小さい要因として，

島根原子力発電所の建物・構築物が硬質岩盤に支持されており，表層地盤①-1 の分布

する領域が地盤全体に対して限定的であること及び建物直下地盤である岩盤③と比較

して，表層地盤①-1 の地盤剛性は 10-2倍程度と小さいことから，表層地盤①-1 の剛性

の変動が地盤全体の剛性に寄与する割合は小さく，建物直下地盤に与える影響が軽微で

あると考えられる。 
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(1) Ｓｓ－Ｄ 

  
(2) Ｓｓ－Ｎ１ 

  
(3) Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ 

図 4－3(1) 入力地震動の加速度応答スペクトルの比較 

（原子炉建物，基準地震動Ｓｓ） 
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(4) Ｓｓ－Ｎ２ＥＷ 

  
(5) Ｓｓ－Ｆ１ 

  
(6) Ｓｓ－Ｆ２ 

図 4－3(2) 入力地震動の加速度応答スペクトルの比較 

（原子炉建物，基準地震動Ｓｓ） 
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(1) Ｓｄ－Ｄ 

  
(2) Ｓｄ－Ｎ１ 

  
(3) Ｓｄ－Ｎ２ＮＳ 

図 4－4(1) 入力地震動の加速度応答スペクトルの比較 

（原子炉建物，弾性設計用地震動Ｓｄ） 
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(4) Ｓｄ－Ｎ２ＥＷ 

  
(5) Ｓｄ－Ｆ１ 

  
(6) Ｓｄ－Ｆ２ 

図 4－4(2) 入力地震動の加速度応答スペクトルの比較 

（原子炉建物，弾性設計用地震動Ｓｄ） 
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(7) Ｓｄ－１ 

図 4－4(3) 入力地震動の加速度応答スペクトルの比較 

（原子炉建物，弾性設計用地震動Ｓｄ） 
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(4) 保守性に関する詳細検討 

本検討において，表層地盤①-1 の地盤物性値の変動が入力地震動に及ぼす影響は小

さいことを示したが，一部のケースにおいて，今回工認ケースよりも等価線形解析ケー

スの応答が大きくなる周期帯があることを確認した。 

ここでは，主要施設の周期帯において，今回工認ケースに対する等価線形解析ケース

の応答比率が最も大きくなったケース（弾性設計用地震動Ｓｄ－1，ＮＳ方向）に対し

て，後述する「4.5 観測記録を用いたシミュレーション解析による入力地震動評価に

関する検証」にて示す入力地震動評価用の地盤モデルが有する保守性の観点から，表層

地盤①-1 の地盤物性値の変動が入力地震動評価に及ぼす影響について，設計上の配慮

の必要性を検討する。 

表 4－4に，弾性設計用地震動Ｓｄ－1（ＮＳ方向）における本検討（今回工認ケース

及び等価線形解析ケース）及びシミュレーション解析（観測記録及びシミュレーション

解析結果）における応答比率の比較を示す。 

 表 4－4 に示すように，等価線形解析ケースが今回工認ケースの応答を上回る周期に

おいて，本検討において確認した影響（応答比率②/①＝1.15）は，シミュレーション

解析により確認した保守性（応答比率④/③＝1.35）より小さいことから，今回工認の

入力地震動評価に用いている地盤モデルが有する保守性に対して表層地盤①-1 の地盤

物性値の変動が入力地震動評価に及ぼす影響は軽微であり，設計上の配慮は必要ないと

判断できる。 

 

表 4－4 本検討及びシミュレーション解析における応答比率の比較 

周期＊１ 

(s) 

本検討 

（弾性設計用地震動Ｓｄ―１，ＮＳ方向） 

（図 4－4(3)） 

シミュレーション解析＊２ 

（2000年鳥取県西部地震，ＮＳ方向） 

（図 4－29(a)） 

① 

今回工認 

ケース 

(m/s2) 

② 

等価線形解析 

ケース 

(m/s2) 

応答比率 

（②/①） 

③ 

観測記録 

(m/s2) 

④ 

解析結果 

(m/s2) 

応答比率 

（④/③） 

0.198 7.26 8.32 1.15 0.63 0.85 1.35 

注記＊１：応答比率（②/①）が最大となるときの周期 

＊２：「4.5 観測記録を用いたシミュレーション解析による入力地震動評価に関する検証」の「(3) 検討

結果」参照 
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4.2 一次元波動論による入力地震動評価の保守性に関する検討 

(1) 検討概要 

 一次元波動論により水平方向の入力地震動を算定している建物・構築物について，2

次元ＦＥＭ解析による入力地震動を算定し，一次元波動論による入力地震動の加速度応

答スペクトルと比較することで，一次元波動論による入力地震動評価の保守性を確認す

る。 

 対象とする建物・構築物は，一次元波動論により入力地震動を算定している建物・構

築物のうち，Ｓクラスの間接支持構造物であるタービン建物及び廃棄物処理建物を代表

とする。 

タービン建物及び廃棄物処理建物の入力地震動を算定するための 2 次元ＦＥＭモデ

ルは，表 3－4に示す今回工認の原子炉建物の 2 次元ＦＥＭモデルを基に，各建物位置

での表層の掘削形状及び速度層境界レベルを反映することにより作成する。 

 今回工認では，対象建物・構築物に隣接する建物・構築物等地下部分は，埋戻土でモ

デル化することを基本としているが，本検討においては，対象建物・構築物の基礎底面

が隣接する建物・構築物等の基礎底面よりも浅い位置にある場合，隣接する建物・構築

物等の剛性をより詳細にモデル化するために，隣接する建物・構築物等を等価な物性値

としてモデル化する。 

 一次元波動論と 2 次元ＦＥＭ解析による入力地震動の加速度応答スペクトルを比較

し，影響があると判断された場合は，2次元ＦＥＭ解析による入力地震動を用いた地震

応答解析により，建物・構築物及び機器・配管系への影響検討を実施する。 

 なお，本検討は，評価手法の違いによる入力地震動への影響について検討することか

ら，位相特性の偏りがなく，全周期帯において安定した応答を生じさせる基準地震動 

Ｓｓ－Ｄに対して実施することとする。 
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(2) 検討条件 

a. 隣接する建物・構築物等のモデル化 

 タービン建物のＮＳ方向及び廃棄物処理建物のＥＷ方向は，表 4－5，図 4－5及び

図 4－6 に示すように，基礎底面が隣接する建物・構築物等の基礎底面よりも浅い位

置にあることから，隣接する建物・構築物等の剛性をより詳細にモデル化するために，

タービン建物のＮＳ方向については南側に隣接する原子炉建物及び北側に隣接する

取水槽の地下部分を，廃棄物処理建物のＥＷ方向については東側に隣接する 1 号機

廃棄物処理建物及び西側に隣接する原子炉建物の地下部分を等価な物性値としてモ

デル化する。 

 

表 4－5 隣接する建物・構築物等の基礎底面位置 

(a) タービン建物 

タービン

建物 

隣接する建物・構築物等 

東側 

1号機タービン 

建物＊ 

西側 

なし（埋戻土） 

南側 

原子炉建物 

北側 

取水槽 

EL 0.0m EL -0.3m － EL -4.7m EL -12.1m 

注記＊：タービン建物の基礎底面より僅かに深い位置にあるが，概ね同じ高さにあることから，1

号機タービン建物の地下部分は埋戻土でモデル化する。 

 

(b) 廃棄物処理建物 

廃棄物 

処理建物 

隣接する建物・構築物等 

東側 

1号機廃棄物 

処理建物＊ 

西側 

原子炉建物 

南側 

なし（埋戻土） 

北側 

タービン建物 

EL 0.0m EL 5.0m EL -4.7m － EL 0.0m 

注記＊：廃棄物処理建物の基礎底面より浅い位置にあるが，西側にある原子炉建物の地下部分を

等価な物性値でモデル化するため，東側についても西側に合わせて等価な物性値でモデ

ル化する。 
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原子炉建物

タービン建物

１号機タービン建物

取水槽

PN
A

A

B B

 

 

(a) ＮＳ方向（Ａ－Ａ断面） 

 

(b) ＥＷ方向（Ｂ－Ｂ断面） 

 

図 4－5 2次元ＦＥＭモデル詳細図（タービン建物）  
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原子炉建物

タービン建物

廃棄物処理建物

1号機廃棄物処理建物

PN

B B

A

A

 

 

(a) ＮＳ方向（Ａ－Ａ断面） 

 

(b) ＥＷ方向（Ｂ－Ｂ断面） 

 

図 4－6 2次元ＦＥＭモデル詳細図（廃棄物処理建物）  
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b. 隣接する建物・構築物等の等価剛性及び等価単位体積重量の算定 

 隣接する建物・構築物等の等価剛性及び等価単位体積重量の算定方法を以下に示

す。 

 

(a) 建物（原子炉建物及び 1号機廃棄物処理建物） 

 隣接する建物の等価物性値は各建物の質点系地震応答解析モデル（以下「ＳＲモ

デル」という。）に基づき設定する。 

 

イ. 等価せん断弾性係数 

隣接する建物モデルの等価せん断剛性は，ＳＲモデルのせん断剛性に基づき設

定する。ｉ層の等価せん断弾性係数Ｇｉ’は以下の式により算出する。 

Ｇ
ｉ
’ =

Ａ
Ｓｉ

Ａ
× Ｇ 

ここで， 

Ｇ ：建物のせん断弾性係数 

ＡＳｉ ：ｉ層のせん断断面積(ＳＲモデルのｉ層のせん断断面積の和) 

Ａ  ：建物面積 

 

ｉ層の等価せん断弾性係数Ｇｉ’を高さ方向に重み付け平均することにより，

等価せん断弾性係数 eqＧを以下の式により設定する。 

Ｇ
ｅｑ

=
∑ (ｈ

ｉ
× Ｇ

ｉ
’)

∑ｈ
ｉ

 

ここで，ｈｉ ：ｉ層支配高さ 

 

ロ. 等価単位体積重量 

隣接する建物モデルの等価単位体積重量は，ＳＲモデルの質点重量に基づき設

定する。ｉ層の単位体積重量γｉは以下の式により算出する。 

γ
ｉ

=
ｗ

ｉ

Ａ × Ｈ
ｉ

 

ここで， 

ｗｉ  ：ｉ層の質点重量(ＳＲモデルのｉ層の質点重量の和) 

Ａ  ：建物面積 

Ｈｉ  ：ｉ層の支配高さ 
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ｉ層の単位体積重量を高さ方向に重み付け平均することにより，等価単位体積

重量 eqγを以下の式により設定する。 

γ
ｅｑ

=
∑ (γ

ｉ
× Ｈ

ｉ
)

∑Ｈ
ｉ

 

 

(b) 取水槽 

 取水槽の等価物性値は取水槽の 2 次元ＦＥＭモデル（以下「取水槽ＦＥＭモデ

ル」という。）に基づき設定する。取水槽の構造モデルを図 4－7に，物性値を表 4

－6に示す。 

 

イ. 等価せん断弾性係数 

取水槽の等価せん断剛性は，取水槽ＦＥＭモデルのヤング係数及びポアソン比

に基づき設定する。等価せん断弾性係数 eqＧは以下の式により算出する。 

Ｇ
ｅｑ

=
∑ (Ａ

ｉ
× Ｇ

ｉ
)

∑Ａ
ｉ

 

Ｇ
ｉ

=
Ｅ

ｉ

２(１ + ν)
 

ここで， 

Ｇｉ ：区分ｉのせん断弾性係数 

Ａｉ ：区分ｉの面積 

Ｅｉ  ：区分ｉのヤング係数 

ν ：ポアソン比  

 

ロ. 等価単位体積重量 

取水槽の等価単位体積重量は，取水槽ＦＥＭモデルの単位体積重量に基づき設

定する。等価単位体積重量 eqγは以下の式により算出する。 

γ
ｅｑ

=
∑ (Ａ

ｉ
× γ

ｉ
)

∑Ａ
ｉ

 

ここで， 

γｉ  ：区分ｉの単位体積重量 

Ａｉ  ：区分ｉの面積 
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図 4－7 取水槽の構造モデル 

 

表 4－6 取水槽の物性値＊ 

注記＊：「補足-026-02 取水槽の地震応答計算書及び耐震性についての計算書に関する補足説明資料」参照  

区分 
ヤング係数 

E(N/m2) 

せん断弾性係数 

G(N/m2) 

ポアソン比 

ν 

単位体積重量 

γ(N/m3) 

面積 

A(m2) 

A 
A-1 1.983E+09 8.263E+08 0.200 

1.194E+03 41.96 
A-2 9.914E+08 4.131E+08 0.200 

B 

B-1 1.204E+09 5.017E+08 0.200 

1.213E+03 123.59 
B-2 1.416E+09 5.900E+08 0.200 

B-3 1.204E+09 5.017E+08 0.200 

B-4 1.416E+09 5.900E+08 0.200 

C 

C-1 4.780E+09 1.992E+09 0.200 
3.993E+03 22.08 

C-2 4.868E+09 2.028E+09 0.200 

C-3 1.204E+09 5.017E+08 0.200 
1.959E+03 36.00 

C-4 1.416E+09 5.900E+08 0.200 

D 

D-1 1.204E+09 5.017E+08 0.200 

1.565E+03 37.80 D-2 1.416E+09 5.900E+08 0.200 

D-3 2.124E+09 8.850E+08 0.200 

E E 4.874E+09 2.031E+09 0.200 4.054E+03 205.44 

F 
F-1 7.615E+09 3.173E+09 0.200 

5.991E+03 220.07 
F-2 6.836E+09 2.848E+09 0.200 

G G 5.232E+09 2.180E+09 0.200 3.606E+03 102.20 

H 

H-1 
2.475E+10 1.031E+10 0.200 2.788E+04 12.25 

H-3 

H-2 4.874E+09 2.031E+09 0.200 5.806E+03 3.50 

S N 

EL 8500 

（単位：mm） 
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c. 解析モデル 

 本検討に用いる解析モデルを図 4－8 及び図 4－9 に，解析モデルの地盤物性値を

表 4－7に，隣接する建物・構築物等の物性値を表 4－8に示す。 

 

 
(a) 2次元ＦＥＭ（ＮＳ方向） 

 

 

(b) 2次元ＦＥＭ（ＥＷ方向） 

 

図 4－8(1) 解析モデル（タービン建物） 
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注：建物中央の速度層に基づきモデル化 

 

(c) 一次元波動論 

 

図 4－8(2) 解析モデル（タービン建物） 

 

  

 ［実地盤モデル］［解放地盤モデル］

建物基礎下端
EL 0.0m

地表面
EL 8.5m

入力地震動
(E+F)

切欠き力(P)

反射波(F2)入射波(E1)入射波(E1)反射波(F1)

EL -160.0m

解放基盤表面
EL -10.0m

EL -60.0m

EL -110.0m

EL -215.0m

一次元波動論に
よる応答計算

EL -195.0m

EL -135.0m

EL -70.0m

EL -15.0m

一次元波動論に
よる応答計算

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

表層
 -1

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

EL -215.0m

弾性設計用地震動Ｓｄ
基準地震動Ｓｓ

(2E0)
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(a) 2次元ＦＥＭ（ＮＳ方向） 

 

 

(b) 2次元ＦＥＭ（ＥＷ方向） 

 

図 4－9(1) 解析モデル（廃棄物処理建物） 
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注：建物中央の速度層に基づきモデル化 

 

(c) 一次元波動論 

 

図 4－9(2) 解析モデル（廃棄物処理建物） 

  

 ［実地盤モデル］

一次元波動論に
よる応答計算

一次元波動論に
よる応答計算

基準地震動Ｓｓ

［解放地盤モデル］

入力地震動(E+F)
切欠き力(P)

反射波(F2)入射波(E1)入射波(E1)反射波(F1)

岩盤 

岩盤 

岩盤 

表層 -1

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 岩盤 

地表面
EL 15.0m

EL -160.0m

解放基盤表面
EL -10.0m

EL -60.0m

EL -110.0m

EL -215.0m

EL -165.0m

EL -115.0m

EL -70.0m

EL -215.0m

建物基礎下端
EL  0.0m

(2E0)
弾性設計用地震動Ｓｄ
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表 4－7 解析モデルの地盤物性値（タービン建物及び廃棄物処理建物） 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

表層①-1 127 ＊ 422 ＊ 20.7 0.45 0.341＊ 8 ＊ 

岩盤①-2 250  800  20.6 0.446 1.31 3  

岩盤② 900  2100  23.0 0.388 19.0 3  

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊：地震動レベル（Ｓｓ）及び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性を考慮した等価

物性値 

 

表 4－8 隣接する建物・構築物等の等価物性値 

建物・構築物等 方向 
単位体積重量 

eqγ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

eqＧ 

（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

取水槽 ＮＳ 4.10 0.2 20.0 5 

原子炉建物 
ＮＳ 14.4 0.2 35.8 5 

ＥＷ 14.4 0.2 37.3 5 

１号機廃棄物処理建物 ＥＷ 12.0 0.2 21.4 5 
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(3) 検討結果 

 図 4－10 及び図 4－11 に入力地震動の加速度応答スペクトルの比較及び各建物の主

要な固有周期＊を示す。一次元波動論による入力地震動と 2次元ＦＥＭ解析による入力

地震動の加速度応答スペクトルは全周期帯にわたって概ね同等若しくは一次元波動論

による入力地震動の方が保守的である。また，建物の主要な固有周期に対して，一次元

波動論による入力地震動は 2 次元ＦＥＭ解析による入力地震動を上回っている，若し

くは，概ね同等の応答を示していることから，機器・配管系への影響の観点を含めて，

入力地震動の算定に一次元波動論を採用することの保守性を確認することができた。 

 

注記＊：建物－地盤連成の固有周期のうち，刺激係数が概ね 1.0 を超えるものとして，

1次～3次固有周期を示す。 

 

  

(a) ＮＳ方向 (b) ＥＷ方向 

図 4－10 入力地震動の加速度応答スペクトルの比較 

（タービン建物，基準地震動Ｓｓ－Ｄ） 

  

(a) ＮＳ方向 (b) ＥＷ方向 

図 4－11 入力地震動の加速度応答スペクトルの比較 

（廃棄物処理建物，基準地震動Ｓｓ－Ｄ） 
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4.3 Ｄ級岩盤の非線形性による影響に関する検討 

(1) 検討概要 

 建物・構築物の入力地震動評価において，表層地盤①-1 については，地震動レベル

に応じて定めた等価物性値を設定することで地盤のひずみ依存特性を考慮しているが，

Ｄ級岩盤を含む岩盤①-2 については，Ｓ波速度は小さいものの，検討建物から離れた

わずかな領域に分布しており，大部分がＣＬ級以上の岩盤で構成されていることから，

地震時の非線形性が建物の入力に与える影響は小さいと判断し，地質調査結果に基づく

地盤物性値を用い，線形として扱っている。なお，地質調査結果に基づくＤ級岩盤の速

度層区分の設定については，添付資料－3に示す。 

一方で，原子炉建物の基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価においては，図 4－12に示

す岩盤①-2 のうちＤ級岩盤に対しては，地盤のひずみ依存特性を考慮して，地震応答

解析を実施している。 

本検討では，原子炉建物を代表として，表 4－9 に示すモデルにより算定した入力地

震動の比較を行うことで，Ｄ級岩盤のひずみ依存特性の影響を確認する。 

Ｄ級岩盤のひずみ依存特性の影響があると判断された場合は，Ｄ級岩盤のひずみ依存

特性を考慮した 2 次元ＦＥＭ解析による入力地震動を用いた地震応答解析により，建

物・構築物及び機器・配管系への影響検討を実施する。 

なお，Ｄ級岩盤はＮＳ方向モデルのみに含まれるため，本資料ではＮＳ方向を対象と

して検討を行う。また，本検討は，モデル化の違いによる入力地震動への影響について

検討することから，位相特性の偏りがなく，全周期帯において安定した応答を生じさせ

る基準地震動Ｓｓ－Ｄに対して検討を行う。 
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(a) 基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価に用いた岩盤分類図 

 

(b) 速度層区分図 

図 4－12 岩盤分類図及び速度層区分図 

 

表 4－9 比較検討ケース 

検討ケース 

物性値の設定 

備考 表層地盤①-1 

（埋戻土） 

岩盤①-2のうち 

Ｄ級岩盤 

ケース 1 

（今回工認モデル） 

線形 

（等価物性値） 
線形 

 

ケース 2 

（等価線形モデル） 

等価線形 

(ひずみ依存特性考慮) 
線形 

表層地盤①-1 を等価線

形としたケース 

ケース 3 

（等価線形モデル） 

等価線形 

(ひずみ依存特性考慮) 

等価線形 

(ひずみ依存特性考慮) 

表層地盤①-1 及び岩盤

①-2 のＤ級岩盤を等価

線形としたケース 

   

17
２．敷地及び敷地周辺の地質・地質構造の調査

敷地地盤の地質・地質構造（２号地盤の速度層断面図：南北断面）

 ２号地盤の南北断面における速度層区分より，２号地盤の南北方向の地下構造は北に
緩やかに傾斜していると考えられる。

標高(m) 標高(m)

速度層
P波速度
(km/s)

S波速度
(km/s)

１ 層 0.8 0.25

２ 層 2.1 0.9

３ 層 3.6 1.6

４ 層 4.0 1.95

５ 層 4.05 2.0

６ 層 4.95 2.35

←N S→

旧地形

※速度構造と地質構造の関係については参考２（P173～）に示す。

Ｄ級岩盤 

凡例 

   ：岩盤①－2 

   ：速度層境界 

   ：旧地形 
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(2) 検討条件 

a. 地盤物性値の設定 

 ケース 2 及びケース 3に用いる物性値を以下に示す。物性値については，Ⅵ-2-1-

3「地盤の支持性能に係る基本方針」に記載の解析用物性値を用いることとする。 

 

(a) 表層地盤①-1（4.1(2)a.(b)に記載の物性値の設定方法と同じ） 

イ. 初期せん断弾性係数Ｇ０ 

 初期せん断弾性係数は，拘束圧依存性を考慮して，以下の式により算定する。 

 

Ｇ０＝749×σｍ’0.66 （N/mm2） 

 

ここで， 

σｍ’＝(1＋2Ｋ)･σｖ’/3：平均拘束圧（N/mm2） 

σｖ’＝γ･Ｈ/106：上載荷重（N/mm2） 

Ｋ ：静止土圧係数（＝0.5：慣用値） 

γ ：単位体積重量（＝20.7×103N/m3） 

Ｈ ：各要素の中心深さ（m） 

ν ：動ポアソン比（＝0.45） 

 

ロ. 剛性低下率Ｇ/Ｇ０ 

 剛性低下率Ｇ/Ｇ０のひずみ依存特性は，以下の式により算定する。 

Ｇ

Ｇ
０

=
１

１ + γ/0.00027
 

ここで，γ：せん断ひずみ 

 

ハ. 減衰定数ｈ 

 減衰定数ｈのひずみ依存特性は，以下の式により算定する。 

ｈ =
0.0958γ

γ + 0.00020
 

ここで，γ：せん断ひずみ 

 

 

図 4－13 Ｇ/Ｇ０－γ関係及びｈ－γ関係（表層地盤①-１）  
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(b) Ｄ級岩盤 

イ. 初期せん断弾性係数Ｇ０ 

 初期せん断弾性係数は，拘束圧依存性を考慮して，以下の式により算定する。 

 

Ｇ０＝148×σｍ’0.49 （N/mm2） 

 

ここで， 

σｍ’＝(1＋2Ｋ)･σｖ’/3：平均拘束圧（N/mm2） 

σｖ’＝γ･Ｈ/106：上載荷重（N/mm2） 

Ｋ ：静止土圧係数（＝0.5：慣用値） 

γ ：単位体積重量（＝22.4×103N/m3） 

Ｈ ：各要素の中心深さ（m） 

ν ：動ポアソン比（＝0.45） 

 

ロ. 剛性低下率Ｇ/Ｇ０ 

 剛性低下率Ｇ/Ｇ０のひずみ依存特性は，以下の式により算定する。 

Ｇ

Ｇ
０

=
１

１ + γ/0.00062
 

ここで，γ：せん断ひずみ 

 

ハ. 減衰定数ｈ 

 減衰定数ｈのひずみ依存特性は，以下の式により算定する。 

ｈ = 0.023               (γ ≦ 1 × 10−4) 

ｈ = 0.023 + 0.071 × log (γ/0.0001)   (γ > 1 × 10−4) 

 

ここで， γ：せん断ひずみ 

 

 

図 4－14 Ｇ/Ｇ０－γ関係及びｈ－γ関係（Ｄ級岩盤） 
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b. 解析モデル 

 本検討に用いる 2次元ＦＥＭモデルを図 4－15に，地盤物性値を表 4－10 に示す。 

 

 

(a) ケース 1及びケース 2 

 

 

(b) ケース 3 

 

図 4－15 2次元ＦＥＭモデル（原子炉建物） 
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表 4－10(1) 地盤物性値 

(a) ケース 1 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

表層①-1 127 ＊ 422 ＊ 20.7 0.45 0.341＊ 8 ＊ 

岩盤①-2 250  800  20.6 0.446 1.31 3  

岩盤② 900  2100  23.0 0.388 19.0 3  

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊：地震動レベル（Ｓｓ）及び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性を考慮した等価

物性値 

 

(b) ケース 2 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

表層①-1 ＊ ＊ 20.7 0.45 ＊ ＊ 

岩盤①-2 250  800  20.6 0.446 1.31 3  

岩盤② 900  2100  23.0 0.388 19.0 3  

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊：ひずみ依存性を考慮した物性値 
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表 4－10(2) 地盤物性値 

(c) ケース 3 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

表層①-1 ＊ ＊ 20.7 0.45 ＊ ＊ 

岩盤①-2 

（Ｄ級岩盤） 
＊ ＊ 22.4 0.45 ＊ ＊ 

岩盤①-2 250  800  20.6 0.446 1.31 3  

岩盤② 900  2100  23.0 0.388 19.0 3  

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊：ひずみ依存性を考慮した物性値 
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(3) 検討結果 

 図 4－16 に入力地震動の加速度応答スペクトルの比較及び主要施設の固有周期を示

す。 

ケース 2とケース 3を比較すると，全周期帯において，加速度応答スペクトルに大き

な差がないことから，Ｄ級岩盤のひずみ依存特性の考慮が入力地震動評価に及ぼす影響

は小さいことが確認できた。また，ケース 1とケース 3を比較すると，主要な施設の周

期帯において，大きな差がないことから，今回工認の入力地震動の評価において，Ｄ級

岩盤のひずみ依存特性を考慮しないことの妥当性を確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－16 入力地震動の加速度応答スペクトルの比較 

 （原子炉建物，基準地震動Ｓｓ－Ｄ） 
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4.4 2 次元ＦＥＭのメッシュ分割高さに関する検討 

(1) 検討概要 

 2次元ＦＥＭモデルのメッシュ分割高さは，設備の耐震設計で考慮する振動数を踏ま

えて設定することとし，今回工認は既工認と同様に最高透過振動数（20Hz）に対して設

定している。 

 メッシュ分割高さＨは，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版（（社）日本電気協会）」に示された以下の基準を満足するように設定している。 

Ｈ ≤
１

５

Ｖ
Ｓ

𝑓𝑚𝑎𝑥
 

ここで， 

ＶＳ ：Ｓ波速度（m/s） 

𝑓𝑚𝑎𝑥 ：最高透過振動数（Hz） 

 

 本検討では，メッシュ分割高さの妥当性を確認するため，建物の規模や施設の重要性

を踏まえて原子炉建物を代表として，最高透過振動数（50Hz）に対して設定した比較用

のモデル（以下「50Hz透過モデル」という。）による解析を実施し，入力地震動への影

響を評価する。影響があると判断された場合には，高振動数領域の応答による影響が考

えられる機器・配管系に対して，影響検討を実施する。 

なお，本検討は，モデル化の違いによる入力地震動への影響について検討することか

ら，位相特性の偏りがなく，全周期帯において安定した応答を生じさせる基準地震動 

Ｓｓ－Ｄに対して実施することとする。 
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(2) 検討条件 

 本検討に用いる 2次元ＦＥＭモデルを図 4－17及び図 4－18に，地盤物性値を表 4－

11に示す。 

 

 

(a) ＮＳ方向 

 

 

(b) ＥＷ方向 

 

図 4－17 2次元ＦＥＭモデル（今回工認モデル） 
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(a) ＮＳ方向 

 

 

(b) ＥＷ方向 

 

図 4－18 2次元ＦＥＭモデル（50Hz透過モデル） 
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表 4－11 地盤物性値 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

表層①-1 127 ＊ 422 ＊ 20.7 0.45 0.341＊ 8 ＊ 

岩盤①-2 250  800  20.6 0.446 1.31 3  

岩盤② 900  2100  23.0 0.388 19.0 3  

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊：地震動レベル（Ｓｓ）及び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性を考慮した等価

物性値 

注：今回工認モデルと 50Hz透過モデルで地盤物性値は共通 

  



 

57 

(3) 検討結果 

 図 4－19 に入力地震動の加速度応答スペクトルの比較及び主要施設の固有周期を示

す。 

 今回工認モデル及び 50Hz 透過モデルを比較すると，主要施設の周期帯において，両

モデルの加速度応答スペクトルは概ね一致していることから，今回工認においても既工

認と同様に最高透過振動数が 20Hz となるようにメッシュ分割高さを設定する。なお，

先行サイトの審査実績においても，建物・構築物の入力地震動の算定に用いる 2次元Ｆ

ＥＭモデルにおけるメッシュ分割高さは 20Hzを考慮して作成されている。 

ただし，ＥＷ方向については，両モデルの加速度応答スペクトルは概ね一致している

が，25Hz～30Hzより高振動数領域で 50Hz透過モデルを用いた入力地震動の方が今回工

認モデルを用いた入力地震動よりも大きいため，機器・配管系への影響検討を実施する。 

 

 

 

 

 

 

  

(a) ＮＳ方向 (b) ＥＷ方向 

図 4－19 入力地震動の加速度応答スペクトルの比較（原子炉建物，基準地震動Ｓｓ－Ｄ） 
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(4) 機器・配管系への影響評価 

機器・配管系の評価（後述する弁の動的機能維持評価を除く）においては，動的解析

において加速度応答スペクトルを考慮する固有振動数の閾値を 20Hz として評価を実施

しており，高振動数領域の応答が設備の構造健全性に与える影響は小さいことを確認し

ている（「補足-027-01 設計用床応答スペクトルの作成方法及び適用方法について」参

照）。 

一方で，弁の動的機能維持評価においては，機能確認済加速度と応答加速度の比較に

より健全性を確認する加速度評価であり，弁を支持する配管系の 20Hz 以上の領域の振

動モードの影響を無視できないことから，20Hz を超える振動数領域まで考慮した地震

応答解析により，弁駆動部の応答加速度を算定している（「補足-027-05 弁の動的機能

維持評価について」参照）。 

(3)に示すとおり，今回工認モデル及び 50Hz透過モデルの応答を比較すると，20Hz以

下の周期帯において，両モデルの加速度応答スペクトルは概ね一致している。そのため，

弁の動的機能維持評価を除く機器・配管系の評価においては，50Hz 透過モデルの応答

を考慮しても影響は小さいといえる。一方で，ＥＷ方向の 25Hz～30Hz より高振動数側

の領域で 50Hz 透過モデルを用いた入力地震動の方が今回工認モデルを用いた入力地震

動よりも大きいことから，高振動数領域の応答による影響が考えられる弁の動的機能維

持評価に対し影響検討を実施する。 

 

a. 検討方針 

 影響検討フローを図 4－20に示し，以下のとおり，2次元ＦＥＭモデルのメッシュ

分割高さによる影響検討を行う。 

 

(a) 検討対象設備 

 原子炉建物に設置される以下の機器・配管系を影響検討の対象とする。 

・原子炉建物に設置される動的機能維持評価対象弁 

（「補足-027-05 弁の動的機能維持評価について」参照） 
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(b) 検討に用いる耐震条件 

 今回工認モデル（基本ケース）の地震応答解析結果と 50Hz 透過モデルの地震応

答解析結果から，応答比率を以下のように算出する。 

 

応答比率 ＝ 
50Hz 透過モデルの応答 （Ｓｓ－Ｄ）

今回工認モデル（基本ケース）の応答 （Ｓｓ－Ｄ）
 

 

応答比率算出のための 50Hz 透過モデルを用いた地震応答解析は，原子炉建物に

おける検討方針と同様に基準地震動Ｓsのうち位相特性の偏りがなく，全周期帯に

おいて安定した応答を生じさせ，機器・配管系の耐震性評価において支配的な基準

地震動Ｓs－Ｄを代表として用いる。 

50Hz 透過モデルによる基準地震動Ｓｓ5 波（以下「Ｓｓ5 波」という。）の震度

（以下「50Hz透過震度」という。）及び床応答スペクトル（以下「50Hz透過床応答

スペクトル」という。）（以下，50Hz透過震度及び 50Hz透過床応答スペクトルを総

称して「50Hz透過耐震条件」という。）は，今回工認モデル（基本ケース及び不確

かさケース＊）のＳｓ5 波を用いた地震応答解析結果と応答比率を用いてそれぞれ

以下のとおり設定する。 

注記＊：「不確かさケース」はⅥ-2-2-2「原子炉建物の地震応答計算書」に示す

ケース 2（地盤物性＋σ）及びケース 3（地盤物性－σ）を示す。 

 

イ. 50Hz透過震度 

 各標高について，工認モデル（基本ケース）を用いた地震応答解析から得られ

る応答波の最大応答加速度に上記で算出した応答比率を乗じて作成したものと，

工認モデル（不確かさケース）を用いた地震応答解析から得られる応答波の最大

応答加速度に上記で算出した応答比率を乗じて作成したものを包絡させて作成

する。50Hz透過震度の作成フローを図 4－21に示す。 

 

ロ. 50Hz透過床応答スペクトル 

 各標高・各減衰について，工認モデル（基本ケース）を用いた地震応答解析か 

ら得られる応答波を用いて作成した床応答スペクトルに上記で算出した周期ご

との応答比率を乗じ±10％拡幅したものと，工認モデル（不確かさケース）を用

いた地震応答解析から得られる応答波を用いて作成した床応答スペクトルに上

記で算出した周期ごとの応答比率を乗じたものを包絡させて作成する。50Hz 透

過床応答スペクトルの作成フローを図 4－22 に示す。また，50Hz 透過床応答ス

ペクトルの作成例を図 4－23に示す。 

  



 

61 

 

図 4－21 50Hz透過震度の作成フロー 

 

 

 

図 4－22 50Hz透過床応答スペクトルの作成フロー 
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図 4－23 50Hz透過床応答スペクトルの作成例 

（水平方向（ＥＷ），原子炉建物 EL 23.800m，基準地震動Ｓｓ，減衰 2.0%） 
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(c) 条件比率の作成  

(b)で作成した 50Hz 透過耐震条件と耐震計算に用いる耐震条件との条件比率に

ついて，以下のように作成する。 

 

イ．震度 

条件比率 ＝ 
50Hz 透過震度

設計用震度Ⅰ（弁の動的機能維持評価に適用する震度）
 

 

ロ．床応答スペクトル 

条件比率 ＝ 
50Hz 透過床応答スペクトル

弁の動的機能維持評価に適用する床応答スペクトル
 

 

(d) 簡易評価 

(a)の検討対象設備に対する裕度（許容値/発生値）を整理の上，(c)で作成した

条件比率と設備の裕度との比較（以下「簡易評価」という。）を行い，簡易評価に

より条件比率が設備の裕度を下回ることを確認する。 

条件比率の適用方法を以下に示す。なお，条件比率の適用方法及び簡易評価方

法を以下に示す。 

 

イ. 震度 

各対象弁を支持する配管系の評価用震度（1.2ZPA）における条件比率を簡易評

価に適用する。 

 

ロ. 床応答スペクトル 

 各対象弁を支持する配管系の評価用床応答スペクトルにおける 0.02～1.0s 間

の条件比率の最大値を簡易評価に適用する。床応答スペクトルの条件比率の適用

方法を図 4－24に示す。 

 

 

 

 

簡易評価に適用する床応答スペ

クトル条件比率 

＝0.02～1.0sの周期帯における

条件比率の最大値 

 

 

 

図 4－24 床応答スペクトルの条件比率の適用方法  

0.02～1.0sの周期帯における条件比率の最大値 
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b. 検討結果 

(a) 50Hz透過耐震条件（ＥＷ方向）の作成結果 

弁の動的機能維持評価においては，震度（1.2ZPA）及び 1～50Hzの周期範囲にお

いて計算して作成した床応答スペクトルを適用して評価する。原子炉建物に設置さ

れる動的機能維持評価対象弁の評価用の 50Hz 透過震度を表 4－12 及び表 4－13

に,50Hz透過床応答スペクトルを図 4－25～図 4－27 に示す。また，同図には「補

足-027-05 弁の動的機能維持評価について」に示される弁の動的機能維持評価に

適用する床応答スペクトルを併記して示す。 

50Hz 透過床応答スペクトルと弁の動的機能維持評価に適用する床応答スペクト

ルを比較し，各標高・各減衰について，50Hz 透過床応答スペクトル／弁の動的機能

維持評価に適用する床応答スペクトルにより周期ごとの条件比率を算定する。 

50Hz透過震度及び 50Hz透過床応答スペクトルの条件比率の最大値は 1.45であ

った。 
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表 4－12 震度（原子炉建物） 

基準地震動Ｓｓ，1.2ZPA，水平方向（ＥＷ） 

構造物名 

質点番号 

標高 

EL(m) 

震度×1.2 条件比率 

ＥＷ方向 
① 

設計用Ⅰ 

② 

50Hz透過 

耐震条件 

②/① 

原子炉 

建物 

6,12,20,24,29 34.800 1.41 1.41 1.00 

7,13,21,25,30 30.500 1.75 1.75 1.00 

8,14,26,31 23.800 1.17 1.17 1.00 

1,9,15,27,32 15.300 1.04 1.05 1.01 

2,10,28,33  8.800 1.06 1.07 1.01 

 

表 4－13 震度（ガンマ線遮蔽壁及び原子炉圧力容器ペデスタル） 

基準地震動Ｓｓ，1.2ZPA，水平方向（ＥＷ） 

構造物名 

質点番号 

標高 

EL(m) 

震度×1.2 条件比率 

ＥＷ方向 
① 

設計用Ⅰ 

② 

50Hz透過 

耐震条件 

②/① 

ガンマ線遮蔽壁 

55 26.981 2.60 2.68 1.04 

56 24.000 2.33 2.40 1.04 

57 21.500 1.98 2.02 1.03 

原子炉圧力容器 

ペデスタル 

59 15.944 1.37 1.39 1.02 

60 13.022 1.24 1.26 1.02 
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－25(1/8) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（ＥＷ）：原子炉建物 EL 34.800m）  
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－25(2/8) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（ＥＷ）：原子炉建物 EL 30.500m）  
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－25(3/8) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（ＥＷ）：原子炉建物 EL 30.500m）  
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－25(4/8) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（ＥＷ）：原子炉建物 EL 23.800m）  
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－25(5/8) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（ＥＷ）：原子炉建物 EL 23.800m）  
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－25(6/8) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（ＥＷ）：原子炉建物 EL 15.300m）  
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－25(7/8) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（ＥＷ）：原子炉建物 EL 15.300m）  
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－25(8/8) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（ＥＷ）：原子炉建物 EL 8.800m）  
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－26(1/3) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（ＥＷ）：ガンマ線遮蔽壁 EL 26.981m） 
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－26(2/3) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（ＥＷ）：ガンマ線遮蔽壁 EL 24.000m） 
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－26(3/3) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（ＥＷ）：ガンマ線遮蔽壁 EL 24.000m）  
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－27(1/2) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（ＥＷ）：原子炉圧力容器ペデスタル EL 15.944m）  
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－27(2/2） 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（ＥＷ）：原子炉圧力容器ペデスタル EL 13.022m） 
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(b) 影響検討結果 

原子炉建物に設置される動的機能維持評価対象弁に対して簡易評価を実施した。

条件比率の最大値が 1.45であるため，動的機能維持評価対象弁のうち，裕度 1.45

以下の弁（No.1～10）及び条件比率が最大比率である 1.45 となる弁（No.11,12）

を選定し，簡易評価を実施した。ここで，No.6～10の弁の動的機能維持評価におい

ては，動作機能確認済加速度に対する評価と構造強度評価を実施していることか

ら，両方の評価に対して簡易評価を実施した。機能確認済加速度に対する簡易評価

の結果を表 4－14 に，構造強度評価結果に対する簡易評価の結果を表 4－15 に示

す。簡易評価の結果，No.1,3 以外の動的機能維持評価対象弁については条件比率

が設備の裕度以下となっていることを確認した。 

条件比率が設備の裕度を上回る No.1,3 の弁について 50Hz 透過耐震条件を用い

て詳細評価を実施した結果を表 4－16に示す。詳細評価の結果，どちらの弁につい

ても構造強度評価上の最弱部位である操作部本体取付ボルト部における発生応力

が許容応力を下回ることを確認した。 

以上より，50Hz 透過モデルの応答を考慮しても動的機能維持評価対象弁の耐震

性への影響がないことを確認した。 

 

表 4－14 代表弁の動的機能維持評価に対する簡易評価結果（機能確認済加速度） 

 

  

No. 系統 弁番号 弁名称 弁型式 方向

機能維持評価用
加速度

（×9.8m/s2）

機能確認済
加速度

（×9.8m/s2）

裕度 条件比率
簡易評価
結果

1 RHR AV222-1A A-試験可能逆止弁 空気作動逆止弁 水平 5.92 6.0 1.01 1.06 ×

2 RHR AV222-1C C-試験可能逆止弁 空気作動逆止弁 水平 4.90 6.0 1.22 1.06 ○

3 RHR AV222-3A
A-炉水戻り試験可能

逆止弁
空気作動逆止弁 水平 5.82 6.0 1.03 1.07 ×

4 LPCS AV223-1 試験可能逆止弁 空気作動逆止弁 水平 5.52 6.0 1.08 1.08 ○

5 HPCS AV224-1 試験可能逆止弁 空気作動逆止弁 水平 4.70 6.0 1.27 1.08 ○

6 MS RV202-1B
B-主蒸気逃がし

安全弁
安全弁 合成 14.31 20.0* 1.39 1.07 ○

7 MS RV202-1E
E-主蒸気逃がし

安全弁
安全弁 合成 14.20 20.0* 1.40 1.07 ○

8 MS RV202-1F
F-主蒸気逃がし

安全弁
安全弁 合成 17.54 20.0* 1.14 1.07 ○

9 MS RV202-1H
H-主蒸気逃がし

安全弁
安全弁 合成 15.30 20.0

* 1.30 1.07 ○

10 MS RV202-1J
J-主蒸気逃がし

安全弁
安全弁 合成 14.19 20.0* 1.40 1.07 ○

11 RHR MV222-7
RHR 炉水入口外側

隔離弁
電動ゲート弁 水平 2.45 6.0 2.44 1.45 ○

12 HPCS MV224-2
HPCS ポンプトーラス

入口弁
電動ゲート弁 水平 1.48 6.0 4.05 1.45 ○

注記＊：動作機能確認済加速度を示す。
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表 4－15 代表弁の動的機能維持評価に対する簡易評価結果（構造強度評価） 

 

 

表 4－16 50Hz透過耐震条件を用いた詳細評価結果 

 

  

発生値
（MPa）

許容値
（MPa）

裕度

6 MS RV202-1B
B-主蒸気逃がし

安全弁
安全弁

クーリング
スプール

組合せ 202 305 1.50 1.07 ○

7 MS RV202-1E
E-主蒸気逃がし

安全弁
安全弁

クーリング
スプール

組合せ 201 305 1.51 1.07 ○

8 MS RV202-1F
F-主蒸気逃がし

安全弁
安全弁

クーリング
スプール

組合せ 246 305 1.23 1.07 ○

9 MS RV202-1H
H-主蒸気逃がし

安全弁
安全弁

クーリング
スプール

組合せ 211 305 1.44 1.07 ○

10 MS RV202-1J
J-主蒸気逃がし

安全弁
安全弁

クーリング
スプール

組合せ 202 305 1.50 1.07 ○

条件比率
簡易評価
結果

No. 系統 弁番号 弁名称 弁型式 評価部位 応力分類

耐震評価結果
（基準地震動Ｓｓ）

建物 EL(m) 減衰定数(%) 発生値(MPa) 許容値(MPa)

1 RHR AV222-1A A-試験可能逆止弁
操作部本体取付

ボルト部
組合せ ガンマ線遮蔽壁 24.000 3.0 31 886 ○

3 RHR AV222-3A
A-炉水戻り試験可能

逆止弁
操作部本体取付

ボルト部
組合せ

原子炉圧力容器
ペデスタル

15.944 2.5 27 886 ○

詳細評価
結果

詳細評価条件
50Hz透過耐震条件を

用いた評価No. 系統 弁番号 弁名称 評価部位 応力分類
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4.5 観測記録を用いたシミュレーション解析による入力地震動評価に関する検証 

(1) 検討概要 

 本検討は，2000 年 10 月 6 日鳥取県西部地震（以下「2000 年鳥取県西部地震」とい

う。）の観測記録を用いた水平方向及び鉛直方向の入力地震動に関する地盤のシミュレ

ーション解析により，入力地震動評価に用いている地盤モデルの妥当性を示すものであ

る。 

 

(2) 検討条件 

 本検討では，建物の基礎直下において地震観測を行っている原子炉建物を対象に，

2000 年鳥取県西部地震時に観測された EL-135m における鉛直アレイ観測記録を用いて

評価した建物基礎直下での入力地震動と原子炉建物の基礎直下で観測された地震動の

加速度応答スペクトルを比較し，今回工認で入力地震動評価に用いている地盤モデルの

妥当性を確認する。 

 鉛直アレイの地震計配置図を図 4－28に，本検討の検討概要を表 4－17に，地盤物性

値を表 4－18に示す。シミュレーション解析に用いている観測記録は，原子炉建物近傍

のＡ地点の記録とし，浅部地盤の影響の少ない EL-135mの記録を用いる。 

 地震動の引き下げについては，解放地盤モデルを用いて，鉛直アレイ観測記録を EL-

135mに入力し，一次元波動論により EL-215mにおける入射波を算定する。 

 地震動の引き上げについては，今回工認の評価手法と同様に，地盤モデル（水平方向

は 2次元ＦＥＭモデル，鉛直方向は 1次元モデル）の底部 EL-215mに地震動の引き下げ

により算定した入射波を入力することで，原子炉建物の基礎直下での入力地震動を算定

する。 

なお，地震動の引き下げ及び引き上げに用いる解放地盤モデル，2次元ＦＥＭモデル

及び 1次元モデルは，今回工認の入力地震動評価に用いるモデルと同じであるが，表層

地盤①-1 の地盤剛性及び減衰定数については，2000 年鳥取県西部地震による地震動レ

ベルを踏まえて，ひずみ依存性を考慮せず，表 4－18に示すとおり岩盤①-2と同じ値＊

とする。  

 

注記＊：今回工認モデルの表層地盤①-1の初期剛性については，Ｇ０＝1.707×102（N/mm2）

に設定しており，その直下の岩盤①-2（Ｇ＝1.31×102（N/mm2））と概ね同程度

であることから，本検討では，表層地盤①-1の地盤剛性及び減衰定数を直下の

岩盤①-2と同じ値とする。 
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図 4－28 鉛直アレイの地震計配置図  
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表 4－17 検討概要 

観測記録 2000年鳥取県西部地震（EL-135m における鉛直アレイ観測記録） 

地盤 

条件 

引下げ 解放地盤モデル 

引上げ 水平方向：2次元ＦＥＭモデル  鉛直方向：1次元モデル 

概念図 

水平 

方向 

 

 

 

鉛直 

方向 

 

 

 

  

 

EL-215.0m

EL-60.0m

EL-215.0m

［解放地盤モデル］

EL-10.0m

EL-110.0m

EL-160.0m

EL-135.0m

入射波
:E1

反射波
:F1 2×E1入力

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 -2
表層 -1

岩盤 -2

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

表層 -1側面エネルギー
伝達境界

自
　
　
由
　
　
地
　
　
盤

自
　
　
由
　
　
地
　
　
盤

表層 -1

入力動相当
算定位置

EL-4.7m

側面エネルギー
伝達境界

岩盤 
入力位置

底面粘性境界

 

EL-160.0m

解放基盤表面:
EL-10.0m

EL-60.0m

EL-110.0m

EL-215.0m

入射波:E1反射波:F1

EL-4.7m

反射波:F2入射波:E1

［解放地盤モデル］

岩盤 

EL-50.0m

EL-165.0m

EL-115.0m

地表面:EL15.0m

 鉛直入力動

EL-135.0m

入力位置

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 
岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

表層 －１

［1 次元モデル］ 

［2次元ＦＥＭモデル］ 
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表 4－18 地盤物性値 

層番号＊ 

Ｓ波速度 

Ｖｓ 

(m/s) 

Ｐ波速度 

Ｖｐ 

(m/s) 

単位体積 

重量 

γ 

(kN/m3) 

ポアソン比 

ν 

せん断 

弾性係数 

Ｇ 

(×105kN/m2) 

減衰定数 

ｈ 

（％） 

表層①-1 250 800 20.7 0.45 1.31 3 

岩盤①-2 250 800 20.6 0.446 1.31 3 

岩盤② 900 2100 23.0 0.388 19.0 3 

岩盤③ 1600 3600 24.5 0.377 64.0 3 

岩盤④ 1950 4000 24.5 0.344 95.1 3 

岩盤⑤ 2000 4050 26.0 0.339 105.9 3 

岩盤⑥ 2350 4950 27.9 0.355 157.9 3 

注記＊：層番号は解析モデル図(表 4－17)を参照 
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(3) 検討結果 

シミュレーション解析による建物基礎直下の入力地震動と建物基礎直下における観

測記録の加速度応答スペクトルの比較及び建物の主要な固有周期＊を図 4－29 に示す。 

シミュレーション解析結果は，観測記録の 1次ピークを捉えており，全周期帯におい

て概ね保守的な評価となっていることから，今回工認に用いる地盤モデルは妥当である。 

 

注記＊：建物－地盤連成の固有周期のうち，刺激係数が概ね 1.0 を超えるものとして， 

水平方向は 1次～3次固有周期，鉛直方向は 1次及び 2次固有周期を示す。 

  

(a) ＮＳ方向 (b) ＥＷ方向 

 

 

  

(c) 鉛直方向  

 

 ＮＳ方向 ＥＷ方向 鉛直方向 

1次 2次 3次 0.198s＊ 1次 2次 3次 1次 2次 

①観測記録(m/s2) 0.68 0.43 0.39 0.63 0.70 0.71 0.41 0.62 0.58 

②解析結果(m/s2) 0.89 1.02 0.63 0.85 1.50 1.31 0.87 1.17 0.76 

応答比率（②/①） 1.31 2.38 1.64 1.35 2.15 1.84 2.13 1.89 1.31 

注記＊：「4.1 表層地盤の物性値に関する検討」の「(4) 保守性に関する詳細検討」にて着目した周期 

 

図 4－29 加速度応答スペクトルの比較（原子炉建物の基礎直下，2000年鳥取県西部地震） 
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4.6 隣接構造物及び地盤改良による影響に関する検討 

(1) 検討概要 

 今回工認において，2次元ＦＥＭモデルにより入力地震動を評価している場合，対象

建物の周辺にある建物・構築物等地下部分は，表層地盤と同様に，埋戻土でモデル化す

ることを基本としている。一方，実際の建物・構築物等地下部分は埋戻土よりも剛性が

高く，また，一部の埋戻土は地盤改良を施しているため，埋戻土よりも剛性の高い地盤

となっている。 

 本検討は，建物規模や施設の重要性を踏まえて原子炉建物を代表して，対象建物・構

築物の周辺にある建物・構築物等地下部分及び改良地盤部分（以下「周辺地盤」という。）

をより詳細にモデル化したモデル（以下「等価剛性モデル」という。）と今回工認モデ

ルによる入力地震動の加速度応答スペクトルを比較し，周辺地盤を埋戻土でモデル化す

る妥当性を確認する。 

 なお，本検討は，モデル化の違いによる入力地震動への影響について検討することか

ら，位相特性の偏りがなく，全周期帯において安定した応答を生じさせる基準地震動 

Ｓｓ－Ｄに対して実施することとする。 
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(2) 検討条件 

今回工認は，ＮＳ方向においては，タービン建物，取水槽及び改良地盤を，ＥＷ方

向においては，廃棄物処理建物，1号機廃棄物処理建物及び 1号機原子炉建物を表層

地盤と同様に埋戻土でモデル化している。本検討で用いる等価剛性モデルは，埋戻土

でモデル化している周辺地盤を建物・構築物等及び改良地盤と等価な剛性でモデル化

することとする。 

 

a. 等価物性値の設定 

(a) 建物・構築物等のモデル化 

建物・構築物及び取水槽の等価剛性の算定方針は，「4.2 一次元波動論による入

力地震動評価の保守性に関する検討」に示す「b. 隣接する建物・構築物等の等価

剛性及び等価単位体積重量の算定」と同様とする。 

 

(b) 改良地盤のモデル化 

改良地盤の物性値を以下に示す。物性値の設定については，「補足-023-01 地盤

の支持性能について」に記載の改良地盤の解析用物性値を用いることとする。 

 

イ. 初期せん断弾性係数Ｇ０ 

 

Ｇ０＝Ｇｍa・（σm’/σma’）0.5 

 

ここで，Ｇｍa ：基準せん断弾性係数（＝1135000kN/m2） 

    σｍａ’ ：基準平均有効拘束圧（＝98kN/m2） 

    σｍ’ ：平均有効拘束圧（＝(1＋Ｋ0)・σｖ’/2，Ｋ0＝0.5）（kN/m2） 

    σｖ’ ：上載荷重（kN/m2） 

 

ロ. 剛性低下率Ｇ/Ｇ０ 

 剛性低下率Ｇ/Ｇ０のひずみ依存特性は，以下の式により算定する。 

Ｇ

Ｇ
０

=
１

１ + γ/0.00110
 

ここで，γ：せん断ひずみ 

 

ハ. 減衰定数ｈ 

 減衰定数ｈのひずみ依存特性は，以下の式により算定する。 

ｈ =
0.095γ

γ + 0.00110
 

ここで，γ：せん断ひずみ 
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(a) Ｇ／Ｇ０－γ曲線 

 

(b) ｈ－γ曲線 

図 4－30 Ｇ/Ｇ０－γ関係及びｈ－γ関係（改良地盤）  
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b. 解析モデル 

本検討に用いる 2 次元ＦＥＭモデルを図 4－31 に，地盤物性値を表 4－19 に，建

物・構築物等の物性値を表 4－20に示す。 

 

 

 

(a) ＮＳ方向 

 

(b) ＥＷ方向 

 

図 4－31 2次元ＦＥＭモデル（原子炉建物） 
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表 4－19 2次元ＦＥＭモデルの地盤物性値 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

改良地盤 ＊１ ＊１ 20.7 0.33 ＊１ ＊１ 

表層①-1 127 ＊２ 422 ＊２ 20.7 0.45 0.341＊２ 8 ＊２ 

岩盤①-2 250  800  20.6 0.446 1.31 3  

岩盤② 900  2100  23.0 0.388 19.0 3  

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊１：ひずみ依存性を考慮した物性値 

注記＊２：地震動レベル（Ｓｓ）及び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性を考慮した等

価物性値 

 

表 4－20 建物・構築物等の物性値 

建物・構築物等 方向 
単位体積重量 

eqγ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

eqＧ 

（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

タービン建物 ＮＳ 16.8 0.2 26.8 5 

取水槽 ＮＳ 4.10 0.2 20.0 5 

廃棄物処理建物 ＥＷ 12.9 0.2 28.6 5 

１号機廃棄物処理建物 ＥＷ 12.0 0.2 21.4 5 

１号機原子炉建物 ＥＷ 12.3 0.2 31.7 5 
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(3) 検討結果  

 図 4－32 に入力地震動の加速度応答スペクトルの比較及び主要施設の固有周期を示

す。主要施設の周期帯（図中のグレーハッチング以外の部分）において，等価剛性モデ

ルの応答は今回工認モデルの応答と比較して，概ね同等以下であることから，周辺地盤

等を埋戻土でモデル化することの妥当性を確認した。 

 

 

 

 

 

 

  

(a) ＮＳ方向 (b) ＥＷ方向 

図 4－32 入力地震動の加速度応答スペクトルの比較（原子炉建物，基準地震動Ｓｓ－Ｄ） 
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4.7 安全対策工事に伴う掘削による影響に関する検討 

(1) 検討概要 

本検討は，Ⅵ-2-別添 7-1「安全対策工事に伴う掘削前の状態における耐震計算の方

針」に基づき，原子炉建物等の入力地震動の評価に対する安全対策工事に伴う掘削に

よる影響について整理するものである。 

なお，原子炉建物の今回工認の入力地震動評価に用いる 2次元ＦＥＭモデルは，建設

時以降の敷地内の追加地質調査結果の反映等により，最新のデータを基に，より詳細に

モデル化したものであり，評価手法等の詳細は「3. 評価手法及び地盤の物性値」に示

す。 

 

(2) 検討条件 

a. 掘削後の状態 

安全対策工事に伴う掘削範囲を図 4－33に示す。 

 

(3) 検討結果 

安全対策工事に伴う掘削による影響については，掘削範囲は解析モデルにおける表

層地盤の局所的な範囲であり，解析モデル全体に対して限定的となっている。 

また，建物・構築物（原子炉建物等）の耐震評価では，建物側方地盤による拘束効

果を考慮していないこと，及び「4.1 表層地盤の物性値に関する検討」の原子炉建物

の入力地震動の評価において表層地盤の地盤物性値の変動が入力地震動に与える影響

は小さいことを確認していることから，入力地震動評価に用いる２次元ＦＥＭモデル

には掘削による影響を考慮しないこととする。 

さらに，「4.5 観測記録を用いたシミュレーション解析による入力地震動評価に関

する検証」において，入力地震動評価に用いている２次元ＦＥＭモデルを用いた観測

記録によるシミュレーション解析により今回工認で用いている地盤モデルに十分な保

守性を有していることを確認していることから，建物側方地盤の一部を掘削した場合

の耐震評価は不要と整理する。 
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図 4－33 安全対策工事に伴う掘削範囲 
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5. まとめ 

 今回工認で評価を行う建物・構築物について，入力地震動の評価手法及び解析モデルの妥

当性を確認した。 

  

6. 参考文献 

(1) 大崎他，地盤振動解析のための土の動力学モデルの提案と解析例，第 5回 日本地震工

学シンポジウム，1978 
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別紙－1 

 

表層地盤の等価物性値の設定について 

 

1. はじめに 

入力地震動を算定する際の表層地盤①-1 の物性値については，既工認において表層地盤

の物性値の変動による入力地震動に対する影響は小さいと判断していたことを踏まえ，基準

地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄそれぞれの地震動レベルに応じた一定値として物性

値を設定している。 

このような設定方法を採用するメリット及びデメリットを表 1－1に示す。 

本資料は，地震動レベルに応じた一定値として設定している等価物性値についての設定根

拠を示すものである。 

 

表 1－1 表層地盤物性値の設定方法のメリット及びデメリット 

 内容 備考 

メリット 

・等価物性値を設定することにより，

地震動によって地盤物性値を変更す

る必要がないため，数多くある入力

地震動評価の解析を効率的に実施で

きる。 

・等価線形解析において局所的にせん

断ひずみが大きくなる要素がある

が，平均化し等価物性値とすること

で，表層地盤のひずみ依存特性を設

定した試験範囲内に収まり，解析用

物性値の妥当性が確保される。 

－ 

デメリット 

・地盤物性値の変動が入力地震動に及

ぼす影響を確認する必要がある。 

本文の「4.1 表層地盤の物性値に関す

る検討」にて，表層地盤①-1 の地盤物

性の変動が入力地震動に及ぼす影響は小

さいことを確認している。 
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2. 剛性低下率Ｇ/Ｇ０及び減衰定数ｈの設定 

剛性低下率Ｇ/Ｇ０及び減衰定数ｈについては，原子炉建物の地盤 2 次元ＦＥＭモデルを

用いて，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの全波を対象に，表層地盤①-1 のひず

み依存性を考慮した等価線形解析により算定する。 

具体的な剛性低下率Ｇ/Ｇ０及び減衰定数ｈの算定方法を以下に示す。 

 

① 表層地盤①-1 のひずみ依存性を考慮した等価線形解析より得られた各要素の収束物

性値を要素面積に応じた重み付け平均をすることで，地震動ごとに表層地盤①-1 の

剛性低下率Ｇ/Ｇ０及び減衰定数ｈを算定する。地震動ごとの剛性低下率Ｇ/Ｇ０及び

減衰定数ｈは，ＮＳ方向とＥＷ方向のそれぞれで算定し，それらを平均した値とする。 

② ①で算定した地震動ごとの剛性低下率Ｇ/Ｇ０及び減衰定数ｈを基準地震動Ｓｓ及び

弾性設計用地震動Ｓｄのそれぞれで平均化することで，地震動レベルに応じた剛性低

下率Ｇ/Ｇ０及び減衰定数ｈを算定する。 

 

表 2－1 及び表 2－2 に地震動ごとの剛性低下率Ｇ/Ｇ０及び減衰定数ｈ並びにその平均値

を示す。これらの結果を踏まえ，今回工認の入力地震動評価の際に用いる地震動レベルに応

じた剛性低下率Ｇ/Ｇ０及び減衰定数ｈを表 2－3のとおり設定する。 

なお，入力地震動を算定する際の地盤物性値の設定について，等価線形解析の結果から

求めた収束物性値の平均値を採用する等，等価な地盤物性値を設定している事例を調査し

た結果，先行審査プラントの事例として，以下の事例を確認した。 

 

(a) 一次元波動論による入力地震動の算定において，1 つの層を細分化した各層の収束

物性値を等価線形解析により算定し，それを各層の高さに応じた重み付け平均をす

ることで，1 つの層としての物性値を設定している事例がある。これは，上記①の

各要素の収束物性値を要素面積に応じた重み付け平均をする手法に類似した手法

であるといえる。 

(b) ＮＳ方向とＥＷ方向のそれぞれで地震動が定義される断層モデルに基づく地震動に

対する地盤物性値の設定について，等価線形解析により各方向の収束物性値を算定

し，それを単純平均する等，断層モデルに基づく地震動の物性値を方向によらず 1

つの物性値として設定している事例がある。これは，上記②の地震動レベルで 1 つ

の物性値を設定する手法に類似した手法であるといえる。 
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表 2－1 剛性低下率Ｇ/Ｇ０及び減衰定数ｈ（基準地震動Ｓｓ） 

(a) 剛性低下率Ｇ/Ｇ０ 

Ｓｓ－Ｄ Ｓｓ－Ｎ１ 
Ｓｓ－Ｎ２

ＮＳ 

Ｓｓ－Ｎ２

ＥＷ 
Ｓｓ－Ｆ１ Ｓｓ－Ｆ２ 平均 

0.099 0.144 0.175 0.180 0.236 0.204 0.173 

 

(b) 減衰定数ｈ  

Ｓｓ－Ｄ Ｓｓ－Ｎ１ 
Ｓｓ－Ｎ２

ＮＳ 

Ｓｓ－Ｎ２

ＥＷ 
Ｓｓ－Ｆ１ Ｓｓ－Ｆ２ 平均 

0.088 0.085 0.082 0.082 0.077 0.080 0.082 

 

表 2－2 剛性低下率Ｇ/Ｇ０及び減衰定数ｈ（弾性設計用地震動Ｓｄ） 

(a) 剛性低下率Ｇ/Ｇ０ 

Ｓｄ－Ｄ Ｓｄ－Ｎ１ 
Ｓｄ－Ｎ２

ＮＳ 

Ｓｄ－Ｎ２

ＥＷ 
Ｓｄ－Ｆ１ Ｓｄ－Ｆ２ Ｓｄ－１ 平均 

0.245 0.271 0.406 0.332 0.383 0.345 0.256 0.320 

 

(b) 減衰定数ｈ 

Ｓｄ－Ｄ Ｓｄ－Ｎ１ 
Ｓｄ－Ｎ２

ＮＳ 

Ｓｄ－Ｎ２

ＥＷ 
Ｓｄ－Ｆ１ Ｓｄ－Ｆ２ Ｓｄ－１ 平均 

0.076 0.074 0.063 0.069 0.065 0.068 0.075 0.070 

 

表 2－3 地震動レベルに応じた剛性低下率Ｇ/Ｇ０及び減衰定数ｈ 

剛性低下率Ｇ/Ｇ０ 減衰定数ｈ 

基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動Ｓｄ 基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動Ｓｄ 

0.2 0.3 0.08 0.07 
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3. 等価物性値の設定 

 等価線形解析に基づき設定した地震動レベルごとの剛性低下率Ｇ/Ｇ０を基に，入力地震

動の算定に用いる等価物性値を以下に示す。なお，初期せん断弾性係数Ｇ０は，拘束圧依存

性を考慮した各要素の初期せん断弾性係数を要素面積に応じて重み付け平均した 1.707×

105(kN/m2)とする。 

 

(1) Ｓｓ地震時 

 Ｓｓ地震時のせん断弾性係数Ｇ，Ｓ波速度ＶＳ及びＰ波速度ＶＰの設定根拠を以下に

示す。 

 

剛性低下率Ｇ/Ｇ０＝0.2より 

・Ｇ＝Ｇ０×0.2＝0.341×105(kN/m2) 

・Ｖ
Ｓ

= √Ｇ／ρ＝127(m/s） 

・Ｖ
Ｐ

= Ｖ
Ｓ
×√2(1－ν)／(1－2ν)＝422(m/s） 

ただし， 

 ρ：密度（＝2.11×103 kg/m3） 

 ν：ポアソン比（＝0.45） 

 

(2) Ｓｄ地震時 

Ｓｄ地震時のせん断弾性係数Ｇ，Ｓ波速度ＶＳ及びＰ波速度ＶＰの設定根拠を以下に

示す。 

 

剛性低下率Ｇ/Ｇ０＝0.3より 

・Ｇ＝Ｇ０×0.3＝0.512×105(kN/m2) 

・Ｖ
Ｓ

= √Ｇ／ρ＝156(m/s） 

・Ｖ
Ｐ

= Ｖ
Ｓ
×√2(1－ν)／(1－2ν)＝516(m/s） 

ただし， 

 ρ：密度（＝2.11×103 kg/m3） 

 ν：ポアソン比（＝0.45） 

 

  



 

別紙 2-1 

別紙－2 

 

側面地盤からの地震動の入力に対する影響について 

 

1. はじめに 

 入力地震動の評価においては，埋込みによる影響を考慮しているが，建物の地震応答解析

においては，側面地盤ばねを設けていないため，側面地盤からの入力は考慮していない。 

一般的に，側面地盤と建物を連成することで建物の拘束効果が得られることから，側面入

力を考慮しても建物の応答は低減されるため，今回工認モデルのように側面に地盤ばねを設

けないことは保守的な設定である。参考として，先行審査プラントにおける入力地震動の評

価手法及び側面地盤ばねの考え方について，原子炉建物を代表として，表 1－1に示す。 

 本資料は，建物の地震応答解析において，側面地盤と建物を連成しないことが保守的であ

ることを示すため，原子炉建物のＮＳ方向を代表して，地盤 2次元ＦＥＭモデルと質点系地

震応答解析モデル（以下「ＳＲモデル」という。）を連成したモデル（以下「地盤－建物一

体モデル」という。）を用いて，側面地盤からの地震動の入力を考慮することが建物応答に

与える影響を検討するものである。なお，側面地盤からの地震動の入力を検討するにあたり，

地盤－建物一体モデルの方が側面地盤ばねを設けたＳＲモデルよりも側面地盤の分布状況

等をより詳細にモデル化しており，側面地盤からの地震動の入力の影響及び側面地盤の拘束

をより精緻に評価できることから，本検討では，地盤－建物一体モデルと今回工認モデルを

比較することとする。 

 

表 1－1 入力地震動の評価手法及び側面地盤ばねの設定の考え方の比較 

（原子炉建物） 

 島根 2号機 女川 2号機 

入力地震動 

評価手法 
2次元ＦＥＭモデルによる 

周波数応答解析 

一次元地盤モデルによる 

逐次非線形解析 

表層地盤 モデル化 モデル化 

側面地盤ばね 考慮しない 考慮しない 
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2. 検討条件 

本検討では，地盤－建物一体モデルと今回工認で用いているＳＲモデルの床応答スペクト

ルを比較することで，側面地盤からの地震動の入力を考慮することが建物応答に与える影響

を検討する。 

検討条件を表 2－1に，解析モデルを図 2－1に示す。地盤物性値及び建物の解析諸元は工

認モデルと同じである。 

 地盤－建物一体モデルは，質点 5（EL 8.8m），質点 33（EL 8.8m）及び質点 34（EL 1.3m）

を側面地盤と剛なはり要素で，質点 35（EL -4.7m）を底面地盤と節点共有させることで，地

盤と建物を一体化させる。 

 ケース２の検討は周波数応答解析を用いることから，地盤－建物一体モデル及びＳＲモデ

ルは線形とし，弾性設計用地震動Ｓｄを対象とする。また，モデル化の違いによる入力地震

動への影響についての検討を実施することから，位相特性の偏りがなく，全周期帯において

安定した応答を生じさせる弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄに対して検討を行う。 

 

表 2－1 検討条件 

 ケース１ ケース２ 

解析モデル 
今回工認モデル 

（ＳＲモデル（線形＊）） 
地盤－建物一体モデル（線形） 

側面地盤 考慮しない 
考慮する 

（剛なはり要素により連成する） 

対象地震動 弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄ 

注記＊：今回工認モデルは非線形特性を考慮しているが，弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄにおいては，建物

応答が線形領域に収まっていることを確認している。  
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（入力地震動評価用の地盤モデル） （ＳＲモデル） 

(a) 今回工認モデル 

 

 

（全体） 

 

（詳細） 

(b) 地盤－建物一体モデル 

 

図 2－1 解析モデル（ＮＳ方向）  
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3. 検討結果 

 床応答スペクトルの比較を図 3－1に示す。 

 今回工認モデルの床応答スペクトルは，地盤－建物一体モデルの床応答スペクトルよりも

全周期帯で概ね大きな応答を示しており，今回工認モデルの保守性を確認することができ

た。 

 

 

(a) 質点 1，9，15，23，29 

 

(b) 質点 2 

 

(c) 質点 3，11，17，25，31 

 

(d) 質点 4，12，18，26，32 

 

(e) 質点 5，13  

図 3－1(1) 床応答スペクトルの比較（ＮＳ方向）  
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(f) 質点 6，20 

 

(g) 質点 7 

 

(h) 質点 8，14，22，28 

 

(i) 質点 10，16，24 

 

(j) 質点 19 

 

 
図 3－1(2) 床応答スペクトルの比較（ＮＳ方向）  
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(k) 質点 21 

 

(l) 質点 27，33 

 

(m) 質点 30 

 

(n) 質点 34 

 

(o) 質点 35 

 

 
図 3－1(3) 床応答スペクトルの比較（ＮＳ方向）
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添付資料－1 

 

主要建物における一次元波動論及び 2次元ＦＥＭによる入力地震動の比較 

 

1. はじめに 

今回工認におけるＳクラス施設を含む 2 号機の主要な建物・構築物である原子炉建物及び

制御室建物の入力地震動は，以下のとおり算定することとする。 

水平方向は，原子炉建物の既工認と同様に，速度層の傾斜及び建物周辺の地形等の影響を考

慮するため，2次元ＦＥＭモデルを採用する。鉛直方向は，入力地震動に対する建物直下地盤

による影響が大きく，速度層の傾斜等の影響は小さいと考えられることから，一次元波動論

モデルを採用する。 

原子炉建物及び制御室建物の入力地震動の算定方法について，今回工認の評価手法及び解

析モデルを表 1－1に示す。 

本資料は，原子炉建物及び制御室建物の入力地震動評価に用いる解析モデルの妥当性を示

すものである。 

 

表 1－1 今回工認の原子炉建物及び制御室建物の入力地震動の算定方法 

 水平方向 鉛直方向 

入力地震動の

評価（概念

図） 

 

 

評価手法 

入力地震動の

算定方法 

[計算機コード] 

・引下げ：一次元波動論[SHAKE] 

・引上げ：2 次元ＦＥＭ解析 

[SuperFLUSH] 

・引下げ：一次元波動論[SHAKE] 

・引上げ：一次元波動論[SHAKE] 

解析モデル 

モデル化範囲 ・引下げ：解放基盤表面(EL -10m)から

EL -215m までをモデル化 

・引上げ：幅は約 600mの範囲とし，高

さは EL -215m以浅をモデル化 

・引下げ：解放基盤表面(EL -10m)から

EL -215m までをモデル化 

・引上げ：EL -215m 以浅の地盤を水平

成層にモデル化 

速度層区分 建設時の地質調査結果に加えて，建設時

以降の敷地内の追加地質調査結果（ボー

リング，ＰＳ検層）に基づき設定 

同左 

地盤物性値 岩盤については，建設時の地質調査結果

に基づき設定 

表層地盤については，地震動レベル及び

試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性

を考慮した等価物性値を設定 

同左 

入射波（Ｅ1）反射波（Ｆ1）

岩盤③

岩盤④

岩盤⑤

岩盤⑥

１次元波動論による
応答計算

解放基盤表面
T.P.-10m

T.P.-215m T.P.-215m

基準地震動
弾性設計用地震動

反射波（Ｆ2）入射波（Ｅ1）

岩盤③

岩盤④

岩盤⑤

岩盤⑥

１次元波動論による
応答計算

表層①-1

入力地震動
（Ｅ＋Ｆ＋Ｐ）

建物基礎
下端

地表面
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2. 検討条件 

原子炉建物及び制御室建物について，解析モデルの違いによる入力地震動への影響を確認

するため，基準地震動Ｓｓ－Ｄを用いて，表 2－1に示す比較検討を実施した。 

 

表 2－1 主要建物の入力地震動の解析モデルの比較 

（引上げモデル） 

 今回工認モデル 比較用モデル 

水平方向 2次元ＦＥＭモデル 一次元波動論モデル 

鉛直方向 一次元波動論モデル 2次元ＦＥＭモデル 

 

3. 検討結果 

入力地震動の加速度応答スペクトルの比較を図 3－1 に示す。また，原子炉建物については

主要施設の固有周期，制御室建物については建物の主要な固有周期＊を併せて図3－1に示す。 

 

注記＊：建物－地盤連成の固有周期のうち，刺激係数が概ね 1.0を超えるものとして，1次固

有周期を示す。 

 

 

3.1 水平方向 

水平方向は，2次元ＦＥＭモデル及び一次元波動論モデルで多少の差異が認められ，また，

地盤の傾斜をモデル化しているＮＳ方向においてその差が大きくなっているが，2次元ＦＥ

Ｍモデルでは地盤の速度層の傾斜及び建物周辺の地形の影響等をより詳細に評価できると

考えられることから，原子炉建物の既工認と同様に，水平方向の解析において 2 次元ＦＥ

Ｍモデルによって求められる入力地震動を用いることは適切である。 

2次元ＦＥＭモデルによる入力地震動の方が小さくなる要因については，2次元ＦＥＭモ

デルは地盤の速度層の傾斜及び山地形を詳細にモデル化していることに加え，建物が地盤

に埋込まれている効果を詳細に評価しているためであると考えられる。 

 

3.2 鉛直方向 

鉛直方向は，建物直下地盤による影響が大きく，主要な施設の固有周期帯において，一次

元波動論モデルと 2次元ＦＥＭモデルの加速度応答スペクトルは概ね一致している。また，

それぞれの建物の 1 次固有周期における加速度応答スペクトルの値に大きな差はない。よ

って，モデルの違いによる入力地震動への影響は軽微であり，鉛直方向の解析において一次

元波動論モデルによって求められる入力地震動を用いることは適切である。 
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(a) ＮＳ方向 (b) ＥＷ方向 

 

 

(c) 鉛直方向  

図 3－1(1) 一次元波動論及び 2次元ＦＥＭによる入力地震動の比較 

（原子炉建物，基準地震動Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) ＮＳ方向 (b) ＥＷ方向 

  

(c) 鉛直方向 

図 3－1(2) 一次元波動論及び 2次元ＦＥＭによる入力地震動の比較 

（制御室建物，基準地震動Ｓｓ－Ｄ） 

 

  

0

5

10

15

20

25

30

0.01 0.1 1 10

加
速

度
応

答
ス

ペ
ク

ト
ル

(ｍ
/ｓ

2
)

周期(秒)

今回工認モデル（2次元FEM）

比較用モデル（一次元波動論）

h=5%

建物1次周期(0.14s)

0

5

10

15

20

25

30

0.01 0.1 1 10

加
速
度
応

答
ス
ペ

ク
ト
ル

(ｍ
/ｓ

2
)

周期(秒)

今回工認モデル（2次元FEM）

比較用モデル（一次元波動論）

h=5%

建物1次周期(0.12s)

0

5

10

15

20

25

30

0.01 0.1 1 10

加
速
度
応

答
ス
ペ

ク
ト
ル

(ｍ
/ｓ

2
)

周期(秒)

今回工認モデル（一次元波動論）

比較用モデル（2次元FEM NS方向断面）

比較用モデル（2次元FEM EW方向断面）

h=5%

建物1次周期(0.052s)



 

添 2-1 

添付資料－2 

 

既工認モデルと今回工認モデルによる入力地震動の比較 

 

1. はじめに 

原子炉建物の入力地震動を評価に用いる地盤 2 次元ＦＥＭモデルは，建設時以降の敷地内

の追加地質調査結果の反映等を行い，より詳細にモデル化している。 

本資料は，既工認のモデルにより評価した入力地震動と今回工認のモデルにより評価した

入力地震動の加速度応答スペクトルを比較することで，既工認からの変更点が入力地震動に

及ぼす影響を示すものである。 

 

2. 検討条件 

原子炉建物の入力地震動の評価に用いる 2 次元ＦＥＭモデルについて，既工認と今回工認

の比較を表 2－1～表 2－3 に示す。 

本検討は，表 2－1～表 2－3 に示す既工認モデルと今回工認モデルを用いて，基準地震動 

Ｓｓ－Ｄによる入力地震動を比較する。なお，既工認モデルの表層地盤の物性値及び減衰定

数については既工認の値を用い，今回工認モデルの表層地盤の物性値及び減衰定数について

は，Ｇ/Ｇ０＝0.2及びｈ＝8％と設定した。 

解析プログラムは，既工認モデル及び今回工認モデルともに「SuperFLUSH」を用いる。 
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表 2－1 原子炉建物の地震応答解析に用いる入力地震動の評価手法の比較（主な解析条件） 

 既工認 今回工認 

入力地震動の

評価（概要） 

 
（ＮＳ方向） 

 
（ＮＳ方向） 

※解放基盤表面から EL -215mまでの 

１次元モデルは既工認と同じ。 

評価手法 

解析方法 周波数応答解析 同左 

入力地震動の

算定方法 

[計算機 

コード] 

・引下げ：一次元波動論[SHAKE] 

・引上げ：2次元ＦＥＭ解析 

[VESL-DYN] 

※本検討では[SuperFLUSH]を用いる。 

・引下げ：一次元波動論[SHAKE] 

・引上げ：2次元ＦＥＭ解析 

[SuperFLUSH] 

入力地震動の解析モデル 

モデル化範囲 ・引下げ：解放基盤表面(EL -10m)から EL 

-215mまでをモデル化 

・引上げ：幅は約 600mの範囲とし，高さ

は EL -215m以浅をモデル化 

・引下げ：同左 

 

・引上げ：同左 

 

速度層区分 建設時の地質調査結果に基づき設定 建設時の地質調査結果に加えて，建設時以

降の敷地内の追加地質調査結果（ボーリン

グ，ＰＳ検層）に基づき設定 

地盤物性値＊１ ・岩盤については，建設時の地質調査結果

に基づき設定 

・表層地盤については，文献(1)に基づく標

準的な砂質土のひずみ依存性を考慮した

等価物性値を設定 

・同左 

 

・表層地盤については，地震動レベル及び

試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性

を考慮した等価物性値を設定 

境界条件＊２ 

(2次元ＦＥ

Ｍ) 

・底面：粘性境界 

・側面：粘性境界 

・底面：粘性境界 

・側面：エネルギー伝達境界※ 

※側方地盤への波動の逸散をより詳細に評

価する境界条件に変更 

入力地震動 

出力位置 

EL -4.7m 同左 

備考 建設工認 第１回 添付書類Ⅳ-2-4-1 

「原子炉建物の地震応答計算書」による 

今回工認 添付書類Ⅵ-2-2-2 

「原子炉建物の地震応答計算書」による 

地震応答解析モデル 

相互作用 

モデル 

水平：地盤ばねモデル（SRモデル） 

鉛直：― 

水平：地盤ばねモデル（SRモデル） 

鉛直：地盤ばねモデル 

（底面鉛直ばねモデル） 

建物設置 

レベル 

EL -4.7m 同左 

  箇所：主な相違点 

注記＊１：今回工認の入力地震動評価で用いる地盤物性値を表 2－3に示す。 

＊２：2次元ＦＥＭ解析モデル側面の境界条件を参考資料－1に示す。  
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。
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表 2－3 入力地震動評価で用いる地盤物性値 

(a) 既工認 

層番号＊１ 

Ｓ波速度 

Ｖｓ 

(m/s) 

Ｐ波速度 

Ｖｐ 

(m/s) 

単位体積 

重量 

γ 

(kN/m3) 

ポアソン比 

ν 

せん断 

弾性係数 

Ｇ 

(×105kN/m2) 

減衰定数 

ｈ 

（％） 

表層① 174＊２ 558＊２ 20.6 0.446 0.637＊２ 5 

岩盤② 900 2100 23.0 0.388 19.0 5 

岩盤③ 1600 3600 24.5 0.377 64.0 3 

岩盤④ 1950 4000 24.5 0.344 95.1 3 

岩盤⑤ 2000 4050 26.0 0.339 105.9 3 

岩盤⑥ 2350 4950 27.9 0.355 157.9 3 

 

(b) 今回工認 

層番号＊１ 

Ｓ波速度 

Ｖｓ 

(m/s) 

Ｐ波速度 

Ｖｐ 

(m/s) 

単位体積 

重量 

γ 

(kN/m3) 

ポアソン比 

ν 

せん断 

弾性係数 

Ｇ 

(×105kN/m2) 

減衰定数 

ｈ 

（％） 

表層①-1 127＊２ 422＊２ 20.7 0.45 0.341＊２ 8＊２ 

岩盤①-2 250 800 20.6 0.446 1.31 3 

岩盤② 900 2100 23.0 0.388 19.0 3 

岩盤③ 1600 3600 24.5 0.377 64.0 3 

岩盤④ 1950 4000 24.5 0.344 95.1 3 

岩盤⑤ 2000 4050 26.0 0.339 105.9 3 

岩盤⑥ 2350 4950 27.9 0.355 157.9 3 

 

注記＊１：層番号は解析モデル図(表 2－2)を参照 

＊２：埋戻土のひずみ依存性を考慮した等価物性値 
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3. 検討結果 

既工認モデルと今回工認モデルによる入力地震動の加速度応答スペクトルの比較を図 3－1

に示す。 

既工認モデルと今回工認モデルによる入力地震動を比較すると，加速度応答スペクトルの

形状傾向は概ね同等であるが，一部の周期帯において差が認められる。これは，表層地盤の物

性値の違いに加え，地盤モデル側面の境界条件や速度層区分の相違が複合的に影響している

ことが要因であると考えられる。 

なお，今回工認モデルは，建設時の地質調査結果に加えて，建設時以降の追加地質調査結果

に基づき設定していることから，より精緻なモデルである。 

 

 

 (a) ＮＳ方向 

 

(b) ＥＷ方向 

図 3－1 既工認モデルと今回工認モデルによる入力地震動の加速度応答スペクトルの比較 

（原子炉建物，基準地震動Ｓｓ－Ｄ） 

 

4. 参考文献 

(1) 大崎他，地盤振動解析のための土の動力学モデルの提案と解析例，第 5回 日本地震工学

シンポジウム，1978 
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添付資料－3 

 

Ｄ級岩盤の速度層区分の設定について 

 

1. はじめに  

 本資料は，原子炉建物のＮＳ方向の入力地震動評価に用いている 2 次元ＦＥＭモデルにお

いて，岩盤①-2 に含まれるＤ級岩盤をＣＬ級岩盤と同じ速度層として設定する根拠を示すも

のである。 

 

2. ＰＳ検層結果

 2 号機基礎地盤（ＮＳ方向）の鉛直断面図（岩級区分図及び速度層区分図）を図 2－1 に，

Ｄ級岩盤を含む地盤のＰＳ検層結果を図 2－2に示す。 

 図 2－2 に示すとおり，Ｄ級岩盤を含む区間の速度値は，ＶＰ＝0.7km/s，ＶＳ＝0.3km/s を

示しており，岩盤①-2の速度値（ＶＰ＝0.8km/s，ＶＳ＝0.25km/s）相当の速度値であることか

ら，Ｄ級岩盤を含む区間を岩盤①-2に区分している。 

 

 

 

図 2－1 2号機基礎地盤（ＮＳ方向）の鉛直断面図（岩級区分図及び速度層区分図） 

Ｄ級岩盤 
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図 2－2 ＰＳ検層結果 
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参考資料－1 

 

2次元ＦＥＭ解析モデル側面の境界条件 

 

1. 2次元ＦＥＭ解析モデル側面の境界条件 

2次元ＦＥＭ解析モデルの側面の境界条件については，既工認では粘性境界を用いていた

が，今回工認ではエネルギー伝達境界に変更する。 

側面の境界条件はＦＥＭ部分から側方地盤への波動の逸散を考慮したものであり，粘性境

界は隣接する側方地盤との変位の関係から，エネルギー伝達境界はＦＥＭ部分と側方地盤全

体の変位分布の関係からこの逸散を考慮している。 

粘性境界とエネルギー伝達境界の比較を表 1－1に示す。 

粘性境界はダッシュポットを用いた速度比例型の減衰力により，側方地盤への波動の逸散

を考慮する。解の精度が良く，計算も容易である。 

一方，エネルギー伝達境界はＦＥＭ部分の境界節点と側方地盤との変位分布の差から，側

方地盤への波動の逸散を考慮する。解の精度がとても良く，より現実に即した解析結果を得

ることができる。なお，先行プラントの工認において適用実績がある。 

 

表 1－1 側面の境界条件(1) 

境界処理法 概念図 説明 

定式化

の 

難易度 

計算上の 

特徴 

解の 

精度 
その他 

粘性境界 

 

速度比例型の

減衰力により

波動逸散波を

吸収 

容

易 

計算は容易 

[K*]は対角

またはバン

ドマトリク

ス 

○ 

手間と精度の

バランスが良

い 

周波数応答/時

刻歴解析の双

方に適用可能 

1～3 次元で適

用可能 

エネルギー 

伝達境界 

 

一般化表面波

の固有モード

を合成し，側方

の水平成層地

盤と結合 

難

解 

計 算 は 煩

雑，かつ固

有値解析に

計算時間を

要する 

側方の[K*]

はフルマト

リクス 

◎ 

2 次元および軸

対称の周波数

応答のみ適用

可能 

（参考文献(1)より引用） 

 

2. 参考文献 

(1) 日本建築学会：入門・建物と地盤との動的相互作用，1996 



補足-023-10　建物の地震応答解析モデルについて 

（地震応答解析モデルにおける建物基礎底面の付着力）
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1． 概要 

島根原子力発電所の建設時の工事計画認可申請書（以下「既工認」という。）では，原子炉

建物等の地震応答解析における基礎浮上り評価について，線形地震応答解析又は浮上り非線

形地震応答解析を実施している。 

今回の工事計画認可申請（以下「今回工認」という。）では，入力地震動の増大に伴い，基

準地震動Ｓｓによる検討においては，一部解析結果で浮上り非線形地震応答解析を適用でき

る接地率に満たないことから，個別に解析の妥当性を確認した上で採用する解析手法を選定

する。 

本資料は，低接地率となる場合の解析手法において，基礎浮上り評価法に関する既往の知

見を整理した上で，建物基礎底面に考慮する付着力の設定及び今回工認で採用する建物の地

震応答解析モデル（基礎浮上り評価法）の選定について説明するものである。 

また，本資料は，以下の添付書類の補足説明をするもので，使用する計算機プログラムに

ついても以下の資料に準ずる。 

  

 ・Ⅵ-2-2-5 「制御室建物の地震応答計算書」 

 ・Ⅵ-2-2-9 「廃棄物処理建物の地震応答計算書」 

 ・Ⅵ-2-11-2-1-1 「１号機原子炉建物の耐震性についての計算書」 

 ・Ⅵ-2-11-2-1-3 「１号機廃棄物処理建物の耐震性についての計算書」 

 ・Ⅵ-2-11-2-1-5 「サイトバンカ建物（増築部）の耐震性についての計算書」 
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2. 検討方針及び地震応答解析モデルの選定 

基礎浮上り評価法に関する既往の知見を整理し，低接地率となる解析結果について個別に

解析の妥当性を確認する。これらを踏まえて採用する地震応答解析モデルについて検討を行

う。 

 

 2.1 基礎浮上り評価法に関する既往の知見 

島根原子力発電所第２号機（以下「島根２号機」という。）の地震応答解析にあたっては，

建物形状に応じ，建物と地盤の相互作用を考慮することとしている。「原子力発電所耐震設

計技術指針ＪＥＡＧ４６０１(以下「ＪＥＡＧ４６０１」という。)－1987」においては，

建物と地盤の相互作用の影響を適切に考慮できるモデルとしてＳＲモデルや離散系モデル

（ＦＥＭモデルを含む）が列挙されている。また，「ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」に

おいては，接地率に応じた地震応答解析手法の適用性が示されており，接地率ηＮＬ＜65％

の場合は別途検討となっている（図 2－1参照）。 

 

 

図 2－1 基礎浮上り評価フロー 

（「ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」より抜粋） 

 

 

参考として，接地率ηＮＬ＜65％となる場合の別途検討の手法として，「原子力発電所耐震

設計技術規程ＪＥＡＣ４６０１（以下「ＪＥＡＣ４６０１」という。）－2008」では，誘発

上下動を考慮したＳＲモデルや，特別な検討としてジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭ

モデルが提案されている（図 2－2参照）。 
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図 2－2 基礎浮上り評価フロー 

（「ＪＥＡＣ４６０１－2008」より抜粋） 
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 2.2 地震応答解析モデル（基礎浮上り評価法）について 

(1)  基礎浮上り評価方針 

島根２号機の建物・構築物は「ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」に示される浮上り非

線形地震応答解析により基準地震動Ｓｓに対して接地率を算定することを基本とする。接

地率η＜65％となる場合の別途検討は，「ＪＥＡＣ４６０１－2008」及び「ＪＥＡＣ４６

０１－2015」の評価フローを参考とした。 

上記を踏まえた島根２号機における各建物(重要ＳＡ施設及び波及的影響に係る施設を

含む)の地震応答解析モデル(基礎浮上り評価法)の選定フローを図 2－3に示す。 
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(2) 採用する地震応答解析モデルの選定 

制御室建物，廃棄物処理建物，１号機原子炉建物及び１号機廃棄物処理建物は誘発上下

動を考慮できる浮上り非線形解析において，接地率η＜50％となることから，図 2－3 に

示す「特別な検討に相当する検討」として，建物の基礎底面の付着力を考慮した地震応答

解析等を行い，その適用性を確認した上で，採用する地震応答解析モデルを選定する。 

建物の基礎底面と地盤間の付着力は，島根原子力発電所における付着力試験の結果（追

加試験結果を含む）に基づき 0.40N/mm2とした。（別紙－2参照） 

なお，図 2－3 のフローに基づき付着力を考慮する場合に採用した地震応答解析モデル

については，Ⅵ-2-2-5「制御室建物の地震応答計算書」の補足説明資料である「補足-024-02 

制御室建物の地震応答計算書に関する補足説明資料」，Ⅵ-2-2-9「廃棄物処理建物の地震

応答計算書」の補足説明資料である「補足-024-04 廃棄物処理建物の地震応答計算書に

関する補足説明資料」，Ⅵ-2-11-2-1-1「１号機原子炉建物の耐震性についての計算書」の

補足説明資料である「補足-025-13 １号機原子炉建物の耐震性についての計算書に関す

る補足説明資料」，Ⅵ-2-11-2-1-3「１号機廃棄物処理建物の耐震性についての計算書」の

補足説明資料である「補足-025-15 １号機廃棄物処理建物についての計算書に関する補

足説明資料」及びⅥ-2-11-2-1-5「サイトバンカ建物（増築部）の耐震性についての計算

書」の補足説明資料である「補足-025-17 サイトバンカ建物（増築部）の耐震性につい

ての計算書に関する補足説明資料」にて詳細を説明する。 

 

(3) 建物基礎底面の付着力有無による建物応答への影響検討 

建物基礎底面の付着力は，地震応答解析における解析精度の確保（接地率の改善）を目

的として設定したものであり，建物基礎底面の付着力の考慮の有無による建物応答への影

響を把握するため，図 2－3 において，付着力を考慮しない地震応答解析モデルを採用す

る建物のうち，建物・内包する施設の重要度及び接地率を踏まえ，原子炉建物を代表とし

て，付着力を考慮しないモデルと付着力を考慮したモデルを用いた地震応答解析を行った。

その結果，付着力により接地率は改善され，両モデルとも同等の応答値を示した（別紙－

3参照）。 

また，付着力を考慮する地震応答解析モデルを採用する建物のうち廃棄物処理建物につ

いて，付着力の考慮の有無による最大水平応答加速度の比較を行った。その結果，最大水

平応答加速度は付着力の有無によらずほぼ一致した（別紙－1参照）。 

これらのことから付着力の考慮の有無による建物応答（水平方向）への影響は軽微であ

ることを確認した。 
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3. まとめ 

建物の地震応答解析により低接地率となる場合の解析手法において，基礎浮上り評価法に

関する既往の知見を整理した上で，建物基礎底面に考慮する付着力の設定(0.40N/mm2)及び今

回工認で採用する建物の地震応答解析モデル（基礎浮上り評価法）の選定を行った。 

検討の結果，島根２号機の今回工認で採用する建物・構築物の地震応答解析モデルは，表 3

－1のとおりとする。 

 

表 3－1 採用する地震応答解析モデル（基礎浮上り評価法） 

採用する地震応答解析モデル 

（基礎浮上り評価法） 

付着力の

考慮 
建物 添付書類 

ＳＲモデル 

（浮上り非線形地震応答解析） 
－ 

原子炉建物 Ⅵ-2-2-2 

タービン建物 Ⅵ-2-2-7 

緊急時対策所 Ⅵ-2-2-11 

ガスタービン発電機建物 Ⅵ-2-2-16 

１号機タービン建物 Ⅵ-2-11-2-1-2 

誘発上下動考慮ＳＲモデル 

（浮上り非線形地震応答解析） 
－ サイトバンカ建物＊2 Ⅵ-2-11-2-1-4 

ＳＲモデル 

（浮上り線形地震応答解析） 
 〇＊1 

制御室建物 Ⅵ-2-2-5 

 廃棄物処理建物＊3 Ⅵ-2-2-9 

１号機廃棄物処理建物 Ⅵ-2-11-2-1-3 

サイトバンカ建物（増築部） Ⅵ-2-11-2-1-5 

ジョイント要素を用いた 

３次元ＦＥＭモデル 
〇 

 廃棄物処理建物＊4 Ⅵ-2-2-9 

１号機原子炉建物 Ⅵ-2-11-2-1-1 

注記＊1：基礎浮上りが発生しないために必要な付着力が付着力試験に基づき設定した値（0.40N/mm2）

を超えないことを確認する。ただし，サイトバンカ建物（増築部）に適用する付着力は

0.68N/mm2とする。 

＊2：接地率が 65％以上となる場合はＳＲモデル（浮上り非線形地震応答解析）とする。 

＊3：弾性設計用地震動Ｓｄに対する評価に用いる。 

＊4：基準地震動Ｓｓに対する評価に用いる。 
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別紙－1 

付着力を考慮した 3次元ＦＥＭモデルの適用性について 

1. 概要

廃棄物処理建物及び１号機原子炉建物の基準地震動Ｓｓに対する評価に用いる地震応答

解析モデルは「ＪＥＡＣ４６０１－2015」を参考に，ジョイント要素（付着力考慮）を用い

た 3次元ＦＥＭモデルを採用している。本資料は，ジョイント要素（付着力考慮）を用いた

3 次元ＦＥＭモデルが適用可能な接地率を 35％以上としていることの妥当性を説明するも

のである。 

2. 既往文献の整理

「ＪＥＡＣ４６０１－2015」におけるジョイント要素を用いた 3次元ＦＥＭモデルの適用

性について，以下の通り整理した。 

(1) ジョイント要素（付着力無視）を用いた 3次元ＦＥＭモデルの適用範囲及び適用性

「ＪＥＡＣ４６０１－2015 参考資料 3.5(3)」及び引用している既往論文(1)によると，

時間領域のグリーン関数法の地震応答解析結果との比較を行い，接地率ηが 30％程度まで

時間領域のグリーン関数法の結果と概ね一致するとされている。この結果を基に，ジョイ

ント要素を用いた 3 次元ＦＥＭモデルの適用範囲として接地率η≧35％を提案している。

「ＪＥＡＣ４６０１－2015 参考資料 3.5(3)」を補足 1に示す。 

既往論文の解析条件と，島根２号機においてジョイント要素（付着力考慮）を用いた 3

次元ＦＥＭモデルを採用する廃棄物処理建物の解析条件の比較を表 2－1に示す。基礎底面

の付着力以外は，実際の建物の大きさや解析モデル規模も含めて，ほぼ同じ解析条件とな

っている。 

(2) ジョイント要素（付着力考慮）を用いた 3次元ＦＥＭモデルの適用性

「ＪＥＡＣ４６０１－2015 参考資料 3.5(7)」及び引用している既往論文(1)では，上記

(1)のモデルをベースに更に現実に近い解析条件を設定した検討として，建物基礎底面の付

着力を考慮した検討を実施し，最大加速度が 900Gal の地震波を入力した際に，基礎底面の

付着力として 0.49N/mm2を考慮した時の接地率は約 30～50％となっていることが示されて

いる。既往論文におけるジョイント要素を用いた 3次元ＦＥＭモデルを図 2－1に，ジョイ

ント要素を用いた 3次元ＦＥＭモデルの応答解析結果を図 2－2に示す。

「ＪＥＡＣ４６０１－2015 参考資料 3.5(7)」において，ジョイント要素（付着力考慮）

を用いた 3 次元ＦＥＭモデルは，付着力の考慮に加えて浮上りに伴う誘発上下動の評価が

可能であり，低接地率の範囲まで適用可能とされている。「ＪＥＡＣ４６０１－2015 参考

資料 3.5(7)」を補足 2に示す。 

これは既往論文(1)においてジョイント要素（付着力考慮）を用いた 3 次元ＦＥＭモデル

が接地率 30％程度まで適用された事例であることから，ジョイント要素（付着力考慮）を

用いた 3次元ＦＥＭモデルは接地率 30％程度まで適用可能であることを示唆しているとい
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える。 

 

表 2－1 ジョイント要素を用いた 3次元ＦＥＭモデルの既往論文との解析条件の比較 

項目 既往論文 評価対象建物 

対象建物 
ＰＷＲ 

原子炉建屋 

ＢＷＲ 

２号機廃棄物処理建物 

建物モデル 多軸多質点系モデル 単軸多質点系モデル 

（減衰） （ひずみエネルギ比例型） （ひずみエネルギ比例型） 

地盤のせん断波速度 1,000m/s及び 2,000m/s 
約 1,660m/s 

(標準地盤の等価せん断波速度) 

基礎浮上り 

ジョイント要素で考慮 

 

ジョイント要素で考慮 

 

基礎幅 約 60m ＮＳ：53.07m ＥＷ：53.64m 

地盤モデル化 

範囲 

水平 基礎幅の 5倍 基礎幅の約 5倍 

鉛直 基礎幅の 1.5倍 基礎幅の約 1.5倍 

基礎底面の付着力 
無視＊1， 

考慮＊2（0.49N/mm2，0.98N/mm2） 
考慮（0.40N/mm2） 

注記＊1：接地率の適用範囲に関する検討（「2.(1)ジョイント要素(付着力無視)を用いた 3次元ＦＥＭモデル」に対応） 

＊2：現実に近い解析条件を設定した検討（「2.(2)ジョイント要素(付着力考慮)を用いた 3次元ＦＥＭモデル」に対応） 
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図 2－1 既往論文におけるジョイント要素を用いた 3次元ＦＥＭモデル 

(b) 地盤モデル 

(a) 建物モデル 
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(2) 付着力の違いによる最大応答加速度の比較 

       （水平応答加速度）      （誘発上下動に伴う鉛直応答加速度） 

（Ｖｓ＝1,000m/s） （Ｖｓ＝2,000m/s） 

図 2－2 既往論文におけるジョイント要素を用いた 3次元ＦＥＭモデルの応答解析結果 

(1) 付着力の違いによる接地率の比較 
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3. 付着力を考慮した 3次元ＦＥＭモデルの適用性に関する解析的検討について 

3.1 検討方針 

検討においては，ジョイント要素（付着力考慮）を用いた 3次元ＦＥＭモデルを採用して

いる廃棄物処理建物を対象として，入力地震動を係数倍した地震応答解析を行い，最小接地

率，入力地震動の倍率，水平応答加速度及び誘発上下動に伴う鉛直応答加速度の関係が既往

論文と同様の傾向になることを確認する。 

 

3.2 解析条件 

地震応答解析モデルは図 3－1 に示す廃棄物処理建物の基本ケースのモデルとする。基礎

形状が「ＮＳ方向：53.07m×ＥＷ方向：53.64m」であることから，基礎幅の小さいＮＳ方向

を代表して検討する。なお，基礎浮上り非線形性に与える付着力の影響を把握する事が目的

である事から，建物の非線形性は考慮しない。 

解析は，付着力を考慮しない場合（0N/mm2）と，付着力を考慮した場合（0.40N/mm2）の 2

ケース実施した。入力地震動は位相特性に偏りがなく，全周期帯において安定した応答を生

じさせる基準地震動Ｓｓ－Ｄとし，一次元波動論に基づき，建物基礎底面レベル（EL 0.0m）

での地盤応答を評価した地震動を用いる。本解析ではこの地震動を用いて，入力倍率を乗じ

た地震動を入力する。入力地震動は既往論文との比較のため，付着力を考慮しない条件で接

地率が 30％となるときの入力倍率を 1.0倍として基準化し，接地率が 100％となる 0.5倍か

ら，接地率が 10％を下回る 1.3 倍まで 0.1 倍刻みで漸増させた。また，応答加速度につい

て入力倍率が 1.0 倍のときの最大水平応答加速度及び最大鉛直応答加速度を応答倍率 1.0

倍として基準化した。なお，接地率が概ね 30％を下回る範囲（入力倍率 1.1～1.3）につい

ては参考として解析を実施した。 
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図 3－1 廃棄物処理建物の地震応答解析モデル 
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3.3 検討結果 

付着力と最小接地率の関係を図 3－2 に示す。付着力を考慮しない場合と付着力を考慮する

場合のいずれにおいても既往論文と同様の傾向を示しているとともに，接地率は入力地震動の

大きさに応じて連続的に変化し，低接地率の領域においても特異な応答を生じていないことが

確認できる。 

付着力の有無による最大水平応答加速度への影響を図 3－3 に示す。最大水平応答加速度は

付着力の有無によらずほぼ一致しており，既往論文と同様の傾向を示している。また，最大水

平応答加速度は接地率に応じて連続的に変化し，低接地率の領域においても特異な応答を生じ

ていないことが確認できる。 

付着力の有無による誘発上下動に伴う最大鉛直応答加速度への影響を図 3－4 に示す。付着

力の有無と誘発上下動に伴う最大鉛直応答加速度の関係は，既往論文と同様の傾向を示してい

る。また，誘発上下動に伴う最大鉛直応答加速度は接地率に応じて連続的に変化し，低接地率

の領域においても特異な応答を生じていないことが確認できる。 

最大水平応答加速度は，入力倍率に応じて直線的に変化し，接地率が水平応答に与える影響

は小さいが，鉛直応答は接地率が小さくなると，基礎浮き上がりの発生による誘発上下動に伴

う最大鉛直応答加速度が急激に増大する傾向にある。 

また，図 3－2(a)に示す接地率及び図 3－4(a)に示す誘発上下動に伴う最大鉛直応答加速度

について，接地率 65%以上の範囲では誘発上下動の影響は小さく，65%を下回ると誘発上下動

の影響が現れ，50%を下回ると誘発上下動が増大する傾向となっている。これはＪＥＡＣ４６

０１－2008 の基礎浮上り評価フローにおいて示されている各評価手法の適用範囲と整合して

いる。 

なお，既往論文と廃棄物処理建物は，表 2－1 に示すとおり，ほぼ同じ解析条件となってい

るが，建物形状，支持地盤，比較する質点位置等の相違点があることから，入力倍率及び応答

加速度を基準化して比較し，その応答の傾向が同様であることを確認した。 

以上の結果から，ジョイント要素（付着力考慮）を用いた 3次元ＦＥＭモデルによる応答は

低接地率の範囲まで緩やかに変化し，既往論文と同様の傾向を示すことを確認した。 
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       (a) 廃棄物処理建物        (b) 廃棄物処理建物と既往論文の比較 

図 3－2 付着力の有無による接地率の比較 

 

 

       (a) 廃棄物処理建物        (b) 廃棄物処理建物と既往論文の比較 

図 3－3 付着力の有無による最大水平応答加速度の比較 

（廃棄物処理建物：質点 1，既往論文モデル：質点 15） 

 

 

       (a) 廃棄物処理建物        (b) 廃棄物処理建物と既往論文の比較 

図 3－4 付着力の有無による誘発上下動に伴う最大鉛直応答加速度の比較 

（廃棄物処理建物：質点 1，既往論文モデル：質点 15） 

注：入力地震動は建物基礎底面レベル（EL 0.0m）で評価した地震動とする。既往論文との比較における入力倍率について，廃棄物処理建物

では，付着力を考慮しない場合の接地率が 30％となる時の入力地震動を 1.0 倍として基準化し，既往論文では，付着力を考慮しない場

合の接地率が概ね 30％となる時の入力地震動 900Gal を 1.0 倍として基準化した。なお，図 3－3 及び図 3－4 の既往論文との比較におい

て，既往論文には Vs=1000m/s の結果のみ掲載されているため，Vs=1000m/s の結果と比較した。  
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4. 島根２号機におけるジョイント要素（付着力考慮）を用いた 3次元ＦＥＭモデルの適用性

について 

島根２号機において採用したジョイント要素（付着力考慮）を用いた 3 次元ＦＥＭモデ

ルは，既往論文における接地率の適用範囲に関する検討及び基礎底面に付着力を考慮した

検討とほぼ同じ解析条件となっている。 

「ＪＥＡＣ４６０１－2015」において，ジョイント要素（付着力考慮）を用いた 3 次元

ＦＥＭモデルが提案されており，低接地率の範囲まで適用可能とされていることから，当

社が付着力を考慮した場合も適用できると判断し，接地率η≧35％を目安値として設定し

た。 

また，廃棄物処理建物のジョイント要素（付着力考慮）を用いた 3次元ＦＥＭモデルの解

析結果について既往論文と比較検討した。 

その結果，廃棄物処理建物のジョイント要素（付着力考慮）を用いた 3次元ＦＥＭモデル

の解析結果は既往論文で示された応答結果と同様の傾向を示していること及び低接地率と

なる領域においても特異な応答を生じていないことが確認でき，ジョイント要素（付着力考

慮）を用いた 3次元ＦＥＭモデルが適用可能な接地率を，付着力を考慮しない場合と同様に

35％以上としていることの妥当性を確認した。 

なお，島根２号機において今回採用するジョイント要素（付着力考慮）を用いた 3 次元

ＦＥＭモデルによる工認モデル（基本ケース）の最小接地率は廃棄物処理建物で 93.9％（Ｓ

ｓ－Ｄ，ＥＷ方向），１号機原子炉建物で 59.2％（Ｓｓ－Ｎ１，ＥＷ方向）であり，とも

に 35％を大きく上回る。 

 

5. 参考文献 

(1) Nakamura, N. et al.：An estimation method for basemat uplift behavior of nuclear 

power plant buildings, Nuclear Engineering and Design, Vol.237, 2007.7, 

pp.1275-1287 
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（補足 1） 

 

「ＪＥＡＣ４６０１－2015 参考資料 3.5(3) ジョイント要素を用いた３次元 

ＦＥＭ地盤モデル」（注：1.(1)への引用箇所を下線で示す） 
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（補足 2） 

 

「ＪＥＡＣ４６０１－2015 参考資料 3.5(7) 基礎底面の付着力を考慮した 

基礎浮き上がり解析法」（注：1.(2)への引用箇所を下線で示す） 
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別紙－2 

 

建物基礎底面の付着力に関する検討 

 

1. 概要 

本資料は，建物・構築物の地震応答解析モデルの基礎底面に設定した付着力に関して，そ

の設定の妥当性について説明する。 

 

2. 検討方針 

地震応答解析に考慮する付着力について，既往の知見及び島根原子力発電所で実施した付

着力試験の結果を踏まえて設定する。 

 

3. 「ＪＮＥＳ報告書」による付着力に関する研究 

建物基礎と地盤間の付着力に関しては系統だった研究はあまり行われておらず，知見も限

られる状況の中，「（独）原子力安全基盤機構の報告書(1)」（以下「ＪＮＥＳ報告書」とい

う。）では付着力について試験及び解析的検討が実施され，次の知見が得られたとされてい

る。 

・直接引張による付着力試験結果を用いたシミュレーション解析により，面的な広がりを

もつ試験体の基礎浮上り挙動をよく再現できた。（付着力を 1N/mm2として，引張塑性を

考慮した付着特性を用いて有限要素法解析した結果，中規模試験とほぼ等しい最大荷重

が得られた。） 

・基礎浮上り評価においては，実際の発電所サイトの岩盤やレベルコンクリートの状況か

ら付着力を推定するあるいは試験等で付着力を確認することによって，基礎浮上り評価

に付着力を考慮することが可能と考えられる。 

 

注記：「ＪＮＥＳ報告書」からの引用箇所を下線で示す。 

 

これらの知見の島根原子力発電所への適用性の確認と，「ＪＮＥＳ報告書」の試験方法を

参考とした試験計画の策定を目的として，「ＪＮＥＳ報告書」の研究内容を確認した。 

以下に「ＪＮＥＳ報告書」の概要を示す。 
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3.1 研究概要 

既往の原子炉施設は，図 3－1 に示すように岩盤に直接支持されており，表層土を掘削

した後，岩盤上に直接コンクリートを打設するのが一般的である。この場合コンクリート

と岩盤の境界面には付着力が生じていると予想され，地震時の基礎浮上り挙動に影響を与

えると考えられる。しかし，付着力に関しては系統だった研究は少なく，知見が十分では

ないことから，建物基礎－岩盤間の付着力把握試験及び解析を実施し，実際の原子炉施設

において付着力が基礎浮上り性状に与える影響を検討するための基礎データを取得する

ことを目的として，本検討が実施された。 

図 3－1 に示すように岩盤と基礎との間にはレベルコンクリートが打設されるため，接

合面としては，岩盤とレベルコンクリート間（図 3－1 の①），及びレベルコンクリート

と基礎コンクリート間（図 3－1の②）が存在する。本検討では，①を模擬した 10cm×10cm

の接合面での付着力を検討する要素試験体による直接引張試験及び曲げ引張試験と，①，

②を模擬した 150cm×150 cmの接合面で付着力を検討する中規模試験体による静的引き上

げ実験及び３次元ＦＥＭ解析を用いた解析的検討が行われた。 

検討の結果，３次元ＦＥＭ解析に設定する付着力の材料特性値としては，要素試験体に

よる直接引張試験結果が適切と考えられるとしている。 

 

      

 

  

  
建物 

基礎 

コンクリート 

表層 
② 

① 

 
岩盤 

レベルコンクリート 

岩盤 

図 3－1 原子炉施設の建物基礎と岩盤 
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3.2 要素試験 

3.2.1 実験因子と水準 

要素試験の実験因子と水準を表 3－1に示す。岩盤種類は硬岩として花崗岩，軟岩と

して凝灰岩，硬岩と軟岩の中間的な一軸圧縮強度レベルとして砂岩としている。岩盤

の表面は自然破断面としている。レベルコンクリートの強度は，代表的なレベルコン

クリート（推定強度 180kg/cm2）と同程度と考えられる呼び強度 15N/mm2としている。 

 

表 3－1 実験因子と水準 

実験因子 水準 

岩盤の種類 ①花崗岩（圧縮強度 150N/mm2程度） 

②砂 岩（圧縮強度 100N/mm2程度） 

③凝灰岩（圧縮強度 20N/mm2程度） 

岩盤の表面粗さ 平滑面（自然破断面：凹凸 10～20mm程度） 

コンクリート強度 呼び強度 15N/mm2 

 

3.2.2 試験方法 

(1) 岩盤の物性 

岩盤の物性は，一軸圧縮強度（ＪＧＳ２５２１－2000），圧裂引張強度（ＪＧＳ２５

５１－2000），及び超音波伝播速度（ＪＧＳ２１１０－1998）を測定している。 

 

(2) コンクリートの物性 

コンクリートの物性は，材齢 28 日及び直接引張試験材齢における圧縮強度と割裂引

張強度を測定している。 

 

(3) 直接引張試験 

試験体寸法は 60cm×10cm×20cmとした。高さ 10cmの岩盤の上部にコンクリートを厚

さ 10cmで打設し，湿布養生を行ったとしている。 

試験体は１種類の岩盤に対して６体作製し，１試験体について２箇所実施している。

試験体にはあらかじめ下部の岩盤に達するまでの切れ込みをコンクリートカッターで

入れたとしている。加力箇所上面には 10cm×10cm の鋼製治具をエポキシ樹脂で接着し

たとしている。加力は図 3－2 に示す方法で行い，岩盤とコンクリートの界面が剥離破

壊するまでの荷重を測定している。直接引張試験による付着力Ｆtは，下式より算定し

ている。 

 

 

 

ここで，Ｆt  ：付着力（N/mm2） 

Ｐ   ：最大荷重（N） 

Ａ   ：破断面積（mm2） 

Ｆt＝ 
Ｐ 

Ａ 
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図 3－2 直接引張試験方法 
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(4) 曲げ試験 

試験体寸法は長さ 40cm×幅 10cm×高さ 10cmとしている。長さ 20cmの岩盤を縦に設

置し，その上部にレベルコンクリートを厚さ 20cmで打設して湿布養生を行ったとして

いる。加力は図 3－3に示す方法で行い，界面が剥離破壊するまでの荷重を測定してい

る。曲げ試験による付着力Ｆbは，下式より算定している。 

 

 

 

ここで， Ｆｂ ：付着力（N/mm2） 

Ｐ  ：最大荷重（N） 

Ｌ   ：支点間距離（300mm） 

Ｂ   ：破断面幅（mm） 

Ｈ   ：破断面高さ（mm） 

 

 

図 3－3 曲げ引張試験方法 

Ｆb＝ ＰＬ 

ＢＨ2  
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3.2.3 実験結果 

(1) 岩盤の物性 

岩盤の超音波伝播速度測定結果及び圧縮強度と圧裂引張強度試験結果を図 3－4に示

す。 

 

 

（a）超音波伝播速度           （b）強度試験 

図 3－4 岩盤の試験結果 

 

(2) コンクリートの物性 

レベルコンクリートの圧縮強度は，材齢 28日では平均 21.9N/mm2，直接引張試験と曲

げ試験を実施した材齢 30日では平均 24.7N/mm2であったとしている。また，割裂引張

強度は材齢 28日では平均 2.25N/mm2，材齢 30日では平均 2.38N/mm2であり，圧縮強度

の約 1/10であったとしている。 
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(3) 直接引張試験 

図 3－5に直接引張試験結果を示す。界面で破壊しなかった結果は点線で示している。

付着力の平均値は，砂岩（1.73N/mm2）＞花崗岩（1.22N/mm2）＞凝灰岩（0.35N/mm2）と

なった。岩盤の圧裂引張強度は，砂岩（6.7N/mm2）＞花崗岩（5.5N/mm2）＞凝灰岩（0.9N/mm2）

の順となっており，付着力は岩盤の圧裂引張強度の順と同じ傾向となったとしている。 

 

図 3－5 直接引張試験による付着力 
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(4) 曲げ試験 

図 3－6に曲げ試験結果を示す。付着力の平均値は，砂岩（1.98N/mm2）＞花崗岩

（1.86N/mm2）＞凝灰岩（1.04N/mm2）となったとしている。付着力は岩盤の圧裂引張強

度の順と同じ傾向にあり，これは直接引張試験の場合と同様であるとしている。 

 

直接引張試験による付着力に対する曲げ試験による付着力の比は，花崗岩では 1.5，

砂岩では 1.15，凝灰岩では 3.0となったとしている。コンクリートでは一般的に曲げ

強度は引張強度の 1.2 倍～３倍程度とされており，今回の試験結果は概ね同じ程度であ

ったとしている。 

 

 

図 3－6 曲げ試験による付着力 
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3.3 中規模試験 

3.3.1 実験因子と水準 

中規模試験シリーズの実験変数を表 3－2に示す。岩盤とレベルコンクリート間を対

象としたＲＣシリーズでは，岩盤を花崗岩とし，その表面は粗面と平滑面の２種類の

自然破砕面としている。粗面及び平滑面の最大凹凸差は，それぞれ，80mm程度と 20mm

程度としている。また，レベルコンクリートと基礎コンクリート間を対象としたＣＢ

シリーズでは，実施工の状況を考慮し，レベルコンクリートの表面を木ごて仕上げと

し，レイタンスの除去等の処理を施さない状態で接合面に基礎コンクリートを打設し

たとしている。試験体は各試験シリーズにつき３体としている。岩盤は「3.2 要素試

験」と同一種類の花崗岩を使用している。 

 

表 3－2 中規模試験体シリーズ 

試験 

シリーズ 
下層材 上層材 下層材表面 

ＲＣ－Ｎ 
花崗岩 

（圧縮強度 150N/mm2程度） 

レベルコンクリート 

（呼び強度 15N/mm2） 

粗面 

（凹凸 80mm 程度） 

ＲＣ－Ｆ 
花崗岩 

（圧縮強度 150N/mm2程度） 

レベルコンクリート 

（呼び強度 15N/mm2） 

平滑面 

（凹凸 20mm 程度） 

ＣＢ 
レベルコンクリート 

（呼び強度 15N/mm2） 

基礎コンクリート 

（呼び強度 30N/mm2） 
木ごて仕上げ 

 

3.3.2 試験方法 

ＲＣシリーズの形状・寸法を図 3－7に示す。接合面の寸法は，1.5m×1.5mであり，

接合面は，岩盤下面から 400mm～480mm程度の高さに位置している。ＣＢシリーズ試験

体では，下層材と上層材の厚さを 400mmとし，他の形状寸法はＲＣシリーズと同一と

している。 

図 3－8に加力方法を示す。下層材の３辺をＰＣ鋼棒により反力床に固定し，基礎浮

上り時における付着力の応力勾配を模擬するため，上層材の偏心位置に引張力を載荷

したとしている。 
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図 3－7 試験体形状・寸法（ＲＣシリーズ） 

 

 

図 3－8 加力方法 
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3.3.3 実験結果 

各試験シリーズのコンクリートの強度試験結果を表 3－3に示す。 

 

表 3－3 コンクリートの強度試験結果 

試験 

シリーズ 
部位 

圧縮強度 

（N/mm2） 

引張強度 

（N/mm2） 

ヤング係数 

（N/mm2） 

ＲＣ－Ｎ レベルコンクリート 19.5 1.96 2.26×104 

ＲＣ－Ｆ レベルコンクリート 20.7 1.89 2.28×104 

ＣＢ 
レベルコンクリート 20.5 2.19 2.27×104 

基礎コンクリート 33.6 2.68 2.84×104 

 

実験結果の一覧を表 3－4に示す。最大荷重は上層材と加力治具の重量を差し引いた

値としている。また，付着力は，偏心引き上げ荷重に対して接合面の付着応力分布を

線形と仮定して力のつり合いより評価した値であるとしている（図 3－9）。こうした

評価方法による付着力は，花崗岩とレベルコンクリート間で花崗岩表面の粗度によら

ず，0.5N/mm2程度となり，また，レベルコンクリートと基礎コンクリート間で 0.6N/mm2

程度となったとしている。 

 

表 3－4 実験結果 

試験体 
最大荷重 

（kN） 

付着力 

（N/mm2） 

平均付着力 

（N/mm2） 

ＲＣ－Ｎ１ 360.9 0.45 

0.53 ＲＣ－Ｎ２ 462.9 0.58 

ＲＣ－Ｎ３ 447.1 0.56 

ＲＣ－Ｆ１ 437.0 0.54 

0.54 ＲＣ－Ｆ２ 442.8 0.55 

ＲＣ－Ｆ３ 415.5 0.52 

ＣＢ－Ｗ１ 550.8 0.69 

0.63 ＣＢ－Ｗ２ 404.3 0.50 

ＣＢ－Ｗ３ 572.3 0.71 
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図 3－9 中規模試験による付着力評価方法 
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3.4 中規模試験体を対象とした３次元ＦＥＭ解析 

3.4.1  解析概要 

花崗岩とレベルコンクリートの付着力は，直接引張試験では平均値が 1.2N/mm2程度

であり，偏心引き上げ荷重に対して付着応力に線形分布を仮定した場合の中規模試験

結果は 0.5N/mm2程度となったとしている。両者による付着力の評価結果の差を検討す

るため，ＲＣシリーズ試験体を対象に，接合面の付着特性をジョイント要素でモデル

化した３次元ＦＥＭ解析を実施している。 

図 3－10に解析モデルを示す。対称性を考慮し，試験体の半分を解析モデルとして

いる。 

花崗岩とレベルコンクリートはソリッド要素，両者の界面はジョイント要素でモデ

ル化したとしている。花崗岩とレベルコンクリートは弾性体とし，弾性定数は表 3－5

に示す材料試験結果を用いたとしている。また，ジョイント要素は，図 3－11に示す

ように相対変位が 0.002mmまでは付着力を保持するものとし，この付着力は直接引張

試験結果を参考に１N/mm2としたとしている。 

 

図 3－10 解析モデル（「ＪＮＥＳ報告書」記載図に一部加筆） 

 

表 3－5 弾性定数 

材料 ヤング係数（N/mm2） ポアソン比 

レベルコンクリート 2.3×104 0.18 

花崗岩 4.45×104 0.24 

 

 

Ｄ面 
Ａ面 

対称面 
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図 3－11 ジョイント要素の特性 

 

3.4.2  解析結果 

解析の結果，引き上げ荷重が 448kN で接合面前面に剥離が生じ，最大荷重に達した

としている。ＲＣシリーズ試験体の最大荷重は 361kN～463kN（表 3－4）であり，最大

荷重の解析結果は中規模試験結果と概ね良好に対応したとしている。 

最大荷重時のジョイント要素の，対称面（x=0m）とＤ面（X=0.75m），及び加力治具

近傍の X=0.25mでの垂直応力分布を図 3－12に示す。 

レベルコンクリート側面（Ｄ面）におけるジョイント要素の垂直応力分布はほぼ線

形と見なせるものの，中心軸近傍では，加力点側の端面（Ａ面）に大きな垂直応力が

生じる非線形分布を呈している。 

中規模試験と直接引張試験による付着力の評価結果の差は，接合面の付着応力分布

の評価方法に起因していると考えられ，付着力の材料特性値としては，直接引張試験

による値がより適切と考えられるとしている。 

 

 

 

図 3－12 ジョイント要素の垂直応力分布（断面） 
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3.5  まとめ 

「ＪＮＥＳ報告書」の知見の島根原子力発電所への適用性の確認と，「ＪＮＥＳ報告書」

の試験方法を参考とした４章の試験計画の策定を目的として，「ＪＮＥＳ報告書」の研究

内容を確認した。 

確認の結果，「ＪＮＥＳ報告書」で対象としている岩盤は実機と同程度の硬岩であり，

レベルコンクリートは一般的な強度のものを用いていることから，その知見は島根原子力

発電所において適用することが可能と考えられる。 

また，４章の試験計画の策定にあたっては，「ＪＮＥＳ報告書」の知見を踏まえた考察

を行った。 

「ＪＮＥＳ報告書」では以下の知見が得られたとされている。 

・面的な広がりをもつ中規模試験体の試験及びそのシミュレーション解析結果から，基

礎浮上り挙動時の建物－地盤間の接合面の付着応力分布（図 3－12）は，基礎浮上り

が生じている側の端面に大きな垂直応力が生じる非線形分布（引上げ側の端部で集中

的に大きくなっている）となる。 

・付着力として設定する値として，接合面を 100mm×100mmとした直接引張による付着

力試験結果を用いることで基礎浮上り挙動をよく再現できた。 

（試験体加力断面の大きさ 10cm×10cmの試験体を作製して，直接引張試験を行う。） 

（界面に設けたジョイント要素は，付着力を引張試験で得られている値を参考に

1N/mm2（1MPa）とした。） 

（岩盤とレベルコンクリートとの界面をジョイント要素でモデル化し，有限要素法に

より中規模試験体の解析を実施した結果，付着力を１N/mm2と設定した場合に，最大

引き上げ荷重の試験結果と解析結果が良好に一致した。） 

  

注記：「ＪＮＥＳ報告書」からの引用箇所を下線で示す。 

 

これに対し，以下の考察を行い，４章の試験計画を策定した。 

・実際の建物・構築物は面的な広がりをもつことから，基礎浮上り挙動時の建物－地盤

間の接合面の付着応力分布は，中規模試験体と同様に，基礎浮上りが生じている側の

端面に大きな垂直応力が生じる非線形分布となると考えられる。 

・基礎浮上り挙動の接合面の応力状態は，各要素レベルでは上向きの引張応力に対し付

着力が抵抗する状態となることから，解析においては，接合面の各要素レベルに設定

する付着力の値は単純引張の応力状態での試験結果に基づく必要があると考えられ

る。 

・単純引張の応力状態を試験体で再現するにあたっては，試験体のスケールが大きいと

せん断や曲げが生じやすく，また，スケールが小さいと粗骨材等の影響を受け試験結

果が安定しないことから，試験体形状を適切に設定しなければならないと考えられる。

「ＪＮＥＳ報告書」の直接引張試験の結果は，中規模試験体の基礎浮上り挙動をよく

再現できていることから，直接引張試験体の接合面（100mm×100mm程度）は単純引

張の応力状態を測定するにあたり，適切なスケールであると考えられる。  
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4.  付着力試験 

「ＪＮＥＳ報告書」の結果を踏まえて，実際の建物・構築物の建物－地盤間に設定する付

着力として，直接引張試験結果を用いることとする。よって，島根原子力発電所の地震応答

解析モデルに設定する付着力の値を求めるため，発電所サイトの岩を用いた付着力試験を実

施した。付着力試験方法の策定にあたっては，強度試験の項目・試験内容及び接合面の形状

（スケール）について，「ＪＮＥＳ報告書」を参考とした。付着力試験方法の策定概要を図

4－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 付着力試験方法の策定概要 

 

4.1  試験概要 

建物の建設にあたっては，施工精度確保の観点から岩盤上にコンクリート（レベルコン

クリート）を打設し基礎底面を平坦にした後，基礎コンクリートの打設を行っている。 

そこで，建物基礎底面と地盤（岩盤）間に生じる付着力を把握するため，岩盤－レベル

コンクリート間，及びレベルコンクリート－基礎コンクリート間を模擬した試験体を用い

て付着力試験を行った。なお，岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験は，敷地の岩盤

状況の影響を考慮するため敷地内の岩盤上で実施する。 

地震応答解析に用いる付着力はこれらの試験結果に基づき設定する。 

 

4.2  岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験 

4.2.1  使用材料の概要 

(1)  岩盤の種類 

島根原子力発電所の耐震上重要な建物が設置されている岩盤（以下「建物直下地盤」

という。）と同種の岩を用いることとし，付着力試験に用いた岩盤の種類を表 4－1に

示す。いずれも岩盤の表面は自然面とした。 

敷地の地質水平断面図を図 4－2に，地質鉛直断面図を図 4－3に示す。 

建物直下地盤は主に黒色頁岩，凝灰岩及びこれらの互層から構成されている。 

 

試験材料の選定 ･･･ 実際の発電所サイトの岩を使用 

＜付着力試験のフロー＞ 

材料強度試験 

試験体の製作 

試験実施 ･･･ 直接引張試験を実施 

･･･ 接合面の形状をφ100mmと設定 

･･･ 「ＪＥＮＳ報告書」と同種の試験を実施 
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表 4－1 岩盤の種類 

No. 岩盤種類 岩盤表面の状態 試験(付着力試験種別) 

① 黒色頁岩 自然面：比較的平滑 現地試験＊ 

② 凝灰岩 自然面：凹凸数 mm程度 現地試験＊ 

   注記＊：敷地内の岩盤に直接コンクリートを打設 

 

 

 

 

図 4－2 地質水平断面図（２号機） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄物処理建物（支持地盤レベル：Ｔ.Ｐ. 0.0m） 

制御室建物（支持地盤レベル：Ｔ.Ｐ.+0.1m） 

原子炉建物（支持地盤レベル：Ｔ.Ｐ.- 4.7m） 

注記＊：一部凝灰岩を含む黒色頁岩主体層を 

頁岩と称している。 

＊ 

１号機廃棄物処理建物（支持地盤レベル：Ｔ.Ｐ.+5.0m） 

１号機原子炉建物（支持地盤レベル：Ｔ.Ｐ.+0.1m） 
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図 4－3(1) 地質鉛直断面図（南北方向）（２号機） 

 

図 4－3(2) 地質鉛直断面図（東西方向）（２号機） 

 

廃棄物処理建物 

制御室建物＊3 

１号機原子炉建物 

制御室建物＊1 

廃棄物処理建物＊1 

注記＊3：制御室建物位置を投影 

注記＊1：制御室建物，廃棄物処理建物位置を投影 

 

注記＊2：一部凝灰岩を含む黒色頁岩 

主体層を頁岩と称している。 

１号機廃棄物処理建物 

注記＊2：一部凝灰岩を含む黒色頁岩 

主体層を頁岩と称している。 

＊2 

＊2 



別 2-19 

(2)  レベルコンクリートの強度 

レベルコンクリートの強度は，18N/mm2とした。 

 

4.2.2  岩盤及びレベルコンクリートの強度試験 

(1)  岩盤の強度試験 

岩盤の強度試験として，地盤工学会の「地盤工学関係規格・基準(2)」に基づき，圧縮

強度，圧裂引張強度の測定を行った。 

 

(2)  コンクリートの強度試験 

コンクリートの強度試験として，付着力試験材齢における圧縮強度（ＪＩＳ Ａ１１

０８）と割裂引張強度（ＪＩＳ Ａ１１１３）の測定を行った。 

 

4.2.3  付着力試験 

試験は，建物直下地盤と同等な岩盤を対象に，敷地内の岩盤(黒色頁岩及び凝灰岩)上に

φ100mm，高さ約 100mm のコンクリートを直接打設した。試験位置を図 4－4 に，試験位置

付近の地質断面図(水平，鉛直)を図 4－5に，試験体の概要を図 4－6に，岩盤の状況を図 4

－7 に示す。図 4－5 は，敷地地盤の傾斜から試験位置の地質を推定したものであり，図 4

－7のスケッチ図と比較的整合していることが分かる。 

試験体は試験材齢前に型枠を脱型し，上部の引張治具をロードセルに接続し，岩盤とコ

ンクリート境界面が剥離破壊する際の最大荷重を測定した。 

付着力試験装置の概要を図 4－8に示す。既工認実績における付着力試験方法との比較を

添付資料－1 に示す。 

付着力Ｆtは下式により算出した。 

 

 

ここで， Ｆt ：付着力（N/mm2） 

 Ｐ ：最大荷重（N） 

 Ａ ：断面積（mm2） 

 

標本数は，「ＪＮＥＳ報告書」と同様に１岩種あたり 12個とし，全部で 24個の試験体を

用いて付着力試験を実施した。なお，標本数の妥当性について，他の原位置試験における標

本数を確認すると，土木学会指針(3)に規定されている原位置における岩盤試験の標本数は，

３ないし４個以上＊とされており，地盤工学会の「岩盤の原位置一軸引張り試験方法（ＪＧ

Ｓ ３５５１－2020）」においても３個以上とされていることから，これらと比べても十分

な標本数といえる。 

 

 

注記＊：土木学会指針に規定された試験の標本数（原位置岩盤の平板載荷試験：３個以上， 

原位置岩盤のせん断試験：４個以上，岩盤の孔内載荷試験：３点以上） 

Ｆt＝ 
Ｐ 

Ａ 
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図 4－4 試験位置 

 

 

  

付着力試験実施位置 

原子炉建物 

廃棄物処理建物 

制御室建物 

１号機原子炉建物 

１号機廃棄物処理建物 
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図 4－5(1) 試験位置付近の水平地質断面図(T.P.-10.2m)  

 

 

 

 

 

 

 

図 4－5(2) 試験位置付近の鉛直地質断面図(A2－A2’断面) 

 

試験位置の想定地質(T.P.-10.2m) 

Ｎ 
A2 
 

T.P.（m） 

A2’ 

A2 

試験位置の想定地質(T.P.-10.2m) 

-10.2 

0.0 

試験位置(T.P.+6.5m) 
50.0 

6.5 

-10.2 

6.5 

50.0 

100.0 

0.0 

-50.0 

Ｓ 
A2’ 

 

T.P.（m） 

100.0 

-50.0 

試験位置を投影(T.P.+6.5m) 

Ｎ 
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図 4－6 試験体の概要（直接引張試験） 

 
            

                     

図 4－7 岩盤の状況（直接引張試験） 

  

図 4－8 付着力試験装置の概要（直接引張試験） 

φ100mm 

引張治具 

コンクリート 

岩盤 

接合面 

約 100mm 

試験位置  ：凝灰岩 

      ：黒色頁岩 

約 10m 

約
15
m 
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4.2.4  試験結果 

(1)  岩盤の強度 

試験に用いた岩盤の圧縮強度及び圧裂引張強度の試験結果を表 4－2に示す。 

 

表 4－2 岩盤の物性試験結果＊ 

岩盤種類 
圧縮強度 

(N/mm2) 

圧裂引張強度 

(N/mm2) 

黒色頁岩 47.6 7.14 

凝灰岩 49.1 9.36 

注記＊：試験体６本の平均値 

 

(2)  コンクリートの強度 

試験に用いたコンクリートの圧縮強度及び割裂引張強度を表 4－3に示す。 

 

表 4－3 コンクリートの物性試験結果＊ 

材齢 

(日) 

圧縮強度 

(N/mm2) 

割裂引張強度 

(N/mm2) 

７ 26.5 2.52 

注記＊：試験体６本の平均値 

 

(3)  付着力 

付着力試験の結果を表 4－4，図 4－9に示す。 

建物直下地盤は主に黒色頁岩と凝灰岩で構成されていることを踏まえ，岩盤全体とし

て評価した付着力の平均値は 0.98N/mm2（標準偏差：0.30N/mm2）となった。 

なお，個々の岩盤における付着力の平均値は，黒色頁岩 0.81N/mm2（標準偏差：

0.26N/mm2），凝灰岩 1.15N/mm2（標準偏差：0.24N/mm2）であった。 

 

表 4－4 付着力試験の結果（岩盤－レベルコンクリート） 

試験体の種類 
平均値 

(N/mm2) 

岩盤－レベルコンクリート  

0.98 
 

黒色頁岩－レベルコンクリート 0.81 

凝灰岩－レベルコンクリート 1.15 
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岩盤－レベルコンクリート間における付着力試験実施後の破断面の状況を，添付資料

－2に示す。 

なお，凝灰岩－レベルコンクリート間の付着力は，「ＪＮＥＳ報告書」に比べて大き

な値となっている（島根：1.15N/mm2，「ＪＮＥＳ報告書」：0.35N/mm2）が，「ＪＮＥ

Ｓ報告書」では，「直接引張試験による付着力は岩盤の圧裂引張強度の順と同じ傾向と

なった。」と報告されていることを踏まえ，付着力と圧裂引張強度に関係性があると判

断し，両者の圧裂引張強度を比較すると，島根が「ＪＮＥＳ報告書」に比べて約 11 倍

大きな値（島根：9.36N/mm2，「ＪＮＥＳ報告書」：0.868N/mm2）となっていることか

ら，この差は凝灰岩自体の物性（圧裂引張強度）の違いによることが一因であるといえ

る。 

また,「ＪＮＥＳ報告書」によると，試験に用いている岩盤の種類は，軟岩サイトの

代表例として凝灰岩を，硬岩サイトの代表例として花崗岩を取り上げており，両者の付

着力を比較すると，硬岩である花崗岩の付着力が大きいことが示されている（花崗岩：

平均 1.22N/mm2，凝灰岩：平均 0.35N/mm2）。 

よって，付着力は岩種や強度により差が生じるものであるといえるが，今回の試験は

原位置で直接引張試験を行っていることから妥当なものといえる。 

 

 

 

 
図 4－9 付着力試験の結果（岩盤－レベルコンクリート） 
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4.3  レベルコンクリート－基礎コンクリート間の付着力試験 

4.3.1  レベルコンクリート及び基礎コンクリートの強度 

レベルコンクリートの強度は 18N/mm2とし，基礎コンクリートの強度は 21N/mm2とし

た。 

 

4.3.2  コンクリートの強度試験 

コンクリートの強度試験として，付着力試験材齢における圧縮強度（ＪＩＳ Ａ１

１０８）と割裂引張強度（ＪＩＳ Ａ１１１３）の測定を行った。 

 

4.3.3  付着力試験 

試験体は，高さ約 100mmに打設したレベルコンクリートを７日間養生した後に，高

さ約 100mm の基礎コンクリートを打設し，φ100mm×高さ 200mm の試験体を作製し，

さらに７日間養生した後に試験を実施した。レベルコンクリートの接合面の状態は木

ごて押えとした。 

付着力は，岩盤－レベルコンクリート間の付着試験と同様に，コンクリート相互の

境界面が剥離破壊する際の最大荷重を測定し算出した。試験体及び付着力試験方法の

概要を図 4－10に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－10 試験体及び付着力試験方法の概要（室内試験）  

引張治具 

引張治具 

試験体(基礎コンクリート) 

試験体(レベルコンクリート) 

φ100mm 

接合面 

約 100mm 

約 100mm 
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4.3.4  試験結果 

(1)  コンクリートの強度 

コンクリートの圧縮強度及び割裂引張強度の試験結果を表 4－5に示す。 

 

表 4－5 コンクリートの物性試験＊ 

種類 
材齢 

(日) 

圧縮強度 

(N/mm2) 

割裂引張強度 

(N/mm2) 

レベルコンクリート(Ｆｃ18) 14 33.3 3.04 

基礎コンクリート(Ｆｃ21) ７ 27.2 2.79 

注記＊：試験体３本の平均値 

 

(2)  付着力 

付着力試験の結果を図 4－11に示す。 

付着力の平均値は，1.61N/mm2（標準偏差：0.12N/mm2）であった。 

 

 

 

 図 4－11 付着力試験の結果  

（レベルコンクリート－基礎コンクリート） 
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5.  地震応答解析に用いる付着力の設定 

「岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験」及び「レベルコンクリート－基礎コンクリ

ート間の付着力試験」の結果並びに設定付着力を表 5－1 に示す。「岩盤－レベルコンクリ

ート間の付着力試験」の付着力の方が小さいことから，「岩盤－レベルコンクリート間の付

着力試験」の付着力試験結果より，地震応答解析に用いる付着力を設定する。 

表 5－1 に示すとおり，地震応答解析に用いる付着力は，２種の岩種のうち平均値の小さ

い黒色頁岩の平均値 0.81N/mm2に対して２倍の安全率を考慮し 0.40N/mm2を採用した。 

 

表 5－1 付着力試験の結果及び設定付着力 

試験 試験体の種類 
平均値 

(N/mm2) 

設定付着力 

(N/mm2) 

原位置 

試験＊1 

岩盤－レベルコンクリート  

0.98 

0.40＊2 
 

黒色頁岩－レベルコンクリート 0.81 

凝灰岩－レベルコンクリート 1.15 

室内 

試験 
レベルコンクリート－基礎コンクリート  1.61 

注記＊1：直接引張試験 

＊2：各試験のうち，平均値の小さい黒色頁岩の平均値に対して２倍の安全率を考慮 

 

ここで，設定付着力 0.40N/mm2について，定量的な評価を行い，その保守性を確認する。 

表 5－1 に示すとおり，「岩盤－レベルコンクリート」の付着力の平均値は 0.98N/mm2と

なっている。また，岩種別の平均値では，黒色頁岩は 0.81N/mm2，凝灰岩は 1.15N/mm2とな

っており，黒色頁岩は凝灰岩より付着力の平均値が小さくなっている。 

岩盤物性を用いる解析では一般に試験結果の平均値を用いるが，今回実施した付着力試験

では，物性値のばらつき，原位置試験の不確実性を踏まえて，平均値をそのまま用いるので

はなく，保守性を考慮し，平均値に対して２倍の安全率を考慮した。 

なお，安全率については，一般的な地盤に関する安全率として，基礎地盤の許容支持力度

の例を挙げると，短期許容支持力度は極限支持力度に対して 1.5倍の安全率を考慮している。

一方で，建物基礎底面と地盤の付着力を考慮した設計においては，適用例も少ないことから

データの信頼性を鑑みて，十分な保守性を確保している。 

また，建物直下地盤は主に黒色頁岩，凝灰岩及びこれらの互層から構成されているが，実

際の建物直下地盤における黒色頁岩と凝灰岩の構成割合を定量的に確認できないこと，建物

毎でその構成割合が異なることを踏まえ，付着力の設定には，岩盤全体の平均値ではなく，

保守的に値の小さい黒色頁岩のみ建物直下地盤を構成するものと見なして黒色頁岩の平均

値 0.81N/mm2に２倍の安全率を考慮した 0.40N/mm2を採用した。なお，設定した付着力は，

試験結果の最低値 0.50N/mm2を下回る値となっている。 

次に，設定した付着力について，統計的な観点も含めた考察を行う。岩盤－レベルコンク

リート間の付着力試験結果のヒストグラムを図 5－1 に，岩盤－レベルコンクリート間の付

着力試験結果と設定付着力の関係を図 5－2に示す。 
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設定付着力（0.40N/mm2）は，平均値の小さい黒色頁岩の平均値（0.81N/mm2）に対して 

－1.58σに相当する。参考として，凝灰岩の平均値（1.15N/mm2）に対して－3.13σ，黒色

頁岩と凝灰岩を合わせた全体の平均値（0.98N/mm2）に対して－1.93σとなる（添付資料－3

参照）。 

なお，設定した付着力は，既工認実績と比較しても試験結果に対して十分な保守性を考慮

した値である（添付資料－4参照）。 

以上より，地震応答解析に用いる付着力 0.40N/mm2は十分に保守的な値である。 

図 5－1 付着力試験の結果（ヒストグラム） 
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図 5－2 岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験の結果と設定付着力の関係 
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6.  適用性の確認 

付着力について，島根原子力発電所の建物・構築物への適用性を以下のとおり検討した。 

 

6.1  材料条件 

6.1.1  岩盤 

建物直下地盤及び試験地盤における岩盤物性を表 6－1に示す。 

   物性値を比較すると建物直下地盤と試験地盤はほぼ同等と見なせることから，地盤

の差異による試験結果への影響はない。 

両者の比較の詳細を添付資料－5に示す。 

   

表 6－1 建物直下地盤及び試験地盤における岩盤物性 

 建物直下地盤＊2 試験地盤 

岩種 
主に黒色頁岩，凝灰岩及びこ

れらの互層から構成される 

黒色頁岩，凝灰岩 

岩の状態 
岩盤分類：大部分がＣH級及び

ＣM級＊1 

亀裂，風化等がないことを目

視で確認 

弾性波速度 

建物直下地盤：ＰＳ検層 

試験地盤：超音波速度測定 

黒色頁岩 

 縦波：約 4.4km/s 

 横波：約 2.1km/s 

凝灰岩 

 縦波：約 4.2km/s 

 横波：約 2.0km/s 

黒色頁岩 

 縦波：約 3.8km/s 

 横波：約 2.3km/s 

凝灰岩 

 縦波：約 2.9km/s 

 横波：約 1.5km/s 

圧裂引張強度 
黒色頁岩：8.82N/mm2 

凝灰岩 ：9.03N/mm2 

黒色頁岩：7.14N/mm2 

凝灰岩 ：9.36N/mm2 

注記＊1：電研式岩盤分類（田中治雄 土木技術者のための地質学入門，1966）による。 

ＣH級：造岩鉱物及び粒子は石英を除けば風化作用を受けてはいるが，岩質は比較的堅硬

である。一般に褐鉄鉱などに汚染せられ，節理あるいは亀裂間の粘着力はわずか

に減少しており，ハンマーの強打によって割れ目に沿って岩塊が剥脱し，剥脱面

には粘土質物質の薄層が残留することがある。ハンマーによって打診すれば，少

し濁った音を出す。 

ＣM級：造岩鉱物及び粒子は石英を除けば風化作用を受けて多少軟質化しており，岩質も

多少軟らかくなっている。節理あるいは亀裂間の粘着力は多少減少しており，ハ

ンマーの普通程度の打撃によって割れ目に沿って岩塊が剥脱し，剥脱面には粘土

質物質の層が残留することがある。ハンマーによって打診すれば，多少濁った音

を出す。 

＊2：島根２号炉原子炉建物位置のボーリング孔から採取した試料による試験。 

（島根原子力発電所原子炉設置変更許可申請書（令和 3 年 9月 15日許可）） 
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6.1.2  レベルコンクリート 

レベルコンクリートの強度は，「ＪＮＥＳ報告書」を参考に，代表的なレベルコン

クリート（推定強度 180kg/cm2）と同程度の呼び強度 18N/mm2としたことから，レベル

コンクリート強度による試験結果への影響はない。 

 

6.1.3  基礎コンクリート 

基礎コンクリートの強度は，試験においては 21N/mm2，実機においては 23.5N/mm2（た

だし制御室建物は 22.1N/mm2）であり，試験と実機は同程度であることから，基礎コン

クリート強度による試験結果への影響はない。 

 

6.2  試験体 

6.2.1  岩盤－レベルコンクリート間 

試験体形状については，接合面寸法はφ100mm とし，表面形状は黒色頁岩，凝灰岩

共に凹凸 10mm程度とした。 

これは，「3.ＪＮＥＳ報告書による付着力試験に関する研究」の「3.2 要素試験」

の直接引張試験とほぼ同一の接合面寸法としている。 

一方，表面形状は「ＪＮＥＳ報告書」に比べて平滑であるが，「3.3 中規模試験」

によると，表面粗度によらず同程度の付着力が得られている。 

以上より，試験体による影響はない。 

 

6.2.2  レベルコンクリート－基礎コンクリート間 

接合面寸法は，φ100mmとした。表面形状はレベルコンクリートの標準的な仕上げ

である木ごて仕上げとした。 

これは，「3. ＪＮＥＳ報告書による付着力試験に関する研究」の「3.2 要素試験」

の直接引張試験とほぼ同一の接合面寸法及び表面形状であることから試験体による影

響はない。 

 

6.2.3  試験方法の違いについて 

「ＪＮＥＳ報告書」による直接引張試験及び本章の付着力試験（直接引張試験及び室

内試験）の試験方法の違いを図 6－1に示す。各試験方法は反力の取り方は異なるが，

接合面はほぼ同一形状であり，接合面の応力状態も同一である。また，付着力に対し

て，コンクリート及び岩盤の引張強度及び圧縮強度は十分に大きいことから，基本的

には接合面以外での破壊は生じない。以上より，それぞれの試験から求まる付着力に

ついて，試験方法の違いによる影響はない。 
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(A)「ＪＮＥＳ報告書」による   (B)直接引張試験      (C)室内試験 
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図 6－1 試験方法の違い 
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7.  設計用付着力としての信頼性，保守性及び地盤のばらつきを踏まえた網羅性・代表性に

ついて 

5．及び 6.1 のとおり，建物基礎底面の付着力として設定した値に十分な保守性・妥当

性があると判断しているが，試験地盤と建物直下地盤が離れており，建物直下地盤近傍で

の直接的な付着力試験データが得られていないため，設計に用いる付着力について，信頼

性，保守性及び地盤のばらつきを踏まえた網羅性・代表性に対する説明性を向上させる観

点から，１，２号機建物近傍において追加試験を実施した。 

 

7.1  試験場所の選定 

１，２号機エリアを対象に，耐震上重要な建物が設置されている岩盤と同様な岩盤と

した。また，追加試験の目的，３号機エリアで実施した試験(以下「前回試験」という。)

条件を踏まえて，以下の岩相，岩級が確認される場所を選定した。追加試験位置を図 7

－1 に，試験位置付近の地質断面図(水平，鉛直)を図 7－2 に，岩盤の状況を図 7－3 に

示す。 

        ・岩相：黒色頁岩 

        ・岩級：ＣＨ級 

 

 

図 7－1 追加試験位置 
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図 7－2(1) 地質水平断面図 

 

 

図 7－2(2) 地質鉛直断面図（東西方向） 
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注記＊：一部凝灰岩を含む黒色頁岩主体層を 
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図 7－3 岩盤の状況（直接引張試験） 
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7.2 追加付着力試験 

7.2.1 試験方法 

  試験方法は，前回試験と同様の試験方法(原位置試験(直接引張試験))である。 

  （4.2を参照） 

7.2.2 試験結果 

(1) コンクリートの強度

コンクリートの圧縮強度及び割裂引張強度の試験結果を表 7－1に示す。

表 7－1 コンクリートの物性試験＊ 

種類 
材齢 

(日) 

圧縮強度 

(N/mm2) 

割裂引張強度 

(N/mm2) 

レベルコンクリート(Ｆｃ18) 7 24.1 2.35 

注記＊：試験体６本の平均値 

(2) 付着力

付着力試験の結果を図 7－4に示す。

付着力の平均値は，0.97N/mm2（標準偏差：0.23N/mm2）であった。

図 7－4 付着力試験の結果（岩盤－レベルコンクリート） 
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7.3 追加試験結果を踏まえた設計用付着力の妥当性について 

追回試験結果と前回試験結果を合わせた試験結果のヒストグラムを図 7－5 に，追加試

験結果と前回試験結果の比較（黒色頁岩）を図 7－6に示す。 

平均値は，追加試験結果（0.97N/mm2）が前回試験結果（0.81N/mm2）を上回り，最低値

も追加試験結果（0.65N/mm2）が前回試験結果（0.50N/mm2）を上回った。一方最大値は，

追加試験結果（1.35N/mm2）と前回試験結果（1.31N/mm2）は同程度であった。また，追加

試験結果と前回試験結果を合わせた全体の平均値は 0.89N/mm2（標準偏差：0.26N/mm2）で

あった。 

比較の結果，追加試験結果は前回試験結果と同等以上の値であったことから，設計用付

着力として設定した値（0.40N/mm2）は，追加試験結果を踏まえても十分な保守性を有し

ており妥当であると判断した。 

なお，両者の標準偏差を比較すると，前回試験は 0.26N/mm2，今回試験は 0.23N/mm2で

あり，ばらつきは同程度であった。また，設計用付着力（0.40N/mm2）は，追加試験結果

の平均値（0.97N/mm2）に対して－2.48σ，追加試験結果と前回試験結果を合わせた全体

の平均値（0.89N/mm2）に対して－1.88σに相当する。 

以上より，地震応答解析に用いる付着力 0.40N/mm2は十分に保守的な値である。 

 

 

 

図 7－5 付着力試験の結果（ヒストグラム） 
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図 7－6 追加試験結果と前回試験結果の比較（黒色頁岩） 
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付着力の考慮の有無による建物応答への影響の検討 

 

1. 概要 

1.1 検討概要 

島根２号機の建物の地震応答解析には，ＳＲモデル，ジョイント要素を用いた３次元ＦＥ

Ｍモデル及び基礎固定モデルを用いている。今回工認で採用する地震応答解析モデルにおけ

る付着力の考慮の有無を表 1－1に示す。 

付着力試験結果を踏まえ，建物の基礎底面と地盤間には付着力が存在すると考えられるこ

とから，今回，ジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭモデル及びＳＲモデル（浮上り線形地

震応答解析）では付着力を考慮することとした。一方で，ＳＲモデル（浮上り非線形地震応

答解析）については，既工認でも実績のある手法として，付着力を考慮していない。また，

基礎固定モデルについては，建物と地盤の相互作用を考慮していない。 

以上を踏まえ，付着力を考慮していないＳＲモデル（浮上り非線形地震応答解析）につい

て，付着力の考慮の有無による建物応答への影響の検討を行う。 

検討は，建物の重要度，内包する施設の重要度及び接地率を踏まえ代表建物の選定を行う。

表 1－2 に付着力を考慮していないＳＲモデル（浮上り非線形地震応答解析）を用いる建物

の重要度，内包する施設の重要度及び接地率の比較を示す。建物の重要度及び内包する施設

の重要度が高く，接地率が小さい原子炉建物を代表として，今回工認で採用する地震応答解

析モデル（以下「今回工認モデル」という。）と，今回工認モデルに基礎底面の付着力を考

慮したモデル（以下「付着力考慮モデル」という。）を用いた地震応答解析を行い，解析結

果の比較を行う。 
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表 1－1 地震応答解析モデルにおける付着力の考慮の有無 

採用する地震応答解析モデル 

（基礎浮上り評価法） 
建物名 

付着力の 

考慮 

ジョイント要素を用いた 

３次元ＦＥＭモデル 
廃棄物処理建物＊1，１号機原子炉建物 考慮する 

ＳＲモデル 

（浮上り線形地震応答解析） 

制御室建物，廃棄物処理建物＊2，１号機廃棄物

処理建物，サイトバンカ建物（増築部） 
考慮する＊3 

ＳＲモデル 

（浮上り非線形地震応答解析） 

原子炉建物，タービン建物，ガスタービン発電

機建物，緊急時対策所，１号機タービン建物 

考慮 

しない 

誘発上下動考慮ＳＲモデル 

（浮上り非線形地震応答解析） 
サイトバンカ建物＊4 

考慮 

しない 

基礎固定モデル 
排気筒モニタ室，ディーゼル燃料移送ポンプエ

リア防護対策設備 
－ 

注記＊1：基準地震動Ｓｓに対する評価に用いる。 

＊2：弾性設計用地震動Ｓｄに対する評価に用いる。 

＊3：基礎浮上りが発生しないために必要な付着力が付着力試験に基づき設定した値（0.40N/mm2）を超

えないことを確認する。ただし，サイトバンカ建物（増築部）に適用する付着力は 0.68N/mm2と

する。 

＊4：接地率が 65％以上となる場合はＳＲモデル（浮上り非線形地震応答解析）とする。 
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表 1－2 付着力を考慮していないＳＲモデル（浮上り非線形地震応答解析）を用いる建物の

重要度，内包する施設の重要度及び接地率の比較 

建物名 
建物の 

重要度＊1，2 

内包する施設の 

重要度＊1，2 

最小接地率＊3，4 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 

原子炉建物 

Ｓ Ｓ 
68.9％ 

（Ｓｓ－Ｄ） 

82.3％ 

（Ｓｓ－Ｄ） 常設／緩和 
常設耐震／防止，常設／緩和， 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

タービン建物 

Ｂ（Ｓｓ） Ｓ 
92.3％ 

（Ｓｓ－Ｎ１） 
100％ 

－（Ｓｓ） 
常設／緩和， 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

緊急時対策所 
Ｃ Ｃ 86.3％ 

（Ｓｓ－Ｄ） 

70.5％ 

（Ｓｓ－Ｄ） －（Ｓｓ） 常設耐震／防止，常設／緩和 

ガスタービン 

発電機建物 

－ － 85.5％ 

（Ｓｓ－Ｄ） 

83.0％ 

（Ｓｓ－Ｄ） －（Ｓｓ） 常設耐震／防止，常設／緩和 

１号機 

タービン建物＊5 

－ － 
100％ 100％ 

－ － 

サイトバンカ 

建物＊5 

Ｂ Ｂ 88.3％ 

（Ｓｓ－Ｄ） 

64.3％ 

（Ｓｓ－Ｆ１） － － 

注記＊1：上段は設計基準対象施設，下段は重大事故等対処施設を示す。 

＊2：重大事故等対処施設の分類 

・常設耐震／防止：常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設／緩和：常設重大事故緩和設備 

・常設／防止（ＤＢ拡張）：常設重大事故防止設備（設計基準拡張） 

＊3：最小接地率は基準地震動Ｓｓにより算定したものであり，（ ）内は，最小接地率となる地震

動を示す。 

＊4：各建物の最小接地率は下記図書に基づく。 

       ・Ⅵ-2-2-2 原子炉建物の地震応答計算書 

       ・Ⅵ-2-2-7 タービン建物の地震応答計算書 

       ・Ⅵ-2-2-11 緊急時対策所の地震応答計算書 

       ・Ⅵ-2-2-16 ガスタービン発電機建物の地震応答計算書 

       ・補足-025-14 １号機タービン建物の耐震性についての計算書に関する補足説明資料 

       ・補足-025-16 サイトバンカ建物の耐震性についての計算書に関する補足説明資料 

＊5：波及的影響の設計対象とする下位クラス施設を示す。 
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2. 解析モデル 

 2.1 今回工認モデル 

今回工認モデルは，ＳＲモデル（浮上り非線形地震応答解析）とし，地震応答解析モ

デルを図 2－1及び図 2－2に示す。 
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1 9 15 23 29

2 10 16 24 30

3 11 17 25 31

4 12 18 26 32

5 13 19 27 33

振動方向

(m)

地盤ばね ばね定数 減衰係数 

基礎底面水平ばね(Kg,Cg) 1.55 ×10 12 (N/m) 2.23 ×10 10 (N･s/m) 

基礎底面回転ばね(Kθ,Cθ) 2.13 ×1015 (N･m/rad) 4.32 ×1012 (N･m･s/rad) 

図 2－1 原子炉建物の地震応答解析モデル（ＮＳ方向） 
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217 2513 30

8 2614 31
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地盤ばね ばね定数 減衰係数 

基礎底面水平ばね(Kg,Cg) 1.51 ×10 12 (N/m) 2.13 ×10 10 (N･s/m) 

基礎底面回転ばね(Kθ,Cθ) 3.02 ×1015 (N･m/rad) 9.01 ×1012 (N･m･s/rad) 

 

図 2－2 原子炉建物の地震応答解析モデル（ＥＷ方向）  

Kθ1=2.195×1012(N･m/rad) 

Kθ2=135.2×1012(N･m/rad) 
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 2.2 付着力考慮モデル 

付着力考慮モデルは，今回工認モデルを基本とし，田中ほか(1)に基づき，基礎底面と地

盤間における付着力を考慮した基礎浮上り特性によるＳＲモデルとする。 

付着力を考慮した基礎浮上り特性について，基礎下の転倒モーメントＭと回転角θの関

係を図 2－3 に示す。なお，付着力は島根原子力発電所における付着力試験結果に基づき

設定した 0.40N/mm2（別紙－2参照）を用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－3 基礎下の転倒モーメントＭと回転角θの関係 

 

 

 

3. 検討用地震動  

検討に用いる地震動は，最小接地率となった基準地震動Ｓｓ－Ｄとする。 

 

4. 地震応答解析結果  

4.1 最大応答加速度 

最大応答加速度を表 4－1及び表 4－2に示す。 
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⑥ 

 

 

Ｍ 

Ｍat0 

Ｍ0 

θ 

 

 

 

 

 

：今回工認モデルにおけるＭ－θ関係 

：付着力考慮モデルにおけるＭ－θ関係 
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表 4－1 原子炉建物の最大応答加速度（ＮＳ方向） 

質点 

番号 

最大応答加速度（m/s2） 比率 

（付着力考慮モデル／今回工認モデル） 付着力考慮モデル 今回工認モデル 

1 10.2 10.2 1.00 

2 10.1 10.2 0.990 

3 8.71 8.58 1.02 

4 8.61 8.61 1.00 

5 8.02 8.02 1.00 

6 24.0 24.1 0.996 

7 16.6 16.8 0.988 

8 12.4 12.5 0.992 

9 10.2 10.2 1.00 

10 9.39 9.39 1.00 

11 8.71 8.58 1.02 

12 8.61 8.61 1.00 

13 8.02 8.02 1.00 

14 12.4 12.5 0.992 

15 10.2 10.2 1.00 

16 9.39 9.39 1.00 

17 8.71 8.58 1.02 

18 8.61 8.61 1.00 

19 9.93 9.37 1.06 

20 24.0 24.1 0.996 

21 17.4 17.6 0.989 

22 12.4 12.5 0.992 

23 10.2 10.2 1.00 

24 9.39 9.39 1.00 

25 8.71 8.58 1.02 

26 8.61 8.61 1.00 

27 8.06 8.06 1.00 

28 12.4 12.5 0.992 

29 10.2 10.2 1.00 

30 10.2 10.1 1.01 

31 8.71 8.58 1.02 

32 8.61 8.61 1.00 

33 8.06 8.06 1.00 

34 6.91 6.91 1.00 

35 6.76 6.76 1.00 
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表 4－2 原子炉建物の最大応答加速度（ＥＷ方向） 

質点 

番号 

最大応答加速度（m/s2） 比率 

（付着力考慮モデル／今回工認モデル） 付着力考慮モデル 今回工認モデル 

1 8.39 8.39 1.00 

2 8.26 8.26 1.00 

3 26.9 27.0 0.996 

4 17.9 17.9 1.00 

5 13.7 13.7 1.00 

6 11.3 11.3 1.00 

7 12.6 12.2 1.03 

8 8.61 8.67 0.993 

9 8.39 8.39 1.00 

10 8.26 8.26 1.00 

11 13.7 13.7 1.00 

12 11.3 11.3 1.00 

13 11.7 11.6 1.01 

14 8.61 8.67 0.993 

15 8.39 8.39 1.00 

16 9.42 9.42 1.00 

17 26.9 27.0 0.996 

18 17.2 17.2 1.00 

19 13.7 13.7 1.00 

20 11.3 11.3 1.00 

21 11.7 11.6 1.01 

22 17.2 17.2 1.00 

23 13.7 13.7 1.00 

24 11.3 11.3 1.00 

25 11.1 10.4 1.07 

26 8.61 8.67 0.993 

27 8.39 8.39 1.00 

28 8.44 8.44 1.00 

29 11.3 11.3 1.00 

30 10.0 10.8 0.926 

31 8.61 8.67 0.993 

32 8.39 8.39 1.00 

33 8.44 8.44 1.00 

34 7.65 7.65 1.00 

35 7.52 7.52 1.00 
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4.2 最大応答せん断ひずみ  

最大応答せん断ひずみを表 4－3及び表 4－4に示す。 
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表 4－3 原子炉建物の最大応答せん断ひずみ（ＮＳ方向） 

部材 

番号 

最大応答せん断ひずみ(γ)（×10-3） 比率 

（付着力考慮モデル／今回工認モデル） 付着力考慮モデル 今回工認モデル 

1 0.289 0.280 1.03 

2 0.357 0.349 1.02 

3 0.355 0.356 0.997 

4 0.370 0.364 1.02 

5 0.434 0.406 1.07 

6 0.281 0.268 1.05 

7 0.307 0.293 1.05 

8 0.335 0.324 1.03 

9 0.330 0.316 1.04 

10 0.327 0.324 1.01 

11 0.353 0.355 0.994 

12 0.368 0.363 1.01 

13 0.432 0.405 1.07 

14 0.115 0.115 1.00 

15 0.148 0.139 1.06 

16 0.155 0.156 0.994 

17 0.215 0.218 0.986 

18 0.659 0.609 1.08 

19 0.201 0.197 1.02 

20 0.253 0.235 1.08 

21 0.360 0.361 0.997 

22 0.337 0.327 1.03 

23 0.330 0.316 1.04 

24 0.327 0.324 1.01 

25 0.353 0.355 0.994 

26 0.355 0.355 1.00 

27 0.446 0.413 1.08 

28 0.341 0.330 1.03 

29 0.266 0.259 1.03 

30 0.344 0.337 1.02 

31 0.344 0.346 0.994 

32 0.351 0.350 1.00 

33 0.445 0.413 1.08 
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表 4－4 原子炉建物の最大応答せん断ひずみ（ＥＷ方向） 

部材 

番号 

最大応答せん断ひずみ(γ)（×10-3） 比率 

（付着力考慮モデル／今回工認モデル） 付着力考慮モデル 今回工認モデル 

1 0.322 0.324 0.994 

2 0.226 0.226 1.00 

3 0.284 0.293 0.969 

4 0.374 0.368 1.02 

5 0.187 0.186 1.01 

6 0.181 0.181 1.00 

7 0.392 0.389 1.01 

8 0.484 0.477 1.01 

9 0.309 0.312 0.990 

10 0.221 0.221 1.00 

11 0.0818 0.0818 1.00 

12 0.0644 0.0648 0.994 

13 0.257 0.255 1.01 

14 0.353 0.347 1.02 

15 0.288 0.287 1.00 

16 0.160 0.163 0.982 

17 0.231 0.234 0.987 

18 0.431 0.433 0.995 

19 0.169 0.168 1.01 

20 0.173 0.172 1.01 

21 0.389 0.387 1.01 

22 0.455 0.458 0.993 

23 0.202 0.201 1.00 

24 0.252 0.262 0.962 

25 0.361 0.351 1.03 

26 0.487 0.481 1.01 

27 0.219 0.218 1.00 

28 0.299 0.303 0.987 

29 0.315 0.325 0.969 

30 0.322 0.315 1.02 

31 0.488 0.481 1.01 

32 0.219 0.218 1.00 

33 0.298 0.303 0.983 
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4.3 床応答スペクトル 

床応答スペクトル（ｈ＝１％及びｈ＝５％）の比較を図 4－1～図 4－16に示す。 

図 4－1 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 1.3m（質点番号 34）） 

図 4－2 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 15.3m（質点番号 4）） 
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図 4－3 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 42.8m（質点番号 8）） 

図 4－4 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 63.5m（質点番号 6）） 
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図 4－5 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 1.3m（質点番号 34）） 

図 4－6 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 15.3m（質点番号 1）） 
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図 4－7 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 42.8m（質点番号 5）） 

図 4－8 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 63.5m（質点番号 3）） 
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図 4－9 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 1.3m（質点番号 34）） 

 

 
図 4－10 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 15.3m（質点番号 4）） 
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図 4－11 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 42.8m（質点番号 8）） 

図 4－12 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 63.5m（質点番号 6）） 
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図 4－13 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 1.3m（質点番号 34）） 

図 4－14 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 15.3m（質点番号 1）） 
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図 4－15 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 42.8m（質点番号 5）） 

 

 

図 4－16 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 63.5m（質点番号 3）） 
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4.4 接地率の比較 

接地率の比較を表 4－5に示す。 

表 4－5 接地率の比較 

地震応答解析モデル 
接地率η（％） 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 

今回工認モデル 68.9 82.3 

付着力考慮モデル 100 100 

5. 付着力の考慮の有無による建物応答への影響の検討結果

原子炉建物を対象とし，今回工認モデルと付着力考慮モデルを用いた地震応答解析を行っ

た結果，付着力により接地率は改善され，両モデルとも同等の応答値を示した。このことか

ら，付着力の考慮の有無による建物応答（水平方向）への影響は軽微である。 

6. 参考文献

(1) 田中英朗ほか：基礎底面の付着力を考慮した基礎浮き上がり解析法，日本建築学会学術

講演梗概集（中国），2008年 9月，pp.1069－1070
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添付資料－1 

既工認実績における付着力試験方法との比較 

島根サイトと既工認実績における付着力試験方法を表１に示す。なお，参考に「ＪＮＥＳ報

告書」及び地盤工学会の「岩盤の原位置一軸引張り試験方法（ＪＧＳ ３５５１－2020）」の

試験方法も同表に示す。 

表１ 島根サイトと既工認実績における付着力試験方法の比較 

サイト 試験体形状 
接合面の凹凸の

状態 

レベルコンクリート

対象岩種等 標本数 圧縮強度 

(N/mm2) 
養生日数 

島根 
直円柱① 

(φ10㎝) 
10mm程度② 18③ ７日④ 

黒色頁岩， 

凝灰岩 
24⑤(１岩種当り 12) 

既
工
認
実
績 

高浜 
直四角柱 

(10㎝×10㎝) 
10～20mm程度 15 27日 流紋岩 27 

大飯 
直四角柱 

(10㎝×10㎝) 
10～20mm程度 15 28日 石英閃緑岩 19 

美浜 
直四角柱 

(10㎝×10㎝) 
10～20mm程度 15 28日 花崗岩 15(現地)＋25(室内) 

川内＊1 
直四角柱 

(150㎝×150㎝) 
木ごて仕上げ 

15 62～68日 レベルコンクリート
3 

30 31～37日 基礎コンクリート

参
考

ＪＮＥＳ 

報告書 

直四角柱 
(10㎝×10㎝) 

10～20mm 
程度 

15 28日 
花崗岩，砂岩， 

凝灰岩 
36(1岩種当り 12) 

直四角柱 
(150㎝×150㎝) 

粗面(80mm程度) 
平滑面(20mm程度) 

15 28日 花崗岩 6(1水準当り 3) 

地盤 

工学会*3 

直円筒，直円柱， 
直四角柱 

(100～1000mm) 
規定なし 規定なし 規定なし 

軟岩から硬岩まで 

を対象 
3以上 

《既工認実績と異なる方法を採用した理由》 
① コンクリートの充填性を考慮し試験体形状を直円柱とした。なお，地盤工学会の試験方法では直円柱も採用されている。 

② 「ＪＮＥＳ報告書」によると，「岩盤表面の凹凸状況の差が接合面の剥離性状にほとんど影響を及ぼしていないことが
認められた。」とあることから，接合面の凹凸による付着力への影響は軽微であると考え 10mm程度に設定した。

③ 市中生コンプラントで調達可能で最も低いＦｃ＝18N/mm2とした。

④ 養生期間を短縮するため，早強コンクリート(調合材齢７日)を採用した。
⑤ 標本数は，土木学会指針に規定されている原位置における岩盤試験では，３ないし４個以上＊2，地盤工学会の「岩盤の

原位置一軸引張り試験方法（ＪＧＳ ３５５１－2020）」では３個以上とされているが，試験結果を用いる施設の重要

性及び圧縮試験と比較して結果のばらつきが大きいことを踏まえて，「ＪＮＥＳ報告書」を参考に１岩種当り 12 個と
し十分な標本数を確保した。

注：他サイトの情報等に係る記載内容については，公開資料を基に当社の責任において記載したものです。 

注記＊1：「ＪＮＥＳ報告書」のレベルコンクリートと基礎コンクリート間の付着力試験結果を用いている。 

＊2：土木学会指針に規定された試験の標本数（原位置岩盤の平板載荷試験：３個以上，原位置岩盤のせん断試験：４

個以上，岩盤の孔内載荷試験：３点以上） 

＊3：地盤工学会の「岩盤の原位置一軸引張り試験方法（ＪＧＳ ３５５１－2020）」について補足 1に示す。 
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（補足 1） 

地盤工学会の試験方法「岩盤の原位置一軸引張り試験方法（ＪＧＳ ３５５１－2020）」 

について 
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添付資料－2 

岩盤－レベルコンクリート間における付着力試験実施後の破断面について 

1. 概要

岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験実施後の破断面の写真及びスケッチ図に基づ

き考察を行う。 

2. 岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験実施後の破断面の状況

図 2－1，図 2－2に黒色頁岩－レベルコンクリート間及び凝灰岩－レベルコンクリート間

における付着力試験後の破断面の状況（写真及びスケッチ図）を示す。 

 岩種に関わらず，岩盤面には薄いコンクリートの層が広く付着しているが，破断位置はい

ずれも岩盤とレベルコンクリートの境界面であったことから，試験値は岩盤とレベルコンク

リート間の付着力を示しているといえる。
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図 2－1（１） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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図 2－1（２） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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図 2－1（３） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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図 2－1（４） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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図 2－1（５） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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図 2－1（６） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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図 2－1（７） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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図 2－1（８） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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図 2－1（９） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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図 2－1（10） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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図 2－1（11） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 

 

 

      コンクリート 

      岩片 

      骨材 

      空洞痕 

凡
例 

      岩盤 

      コンクリート片 

      コンクリートが薄く付着 

      空洞痕 

凡
例 



添 2-13 

 

図 2－1（12） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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図 2－2（１） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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図 2－2（２） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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図 2－2（３） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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図 2－2（４） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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図 2－2（５） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 

 

      コンクリート 

      岩片 

      骨材 

      空洞痕 

凡
例 

      岩盤 

      コンクリート片 

      コンクリートが薄く付着 

      空洞痕 

凡
例 



添 2-19 

 

図 2－2（６） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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図 2－2（７） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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図 2－2（８） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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図 2－2（９） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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図 2－2（10） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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図 2－2（11） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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図 2－2（12） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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添付資料－3 

 

設定付着力に関する統計的な考察について 

 

1. 概要 

今回設定した付着力について統計的な観点も含めた考察を行う。 

 

2. 岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験結果と設定付着力の関係 

  図 2－1に岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験結果と設定付着力の関係を示す。 

  設定付着力（0.40N/mm2）は，平均値の小さい黒色頁岩の平均値（0.81N/mm2）に対して   

－1.58σに相当する。参考として，凝灰岩の平均値（1.15N/mm2）に対して－3.13σ，黒色

頁岩と凝灰岩を合わせた全体の平均値（0.98N/mm2）に対して－1.93σとなる。 

なお，試験結果のばらつきについて，岩種毎に評価した場合は試験によるものであるが，

岩盤全体として評価した場合には試験によるものと岩種の違いによるものが含まれている。 
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図 2－1 岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験の結果と設定付着力の関係 
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添付資料－4 

 

既工認実績における設定付着力との比較 

 

島根サイトと既工認実績における設定付着力の比較を表１に示す。 

島根サイトの建物直下地盤は主に黒色頁岩，凝灰岩及びこれらの互層から構成されており，

実際の建物直下地盤における黒色頁岩と凝灰岩の構成割合を定量的に確認できないこと，建物

毎でその構成割合が異なることから，付着力の設定には，岩盤全体の平均値(0.98N/mm2)では

なく，保守的に値の小さい黒色頁岩の平均値(0.81N/mm2)に基づき設定した。また，物性値の

ばらつき，原位置試験の不確実性を踏まえて，平均値をそのまま用いるのではなく，保守性を

考慮し，平均値に２倍の安全率を考慮し，かつ試験結果の最低値を下回るよう設定した。 

よって，島根サイトの設定付着力は，岩盤全体の平均値(0.98N/mm2)に対して 2.5倍程度，

岩種毎に見れば 2.0～2.9倍の余裕があることから，既工認実績と比較しても試験結果に対し

て十分な保守性を考慮した値である。 

なお，安全率については，一般的な地盤に関する安全率として，基礎地盤の許容支持力度の

例を挙げると，短期許容支持力度は極限支持力度に対して 1.5倍の安全率を考慮している。一

方で，建物基礎底面と地盤の付着力を考慮した設計においては，適用例も少ないことからデー

タの信頼性を鑑みて，十分な保守性を確保している。 

 

表１ 島根サイトと既工認実績における設定付着力の比較 

サイト 建物 

採用する地震 

応答解析モデル 
(基礎浮上り評価法) 

付着力の設定 

試験の 

平均値 
(N/mm2) 

試験の 

最小値 
(N/mm2) 

設定 

付着力 
(N/mm2) 

安全率＊4 保守性の考え方等 

島根 

廃棄物処理建物 
ジョイント要素を 
用いた３次元 
ＦＥＭモデル＊1 

0.98 
(全体) 
1.15 

(凝灰岩) 

0.81 
(黒色頁岩) 

0.50 0.40 

2.5 
(全体) 

2.9 

（凝灰岩） 

2.0 
(黒色頁岩) 

２種の岩種のうち平均値の小

さい黒色頁岩の平均値に対し
て２倍の安全率を考慮すると
ともに最小値 0.50を下回るよ

う設定 
制御室建物 

ＳＲモデル＊2 
(浮上り線形 
地震応答解析) 

既
工
認
実
績 

高浜 中間建屋 
ジョイント要素を 
用いた３次元 

ＦＥＭモデル＊1 

0.92 0.55 0.3 3.1 
平均値に対して十分な余裕を
考慮するとともに最小値 0.55

を下回るよう設定 

大飯 制御建屋 
ジョイント要素を 
用いた３次元 

ＦＥＭモデル＊1 

0.71 0.44 0.3 2.4 
平均値に対して十分な余裕を
考慮するとともに最小値 0.44

を下回るよう設定 

美浜 原子炉建屋 
ジョイント要素を 
用いた３次元 

ＦＥＭモデル＊1 

0.91 0.57 － － 

補足説明資料において工認ケ

ースとの比較ケース(側面回
転ばね非考慮モデル)に平均
値（0.91N/mm2）を設定＊3 

川内 
ディーゼル建屋， 
主蒸気管室建屋 

基礎固定 
モデル＊2 

0.63 0.50 

0.18 

（必要 

 付着力） 
－ 

「ＪＮＥＳ報告書」のレベル
コンクリートと基礎コンクリ
ート間の試験結果の平均値

（0.6N/mm2）と比較 

注：他サイトの情報に係る記載内容については，公開資料を基に当社の責任において記載したものです。 

注記＊1：ジョイント要素に付着力を考慮。 

＊2：基礎浮上りが発生しないために必要な付着力が設定付着力を超えないことを確認。 

＊3：工認ケースにおいては，付着力を考慮していない。 

＊4：試験の平均値／設定付着力により算定。 
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添付資料－5 

 

試験地盤と建物直下地盤の同等性について 

 

1. 概要 

試験地盤は，建物直下地盤から離れているため，両者の同等性を確認し試験地盤における

付着力試験結果を基に設定した付着力を建物直下地盤に適用することの妥当性を以下に示

す。 

 

2. 検討方法 

  試験地盤と建物直下地盤の同等性について，地質・地質構造の観点から比較を行う。また，

参考に岩盤物性の観点からも比較を行う。 

  試験地盤と建物直下地盤の同等性確認の流れを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 2－1 試験地盤と建物直下地盤の同等性確認の流れ 

地質・地質構造の比較 

地盤が同様の堆積環境で形成されたもの 
であり，同一の地層区分であることを確認 

岩相，岩級が同一であることを確認 

試験地盤と建物直下地盤は 
同等の岩盤である 

《参考》岩盤物性の比較 
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3. 試験地盤と建物直下地盤の地質・地質構造の比較 

3.1  敷地地盤について 

    敷地地盤における地質断面図を図 3－1に示す。また，２号機エリア（１号機エリア含

む）及び３号機エリアの地質・地質構造を参考資料－1に示す。 

敷地地盤は，新第三紀中新世の堆積岩類から成る成相寺層と貫入岩類から構成されてお

り，２号機及び３号機原子炉建物基礎地盤周辺は北に向かって約 10～30°傾斜している。 

これまでのボーリング調査の結果，成相寺層中において，連続性の高い堆積層（フロー

ユニット）が，２号機エリア（１号機エリア含む）から３号機エリアまで連続しているこ

とを確認しており，試験地盤及び建物直下地盤を構成する地質は，いずれもこの連続性の

高い堆積層の上位に位置し，同一の「下部頁岩部層」に区分される。 

このことから，試験地盤及び建物直下地盤の地質は，同様の堆積環境で形成されたもの

であり，岩相及び岩種が同一であれば，両者の岩盤は同等であると判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 敷地地盤における地質断面図 
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3.2  試験地盤と建物直下地盤の岩相及び岩級について 

   試験地盤と建物直下地盤の岩相及び岩級の比較を行う。 

 (1) 岩相の比較 

    試験地盤と建物直下地盤における岩相の比較を図 3－2に示す。 

    試験地盤は黒色頁岩及び凝灰岩で構成されており，建物直下地盤は試験地盤と同様に黒

色頁岩，凝灰岩及びこれらの互層が広く分布している。 

    また，試験地盤が局所的であるため，試験地盤を含む建物直下地盤（３号機）及び原子

炉建物南側に隣接する原子炉建物南側地盤における岩相区分の比較を行う。図 3－3にそ

れぞれの地盤における岩相区分及び位置関係を示す。 

    いずれの地盤においても主に黒色頁岩及び凝灰岩から構成されている。 
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(2) 岩級の比較 

試験地盤と建物直下地盤における岩級区分の比較を図 3－4に示す。 

試験地盤における岩級は主にＣＨ級であり，建物直下地盤における岩級は試験地盤と同

様に主にＣＨ級である。 

また，試験地盤が局所的であるため，試験地盤を含む建物直下地盤（３号機）及び原子

炉建物南側に隣接する原子炉建物南側地盤における岩級区分の比較を行う。図 3－5にそれ

ぞれの地盤における岩級区分及び位置関係を示す。 

いずれの地盤においても岩級は主にＣＨ級である。 
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4. 試験地盤と建物直下地盤の岩盤物性値の比較 

参考として，試験地盤と建物直下地盤（２号機）の岩盤物性値の比較を行う。 

岩盤物性値については，「ＪＮＥＳ報告書」によると，「直接引張試験による付着力は岩

盤の圧裂引張強度の順と同じ傾向となった。＊1」とされていることから，付着力は岩盤の圧

裂引張強度と関係性があると判断し，ここでは試験地盤と建物直下地盤（２号機）における

圧裂引張強度＊2の比較を行う。併せて３号機原子炉建物直下地盤における圧裂引張強度＊3

も示す。 

  図 4－1に試験地盤及び建物直下地盤（２号機及び３号機）における圧裂引張強度の比較

を示す。 

黒色頁岩，凝灰岩とも試験地盤の圧裂引張強度の平均値は，建物直下地盤（２号機）の圧

裂引張強度の平均値と同程度であり，試験地盤の個々の圧裂引張強度も建物直下地盤（２号

機）の±１σの範囲内に概ね収まっていることから，試験地盤と建物直下地盤（２号機）は

同等の岩盤である。また，３号機建物直下地盤の値とも同程度であることを確認した。 

 

注記＊1：「ＪＮＥＳ報告書」では，岩盤物性試験として，一軸圧縮強度，圧裂引張強度，超音

波伝播速度を計測しており，このうち圧裂引張強度の順と付着力の順が同じ傾向(砂岩

＞花崗岩＞凝灰岩)となったことが示されている。 

＊2：島根２号炉原子炉建物位置のボーリング孔から採取した試料による試験 

（島根原子力発電所原子炉設置許可変更申請書（令和 3 年 9月 15日許可）） 

＊3：島根３号炉原子炉建物位置のボーリング孔から採取した試料による試験 

（島根原子力発電所原子炉設置許可変更申請書（平成 17年 4月 26 日許可）） 
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図 4－1（１） 試験地盤及び建物直下地盤（２号機及び３号機） 

における岩盤の圧裂引張強度の比較（黒色頁岩） 

図 4－1（２） 試験地盤及び建物直下地盤（２号機及び３号機） 

における岩盤の圧裂引張強度の比較（凝灰岩） 
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5. まとめ 

  試験地盤と建物直下地盤の同等性を地質・地質構造の観点から確認した。 

  試験地盤と建物直下地盤の地質が同様の堆積環境で形成されたものであり，同一の地層区

分であることを確認した。 

試験地盤と建物直下地盤の岩相は主に黒色頁岩及び凝灰岩で構成されていること，及び岩

級はＣＨ級であり，岩相及び岩級が同一であることを確認した。 

  また，参考として，試験地盤と建物直下地盤の岩盤物性値（圧裂引張強度）を比較し，同

程度であることを確認した。 

 

  以上より，試験地盤と建物直下地盤は同等のものであり，試験地盤における付着力試験結

果を基に設定した付着力を建物直下地盤に適用することは妥当であると判断する。 
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参考資料－1 

 

島根原子力発電所 敷地の地質・地質構造について 

(第 223回審査会合資料再掲) 

 

以下に，島根原子力発電所の２号機エリア（１号機エリア含む）及び３号機エリアの地質・

地質構造を示す（第 223回審査会合，資料 2－1の再掲）。 

 

 

第 223 回審査会合 

資料２-1 P９再掲 



参 1-2 

 

 

 

第 223 回審査会合 

資料２-1 P10 再掲 

第 223 回審査会合 
資料２-1 P11 再掲 
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第 223 回審査会合 
資料２-1 P12 再掲 

第 223 回審査会合 
資料２-1 P13 再掲 
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第 223 回審査会合 
資料２-1 P15 再掲 

第 223 回審査会合 

資料２-1 P17 再掲 
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第 223 回審査会合 
資料２-1 P18 再掲 

第 223 回審査会合 

資料２-1 P20 再掲 

注：３号炉の地質断面図では，２号炉の地質断面図で互層として区分していた地質を細分している。 
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第 223 回審査会合 

資料２-1 P21 再掲 

第 223 回審査会合 
資料２-1 P22 再掲 

注：３号炉の地質断面図では，２号炉の地質断面図で互層として区分していた地質を細分している。 
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参考資料－2 

 

建物直下地盤周囲の地盤状況について 

 

建物直下地盤周囲の地盤状況として，原子炉建物南側に隣接した土木構造物（第１ベントフ

ィルタ格納槽及び低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽）の設置地盤における岩相区分及び岩級区

分を図１に示す。 

建物直下地盤周囲における岩相は黒色頁岩（一部凝灰質頁岩）及び凝灰岩が確認され，岩級

は主にＣＨ級であることから，試験地盤は建物直下地盤と同等の地盤である。 

 

        

 
 

     
 

（第１ベントフィルタ格納槽） 

図１（１） 原子炉建物南側に隣接する土木構造物の設置地盤における 

岩相区分及び岩級区分 

第１ベントフィルタ格納槽 

 Ｎ 

原子炉建物 

岩相区分              岩級区分 

掘削面（T.P.－5.0m） 
（配置図） 
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（低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽） 

図１（２） 原子炉建物南側に隣接する土木構造物の設置地盤における 

岩相区分及び岩級区分 

岩相区分              岩級区分 

注：岩相区分及び岩級区分と方位を合わせるため， 
写真を 180°回転させている。 

掘削面（T.P.－1.6m） 

（配置図） 

 Ｎ 

原子炉建物 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 




